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１．はじめに 
本研究に取り組むにあたり、共同研究者間でインクルージョンテクノロジーについて、

関連する用語や概念の整理を行った。Inclusion とは包括・包含を意味し、インクルージョ
ンという表現は教育や福祉、ビジネスなどの多様な分野で活用されている。様々な活用事
例から、「社会的に差別や不平等が生じる状況を取り除き、多様な人々が平等に参加し、
活躍できる」ことを目指していることが読み取れる。高齢者や障がい者を含む全ての人々
が自立した生活を営むべく、自らの自由意思に基づいて活用できる製品・サービスをイン
クルージョンテクノロジーと捉え、本章ではこれらが世界的に求められる背景について整
理する。 
 なお、本研究においては「社会的に差別や不平等が生じる状況を取り除き、多様な人々
が平等に参加し、活躍できる」ためのテクノロジーを広く対象とし、なかでも国内外のテ
クノロジー市場で重要視される高齢者（障がい者も一部含む）向けのものに着目する。イ
ンクルージョンテクノロジーに関連して、Aging technology（Aging Tech、Age Tech）や
Care technology（Care Tech）などの様々な表現が国内外の多様な分野で用いられてお
り、これらも含めて概観する。 
 
１-１．世界的に進む少子高齢化 
 2021 年における合計特殊出生率の世界平均は 2.3 と報告されており、人口分布を鑑みる
と「世界人口の 3 分の 2 は合計特殊出生率が 2.1 未満の国・地域に暮らしている」とさ
れ、2050 年には世界平均で 2.1 にまで低下すると見込まれる。一方で、平均寿命の延伸に
伴い、世界における 65 歳以上の人口は 2022 年時点で 7 億 7100 万人に上り、全人口に占
める比率（高齢化率）は約 10％となり、2030 年には約 12％、2050 年には約 16％に上昇
すると見込まれる 1)。世界規模で著しい少子高齢化が加速している。 

我が国においては、2021 年時点の合計特殊出生率は 1.3（厚生労働省 令和 3 年人口動態
統計月報年計）と報告されており、6 年連続で低下し、出生数も過去最少となった。65 歳
以上の人口は 3,621 万人、高齢化率は 28.9％2)となり、日本をトップランナーとして、
2050 年にはアフリカ大陸を除くすべての国が超高齢社会となる（図 1・図 2 参照）。 
  



2 

図１：世界の高齢者化率の推移 
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図２：世界の 60 歳以上の人口の推移 

 
  



4 

１-２．不足する介護リソース 
世界規模で加速する少子高齢化に伴い、介護リソースの不足が深刻化している。Long 

term care（長期介護サービス）分野において、現在の介護者と高齢者の比率を維持するた
めには、OECD（Organization for Economic Co-operation and Development：経済協力開
発機構）加盟国全体の介護従事者の数を 2040 年までに 60％増やす（介護職員を 1,350 万
人追加する）必要があると推計される 3)。 

日本における 2035 年時点の介護職員の需給を推計すると、介護職員が 68 万人不足する
と見込まれる 4)。周囲のアジア諸国においても高齢化が進行しており、海外からの人材投
入も徐々に難しくなっていくだろう。また、介護保険制度をはじめとする公的サポートに
おいても、何らかの対策を講じなければ、財政的な限界を迎える時期はそう遠くない。以
上より、高齢者の自立を支えるインクルージョンテクノロジーの推進と迅速な普及への期
待が高まることが予測される。 
 
１-３．COVID-19 パンデミックによる環境の変化 

COVID-19 が世界的に大流行し、我々は生活様式の変更を余儀なくされた。COVID-19
パンデミック前後の人々の動向調査研究が世界各国で盛んに行われ、身体活動や社会活動
の機会が減少したことが報告されている。 

187 ヶ国 45 万人超の歩数データを分析したアメリカの調査によると、スマートフォンア
プリに蓄積された活動量データを分析し、COVID-19 パンデミック前後の歩数が 1 か月間
で平均 27.3％減少していた 5)という。 

日本の高齢者 1,600 人を対象としたインターネット調査においても、2020 年 1 月時点
（COVID-19 感染拡大前）の 1 週間当たりの身体活動時間（中央値）が 245 分であったの
に対して、2020 年 4 月時点（緊急事態宣言中）には 180 分にまで減少しており、わずか 4
か月間で高齢者の身体活動量が約 3 割も減少していた 6)と報告された。また、医療機関や
介護施設では家族との面談ができず、広く社会活動が制限される事態となった。特に、高
齢者においては独居や近隣住民との交流がないといった社会活動の機会が少ない場合、緊
急事態宣言が解除された後も身体活動量が十分に回復されない可能性が示唆される 7)。
COVID-19 パンデミックによる身体および社会活動量の急激な減少は、人々の健康状態に
多大な影響を与え、特に高齢者の身体機能や認知機能に深刻な影響を及ぼしたといえる。 

一方、COVID-19 パンデミックを契機に、高齢者や障がい者がテクノロジーを活用する
ようになった事例が数多く報告されている 8) 9) 10)。American Association of Retired 
Persons（AARP：米国退職者協会）は、高齢者がテクノロジーに投じた費用について、
2019 年時点は 394 ドルだったが、COVID-19 パンデミック後の 2021 年 4 月には 1,144 ド
ルと約３倍に増加した 11)と報告した。日本においても、「新型コロナウイルス感染症に係
る診療報酬上の臨時的な取扱い」として、2022 年 4 月の診療報酬改定にて電話や情報通信
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機器を用いた初診の実施が認められ 12)、徐々に遠隔診療を中心として医療・介護領域にテ
クノロジーが普及し始めている。 

2022 年 9 月にアメリカで開催された Aging 2.0 OPTIMIZE Conference（Aging に関す
る国際的、学際的、世代間的なコミュニティ会議）への参加と意見交換を通じ、COVID-
19 パンデミックを契機に高齢者自身が活用する Aging technology がまさに普及し始めて
いることを実感した。一例をあげると、高齢者のコンパニオンロボット「ElliQ」が販売さ
れ、初期在庫の 1,000 台（実験的な社会福祉プログラムの一環として、ニューヨーク州が
購入した 800 台を含む）が完売し、2022 年後期にはアップグレード版「ElliQ 2.0」を誰
もが購入できるようになった。また、テクノロジーが高齢者の孤立・孤独や現場における
介護リソース不足の緩和に貢献したことから、COVID-19 パンデミックがインクルージョ
ンテクノロジーの需要を高め、Aging technology 分野の進歩を後押ししたといえる。 
 
１-４．高齢者世代のインクルージョンテクノロジーに対する認識の変化 

COVID-19 パンデミックが高齢者や障がい者の生活にテクノロジーを導入させ、普及を
加速させたことが 2020 年の特徴だとすれば、翌 2021 年はテクノロジーの導入が定着・習
慣化した年だといえる。2021 年からは徐々に対面での付き合いが増え、休日の集まりが再
開され、レストランには常連客が訪れるようになってきた。つながりを保つためにテクノ
ロジーを頼りにしている中高年層の割合について、50 歳代は 76％、60 歳代は 79％、70
歳代は 72％といずれも 7 割を超えており、高齢者が他人とのつながりを保つためにテクノ
ロジーを利用することが社会的交流の要となっている 13)ことが示唆された。 

さらに、2022 年は世界的な Aging technology 元年（出発点となるような年）であると
の見方が強い。COVID-19 パンデミックによる環境の変化もさることながら、日本におけ
る団塊の世代（第二次世界大戦直後の 1947 年〜1949 年生まれ）を含むいわゆる baby 
boomers（ベビーブーマー）が高齢者となり、Aging technology を牽引していくと予測さ
れるためである。 

日本における医療・介護分野のテクノロジーといえば、車椅子や移乗用のリフトなどの
福祉用具や介護機器と称されるものが広く知られている。これらは重度の障害をもつ人の
個別的な特性に配慮した装具や道具の開発から始まり、対象が高齢者へと拡大していった
経緯がある。専門家によるケーススタディ（個別事例の検討）を重ねた末の order-made
（オーダーメイド：受注生産）から、高齢者の特性を踏まえた ready-made（レディーメイ
ド：既製品）へ 14)と、開発の動向は変化していった。近年では、視覚や聴覚に障害をもつ
人がスマートフォンのアプリケーションによって活字の読み上げ、音声の文字化などのサ
ポートを活用したり、義足に搭載されたセンサーによって使用者の歩容が学習され、歩行
がアシストされたり（表１-１、表１-２参照：いずれも別添）と、ソフトウェアの開発が
重視され、より手軽で身近にパーソナルサービスを利用できる環境が目指されている。 
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2022 年現在、日本の 60〜70 歳代の 9 割超がいずれかの ICT 端末（フィーチャーフォ
ン、スマートフォン、タブレット、パソコン）を所有しており、なかでもスマートフォン
の所有率が 60 歳代では 9 割、70 歳代では７割と増加している 15)ことから、我が国の高齢
者の日常生活においてもテクノロジーは身近なものとなってきた。インクルージョンテク
ノロジーが高齢者を含むあらゆる世代にとって、より身近なものとなった現在、その開発
や実用化、継続的な評価を踏まえた製品・サービスの改善などの様々な面で期待が高まっ
ている。 
 
２．研究の目的と方法 
２-１．研究目的 
 高齢者向け（障がい者を一部含む）を中心としたインクルージョンテクノロジーについ
て、国内外で活用されている製品・サービスを抽出し、テクノロジーを取り巻く社会情勢
の変遷や近年の開発の傾向を踏まえ、その将来展望について体系的に捉えることを目的と
する。 
 具体的には、下記に焦点を当てた。 
①活用が期待されるインクルージョンテクノロジーをリストアップする 
②テクノロジーの変遷を整理する 
③テクノロジーの評価に関する研究実態と研究傾向やトレンドの変遷を整理する 
④近年の Aging Technology（Assistive Technology）の傾向やトレンドを明らかにする 
⑤実用化に向け、テクノロジーを時系列でマッピングする 
⑥テクノロジーの実装プロセスおよび評価方法についての状況を把握する 
⑦現場導入を目指したフレームワーク作成のため、評価および導入プロセスを体系化する 
 
２-２．研究方法 

研究協力者の研究拠点である 4 ヶ国（カナダ、デンマーク、マレーシア、日本）を中心
に、国内外のインクルージョンテクノロジーの評価指標に関する知見を集積し、国際比較
を通して、インクルージョンテクノロジーの開発、実証、普及、評価におけるフレームワ
ークの提案を目指す。特に、評価のプロセスに焦点を当て、製品・サービスの利用者（高
齢者）の自立した生活が目指されているか、利用者自身の視点がどのように活かされてい
るのかに着目する。具体的な方法については、以下に記載する。 
 
２-２-１．文献検討・資料調査 

インクルージョンテクノロジーの海外動向にまつわる英文論文については、文献検索デ
ータベース（PubMed、Embase、Cochrane Collection Plus、PsycINFO、CINAHL）およ
び Google Scholar を補完的に用い、直近 10 年間（2012～2022 年）に公表された 942 件
を抽出した。なお、日本国内の動向にまつわる英文論文は確認できなかった。 
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高齢者向け（障がい者を一部含む）を中心としたインクルージョンテクノロジーについ
て、文献検討を行った。国内動向にまつわる和文論文については、J-STAGE（国立研究開
発法人科学技術振興機構運営の論文データベース）を活用し、医療／介護／テクノロジー
／評価などをキーワードに 90 件を抽出した。 
 
２-２-２．現地視察・調査 

直近のインクルージョンテクノロジー（Aging Technology、Health Technology などを
含む）の海外動向について、研究協力者の研究拠点である①カナダ、②デンマーク、③マ
レーシアを中心とし、各研究者のネットワークを活用して情報を収集した。さらに④アメ
リカ、⑤イスラエルでのカンファレンスへの参加および現地視察を通じ、インクルージョ
ンテクノロジーに関する海外動向についての情報を収集した。国内動向については、⑥研
究分担者・研究協力者の所属機関を中心に情報を収集した。 

あわせて、カナダ、デンマーク、マレーシア、日本、イスラエルの 5 か国については、
インクルージョンテクノロジー（Aging Technology・Health Technology・Care 
Technology などを含む）を accelerate（アクセラレート：推進する）および評価する組織
に訪問し、対面でのインタビュー調査を行い、情報を収集した。 

本研究の協力者や視察場所などの詳細については、以下に記載する。 
 
<本研究における主な視察先／研究協力者＞ 

①カナダ（オンタリオ州・トロント） 
 主な視察先：The Centre for Aging ＋ Brain Health Innovation：CABHI 

研究協力者：Mel Barsky 氏（Director, Business Development at CABHI）ほか 
②デンマーク 

研究協力者：Mika Yasuoka Jensen（安岡 美佳）氏（Associate Professor at Department 
of People and Technology, Roskilde University (Denmark)） 

③マレーシア 
 主な視察先：MALAYSIAN RESEARCH INSTITUTE ON AGEING：MyAgeing™, 

Universiti Putra Malaysia（マレーシア・プトラ大学） 
対応者：Prof. Ir. Dr. Siti Anom Ahmad（Director, MyAgeing™） 
iElder.Asia 社（医療・介護機器用品の販売を取り扱う企業） 
対応者：Ms. Olivia Quah（Co-Founder & Executive Director, 

Asian Integrated Medical Sdn Bhd） 
 研究協力者：野村 眞弓氏（ヘルスケアリサーチ株式会社・CEO、マレーシア在住）  
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④アメリカ（ケンタッキー州・ルイビル） 
 主な視察先：Aging 2.0 OPTIMIZE Conference：Aging に関する国際的、学際的、世代

間的なコミュニティ会議（Louisville, Kentucky, USA：2022 年 9 月 21～22
日開催）※研究代表者の阿久津は Tokyo Chapter 代表 

⑤イスラエル（テルアビブ） 
 主な視察先：LONGEVITECH TLV 2023（Tel Aviv, State of Israel：2023 年 2 月 13～

14 日開催） 
※研究代表者の阿久津（Representative Director at Aging Japan）が本会議で講演 

⑥日本 
主な視察先：Future Care Lab in Japan：SOMPO ホールディングスグループがプロデュ

ースするリビングラボ（東京）および 
一般社団法人 日本ノーリフト協会（神戸） 

 研究分担者：小林 宏気氏（SOMPO ケア株式会社・egaku プロダクト開発部特命部長） 
 研究協力者：雫石 英里氏（SOMPO ケア株式会社・egaku プロダクト開発部サービス開発

課リーダー）、保田 淳子氏（一般社団法人 日本ノーリフト協会・代表理事） 
 
２-２-３．倫理的配慮 

本研究は、テクノロジーおよび評価方法についての調査研究であり、研究対象者に対する
人権擁護上の特段の配慮や、不利益・危険性の排除、説明と同意（インフォームド・コンセ
ント）についての特段の配慮は必要としない。なお、研究代表者および分担者は所属機関に
おいて、研究倫理教育を受講し、利益相反委員会への申し出を行っている。本研究において
倫理的配慮に関する疑義が生じた場合は、研究代表者の所属機関における倫理審査委員会お
よび利益相反管理委員会に適宜照会できる環境を整えていた。また、本研究では動物実験を
実施しないため、実験動物に対する動物愛護上の配慮などは必要としない。 

なお、海外在住の研究協力者および調査対象者については、以前から研究代表者との継続
的なコミュニケーションを重ねており、既に率直に意見交換できる関係性が構築されてい
る。あわせて、海外の拠点における現地視察・調査においては、以下の点に留意した。 
・アンケートおよびヒアリング調査項目を選定する際は、対象地域の文化的背景についての

情報を収集し、その多様性を広く受容する姿勢に努めた。 
・日本語以外の言語でのやり取りが生じる際は、翻訳ソフトを適宜活用し、使用された言語

について十分な知識を有する複数人で協議するなど、齟齬が生じないよう配慮した。 
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３．インクルージョンテクノロジーの変遷 
研究協力者の研究拠点である 4 ヶ国（カナダ、デンマーク、マレーシア、日本）を中心

に、国内外のインクルージョンテクノロジーを概観した。全 145 件の製品・サービスが抽
出され、一覧として表に整理した（表１-１、表１-２参照：いずれも別添）。 

本研究においては、「高齢者や障がい者を含む全ての人々が自立した生活を営むべく、
自らの自由意思に基づいて活用できる製品・サービス」をインクルージョンテクノロジー
と捉え、関連する用語や概念も含めて広く対象として捉えるよう留意した。一例として、
高齢者の在宅での療養や介護を支える遠隔医療システムの一部も対象としている。 

また、製品・サービスの利用者（高齢者）の自立した生活が目指されているか、利用者
自身の視点がどのように活かされているのかといった評価プロセスに着目するため、製
品・サービスの利用主体が誰なのかを明確にするよう留意した。 

高齢者や障がい者が自立的な生活を目指して自らの意思で利用するものを active（アク
ティブ）テクノロジー、高齢者や障がい者の自立的な生活を間接的にサポートする（生活
を取り巻く種々の環境を整備する）ものを passive（パッシブ）テクノロジーの 2 つに大別
して整理した。次章に詳細を示す。 

 
３-１．パッシブ・インクルージョンテクノロジー 
３-１-１．パッシブ・インクルージョンテクノロジーとしてのセンサー技術発展の変遷 
 本研究の調査期間に、Aging technology を推進する Older Adults Technology Services
（OATS）16)の創業者 Thomas Kamber 氏と意見交換する機会を得た。「高齢者の自立の
ために推奨されるテクノロジーはどのようなものか？」という問いに、「スマートフォン
とタブレットがあれば十分だ」との返答があり、今や高齢者にとっても身近なツールであ
るスマートフォンやタブレットを介して、アプリケーションを利用したり、外部のディバ
イス、ロボティクス、センサーなどと連携したりと、インクルージョンテクノロジーは
様々な場面や方法で用いられ、日々進化を遂げている。 
 海外および国内のインクルージョンテクノロジーの一覧（表１-１、表１-２参照：いず
れも別添）の「テクノロジーの種類」の項にセンサーとして分類された 13 例を概観する
と、様々な対象の計測や感知にとどまらず、外部のディバイスやアプリケーションとつな
がることで、高齢者や障がい者の生活環境を支えている。具体的には、計測データの分析
から睡眠や排泄、服薬などのパターンを予測して事前にアラートを出したり、計測データ
を集約したモニタリングによって遠隔での見守りを可能にしたり、と高齢者の生活行動の
自立を促す助けとなっている。 

インターネットおよびセンサー技術の発展を歴史的に概観すると、電話回線から始まっ
た家庭向けのインターネットサービス（固定通信）は、2000 年頃には ADSL 回線、2005
年には光ファイバーが主流となり、その通信速度は約 1,000 倍にまで向上した。また、携
帯電話の通信速度については、1990 年に 1G（第 1 世代移動通信システム）と呼ばれるア
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ナログ式から、2010 年代には 4G（第 4 世代移動通信システム）と呼ばれる高速通信へと
発展し、その通信速度は約 10,000 倍以上に著しく向上し、スマートフォン時代の幕開け
となった。4G はさまざまなモバイルアプリケーションの利用を可能にし、音楽や動画の
ストリーミング配信、インターネットサイトでの買い物、ソーシャルメディアの利用など
が出先で行えるようになった。2010 年代から携帯型のヘルスケアセンサーが急速に普及
し、ワイヤレス技術の進化とスマートディバイスの普及に後押しされる形で、スマートフ
ォンのアプリケーションと連携するセンサーが増加した。また、医療機関向けのセンサー
の開発も進められ、高齢者・障がい者を支えるテクノロジーは「センサー＋アプリケーシ
ョン＋AI による解析」という一連のシステムに重きを置いたものが主流になってきた。 
 
３-１-２．センサーによるモニタリング技術の類型化 

上述のように、センサー技術は長らくインクルージョンテクノロジーとして活用されて
きた経緯があり、本項では初期のインクルージョンテクノロジーの代表ともいえるセンサ
ーを用いたモニタリング技術について整理する。 

はじめに、2006 年（光ファイバーの導入により通信速度が向上した時期）～2012 年
（4G 高速通信への発展に伴ってヘルスケアセンサーが急速に普及した時期）において、
センサーを用いたモニタリング技術の特徴や適用目的について総括した先行研究 17)

（Kirsten K. B. Peetoom ら 2015）を基に、センサーによるモニタリング技術の類型化に
ついて考察する。文献検索データベース（PubMed、Embase、Cochrane Collection Plus、
PsycINFO、CINAHL）および Google Scholar を補完的に用い、高齢者や障がい者を含む
全ての人々が自立した生活を営むことを目的としたモニタリング技術に関する文献 100 件
を対象とした。センサーによるモニタリング技術は 5 つに大別され、①人感（受動型赤外
線）センサーによるモニタリング（61 件）、②身体装着型センサーによるモニタリング
（26 件）、③ビデオモニタリング（８件）、④圧力センサーによるモニタリング（3
件）、⑤音声センサーによるモニタリング（2 件）が抽出された。具体的な使用場面や研
究の動向について、以下に分類別に整理した。 

 

① 人感（受動型赤外線）センサーによるモニタリング（61 件） 
高齢者の自宅の壁や天井に設置され、自宅内においてあらかじめ設定された活動に関す

るデータを自動的かつ継続的に収集する。Passive Infra-Red（PIR：受動型赤外線）センサ
ーは熱に反応し、温度変化によって部屋の中の居住者の存在を検知する。PIR モーション
センサーは、コンロの使用、部屋の温度、水の使用、キャビネット、窓、ドアの開閉を測
定するセンサーなど、特定の種類の活動を検出できるサブグループがある。センサーによ
って計測されたデータは介護者に送信され、介護者はそのデータを解釈して傾向を分析す
ることで、高齢者の日々の活動の変化とそれに伴う健康状態の変化の可能性を検出するこ
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とができる。研究の傾向として、RIP センサーそのものや計測データのアルゴリズムに関
する解説（うち 19 件）、個別のケーススタディやパイロットスタディ、RIP センサーの
使用に関するコホート研究を含む実証研究（うち 39 件）が抽出された。 

 
②身体装着型センサーによるモニタリング（26 件） 

活動者の身体にセンサーを直接装着して活動量や移動量を実測したり、加速度センサー
を用いて移動の位置変動や速度、姿勢や動作の変更（立つ、座る、曲げる、倒れるなど）
を測定したりと、最も頻繁に使用される技術である。加速度センサーは、体動の（直線）
加速度を測定することで活動を検出し、活動の程度や ADL の遂行、転倒やその他の重大
なトラブルを把握するために使用される。研究の傾向として、身体装着型センサーの機能
性の実証に焦点を当てたものが多く抽出された。 

 
③ビデオモニタリング（8 件） 

ビデオカメラを部屋の天井に設置し、映像データのシルエット検知、バックグラウンド
減算、楕円追跡アルゴリズムによって居住者の活動を検出する技術である。主に、居住者
の姿勢または姿勢遷移の認識、転倒やその他の重大なトラブルの把握に用いられていた。
研究の傾向として、実験室や自宅での転倒や活動のシミュレーションが多く抽出され、ビ
デオモニタリングの有効性を検討するためのパイロットスタディや縦断的研究には至って
いない。 

 
④圧力センサーによるモニタリング（3 件） 

圧力センサーは、椅子やベッドにいる施設入居者の存在を検出するために使用され、抽
出された３件の論文においては、座位から立位／立位から座位への移動を検出するために
用いられていた。研究の傾向として、圧力センサー技術使用時の背景にあるアルゴリズム
についての検証（うち２件）および実験室における個別のケーススタディ（うち１件）に
留まり、圧力センサーによるモニタリングの有効性を検討するためのパイロットスタディ
や縦断的研究には至っていない。 

 
⑤音声センサーによるモニタリング（２件） 

マイクロフォンに搭載された音声センサーを用い、皿洗いの音や、物や人の落下音な
ど、様々な種類の日常活動を検出できる技術である。転倒をはじめとする重大なトラブル
の検出や ADL の検出およびモニタリングを目的とする。抽出された２件の論文は音認識
を行う際の背景にあるアルゴリズムの検証に焦点を当てたものであり、音声センサーによ
るモニタリングの有効性を検討するためのパイロットスタディや縦断的研究には至ってい
ない。  
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３-１-３．単独センサーの利用から Active Assisted Living システムへ 
携帯型のヘルスケアセンサーが急速に普及した 2010 年以降、センサー自体の性能は向

上しているが、基本的な機能と類型化に大きな変化は生じていない。それから 10 年を経
た 2020 年には、高速通信である 4G および 5G の整備や 6G の開発推進により、センサー
を単独で用いるだけでなく、センサー同士の連携や「センサー＋アプリケーション＋AI に
よる解析」という一連のシステムが主流になった。 

センサー技術発展の背景には、高齢者や障がい者、怪我や病気などで自宅療養を必要と
する全ての人々の自立した生活をテクノロジーで支援するという目的があり、Active 
Assisted Living／Ambient Assisted Living（AAL：日本においては積極的支援生活や自立
生活支援などと訳される）システムの開発に大きな関心が寄せられるようになった。AAL 

Programme は、「HORIZON2020（欧州連合（EU）が 2014 年から 2020 年の 7 年間にわ
たって 800 億ユーロ規模で実施した研究とイノベーションを促進するプロジェクト）」の
助成を受け、2010 年以前より取り組まれていた「Ambient Assisted Living Joint Program
（高齢者が自宅でできるだけ長く生活することを目指すプログラム）」が実用化されたも
のである 18)。 

 
＜AAL プログラムの主な目的 19)＞ 

・AAL システムには、高齢者が必要最小限の身体的介助を受けながら、在宅で自立的な生
活を継続することを目指す側面のみならず、加齢や特殊な病態による影響がない人々に
対しても、生活習慣の変化や普段とは異なる行動やトラブルなどを早期に発見できるよ
うに戦略的な活用を目指すねらいがある。 

・今日の connected technology（コネクテッド・テクノロジー：IoT 技術を用い、様々な
機器や部品を常時コンピューターネットワークで接続して利用する技術の総称）を活用
しながら、社会の高齢化を好機と捉え、Healthy Aging（ヘルシーエイジング：身体・心
理・社会的な機能を保ちながら自立的な質の高い生活を送ること）にまつわる技術とイ
ノベーションの分野における産業機会を強化する。 

・高齢者によって形成される、いわゆるシルバー経済のサービスや製品に対する需要が急
速に高まるなか、Active Assisted Living にまつわる技術を最大限に活用し、人口動態の
変化に伴う経済成長と社会発展の継続的な可能性を生み出すことがプロジェクトの主眼
である。医療・介護システムに与える影響の均衡を維持し、高齢者と介護者の生活の質
を向上させることを目指す。人生のどの段階においても人々を支援し、暮らしの場での
加齢を支え、職場や家庭環境を改善し、社会とのつながりを支援する技術やデジタルソ
リューションの市場を創造することを重視する。 

 
2014 年から 2020 年にわたる 7 年間のプログラムサイクルを通じ、AAL プログラムには

上記の 3 つの目的に賛同した EU 加盟国 20 カ国、スイス、英国、カナダ、台湾が参加し
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ている。AAL プログラムは、高齢者の生活の質を向上させるための製品・サービスの開発
に取り組む共同プロジェクトに対し、積極的な資金提供を行ってきた。これまでに資金提
供を受けた 38 件のうち、2019 年末までに完了した 23 件（全体の 61％）が市場に投入さ
れている。2021 年までのインパクト評価を実施し、2022 年も継続的に議論されており、
現在までに 309 件のプロジェクトに投資がなされている 20)。 

 
３-１-４．民生品のインクルージョンテクノロジー化（民生品技術の転用可能性） 

米国においても、センサー技術は高齢者のケアと Well-being（質の高い生活）に大きく
貢献している。2010 年から 2020 年までの 10 年間でセンサーは小型化し、少ない設置面
積で複数のセンサーを組み込めるようになった。また、IoT 分野におけるアプリケーショ
ン開発の活発化に伴い、データの収集にとどまらず、データを解釈できる intelligent 
sensor（インテリジェントセンサー）も開発され、低コストかつ高性能なセンサーの需要
が高まっている。今後は、センサーがデータパターンを検出して学習し、状態の改善予測
や将来リスクの予測が可能となる時代が進むと予想される。2022 年にまとめられたセンサ
ー技術の現在と展望に関する報告 21)を基に、センサー技術が今後 5 年間を目途にどのよう
に発展するのか、その方向性について以下の表２に示す。  
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表２：現在と5年後以降のセンサーの使用状況 
現在のセンサーの使用状況 5 年後以降のセンサーの使用状況 
状態の検出 状態の予測 
決まった期間毎にデータや分析結果を確認 
⇒定期的なレビューが必要 

AI がデータを自動解析 
⇒重要なパターンやトレンドを発見 
⇒insight（インサイト）を関係者に直接送信 

既存のシステム・infrastructure（インフラス
トラクチャー）にセンサー技術を後から追加 

新しく開発されるコミュニティ・インフラス
トラクチャーに最初からセンサー技術を搭載 

データは限定的な context（コンテキスト）
で解釈され、その応用範囲も制限 

AI が独自の質問や仮説を立て、データから
新たな知見を引き出す 

ブロードバンド（広域・大容量通信）が
100％利用可能ではない 

ブロードバンドがシニアホーム（高齢者施
設）のスタンダード（標準規格）となる 

データはクラウドに蓄積される データは Edge device（エッジディバイス：
IoT 機器等の末端／最前線の装置）内で処理 

スタッフが手動でチェックインする システムが自動的にチェックインする 
在宅ケアは職員の働きに依存する センサーによって 24 時間モニタリング可能 
CCRC※や施設での居住生活 CCRC※や施設に閉ざされることなく、 

在宅で介護を受けることができる 
療養の場は、病院からリハビリ施設へ 療養の場は、病院から在宅へ 
徘徊を検知するアラート センサーによる徘徊管理 

（アラート機能 ＋ 場所の追跡なども可能） 
開発メーカーが利用者・利用場面を定義 ユーザーが求める新しいケアサービスの提案 
センサーテクノロジーを後付けで追加 住宅の一部として、当初からテクノロジーを

搭載 
プライバシー・セキュリティは後付けで強化 Privacy and Security by Design アプローチ：

設計段階からプライバシー・セキュリティ 
保護を考慮するアプローチ方法 

テクノロジーとケアプランは連動していない センサーと連動し強化されるケアプラン 
フィットネス、転倒検知などそれぞれに対応 モーション探知（フィットネス・歩行・安定

性）をベースに様々な方法に応用 
生体情報を低頻度でスポットチェック 継続的な生体情報のモニタリング 
インシデント・アラートを重視するセンサー センサー側からの予測知が、コンシェルジュ

サービスに直接つながる 
主に一般消費者向けに開発された音声技術 音声技術が消費者市場から企業市場へと拡大

⇒多様なシーンで活用される 

※Continuing Care Retirement Community ：高齢者が健康なうちに入居し、終身で過ごすことが可能な生活共同体 
参考：Laurie M. Orlov：The Future of Sensors and Older Adults．Knowing Matters  November 2022. Figure 9 
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表２に示した通り、AI を搭載した Edge device（エッジディバイス：IoT 機器などの末
端／最前線の装置）も普及しており、これまではクラウド内に蓄積されていたデータが、
5 年後以降にはディバイス内で処理されるようになる。センサー技術の高度化により、高
齢者や医療・介護分野向けに特化して開発された製品にとどまらず、IoT 家電やスマート
フォン、スマートウォッチなどの生活シーンに組み込まれた機器そのものが、高齢者や障
がい者のケアと質の高い生活をサポートできるようになってきた。今後は、センサー自体
の開発というよりも、アルゴリズム解析や AI による判断、予測や介入に重きが置かれる
ようになるだろう。従来、高齢者の心身の状態のアセスメントや介入には医療・介護専門
職による多大な時間と労力が投じられてきたが、センサー技術と AI が代替できる範囲は
着実に拡大している。人の手で行われていた医療・介護が、その大部分をインクルージョ
ンテクノロジーに取って代わられる時代が、すぐそこまで来ているといっても過言ではな
い。なお、テクノロジーの普及には様々な課題がある。高齢者や介護者がテクノロジーを
利用する際に、利用価値を判断して受け入れる過程で生ずる心理的あるいは能力的な障
壁、システム連携や費用面の課題など、普及を妨げる問題とその解決策については、後述
する。 
 
３-２．アクティブ・インクルージョンテクノロジー 
３-２-１．最新のアクティブ・インクルージョンテクノロジー 

本研究においては、上述したセンサー技術に代表される、高齢者や障がい者の自立的な
生活を間接的にサポートする（生活を取り巻く種々の環境を整備する）パッシブ・インク
ルージョンテクノロジーと、高齢者や障がい者自身が自立的な生活を目指して自らの意思
で利用するアクティブ・インクルージョンテクノロジーの 2 つに大別して、インクルージ
ョンテクノロジーを整理する。本項では、自立的な生活を見据え、特に残存能力をサポー
トする技術に着目し、最新のアクティブ・インクルージョンテクノロジーを概観する。 

World Intelligential Property Organization（WIPO：世界知財所有権機関）は、1998年
から2019年までの特許出願に関するデータを用いて、支援機器全般に関する特許出願・技
術動向を初めて広く体系的に分析した22)。新たな支援機器（emerging assistive 
technology：エマージング・アシスティブテクノロジー）を従来の支援機器（conventional 
assistive technology：コンベンショナル・アシスティブテクノロジー）と区別し、新たな
支援機器の開発を可能にする9つの実現技術（Enabling Technology：イネーブリング・テ
クノロジー）を特定している。新たな支援機器に関連する出願件数の平均年間成長率は
17%であり、従来の支援機器（6%）と比べて約3倍の速度で発展している。下記に従来の
支援機器分類と新しい支援機器分類を比較し、相違点を示す（表３参照）。特筆すべき点
は、テクノロジーを利用する高齢者・障がい者の捉え方が、Assistive（介護される）から
Inclusive（自立できる）へと変化していくことである。  
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表３：従来のassistive technology分類と新しいassistive technology分類の比較 
領域 従来の assistive technology 分類 新しい assistive technology 分類 

視覚 

拡大鏡 
メガネ 
触覚ディバイス 
インタラクティブ製品 

眼内レンズ（レーシック） 

人工（シリコーン）網膜 
皮質インプラント 
人工虹彩 
スマートアイウェア 
AR ディバイス ／ VR ディバイス 
ハンドウェア 

【相違点ほか】 
・cybernetics（サイバネティクス：機械の自動制御や動物の神経系機能の 

類似性や関連性を統一的に研究する学問の総称）技術の応用化 
・ディバイスが身体能力を emphasis（エンファシス：拡張・強化する） 

⇒implantable（インプランタブル：体内埋め込み型）ディバイスや 
AR（拡張現実） / VR（仮想現実）を活用したディバイスの発展 

認知機能 

計算機能 
服薬管理 
時間マネジメント機器 
記憶サポート機器 
時計機能 

― 

【相違点ほか】 
・テクノロジー・AI の進化により、認知領域に限定せず、様々な身体拡張の 

領域に組み込まれる 

通信・ 
コミュニ 

ケーション 

ビジュアルコミュニケーション 
オーディオコミュニケーション 
音声入力 
テキスト音声変換 
スイッチ・入力装置 

Brain Machine Interface（ブレイン・マシ
ン・インターフェイス：BMI） 
Sensory substitution（感覚置換）補助 
ナビゲーション補助 
スマートアシスタント 

【相違点ほか】 
・cybernetics（サイバネティクス）技術の応用化 
・脳科学分野でのコミュニケーション手段の開発がめざましい 

⇒各神経と脳を繋いだり、機能している器官の感覚情報を活用し、 
欠陥のある器官の知覚する能力を回復させたりなど 

・神経などの身体拡張技術によってコミュニケーション手段が開発される 
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表３：従来のassistive technology分類と新しいassistive technology分類の比較（つづき） 
領域 従来の assistive technology 分類 新しい assistive technology 分類 

環境 

家庭内・職場の補助技術機器 
段差や縦方向移動の補助製品 
文化的生活・レクリエーション・
レジャーのための補助技術 
緊急通報 

スマートシティ 
スマートホーム 
補助ロボット 

【相違点ほか】 
・本研究では、高齢者や障がい者の自立的な生活を間接的にサポートする 

(生活を取り巻く種々の環境を整備する)パッシブ・テクノロジーとして扱う 
・様々なセンサーやロボット技術などが連動して環境を作り出している 
・民生品（一般家庭での使用が想定された製品、【対義語】業務用製品）に 

利用される技術が転用される 

聴覚 

聴力補助誘導ループ 
視覚信号機器 
クローズドキャプションサービス 
ビデオ字幕サービス 
読唇技術 

自動読唇術 
ジェスチャー・映像・文章変換器 
先進補聴器・補聴器補装具 
人工内耳 
非侵襲性骨伝導・軟骨伝導 
中耳インプラント 
Auditory brainstem implant（聴性脳幹イン
プラント：ABI） 

【相違点ほか】 
・cybernetics（サイバネティクス）技術の応用化 
・implantable（インプランタブル）ディバイスによる身体機能拡張 
・読唇術、ジェスチャー・映像・文章変換器への AI 技術の応用 

mobility 
（移動） 

歩行補助機器・姿勢変換機器 
車椅子 
リフト機器 
装具・補装具 
スタンディングフレーム 
立位保持具 

先進義肢装具 
外骨格・先進歩行補助装置 
先進車椅子 

【相違点ほか】 
・cybernetics（サイバネティクス）技術の応用化 
・身体能力拡張を目的とする義肢装具 
・センサー・AI と連結した機器による個別的なサポート 
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表３：従来のassistive technology分類と新しいassistive technology分類の比較（つづき） 
領域 従来の assistive technology 分類 新しい assistive technology 分類 

セルフケア 

適応型ウェア・食具 
失禁対策製品 
マニュキュア・ペディキュア 
ヘアフェイシャルに関する補助具 
デンタルケア 
性行為支援製品 

健康・感情モニター 
スマート配薬機器 
服薬管理システム 
食事介助ロボット 
スマート排泄サポート 

【相違点ほか】 
・身体面のセルフケアについては、本研究では、高齢者や障がい者の自立的な

生活を間接的にサポートする（生活を取り巻く種々の環境を整備する） 
パッシブ・テクノロジーとして扱う 

・様々なセンサーが連携し、個々の健康に関わる実態把握・将来予測が可能 
・センサー技術の連携により、ロボットによる個別的なサポートが可能 
・スマートホーム・スマートシティの考え方には、セルフケアを中心とした 

ヘルスケア領域へのサポートが当然のように組み込まれている 
・セルフケアをサポートするテクノロジーは、病院や施設のような医療・介護 

の場面にとどまらず、日常生活の中へと広がっていく 

 
表３「新しい assistive technology 分類」に含まれる技術は、下記の３つに大別される。 

 
３-２-２．新しい assistive technology 分類に含まれる技術 
●AR（拡張現実） / VR（仮想現実）技術 

身体的な障害から移動が難しい場合でも、仮想現実を通じて別世界を体験することで
精神的な安定を得たり、ゲーム感覚で楽しみながら気軽にリハビリテーションを行った
りできる。認知症患者の回想療法に有効とされており、COVID-19 パンデミック下にお
いては接触を避ける目的で遠隔からも利用されるなど、AR / VR 技術の活用場面は拡大
している。 

Centre For Aging ＋ Brain Health Innovation（CABHI：カナダ・トロントの医療法人
Baycrest が経営する医療機関に併設、加齢と脳の健康分野の革新的技術開発、普及、拡
大、採用促進を支援する組織。詳細は後述）のスタッフは、VR 技術を Game Changer
（ゲームチェンジャー：従来とは異なる視点や価値観で市場に大変革を起こす製品・サ
ービス）だと評価している。 

2015 年には International Virtual Reality Healthcare Association（IVRHA：拡張現実
（AR）と仮想現実（VR）とを使用した医療分野におけるイノベーション、教育、研究
の促進を目的としたアメリカの非営利団体）23)が設立された。IVRHA は、医療従事者
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や教育者、開発者、起業家、AR / VR テクノロジーに関心のある人々のコミュニティを
設立し、医療分野での AR / VR 技術の応用に関する情報を共有し、学術研究や倫理規範
の策定、最善の実践を推進している。さらに、AR / VR 技術を活用した医療分野のアプ
リケーション開発や教育プログラム開発を支援している。 

 
●ロボティクス技術 

ロボティクス技術は産業分野のみならず、もはや日々の生活に必要不可欠なものとな
っている。介護分野においては、見守りセンサーや介護支援に関する製品にも活用され
ている。高齢者や障がい者の社会的な孤立を防止するコミュニケーションロボットや
Telepresence Robot（テレプレゼンスロボット：テレビ会議＋ロボット＋遠隔操作技術
を組み合わせた代理で社会参加や仕事をするロボット）、操作が容易で障害物を自動で
避ける自動走行車椅子などもロボティクス技術の一環である。自動運転車もロボティク
ス技術に分類され、インクルージョンテクノロジー市場において重要な一領域である。 

 
●サイボーグ技術 

Neuroscience（ニューロサイエンス：脳神経科学）領域の研究はめざましく進歩して
いる。身体的な障害を有する場合でも脳が発する筋電信号を機器に接続させ、自らの意
思で自由に身体を動かすことができ、人工的なインプラント（体内埋め込み型の医療機
器・材料）を活用した視覚機能／聴覚機能サポートなども得られるようになった。 

 
下記に各新技術の具体事例をまとめた。 

表４：新しい assistive technology 分類に含まれる技術と活用の具体例 
新しい assistive 
technology 技術 

使用目的 活用の具体例ほか 

AR（拡張現実） リハビリ 
テーション 

脳梗塞後遺症や歩行訓練を含むリハビリテーション
などにおいて、理学療法・作業療法に応用される 

VR（仮想現実） 遠隔移動 物理的な移動を伴わず、遠隔での活動・参加を可能
にする 
現在、認知症患者への回想療法や薬物療法に依存し
ない緩和ケアにて有用性が検証されている。 

VR（仮想現実） リハビリ 
テーション 

自閉症・うつ・対人不安などの精神科領域における
認知行動療法の一つの手段として活用される 
継 続 的 な リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン を 要 す る 場 合  
( 脳 梗 塞 後 遺 症 や フ レ イ ル 予 防 の 運 動 療 法 等 )
で も 、 VR 特有の没入感を利用し、ゲーム感覚で 
楽しみながら気軽に取り組むことができる。 
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表４：新しい assistive technology 分類に含まれる技術と活用の具体例（つづき） 
新しい assistive 
technology 技術 

使用目的 活用の具体例ほか 

テレプレゼンス 
ロボット 

社会参加 遠隔地の会議への参加や勤務先でのコミュニケーシ
ョンなどの活動・社会参加を可能にする 

スマート車椅子 移動 スマートフォンアプリと連動し、電源のオンオフ・
折り畳み・自動走行などの遠隔操作を可能にする。 
座面の高さ・背もたれの角度の調節、肘置きの跳ね
上げ機能によって水平方向からの移乗可能、段差乗
り越え時の衝撃吸収、軽量で小回りが効くなどの機
能により多様な生活場面に適応できる 

外骨格・ 
先進歩行補助装置 

移動 
リハビリ 
テーション 

外骨格(身体の外部に着用して筋力を補助する装置)
で下肢をサポートし、自力での移動やリハビリテー
ションを可能にする 

スマート生活 
支援ロボット 

生活介助 食事・排泄・整容などの生活場面における様々な 
セルフケアをサポートする 
例）パーキンソン病などによる振戦（震え）を補正 
するスプーンなど 

人工内耳・ 
中耳インプラント・ 
ABI（聴性脳幹イン
プラント） 

身体能力 
エンファシス 

人工機器・インプラント（体内埋め込み型の医療 
機器・材料）を活用して聴覚機能を補強する 

眼内レンズ・ 
人工網膜 

身体能力 
エンファシス 

人工機器・インプラント（体内埋め込み型の医療 
機器・材料）を活用して視覚機能を補強する 

Sensory substitution 
（感覚置換） 

身体能力 
エンファシス 

例）音、振動、空気の吹き出し、舌の電気刺激など
を活用し、視覚障がい者の移動をサポートする 

スマート義肢・ 
外骨格 

身体能力 
エンファシス 

脳から発せられる筋電信号を直接義肢に接続する 
ことで、自分の意思で自由に手足を動かせる 

Brain Machine 
Interface（BMI： 
ブレイン・マシン・
インターフェイス） 

身体能力 
エンファシス 

脳波などの脳活動情報を活用し、自分の思考を文字
や音声に変えて意思疎通を可能にする。 
VR 技術やテレプレゼンスロボットとの連携により
コミュニケーションの可能性はさらに拡大する 

コミュニケーション
ロボット 

社会参加 
見守り 

一人暮らしの高齢者や障がい者の社会参加を促す。 
遠隔からの見守りや服薬支援などの生活サポートを 
得ながら自立的に生活する。 
搭載された AI が recommendation（対象者に適し
た情報・サービス等の提案・提供）をも可能にする 
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３-３．インクルージョンテクノロジーの未来 
３-３-１．インクルージョンテクノロジーの系譜 
 WIPO（世界知財所有権機関）によると、2021 年現在、世界の 10 億以上の人々がイン
クルージョンテクノロジーによる支援を必要としているという。さらなる高齢化が進み、
IoT 家電と医療・介護・福祉分野の機器が融合していく 2050 年には、インクルージョン
テクノロジーの需要は倍増し、テクノロジーを必要とするユーザーは 20 億人に達すると
予想される 22)。インクルージョンテクノロジーを取り巻く市場は、人口動態や家電製品の
需要、それらが呼び込む投資だけでなく、関連法規や政策の動向などを含む多様な要素が
複雑に影響し合いながら構成される。一例として、Convention on the Rights of Persons 
with Disabilities（CRPD：障害者の権利に関する条約）24)において、「支援機器・技術の
研究開発を保証および推進し、その入手しやすさと利用を増進することが国家の責務であ
る」と明記されたことは、インクルージョンテクノロジー市場に大きな影響を与えた。 

以下に、インクルージョンテクノロジーの変遷と展望について図示した（図３参照）。  
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図３：インクルージョンテクノロジーの系譜 
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世界のインクルージョンテクノロジーについて、2022 年現在までの変遷と今後の展望を
整理してきたが、さらに将来的な課題とその解決策について後述する。 
 
３-３-２．パッシブ・インクルージョンテクノロジーにおける課題 
 以下の 5 つの側面から、高齢者や障がい者の自立的な生活を間接的にサポートする（生
活を取り巻く種々の環境を整備する）パッシブ・インクルージョンテクノロジーの課題と
その解決策について整理する。 
 
①Wi-Fi 環境の欠如・不十分な整備状況 
 各家庭やコミュニティでの Wi-Fi 環境の欠如や不十分な整備状況は常に課題であり、
IoT 機器の普及率の向上も相まって、人々にとっては身近な困りごとになっている。 

スマートフォンなどの携帯電話を基本としたツールの普及や Edge Technology（エッ
ジ・テクノロジー：IoT 機器などの末端／最前線におけるデータ処理技術のこと。クラウ
ドの使用を前提として開発され、ネットワーク負荷を軽減して通信速度を改善するねらい
がある）の発展は、この課題解決の糸口となり得る。一例として、スマートウォッチ市場
における世界シェア第１位の Apple Watch（Apple, Inc）は、Wi-Fi 環境下でない場合に
Bluetooth を通じて連携した iPhone から、4G / 5G 回線を介してデータ送信することが可
能である。 
 
②インクルージョンテクノロジーについての認識の偏り・理解不足 

COVID-19 パンデミックを契機に、海外においては高齢者や障がい者がテクノロジーを
活用するようになった事例が数多く報告され、インクルージョンテクノロジーの需要が高
まっている。高齢者自身が活用する Aging technology がまさに普及し始めており、縮小し
ていた市場を牽引する分野として期待が寄せられている。 

一方、日本において、インクルージョンテクノロジーの開発、導入、普及における課題
は、介護領域に限定されたものとして認識される場合が多く、高齢者自身の自立という当
初の目的と結びつかないことが問題視されている。インクルージョンテクノロジーに関す
る国内論文においても、テクノロジーの利用主体は高齢者自身よりも介護者である場合が
多く、高齢者の「自立支援機器」というよりも、介護者の業務負担の緩和や業務効率の向
上に焦点を当てた「介護支援機器」と表現されるものが多く見られる傾向がある。上述し
た機器分類（表３参照）にならい、高齢者や障がい者は介護される（Assistive）存在から
自立できる（Inclusive）存在であると、価値観を変容させていかねばならない。 

高齢者が自立的に生活するためには、自身の Technology Literacy（テクノロジー・リ
テラシー：テクノロジーについて理解して適切に活用できる能力のこと、【類義語】IT リ
テラシー、デジタル・リテラシーなど）を向上させる必要があり、そのための支援は喫緊
の世界的課題でもある。我が国においては、2025 年に 75 歳以上の後期高齢者となる団塊
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の世代から始まり、以降に生まれた世代は少なからず社会の中でテクノロジーの進化に向
き合い、生活のなかで実際にテクノロジーに触れた経験を有する。高齢者が身近なテクノ
ロジーを知り、その利便性を理解しながら、テクノロジーの利用について正しく意思決定
できるよう、環境整備する必要がある。この解決策については、諸外国の事例を踏まえ、
日本と比較しながら次章にて詳しく考察する。 

 
③プライバシーとセキュリティに関する懸念 

テクノロジーを利用するにあたり、高齢者はプライバシーとセキュリティの保障に高い
関心を寄せており、Privacy and Security by Design アプローチ（設計段階からプライバシ
ー・セキュリティ保護を考慮するアプローチ方法）が推奨される。 

個人の権利であるプライバシー（私事権）については、日本では過敏ともいえるぐらい
に重要視されているが、セキュリティについての議論は諸外国と比較するとあまり進んで
いない。セキュリティ（安全保障）は、個人のプライバシー保護の手段としての情報セキ
ュリティを意味するだけでなく、個人や社会国家の安全保障の意味合いも有し、安全を保
障する対象・目的によっては、個人のプライバシー保護を阻害する場合（例えば、防犯カ
メラの設置は犯罪・テロなどの抑止力になるが、個人のプライバシー侵害の懸念にもつな
がるなど）もある。Active Assisted Living・スマートシティ・スマートハウスについて
は、プライバシーとセキュリティの最善のバランスについて考慮する必要があり、慎重な
議論が求められる。 
 
④テクノロジー導入時の費用対効果 

北米では、COVID-19パンデミックを契機に、高齢者向けコミュニティにおけるテクノ
ロジー、特に遠隔医療への関心が高まったが、大規模なテクノロジーへの投資については
採算が見込めるか否かを評価する方法が明確になっておらず、テクノロジーを活用した場
合と従来の通りに人の手で行った場合との費用については充分に比較検討なされていな
い。一方、デンマークにおいては、ビジネス展開する場合のコストパフォーマンス（費用
対効果）について、実証事業段階から比較検討が行われている。 

米国では、Connectivity Standards Alliance（CSA：無線通信規格標準化団体）が2022年
10月4日（米国時間）に「Matter 1.0」規格を公開し、Matter認証プログラムが始動した。
これは、異なるプラットフォーム間でスマートホーム家電の相互運用性を認証する規格で
あり、IoT機器の標準規格と言える。標準規格の採用によってセンサーの配備は簡素化さ
れ、今後５年以内には多くの技術系ベンダーがMatter規格に準拠すると予想される。多く
の企業が規格の採用を推進することで様々なセンサー類を容易に接続することができ、導
入コストの抑制が期待される21)。なお、Amazon.com, Inc.やApple Inc、Google LLCをは
じめとする29の企業がMatter規格への参画を表明している25)（2023/５/29現在）。 
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⑤市場育成における課題 
Healthy Aging（ヘルシーエイジング：身体・心理・社会的な機能を保ちながら自立的な

質の高い生活を送ること）をサポートする製品の産業利用を促進するべく、特に欧米を中
心として、国家は市場条件の整備に尽力している。Healthy Aging にまつわるテクノロジ
ー市場は 2019 年時点で 12 億 5000 万米ドルと評価されており、わずか 6 年後の 2025 年
には約 3 倍の 38 億米ドルに達すると予想される。Aging technology 産業は活況を呈して
おり、世界の GDP への貢献額は 2020 年時点の 45 兆ドルから、2050 年時点には約 2.6 倍
の 118 兆ドルに達すると予測される。市場育成に注力する諸国家は、「高齢者市場≠ケア
市場」であることを念頭に置き、消費の主体である高齢者が、革新的な ICT ベースの製品
やサービス、システムによって家庭や地域社会、職場などにおいて健やかに老いるための
環境を提供することを重視している。市場は、保険で補填される短期的なものではなく、
Sustainability（サスティナビリティ：持続可能性）が意識されている。 

一方、日本においては、上述の通り、インクルージョンテクノロジー市場を取り巻く課
題が介護領域に限定されたものと認識されがちであり、テクノロジーの開発は保険制度の
範疇に限られる場合が多い。市場の育成を阻害する要因として、インフォーマルケアに期
待する国民性や一人ひとりが社会保障について自覚しにくい（当事者意識をもって考えに
くい）現状などが考えられる。また、我が国の介護保険制度は諸外国と比較して手厚い
が、福祉用具の貸与および給付対象品目が詳細に整理されているがゆえに、市場に新規参
入した製品が対象品目として認定されるまでに時間を要したり、テクノロジーを自由に選
択できる範囲が限定されたりする。このような市場の育成を妨げる要因やその解決策につ
いては、次章にて詳しく述べる。 
 
３-３-３．アクティブ・インクルージョンテクノロジーにおける課題 

本研究におけるアクティブ・テクノロジーとは、高齢者や障がい者自身が自立的な生活
を目指して自らの意思で利用するものであり、直接的な支援を行うものであると定義して
いる。センサー技術やソフトウェアを活用したパッシブ・テクノロジーの開発において、
日本は諸外国に比べて遅れをとっている部分があるが、ロボットを動かすハードウェア技
術やそのデータ蓄積に関しては世界トップクラスのレベルを誇る。特にウェアラブルロボ
ット・外骨格市場においては、CYBERDYNE 株式会社や本田技研工業（ホンダ）をはじ
めとする日本メーカーの特許保有件数が多く、研究開発を先導している。本研究の海外調
査拠点の一つであるデンマークにおいても、日本産のロボットを高く評価する声が聞かれ
ている。 

このように研究開発を先導しながらも、日本が直面するアクティブ・インクルージョン
テクノロジーにおける課題とその解決策について、以下に整理する。 
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①高齢者を対象とした質的な実証実験・評価研究の不足 
アクティブ・テクノロジー領域において、日本は工業技術的な側面でイニシアティブを

とる一方で、関連分野の国内論文を検索すると、報告の多くは技術的な評価研究にとどま
り、これらの技術が高齢者や障がい者にどのように受容され、影響を及ぼすのかといった
社会科学的な側面からの質的評価研究は活発に行われていない。消費者のニーズ調査や市
場の動向調査に取り組む際に、近年では ethnography（エスノグラフィー：民族学・文化
人類学分野などで用いられ、フィールドワークや参与観察を通じて異文化の行動様式を分
析して記述するアプローチ）が用いられることが多い。消費者は日々、多様な商品・サー
ビスについて様々な手段で得た膨大な情報を基に購入するか否かを検討している。社会の
情報量や商品・サービス量が急激に増えた昨今では、自らの消費行動を意識的に記述する
ことが難しいため、各々の潜在意識から生じる無意識的な行動を観察し、消費者の潜在的
なニーズを探索して仮説を立案する際にエスノグラフィーの手法が有用である。 

国内で開発が盛んなコミュニケーションロボット分野では、国内にとどまらず海外市場
への参入を果たした製品が複数存在する。デンマークにおいては、パロ（独立行政法人 産
業技術総合研究所：通称、産総研が開発したセラピー用のアザラシ型メンタルコミットロ
ボット）26)や LAVOTO（らぼっと：GROOVE X 株式会社が開発したコミュニケーション
ロボット）27)、OriHime（オリィ研究所が開発した操作者の分身となるテレプレゼンスロ
ボット）28)をはじめとした日本製ロボットの実証実験が行われている。特筆すべきは、こ
れらの実証実験が被介護者（高齢者）を対象と質的研究手法によって行われている点であ
る。LOVOT 開発者の林氏（GROOVE X 株式会社・代表取締役社長）によれば、試作段
階にも関わらず、認知症ケアへの活用可能性を感じたデンマークの研究者から、現地の福
祉介護施設において臨床試用してみたいと連絡を受けたのが実証実験の始まりだった 29)と
いう。LAVOT が認知症高齢者の行動や受容姿勢に及ぼす影響について、LOVOT とのや
りとりや周囲の人々（施設に入居する認知症高齢者や施設職員など）も含めた言語的・非
言語的なコミュニケーションの様子を参与観察し、認知症高齢者と施設職員を対象とした
半構造的インタビューから評価した。あわせて、デンマークにおいては 2006 年～2008 年
にかけて、パロによる認知症高齢者へのセラピー効果を臨床実験などで評価する国家プロ
ジェクトが行われている 30) 31) 32)。 

また、2023 年 2 月に発刊された書籍「Robots Won’t Save Japan: Ethnography of 
Eldercare Automation」は、アメリカの国立データサイエンス研究所である The Alan 
Turing Institute33)の James Wright 博士が取り組んだ 18 ヶ月にわたる「日本の介護ロボッ
ト開発と導入の試みについて」のエスノグラフィック・フィールドワークについて記され
ている。本書では、介護現場におけるテクノロジー導入を阻害する要因として、介護士へ
のテクノロジー・リテラシー教育の欠如、「介護は人の手で行うことが良い」というよう
な慣習的な思い込みがあることなどが示唆されている 34)。エスノグラフィーにおいては、
フィールドとなる介護施設が一つの文化を構成し、研究者は文化の外からやってきた者で
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ある。研究者は介護施設という異文化での参与観察を行う際、自分自身の価値観を取り払
うよう留意することでありのままの現場を体感して知り、文化の外からやってきた者だか
らこそ気づくことのできる組織風土や暗黙の慣習的ともいえる文化特有の価値観を記述で
きる。 

国内でも開発した機器の実証実験や事業およびビジネス展開についての報告が散見され
るが、介護者である専門職を調査対象としたものや、試用時の感想や満足度について段階
指標を用いたアンケート調査などが大部分を占めている。被介護者である高齢者を対象と
し、エスノグラフィーをはじめとする質的手法を用いた評価研究については、諸外国と比
してまだまだ発展の余地がある。テクノロジーの利用主体である高齢者を対象とした質的
評価研究が推進されることで、「高齢者の自立的な生活を支える」という本来の目的から
離れた「介護することを支える」機器の開発から脱却し、高齢者が真に必要としているテ
クノロジーを模索できるのではないだろうか。 
 
②障がい者へのサポートを行うテクノロジーの普及における課題 

高齢者のみならず、障がい者へのサポートを目的とするテクノロジーの普及においても
様々な課題がある。テクノロジーの普及を阻害する要因として、リハビリテーションを通
して直接的に関わる機会の多い理学療法士や作業療法士をはじめとしたセラピストに対す
るテクノロジー・リテラシー教育が不十分であること、ICT サポートセンター等（障がい
者に対する ICT 機器の紹介や貸出、利用に係る相談などを行う総合的なサービス拠点）の
設置状況に地域格差があることなどが示唆されている 35)。 

2022 年度には、全国 49 か所に ICT サポートセンター等が設置されたが、未だに 16 県
（全体の 34％）が設置に至っておらず 36)、均一化されたサポートを受けられるとは言い
難い。一方、2019 年に文部科学省から発信された GIGA スクール構想 37)により、義務教
育下の児童が自分専用の IT 端末をもつ「1 人 1 台端末環境」の整備が進んでいる。障がい
をもつ子どもを含む全ての子どもたちにとって、テクノロジーがより身近なものになって
いき、家庭や教育現場などをはじめとして、社会的にもテクノロジー・リテラシー教育の
重要性が高まっている。 

2019 年に総務省より公表された「デジタル活用共生社会の実現に向けて～デジタル活用
共生社会実現会議 報告～」においては、障害のある人や高齢者などが ICT 機器の利用方
法を学ぶことのできる「デジタル活用支援員」の仕組みが検討された 38)が、2021 年 3 月
時点では実証事業を行う地域の進捗を管理し、全国展開に向けた実態調査を行っている段
階 39)であり、国内で社会福祉分野の職種として認知されるにはまだまだ時間を要する。障
がいをもつ人と直接関わる教師や、社会福祉士をはじめとしたコメディカルスタッフに
は、障がい者の個別的なニーズを発見し、デジタル活用支援員と連携して支援する役割が
期待されるが、その前提としてデジタル・リテラシー教育が不可欠であると示唆される
35)。 
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４．インクルージョンテクノロジーの実装に関する調査と考察 

Aging technology 元年といえる 2022 年を経て、2023 年 1 月にラスベガスで開催された
電子機器の 2 大見本市の一つである Consumer Technology Association（CES）202340) で
は、「The Age Tech Collaborative」と称されたブースが設営され、注目を集めた。欧米を
中心に各国で Aging technology がめざましく発展しているが、各市場を取り巻く文化的ま
たは社会的な状況によって、開発プロセスや導入、普及といった実装の評価方法は様々で
ある。本章では、本調査研究拠点である 4 ヶ国（カナダ・デンマーク・マレーシア・日
本）において、インクルージョンテクノロジーの開発や評価とどのように向き合ってきた
のかを比較しながら、我が国のインクルージョンテクノロジーの開発および普及を促進す
るための要点について考察する。 

 
 ＜本研究における海外 3 ヶ国の調査対象機関の主な特徴と選定理由＞ 
①カナダ（オンタリオ州・トロント） Baycrest および CABHI 
 高齢化率 18.52%（2021 年現在）の高齢社会である。インクルージョンテクノロジーの
開発において、北米をはじめとした海外市場への進出を果たしている点が特徴的である。
デジタル技術を活用し、高齢者対象の医療介護サービスの提供および研究を主導する
Baycrest と CABHI を調査対象とした。 
 
②デンマーク 研究機関および各基礎自治体（日本における市町村） 

高齢化率 20.2％（2021 年現在）の高齢社会である。電子政府構想・オンライン化が進
み、医療・介護サービスが基礎自治体のレベルで総合化されている。医療・介護分野のテ
クノロジーや公共性の高いテクノロジーを評価する際は、リビングラボにて stakeholder
（ステークホルダー：あらゆる利害関係者）が参加するプロセスが整備されている点が特
徴的である。我が国のインクルージョンテクノロジーの評価プロセスに関する知見を得る
ために、デンマーク国内の研究機関および各基礎自治体（日本における市町村）を中心に
調査を行った。 
 
③マレーシア MyAgeing™、Universiti Putra Malaysia および iElder.Asia 社 
 2022 年の高齢化率は 8.0％であり、社会保障制度の整備途上において急速に少子高齢化
が進む。製品開発や機器・サービスの評価手法は発展の途上にあるが、日本企業がマレー
シア市場に参入した事例もあり、日本の市場育成や海外市場の新規参入および展開に密接
に関わる。市場の動向調査のため、医療・介護機器用品を販売する iElder.Asia 社を対象に
現地視察とヒアリング調査を実施した。また、国家プロジェクトとして取り組まれる
Digital Transformation（DX：デジタルトランスフォーメーション、デジタル変革）を活
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かした高齢社会対策について、その中心的な役割を担う MyAgeing™および Universiti 
Putra Malaysia（高齢者テクノロジーに関する国際研究機関）を調査対象とした。 
４-１．インクルージョンテクノロジーの開発における各国の特性 
４-１-１．カナダ 
 カナダにおける医療費は税金で補填されており、基本的には無料とされている。高齢化
率は 18.52%（2021 年現在）であり、既に高齢社会となっている。高齢者へのケアについ
ては、家族によるインフォーマルケアを基本としてきたが、多民族国家ゆえの言語や文化
などによる違いが、国全体が一丸となって高齢社会対策を一息に推進することを妨げてい
る。また、各州（10 州・3 準州）によって保険制度なども異なっているが、高齢社会の課
題をデジタル技術の活用によって解決するべく、国家および州をあげての様々な取り組み
がなされている。その中心として、Baycrest および CABHI が高齢者対象の医療介護サー
ビスの提供および研究を主導している。保険制度の範疇における市場創出については、日
本と同様に困難に直面しているが、北米をはじめとした海外市場への進出を果たしている
点が特徴的である。高齢者を対象とした研究推進や海外市場への参入に関する知見を得る
ために、カナダ（オンタリオ州・トロント）の Baycrest および CABHI を選定した。 
 研究協力者である Mel Barsky 氏（Director, Business Development at CABHI）を中心
に、Baycrest および CABHI の現地視察および所属する研究者やスタッフとのディスカッ
ションやヒアリング調査から得た知見を踏まえ、インクルージョンテクノロジーを取り巻
くカナダ国内の情勢について、以下に整理して述べる。 
 
４-１-１．１調査（現地視察・ヒアリング調査）対象機関の概要と特長 

①Baycrest（ベイクレスト）および②Centre for Aging + Brain Health Innovation
（CABHI）は、当事者（高齢者や介護者）を巻き込んだ研究・教育・イノベーションの育
成を目指し、提供される教育プログラムは幅広い対象（研究者、臨床医をはじめとする医
療専門職、介護専門職、患者、患者家族）毎に整理されている。在宅介護を基本としたイ
ンフォーマルケアを支援し、世界の Aging 市場への参入を目指したイノベーション投資に
力を入れている。以下に各機関の概要と特長を整理する。 
 
①Baycrest41) 

高齢者専門の医療機関・高齢者施設・研究所などを有する医療法人であり、1918 年に
Toronto Jewish old folks home（トロント・ジューイッシュ・オールド・フォークス・ホー
ム：ユダヤ系高齢者医療機関）として設立され、長い伝統のある施設である。現在は、高
齢者に継続的ケアを提供する学術的な健康科学センターの役割を果たしている。広大な敷
地内には、Independent Living（住宅型施設）、Assisted Living（介護付き住宅）、
Nursing Home（特別養護老人ホーム）、療養病棟、クリニック、デイケアなどを有す
る。あわせて、認知神経科学の世界トップレベルを誇る研究機関である Rotman（ロット
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マン）研究所も存在し、カナダ最大の認知症研究を主導する Canadian Consortium on 
Neurodegeneration in Aging（CCNA）42)の科学本部として、Baycrest は老化と脳科学に焦
点を当てた医療サービスの提供および研究、教育、事業イノベーション創生における世界
的リーダーの役割を担っている。University of Toronto（トロント大学）と連携し、高齢
者のための優れたケアと、次世代の医療専門家のための広範な臨床研修プログラムを提供
している。 
 
②Centre for Aging + Brain Health Innovation（CABHI）43) 

 Aging + Brain Health（加齢と脳の健康）分野におけるイノベーションおよび課題解決
を acceleration（アクセラレーション：推進）する組織である。2015 年に 1 億 2,400 万カ
ナダドル（CAD）の資金提供を受けて設立され、これはカナダ史上最大の加齢と脳の健康
分野へのビジネス投資といえる。Baycrest が運営し、医療や科学、産業、非営利団体、政
府のパートナーが参画するユニークな協力体制が採用されている。高齢者の生活の質の向
上（高齢者が認知面・感情面・身体面において健康を維持しながら、自分の選択した環境
で安全に年を重ねることができること）を目的としてニーズを掘り起こし、スタートアッ
プ（革新的なアイデアで短期的に成長する企業）の育成や高齢者、介護専門職、介護する
家族のためのテクノロジーの普及を促進する。 
 
４-１-１．２カナダの医療介護制度の特徴と課題 

カナダの医療介護を取り巻く諸制度について、以下の 5 つの側面からその特徴や課題に
ついて整理する。 

 
①公的健康保険によって提供される医療 

カナダにおいては、各州・準州（10 州・3 準州）がそれぞれ独自に、自己負担がない無
料の公的健康保険である「Health Insurance Plan（健康保険制度）」を運営している。連
邦政府の first minister（首相）および連邦政府保健担当相から成る合議体での協議を経
て、保険対象となるヘルスケアサービスの提供方法や提供体制の基本条件が決定され、そ
れを基に各州・準州が独自にサービスを提供していく。なお、全ての財源は税金投入によ
るものである。連邦政府の首相は、2001 年～2022 年に公表された Royal Commission on 
the Future of Health Care in Canada（Roy J. Romanow 氏が率いるカナダのヘルスケアの
未来に関する王立委員会の研究：通称、Romanow Commission）44)を受けて、王立委員会
に Medicare（メディケア：カナダの公的医療保険）に関するこれまでのデータを分析し、
国民との対話によって意見を集約し、今後の方向付けについて提言するよう求めた。王立
委員会は 2002 年に「Building on Values: The Future of Health Care in Canada（価値の樹
立―カナダの医療保障の将来）」と題した報告書 45)を公表し、カナダの医療制度における
課題と将来的な改善策についての提言をまとめた。報告書において、カナダの医療制度は
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多様なニーズに応えるべく改善される必要があり、市民参加やイノベーションによる医療
制度の改革や医療従事者の働き方改革についても提案がなされた。 
②COVID-19 パンデミックを契機に電子カルテ化・遠隔診療が急速に進展 

「The 2003 Accord on Health Care Renewal（2003 年のヘルスケア更新に関する合
意）」46)において、電子カルテ化や遠隔医療（Telehealth、Telemedicine）などへの取組
強化が進められた。1999 年時点では電子カルテを利用する医師は全体の 12.5％にとどま
り、医療分野における情報技術の活用には遅れが生じていた。カナダ連邦政府は、政府か
ら独立した非営利組織「Canada Health Infoway（CHI）」47)を 2001 年に創設したが、活
動はなかなか実を結ばなかった。2014 年時点の Telehealth（ビデオ診療）数は 41 万
1,778 件であり、この年のレセプト（診療報酬明細書）全 2 億 7,030 万件のわずか 0.15%
であった。このような現状を受けて、CHI は 2018 年後半から「ACCESS 2022」プロジェ
クトを開始し、その目標達成の仕組みとして ACCESS Gateway を掲げた。連邦政府と各
州・準州政府は遠隔医療（介護）が円滑に提供されるように取り組み始めた矢先に、
COVID-19 パンデミックが発生した。以降の状況は一変し、遠隔医療‘（介護）に対する
国民の評価が高まり、利用率は急上昇した。2019 年時点での Primary Care における遠隔
医療（介護）利用者の割合は 1～2 割程度であったが、2021 年の 3～4 月にかけて６割ま
で増加した。また、COVID-19 パンデミック下に遠隔医療（介護）を受けた人の 91％が
「満足」と評価した 48)。 
 
③幅広いソーシャルサービスを提供する介護保障制度 

1995 年に「Canada Health and Social Transfer（CHST：連邦と州・準州の財政調整を
行う協定）」が成立し、州・準州がヘルスケア（公的健康保険による医療）のみならず、
Social Service（介護保障サービスを含む）の提供主体となった。提供に係る必要経費は、
州・準州の財源および連邦政府より移転された財源から補填される 49)。 

介護保障制度は、日常の生活支援に加え、看護をはじめとした医療的サービスを調整し
て提供するものである。州・準州によって状況は異なるが、一例として CABHI が位置す
るオンタリオ州では、Local Health Integration Networks（LHINs：地域医療統合ネットワ
ーク）が編成され、Primary Care、Home and Community Care（ホーム・コミュニティケ
ア）、介護サービス、メンタルケアなどが提供されている 50)。このネットワークは日本に
おける地域包括ケアの概念と類似している。 

具体的なサービス利用の流れを以下に示す。  
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＜オンタリオ州における LHINs を介したサービス利用の流れ＞ 
・サービスの利用希望者が LHINs に連絡すると、ケースマネジャーあるいはケアコーデ

ィネーター（以下、日本において類似する職種である「ケアマネジャー等」と表記）の
紹介を受ける 

・ケアマネジャー等は、利用希望者が公的サービスの受給要件を満たしているか否かを 
判断する 

・受給要件を満たす利用者には、担当地区の LHINs および所属するヘルスケア専門職や
ソーシャルワーカーが紹介される 

・ケアマネジャー等は利用希望者の自宅を訪問し、健康状態の把握と要望に基づくケア 
プランの作成を行う 

・利用者がサービスの利用を申込むと、LHINs からサービス事業者に関する連絡が届く。
自己負担によるケアを希望する場合は、利用者がサービス事業者に直接連絡を取る 

 
上記の流れで提供される在宅サービスは、以下の３つに大別される。１つ目のヘルスケ

ア専門職によるサービスについて、主なサービス提供者は、看護師（服薬支援も担う）、
理学療法士、作業療法士、言語療法士、ソーシャルワーカーなどである。２つ目の身体的
な介護として、入浴サービス、ヘアケア、スキンケア、食事介助、トイレ介助などが利用
できる。３つ目の家事援助については、ハウスキーピング、洗濯、買物、金融機関の利
用・支払い手続きの代行、子供の世話などが挙げられる。 

サービス提供の流れや内容については、コミュニティケア・在宅ケアを基本とし、地域
包括ケアを推進する日本と類似した状況だといえる。 
 
④ヘルスケア／テクノロジー・リテラシーの不足と医療資源の不足による地域格差 

世界的な高齢化はカナダにも影響を及ぼしており、2023 年時点で総人口に占める高齢者
人口の割合は 18.52％に達し、2036 年には 23％～25％に達すると推計される。高齢社会
対策の一つとして、カナダ政府は移民政策に注力しており、移民の受け入れに意欲的であ
る。カナダへの永住を希望する Skilled Worker（高度技能労働移民）への積極的な支援
や、入国後の教育費や医療費などが税金で負担されるように社会保障制度が整備されてい
ることもあり、総人口に占める移民の割合は 2021 年時点で過去最高の 23％となった。旧
来より多文化主義政策を導入しているカナダは、世界有数の多民族国家であり、民族毎に
異なる言語や文化などの違いを持つことから、医療・介護・福祉に関する施策を均一的に
推進するのは容易ではない。一例として、オンタリオ州には LHINs（地域医療統合ネット
ワーク）が設置されているが、民族毎にまとまって生活する複数の地域で、言語や文化な
どの違いからサービスやテクノロジーに関する知識が不足したり偏ったりすることで、サ
ービスの内容を十分に理解できず、その利用が進まない場合がある。 
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また、カナダ国内では高齢者の療養場所の基本は在宅であり、家族によるインフォーマ
ルケアが大部分を占める傾向がある。施設入所を希望する場合は、入所に係る費用負担や
入所待機期間の長さが課題となってくる。カナダ国内の年金制度は日本と類似しており、
Old Age Security Pension：OAS（老齢年金：日本の基礎（国民）年金と類似）と Canada 
Pension Plan：CPP（退職年金：所得比例型の日本の老齢厚生年金と類似）の二階建て構
造となっているが、カナダ国内での居住年数によって支給額が変動するため、居住年数が
短い移民においては経済的な課題は、より顕著となる。さらに、都市部の Nursing Home
（特別養護老人ホーム）では入所待機者があふれており、社会的入院が問題となっている
事例も報告されている。 

あわせて、カナダにおいては深刻な医師不足の現状がある。General Practitioner：GP
（総合診療医、かかりつけ医や家庭医：Family Physicians とも称される）制度を基本とし
ているが、一人ひとりに GP がいる状況ではなく、GP に代わる街中の Walk-In Medical 
Clinics（クリニック）で Primary Care を受けることもある。クリニックは予約不要である
場合が多いが、待機時間の長さが課題であり、国民からは多くの不満の声が聞かれる。ク
リニックの時間外および休日や重症時に受診する Emergency Room（ER：救急外来）で
は、さらに長時間の待機を要するといった問題も含め、継続的に議論されている現状があ
る。また、Primary Health Care Services における診療報酬は、治療に応じた報酬が支払わ
れる、いわゆる出来高払い制であり 51)、労働時間に見合わない場合も多く、報酬的に恵ま
れているとは言い難いことから、医師の米国流出も懸念されている。 

カナダにおける移民の多さや多民族性ともいえる言語や文化などの違いは特徴的である
が、ヘルスケアおよびテクノロジー・リテラシーの不足と医療資源の不足は日本において
も同様に課題である。 
 
⑤カナダにおける介護機器の法規制について 

カナダにおいては「An Act respecting food, drugs, cosmetics and therapeutic devices
（The Food and Drugs Act、通称 FDA：食品医薬品法と訳され、食品、医薬品、避妊具、
石鹸や歯磨き粉等を含む化粧品に関する製造、輸入、輸出、州を越えた輸送、販売につい
てのカナダ議会の法律）」52)の規制の下、医療機器以外の介護・福祉分野などの機器につ
いても医療機器と区別されずに管理される。そのため、介護・福祉分野の機器について特
別な法規制を受けない他国と比較し、FDA による販売前の申請や承認に長い期間を要する
場合が多い。また、FDA によって認定された介護・福祉分野の機器であっても、必ずしも
公的給付の対象として認定されない 53)といった課題がある。 
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４-１-１．３Baycrest および CABHI の主要な取り組みとその特徴 
Baycrest および CABHI は、高齢者や介護者に対して科学的根拠に基づいた最新の情報

や支援を提供することを重視しながら、高齢者および介護者への教育・啓発活動を通じ
て、高齢社会対策に貢献している。 

2022 年 3 月までに 359 件のプロジェクトが承認および開始され 54)、カナダ国内にとど
まらない世界中の高齢者と介護者が参画している。Baycrest および CABHI は、脳科学・
高齢者研究のトップランナーとして世界中にネットワークを持ち、米国を中心として出資
を受けながら市場を世界に拡大している。Baycrest および CABHI の最大の特徴は、Aging 
Technology への投資を国家が主導し、その市場を世界に拡大するためのエコシステムを展
開している点である。 

Baycrest および CABHI の President and Chief Scientist である Dr. Allison Sekuler は、
STEAM 教育に基づいて高齢者や介護者を支援することを後押ししており、Baycrest およ
び CABHI が世界的な高齢者と介護者の支援機関となるよう主導してきた。 

以下に、現地で実施した Dr. Sekuler へのインタビュー内容を引用する。 
「高齢者であろうと介護者であろうと、学ぶ必要があります。そして、その根幹にあるの
は STEAM 教育です。STEAM 教育は、科学・技術・工学・芸術・数学の 5 つの分野を統
合し、問題解決能力を育むことができます。高齢者や介護者が STEAM 教育を通じて新し
い知識やスキルを身につけることは、認知症や脳卒中などの疾患を予防し、生活の質を向
上させることにつながります。」 

 
Baycrest および CABHI の主要な取り組みとその特徴 54) 55)を以下に示す。 

●Baycrest Academy for Research and Education56) 

Baycrest の教育センターと Rotman（ロットマン）研究所は、2022 年 1 月に Baycrest 
Academy を設立し、医療従事者が直面する複雑な役割や責任に対応するべく、患者と接す
ることを重視した多角的な教育を提供している。特長として、教育、研究、学術サービス
が統合され、最新の実践と革新的な課題解決策が提供される点が挙げられる。教育内容に
は老年医学、認知症、脳の健康、老化に関する話題が含まれ、国内外の医療専門職の学生
には、臨床トレーニング、施設見学、インターンシップ、fellowship（フェローシップ：特
別研究員の身分や研究奨励金）、residency（レジデンシー：医師のための専門的な研修、
研修医のためのトレーニングなど）の機会を提供している。なお、バーチャル教育も積極
的に行われている。また、「The Ontario Centers for Learning, Research and Innovation 
in Long-Term Care（CLRI）」57)と連携し、教育、研究、イノベーション、エビデンスに
基づくサービス提供と設計、knowledge transfer（知識移転：知識を保有する個人・組織か
ら別の個人・組織に知識を移転・再構築すること。知識の再構築とは、知識を具体的な行
動として実行できるまで内面化された状態を意味する）を通じて、長期介護サービスにお
ける高齢者ケアの質の向上に貢献している。  
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●The Learning Inter-Professionally Healthcare Accelerator （LIPHA）58) 

ヘルスケア専門職などが仮想患者や住民へのケアについて訓練できるシミュレーショ
ン、コーチング、コミュニティの機能をあわせ持つソフトウェアである。シミュレーショ
ン、事例、チーム性に基づいた物語性のある課題が提供され、学習者は様々なレベルと事
例を経験できる。オンライン下で利用でき、ポイント制での競争が学習意欲を高める。 

 
●The Preceptor Resource and Education Program in Long-Term Care（PREP LTC）59) 

オンタリオ州の長期介護サービスを対象としたオンライン教育と指導者への支援を提供
し、臨床実習のサポートと学生指導における能力の向上を目指す。2021 年～2024 年にか
けて、1 万 5 千人以上の学生の実習をサポートし、1 万 7 千人以上の指導者を養成するこ
とが計画されている。 

 
●Baycrest における加齢とイノベーションに関するインターンシップ 

Baycrest は、2021 年の夏にオンタリオ州の様々な分野の大学生を対象とした 4 週間にわ
たる 2 コースのオンライン・インターンシップを開催した。看護学や運動生理学、医学、
premedical（医大予科、医学部進学課程）、Therapeutic Recreation 学（セラピューティ
ックレクリエーション学）、社会福祉学、理学療法学、作業療法学、栄養学などを専攻す
る学部学生 20 名が参加した。インターンシップの経験から得られた知見は、COVID-19
パンデミック下の長期介護サービスにおいて、社会的なつながりの強化を目指した革新的
なプロジェクトに応用された。 
 
●Possibilities by Baycrest ™ 

認知症高齢者のケアを担う様々な専門職を対象としたオンラインと対面による学習を組
み合わせた教育システムである。中等度から高度な認知症を有する高齢者が、充実したケ
アを受けながら自分の可能性を最大限に活かして生活するために、学習者は各々のケアの
能力を向上させ、多職種の専門家や家族、地域を巻き込んだケアの提供を目指す。プログ
ラムは神経科学に基づく独自で革新的な教育設計と技術で構成され、Relationship-
centered care（様々な「関係」を中心にヘルスケアを構築するという考え方で、相互作用
のなかで生ずる「関係」にかかわる人の個性や感情を重視する。なお、「関係」の形成と
維持は倫理的に重要であることを原則とする）や storytelling（エピソードを引用または例
示して伝えたいことを印象付ける手法）、セルフケア、認知症ケア、チームワークに焦点
を当てている。なお、ここでは異なる専門職の学習者たちが連携し、実世界の課題を解決
することを目指した双方向性のある環境が提供される。 

また、新たに設計された Baycrest Terraces（高齢者専用住居）の Memory Care Unit
（認知症ケアユニット）では、従来のモデルによる学習経験が、住民と家族の参加に伴っ
て拡大されるフェーズ 2 を経て、コミュニティメンバー間の継続的な共有教育が可能とな
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るフェーズ 3 へと移行できるように強化された。学習の経験は個人および組織の成果も含
めて継続的に評価される。 

プログラムの内容について、以下に整理して記す。 
 

〈Possibilities by Baycrest ™におけるプログラム＞ 
・本格的なシミュレーションプレイ（25 時間） 

リハーサル・適用（応用）・振り返り（内省）のためのシミュレーションと活動モデ
ル、本格的な経験と価値観、Relationship-centered care、storytelling、Arts-based care、 
Possibilities ツールとコミュニケーション、文化変革、コミュニティ、チームワーク、認
知症と緩和ケア、教育センターからのサポートなどの学習内容から構成される。 
 
・Synchronous Learning：同期学習（13.5 時間） 

Possibilities フレームワーク、認知症と Behavioral and Psychological Symptoms of 
Dementia（BPSD：認知症の行動・心理症状／周辺症状）、Relationship-centered care、
Possibilities ツールを用いた実践、resilience（レジリエンス：精神的回復力）と
mindfulness（マインドフルネス：現在において起こっている経験に注意を向ける心理的な
過程であり、瞑想などの手法が用いられる）、チームビルディング、振り返りと実践など
の学習内容から構成される。 

 
・追加補足（13 時間） 

BPSD、Possibilities ツールの応用と実践、チームビルディング、信頼、関係構築、スト
レス耐性、Baycrest の専門家による講座、聴覚学、歯科、Baycrest Quick-Response 
Caregiver ToolTM（Baycrest が開発したケア提供者向けのツール）、Kunin-Lunenfeld 
Centre for Applied Research & Evaluation（KL-CARE：Baycrest が運営する応用研究・評
価センター）、危機介入・セキュリティなどから構成されており、プログラムの学習内容
について、より詳細な情報を補足し、Baycrest が運営する他のサービスの周知および活用
の促進を図っている。 

 
●Project ECHO（Extension of Community Health Outcomes）：Care of the Elderly 

Baycrest は、North East Specialized Geriatric Centre（オンタリオ州にある高齢者医療セ
ンター）とオンタリオ州のアルツハイマー病協会、PREP LTC59)（オンタリオ長期介護サ
ービス学習・研究・革新センター）と共同で、Project ECHO：Care of the Elderly を開始
した。プロジェクトは専門職間教育についての仮想リアルタイムのセッションを提供し、
医療従事者の知識や技能を向上させ、高齢者に対するケアの質の向上を目的とする。 
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●SAGE（Simulation Activities in Gerontological Education） 
SAGE（高齢者教育のシミュレーション活動）は、高齢者を対象としたシミュレーショ

ン教育のプログラムである。自らの意思でシミュレーションプログラムへの参加を志願し
た高齢者を対象としている。この募集方法は世界でも数少ない独自の試みであり、国内外
の様々な分野で注目を集めている。SAGE チームは、高齢者が自らの意思で参加できるよ
うなプログラムの開発と維持に関して、最新かつ最適な手法を主導し、その卓越した手法
は数々の教材にも取り上げられている。プログラムでは COVID-19 パンデミック下におけ
る高齢者の仮想体験を評価し、仮想シミュレーション実践に役立つ情報を提供している。 

 
●その他の e-learning プロジェクト 
・Cannabis and Older Adults eLearning Modules  

Canadian Coalition for Seniors’ Mental Health（CCSMH：高齢者のメンタルヘルスのた
めのカナダ連合）60)向けに設計・開発された、高齢者と医療用大麻に関するインターネ
ット学習管理システムの基本的枠組みであり、英語とフランス語の両言語で利用可能 

 
・Bespoke - A Wish to Die MAiD, Depression and the Older Adult 

うつ（自殺企図）症状のある患者や高齢者を対象とした、望む死と MAiD（Medical 
Assistance in Dying：死への医療的支援）のオーダーメイドに関する教育プログラム 

 
・The Virtual Trigger Room 

認知症を持つ人々の BPSD（認知症の行動・心理症状）の環境的なトリガー（きっか
け）を特定し、症状を緩和するための教育ツール 

 
●Patient, Family and Consumer Education（PFCE：患者・家族・消費者への教育） 

Baycrestは、高齢者コミュニティや患者、家族からの意見を取り入れ、従来のWellness 
and Resident Libraries（図書館）を再設計し、住民、患者、スタッフ、介護者、地域のコ
ミュニティメンバーに対して、個人と家族中心の教育体験を提供するThe Centre for 
Health Information（健康情報センター）を2022年夏に開設した。あわせて作成された
Health Information Portal（HIポータル：健康情報ポータル）は、加齢と脳の健康に関す
るオンラインの健康教育資源であり、質の高い教育資料が提供される。 
 
●Baycrest@Home61) 

会員制（月額 59 カナダドル＝約 6,000 円）で利用できる高齢者と介護者（主に家族）
のための遠隔サービスであり、高齢者自身と家族によるインフォーマルケアをサポートす
ることが目的である。 

以下に、主な提供サービスを示す。 
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＜Baycrest@Home における主な提供サービス＞ 
・高齢者対象プログラム 

高齢者に向けて、文化活動、エクササイズ、ピアサポートなどに遠隔から参加できるサ
ービスプログラムが提供される。 

 
・ASSESSMENT & PLANNING 

Baycrest@Home のソーシャルワーカーによって、家族のニーズ評価や医療システムの
紹介、複雑な家族関係のマネジメント、解決すべき課題の優先順位付けなどのサポート
が提供される。また、家庭全体の安全性と快適性の向上を目指し、住居の改装から家庭
内のテクノロジーを活用するための大規模な改修に至るまで、Baycrest@Home の作業
療法士から様々な提案を受けられる。 
 

・COUNSELLING & ADVICE 
緊急事態の際は、ソーシャルワーカーや作業療法士、看護師などの専門家の対応を受け
られる。また、ソーシャルワークチームによって、介護者のストレスや活動意欲の喪失
感の軽減のための継続的なカウンセリングが提供される。あわせて、看護師による医療
的な助言を受けられる。 
 

・EDUCATION & CONNECTION 
介護者向けのスキルアップ Web セミナーや情報ライブラリが提供される。また、
Baycrest@Home のスタッフの支援を受け、介護者の自助グループが立ち上がってい
る。介護を行う家族が配偶者や娘、息子などの続柄毎に集まり、同じような境遇にある
人々が介護体験を共有することで、介護に伴う孤立感が解消される。 

 
●Spark program62) 

カナダ国内の医療をはじめとするヘルスケアのサービス提供機関の雇用者を対象に、高
齢者ケアにおける革新的なアイデアを募集する CABHI 主催のプロジェクトである。対象
者の具体像は、臨床現場で働く医療・介護・福祉職の従事者、管理者、関連する各種サー
ビススタッフ（例：フードサービス、ハウスキーピング）などであり、プロジェクトの全
ては医療をはじめとするヘルスケアのサービス提供機関によって主導される。CABHI は
Spark program を通じて提案されたプロジェクトに対して積極的な投資を行っており、ヘ
ルスケア分野においては無名であったイノベーションに最大 50 万ドルが投資された例も
ある。2017 年には過去最大である 10 件のプロジェクトを投資対象としている。2022 年に
ついては、オンタリオ州からの資金提供を受け、プロジェクトを実施している。 
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＜Spark program の主眼点＞ 
・最前線のケアスタッフの専門知識を活かし、臨床現場の高齢者ケアの課題を解決する 

・カナダ全土の高齢者ケア施設での能力開発とイノベーション文化の普及を目指す 

・課題に直面しているケアスタッフの情報を基にした解決策の開発と実証試験を支援する 

・課題に直面しているイノベーションへの投資の機会を逃さないことを重視する 
 
  以上の４つに主眼を置き、2022 年までに約 100 ヶ所の組織における 150 件以上のプロ
ジェクトに投資してきた。プログラムの終了後も全体の 90％が取り組みを継続しており、
43％がプロジェクトを拡大させ、１年以内に 11 万ドルの追加融資がなされた。2020 年度
においては、COVID-19 の課題に対応するべく、オンタリオ州から最大で１件あたり 5 万
ドルの支援を受けることができ、プロジェクトを育成するためのコーチングやメンターシ
ップなど、CABHI が提供する様々なサービスを利用することができる。なお、各プロジ
ェクトの結果は Web（https://www.cabhi.com/all-projects/）にて公表されている。 
 
●Leads to Empowered Aging Program（Leap）63) 64) 

CABHI が開発した、高齢者を巻き込みながらイノベーションを進める仮想コミュニテ
ィプログラムである。CABHI は、技術革新に取り組む世界の研究者たちが主要な利用者
グループとつながり、課題解決システムを開発および検証し、利用者への提供を加速でき
るよう支援することを重視している。CABHI は創立以来、高齢者や介護者といった当事
者が参画する senior advisory board（シニア・アドバイザリーボード：上級諮問委員会）
を通じて、課題解決を目的としたイノベーション事業に関するニーズ把握や usability test
（ユーザービリティテスト：有用性試験）などを行ってきた。Leap は、COVID-19 パン
デミック下においても、上述した既存の取り組みが安全に行われることを目指し、高齢者
とヘルスケア業務に携わる専門家の仮想コミュニティセンターとして構築された新しい試
みである。 
 
＜Leap の主眼点＞ 
・高齢者とヘルスケア業務に携わる専門家に対して、テクノロジーの利用をサポートし、

digital divide（デジタルデバイド：情報格差）を解消することを目的とする 
・エンドユーザーである高齢者会員が、研究者、起業家、政策立案者などに情報を提供す

るイノベーションプロセスに積極的に参加する 
・高齢者や介護者が、新製品や改良製品の開発において重要な役割を果たすことを念頭に

置き、Leap のメンバーは設計から検証、マーケティングなどの全ての段階を通じて開発
者の test field（試験対象）となる 

https://www.cabhi.com/all-projects/
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以上の３つに主眼を置き、Leap のベータ版が開始された 2021 年以降、カナダ、米国、
英国から参画した 600 人以上のメンバーが、100 以上の Leap イベントを通して学習サイ
トを活用している。  
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４-１-２．デンマーク 
電子政府構想・オンライン化が進むデンマークは、福祉国家（国家が社会保障制度の整

備を通じて国民の生活の安定を図ること）でもある。高齢化率は 20.2％（2021 年現在）
であり、既に高齢社会となっている。医療・介護サービスが基礎自治体のレベルで総合化
され、医療施設から介護施設、さらに在宅医療・介護へと高齢者の生活の場が変化してお
り 65)、1980 年代以降は特に在宅での療養や介護を重視する方針をとっている。差し当た
って高齢者向けの療養施設を建設するのではなく、健康・医療・介護サービスの質の向上
や医療費の削減などを長期的な目標とし、在宅医療・介護をテクノロジーの活用によって
支援するために様々な取り組みがなされている。「高福祉高負担（税負担を重くして福祉
予算を手厚くする政策）」であるデンマークにおいては、テクノロジーがいかに個人の自
立をサポートしつつ、経済的および組織的側面においても効果を発揮するかを重視した効
果検証を行っている。医療・介護分野のテクノロジーや公共性のテクノロジーを評価する
際は、リビングラボにてステークホルダー（あらゆる利害関係者）が参加するプロセスが
整備されている点が特徴的である。我が国のインクルージョンテクノロジーの評価プロセ
スに関する知見を得るために、デンマーク国内の研究機関および各基礎自治体（日本にお
ける市町村）を中心に調査を行った。 

研究協力者である Mika Yasuoka Jensen（安岡 美佳）氏（Associate Professor at 
Department of People and Technology, Roskilde University (Denmark)）が取り組んだ先行
研究を踏まえ、デンマークの現在の情勢などについてのレクチャーおよびディスカッショ
ンから得た知見を基に、インクルージョンテクノロジーを取り巻くデンマーク国内の情勢
について、以下に整理して述べる。 
 
４-１-２．１調査対象地域（デンマーク）の概要と特長 

デンマークは、ヘルスケア分野における Digitalization（デジタライゼーション：デジタ
ル技術の活用によって既存のビジネスモデルを変革し、新たな価値を生み出すこと）先進
国かつ先進的な福祉国家でもある。新たなテクノロジーを採用する際は、国内のリビング
ラボにおいて評価が行われており、地域毎に評価プロセスの手法が整備されている。デン
マークは、EU 市場への新規参入における gateway（ゲートウェイ：玄関口）といえる。 

電子政府構想・オンライン化が進むデンマークにおいては、国民一人ひとりの医療にま
つわる情報がクラウド上で管理され、国内の各種機関内で連携されている。国民皆保険制
度を通じ、税方式（基礎年金の財源部分の全額を税金で賄う方式）による地方分権型の医
療制度を採用している。 

デンマークの地方行政区画は、５つの地域（regioner：レギオーン）と 98 の基礎自治体
（kommuner：コムーネ）の 2 段階から構成される。5 つの地域（デンマーク首都地域、
シェラン地域：首都地域の南西に位置し隣接する、北ユラン地域、中央ユラン地域、南デ
ンマーク地域）には大規模な病院および専門的な医療機関が設置され、治療は国民皆保険
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制度によって提供される。また、地域に設置された病院と精神科医療機関の運営資金や職
員の雇用経費は、国民皆保険制度によって賄われている。98 の各地方自治体については、
地方分権型の医療制度のもと、リハビリテーションと健康増進、疾病予防についてのサー
ビスが提供される。 

 
４-１-２．２デンマークの医療制度および Healthcare Digitalization 戦略の特徴と課題 

デンマークの医療制度とヘルスケア分野におけるデジタライゼーション戦略について、
以下の 6 つの側面からその特徴や課題 65) 66)について整理する。 
 
①かかりつけ医を起点とする受診プロセスと在院日数の短縮化の徹底 

かかりつけ医の受診を経て、必要に応じて大規模な高度専門病院へと紹介されるといっ
た受診のプロセスが徹底されている。緊急時に大規模な病院に救急搬送された際も、救急
措置の終了後には、改めてかかりつけ医を受診する。引き続き、高度専門病院への受診が
必要と判断された場合は、かかりつけ医からの紹介を受けたうえで、改めて高度専門病院
の受診受付に出向く必要がある。 

あわせて、国家の方針として在院日数を出来る限り短縮することが目指されている。手
術を要する大腿骨頸部骨折の患者の場合、その平均在院日数は４日程度であり、日本の診
断群分類別の全国平均在院日数の 25.32 日（DPC コード：160800xx01xxxx、DPC 名称：
股関節・大腿近位の骨折 人工骨頭挿入術 肩、股等、調査対象期間：2021 年度）と比較す
ると非常に短期間である。術後直ぐに在宅へと退院した場合は、術後対応専門の看護師に
よる訪問看護を利用できる。また、リハビリテーションが必要だと判断された場合は、リ
ハビリテーション専門機関で機能訓練を行いながら、在宅に戻った際に必要となる福祉機
器の選択と利用訓練を行う。在宅患者のもとに訪問し、治療後のサポートにあたる看護師
や介護職、リハビリテーション専門職などは、各々の自治体に雇用された職員（公務員）
であり、自治体によって退院後の在宅ケアサービスが保障されている。 
 
②施設から在宅へと移行した高齢者の住まい 

1960 年代初頭に高齢化率が 10%を超過したデンマークでは、日本の特別養護老人ホー
ムにあたる Plejehjem（プライエム）の建設を開始し、1970 年代にかけて介護施設は大規
模化し、施設数は急増した。1987 年時点では、高齢者のケアと住まいは、それぞれ
「bistandsloven：生活支援法（1976 年施行、社会支援法とも訳される）」と「lov om 
boliger for aeldre og personer med handicap：高齢者・障がい者住宅法（1987 年施行）」
とを根拠に提供されており、各々の機能は明確に分離されていたことが読み取れる。1988
年には、高齢社会による財政逼迫が深刻化し、改正された「生活支援法」によってプライ
エムの新規建設は凍結され、高齢者の療養場所を施設から在宅へと移行する動きが強まっ
てきた。1996 年に改正された「高齢者・障がい者住宅法」によって、居住者が共用できる
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リハビリテーション室、フットケア室、ケアスタッフの詰所、食堂などが備えられた高齢
者住宅（Plejebolig：プライエボーリ）の建設が開始された。高齢者の療養場所は在宅の場
である「高齢者住宅」へと一元化され、バリアフリー仕様の良質な住宅の建設が進められ
た。さらに、1997 年には「高齢者・障がい者住宅法」が「lov om almene boliger：公営住
宅法」へと統合され、一般法の中で高齢者や障がい者の住宅が提供されるようになり、
normalization（ノーマライゼーション）の理念が社会全体に浸透する現れといえる。 
 
③「自己決定」「生活の継続性」「自己能力の活用」の三原則に基づく高齢者福祉 

デンマークにおいては、日本と比較すると高齢者の自立意識が強く、子供や親族と同居
して生活する習慣がなくなってきている 65)。さらに、上記のような国家の福祉政策によっ
て、高齢者介護の中心的な担い手は公務員であるケア専門職であり、高齢者介護が家族の
役割から切り離されているともいえる。また、デジタライゼーション先進国として、クラ
ウド上で管理された国民一人ひとりのヘルスケア情報を用いて、かかりつけ医と専門医と
がオンライン上でカンファレンスを行うことも可能である。 

このような体制構築には、前提条件として国民の合意が重要である。電子政府構想・オ
ンライン化が進む背景には、国民が自治体から発信される情報の透明性に高い関心をもつ
といった国民が行政の施策に積極的に関心を寄せる姿勢がある。また、「高福祉高負担」
の国として納税の負担が大きいことが、税金が具体的にどのような用途で活用されるのか
について、関心をもつ契機となっている。デンマークにおいては、自身の決定に責任をも
って自立的に生活するという国民性が根付いており、歳を重ねてもなお、自身で健康状態
を把握し、必要なサービスを自己決定しながら、出来ることを自ら行うといった自立的な
生活を継続したいという思いが、高齢者の自立意識の高さとして現れている。 
 
④利用者視点で分類された自治体の福祉分野における優先取り組み事項 

自治体が優先的に取り組むべき福祉分野の業務については、利用者視点での分類が徹底
されている。2020 年時点の具体的な取り組み分野は、以下の通りである。 

 
＜2020 年時点の自治体が提供する福祉分野における優先取り組み事項＞ 

自己モニタリング機器（血圧計、活動量計など）、移動技術（リフトチェア～外骨
格）、コンピュータ制御の義肢、衛生的な排泄技術（トイレ～センサー付きオムツ）、バ
ーチャル訪問機器、食事支援技術（ロボットアームなど）・telemedicine（遠隔医療）、
セキュリティ機器（スマートホームテクノロジー、GPS など）、設定関連技術、ベッド関
連テクノロジー、medication handling（メディケーションハンドリング：配薬ディバイス
など）、社会活動支援（チャットボット、telemedicine ロボットなど）、掃除用品、計画
関連技術、トレーニング技術、デジタル患者教育など 
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⑤医療技術についての患者視点を含めた評価 
デンマークでは、医療技術評価と費用対効果分析の活用、医師個人や病院組織の活動、

医療の質（臨床結果、適切なプロセスの使用など）、患者の User eXperience（UX：ユー
ザーエクスペリエンス、ユーザー体験）や満足度に関する調査など、比較可能な包括的デ
ータを Web で公開している。他国の医療活動との定期的な比較や、サービス利用に関す
る待機時間や選択肢、ジェネリック医薬品（後発医薬品）に関する先発品などの関連情報
といった具体的かつ詳細な事柄についても統計化し、整理している。 

2021 年には、病院・クリニック・自治体で使用される医療技術（特に、病院医療との相
互作用が見込まれる技術）を評価するために、デンマーク医療技術評議会が設立された。
評議会は、新たな技術（新薬や高コストの新機器、新たな手技など）の適用範囲と程度を
定義するために、医療技術評価に関する様々な情報を収集し、臨床的なガイドラインの作
成を目指している。具体的には、新規に開発された技術が臨床現場で実施されている既存
かつ最良のものを上回るか否かについて比較検討され、臨床的な適用範囲や保険償還の程
度を踏まえながら、様々な臨床の場に適応できるガイドラインの作成が目指されている。 

また、新技術の価値については、臨床的有効性および安全性、患者のユーザーエクスペ
リエンス、組織への影響、医療経済学的な視点などから多角的に評価される。新技術に
は、新たな医療機器のみならず、治療、診断機器、リハビリテーション、予防、医療サー
ビスに関連する組織的な取り組みなどが広く含まる。新技術の評価を希望する個人や組織
からの申請に応じて、評価が行われる。 
 
⑥EU 市場への新規参入を目指すヘルスケアテクノロジーにとってのゲートウェイ 

デンマークにおいては、自国でのテクノロジー開発というよりも、利用者が継続的に活
用でき、必ず導入効果があるものを選択するという評価のプロセスに注力している。テク
ノロジーの implementation（インプリメンテーション：実装）を重視し、国内外の福祉機
器の開発者に対して、自国をテストフィールドとして提供する戦略をとっている。各基礎
自治体には Living Labs（リビングラボ）やそれに準ずる機関があり、この戦略が医療・介
護・福祉分野のエコシステムを成立させている。デンマークにおいて多角的に評価され、
その評価内容が公表されることで、以降の EU 諸国での市場展開が促進される。北欧に位
置するノルウェー・フィンランド・スウェーデン・デンマークは、ヘルステクノロジー分
野において戦略的に連携し、EU 市場の活発化を主導している。 
 
４-１-２．３デンマークの地域に根差した様々な評価プロセス 

デンマークやオランダなど欧州北部では、1970 年代頃から「Participatory design：参加
型デザイン」と呼ばれるイノベーション手法が独自に提唱および実践されてきた。政府、
企業、市民などの利害関係者を巻き込んだコミュニティ全体で、システムの開発や課題解
決に取り組むという社会的デザイン手法である。参加型デザインには様々な手法が存在す
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るが、なかでもコミュニティにおけるイノベーションと持続的発展を支える枠組みとして
近年注目されているのがリビングラボである 67)。これは、サービスの利用者（生活者）と
提供者（企業や行政など）がサービスを共創する方法論であり、日本においても、社会課
題の解決に有効かつ持続性を兼ね備えた参加型のオープンイノベーションアプローチとし
て注目されている。厚生労働省は、「実際の生活空間を再現し、新しい技術やサービスの
開発を行うなど、介護現場のニーズを踏まえた介護ロボットの開発を促進するための機
関」として、リビングラボ事業を支援している。リビングラボの運用について、日本国内
においては発展の途上にあるといえるが、デンマークにおいてはコミュニティ全体で課題
解決のための評価を行うことが日常であり、各々の特性に応じた評価プロセスが整理され
てきた。なかでも、Velfærds Teknologi Vurdering（VTV：福祉機器の事前調査、機能試
験、試験利用、結果分析を通じて、評価される福祉機器がエンドユーザー、福祉専門職、
福祉事業者、経済などの各々に及ぼす影響について、多角的かつ体系的に把握する評価手
法）と呼ばれる評価ツールが広く知られており、2020 年時点ではデンマーク国内の基礎自
治体の約 4 割が活用している 68)。 

なお、インクルージョンテクノロジーの活用に力を入れ、評価手続きが明確になってい
る代表的な自治体やインクルージョンテクノロジーに関連した評価ガイドラインを作成し
ている公的組織の取り組みについて、表５（別添）に整理した。以下に、自治体における
評価プロセスの具体例とデンマーク国内で活用される代表的な評価指標について示す。 
 
４-１-２．３a 基礎自治体における評価プロセスの具体例 
◆コペンハーゲン市：自立住居および雇用センターにおける評価プロセス 
 コペンハーゲン市はデンマークの首都であり、デンマーク首都地域（国土の北東に位
置）に属する国内人口第 1 位の都市である。北欧のパリとも例えられ、国内経済の中心で
ある。 

コペンハーゲン市は、市内の自立住居および雇用センターに技術チームを配置し、市民
と市の公務員である介護士（Paedergog：ペタゴー）の窓口としての機能を果たしなが
ら、個人に適した支援機器を提供することを目指している。対象は、身体的または精神的
な障害を抱える全ての年齢層の市民である。なお、デンマークにおいては「障がい者」と
いう名称は用いず、障害をもつ人や介護を要しない高齢者なども含み「市民」と呼称す
る。幅広い市民を対象としているが、特に市内の自立住居のうちの 25 棟の特別住居（ア
パートメント）で暮らす発達障害や軽度認知症、ダウン症候群などを有する市民への支援
事例が多く報告されている。この特別住居においては、各々12 人程度の障害を抱える市民
によるコミュニティが構成され、介護士とともに自立的な生活を営んでいる。 

自立住居および雇用センターには、技術チームに加え、心理学や神経科学、社会学など
の研究者が職員として常駐し、支援チームが構成されている。支援チームの評価対象とな
るテクノロジーは、介護士の日々の業務を効率化および簡素化するものを含む「市⺠の自
立した生活に役立つもの」が主である。評価には、コペンハーゲン市が独自に開発した
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「福祉機器の履歴書」と評される VT-CV と呼ばれる指標が用いられる。これは、デンマ
ーク国内で普及する VTV を、より実践的なツールとして改良したものであり、「過去に
どのような機器を試し、どのような部分が自身に適した／適さなかったのか、今後はどの
ような機器を試してみたいか」が整理されている。ここでの評価の主体は市民自身であ
る。VT-CV に記された過去の履歴を基に、市民と担当介護士、市の担当職員が三者ミー
ティングを行い、各々に適した支援機器を選択していく。この一連のマッチング・プロセ
スにおいては、機器の評価そのものというより、導入された機器が日常生活に根付くこと
を重視している。 

特別住居においては、技術リーダーを務める介護士が必ず確保されており、複数の介護
士が日常生活の介護に携わっている。居住者は週に 2 時間程度、介護士とともに生活上の
訓練を行う。介護士は、市民とともに「何をどこまで達成したいのか」を対話によって確
認しながら、訓練における個別の目標値を設定し、その達成を支援する。部屋の掃除とい
った家事動作から始まり、社会活動への参加などを通じて、市民は自身の生活能力を向上
させていく。このような自身の人生を自ら形作るプロセスにおいて、技術の導入プロセス
を可視化するツールとして、VT-CV が用いられている。 
 
◆オールボー市：Center for Welfare Technology（CFV）における評価プロセス 
 オールボー市は北ユラン地域（首都地域の北西、バルト海と北海を分断するユトランド
半島の北部に位置）に属する人口規模国内第 4 位の都市である。Limfjorden（リムフィヨ
ルド：ユトランド半島の北端に位置する海峡）における港湾都市の役割を果たし、工業都
市として発展している。Welfare Technology（福祉機器）利用の先進地域としても認知さ
れている。首都のコペンハーゲン市への移動は空路にて行われる。 

Center for Velfærdsteknologi（CFV：英語表記は Center for Welfare Technology）69)

は、国内最大規模の Welfare Technology の評価機関であり、ユトランド半島北部に位置す
る 3 地域（南部はドイツ領）にて活用されている。CFV の評価手法は主に 2 つに大別さ
れ、既に完成形（もしくは完成に近い状態）のテクノロジーに対する評価と、実証試験の
事前プロセスといえるワークショップの開催が挙げられる。このワークショップは、開発
初期から参加型デザイン（Participatory Design：PD）によって、利用者のニーズをでき
る限り満たす製品を創造することを目的としている。 

以下に、ワークショップの概要を示す。  
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＜実証試験の事前プロセスとなる CFV 主催のワークショップの概要＞ 
・第 1 段階：「メリットシート」の記載とワークショップ参加希望企業の選定 

評価を希望する企業には、事前に「メリットシート」と呼ばれるテンプレートが配布さ
れ、企業はワークショップの参加者が理解できるように簡潔に整理して記載する。市民・
介護士・福祉事業所や自治体毎に当該の機器がどのように、なぜ役立つのかを、開発者の
視点から具体的に記載できた企業はワークショップへの参加が認められる。 

 
・第 2 段階：ワークショップ（pitch sessions）の開催 

介護機器の利用対象となる市民とその家族、医師・看護師・介護士をはじめとする専門
職、自治体職員などが参加する半日程度の pitch sessions（ピッチセッション：短時間の分
かりやすい提案のこと、米国シリコンバレーが発祥とされる営業活動や自己アピールに用
いられる手法であり、従来のプレゼンテーションと比して短時間で初見の／当該分野につ
いての予備知識がない人を対象とした少人数向けの手法とされる）が開催される。このセ
ッションは、企業による pitch と参加者全体との議論から構成され、当該の機器 1 件あた
り計 40 分程度で実施される。 

ワークショップの参加者として多様なステークホルダーを招集することが重要であり、
セッションは CFV が主体となって進行される。参加者は事前に提出された「メリットシ
ート」を基にセッションを聴講し、各々の立場から企業の評価を行う。評価には、CFV が
独自に開発したシンプルで分かりやすい質問用紙が用いられる。このセッションの結果か
ら、次の段階であるリビングラボ形式のパイロットプロジェクトを実施するか否かが判断
される。 
 
・第 3 段階：リビングラボ形式のパイロットプロジェクト（実証事業）の開始 

事前準備として、実証事業への参加を希望する自治体を募り、適切なテストフィールド
や実証事業の期間について検討する。大学における実証研究となる場合は、研究費を獲得
するためにファンド申請を行う必要がある。あわせて、企業は「Protocol（プロトコル：
規約）」を作成する。この様式は、The National Committee on Health Research Ethics19)

より提供され、作成における詳細のチェックリスト 20)も準備されている。 
その後、当該機器の初期評価を目的とした実証事業として、リビングラボを運営する。

本段階に先んじて、当該の機器によって起こりうる障害（デメリット）の可能性について
理解しておくことが重要であり、事前のワークショップにおいて議論されることが望まし
い。 

以降、3 ヶ月～1、2 年程度の長期的な実証実験を行い、その結果に応じてスケールアッ
プする可能性を考察する。  
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◆ヴィボー市：TUVC 福祉機器テスト・開発センターにおける評価プロセス 
ヴィボー市は中央ユラン地域（国土の中西部、ユトランド半島中央部に位置）に属し、

人口 10 万人に満たない都市である（2020 年現在）。国内において歴史のある都市の一つ
であり、重要な歴史的宗教施設の一つである Viborg Cathedral（ヴィボー大聖堂）が有名
である。 

ヴィボー市においては、福祉機器が臨床現場においてどのように活用されるかを簡易的
にアセスメントするため、Springboards（スプリングボード）と称される評価指標が用い
られている。評価の対象として、アイデアが明確であり、既にプロトタイプ（原型・試作
品）が完成されているような、実証実験を間近に控えた機器が想定されている。評価の目
的は、実証試験の事前準備として、ニーズを適切に把握し、解決すべき課題や注力すべき
事柄への理解を深めながら、具体的な解決策を導くことである。Springboards の手法を用
いたワークショップには関連分野の専門家が一堂に会し、機器のアイデアや課題の解決策
が多角的に分析・評価される。Springboards の手法において、定型の様式・プロセスはな
いが、市民への有用性、病院・介護施設への有用性、介護士への有用性の主に 3 つの視点
が重視される。所要時間は 2 時間程度で、ワークショップの運営費は基本的に自治体や病
院などからの資金提供によって賄われるため、福祉機器の開発者の負担を最小限に抑えつ
つも、以降の市場展開への大きな効果が期待される。Springboards の手法は市場調査や、
ergonomic design（エルゴノミック・デザイン：人間工学的デザイン、エルゴノミクスデ
ザインとも呼ばれる）、ビジネスモデル構築などの多様な分野に応用できる。 
 Springboards の手法を用いたワークショップについて、具体的な手順を以下に示す。 
 
＜Springboards 手法を用いたワークショップにおける 4 つのステップ＞ 
・1st step：対象となる福祉機器の選定 

市の TUVC 福祉機器テスト・開発センターに持ち込まれた福祉機器のプロトタイプに
ついて、市の担当者が中心となり、当該の機器は実証試験の事前準備段階にあるかどう
か、試用・利用ニーズの可能性などについて分析したうえで、いくつかの機器を戦略的に
選択する。 

 
・2nd step：Springboard 会議（ワークショップ）参加者（評価者）の選定 

ワークショップ参加者の選定に先立ち、当該機器の開発者・機関と市の TUVC 福祉機
器テスト・開発センターの担当者の間で議論が重ねられる。ここでは、当該の機器につい
て、開発者・機関内での評価がどの程度進んでいるのか、課題やその解決方法などのリサ
ーチクエスチョンを明確にすることが目指される。 

あわせて、当該の機器を現場に導入するにあたって、考えられる全ての関係者・関係機
関を洗い出す。病院や高齢者施設などを訪問し、介護士をはじめとする関係者・関係各所
と当該の機器が各々の業務分野において利用可能性があるか（活用のメリット、具体的に
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どのような分野で活用できそうかなど）について繰り返し議論する。情報をできる限り収
集し、質問を繰り返す過程で、Springboard 会議に参加する人を選定していく。 

このステップは、Springboards 手法を用いたワークショップにおいて最も重視され、数
週間から数ヶ月をかけて入念に取り組まれる。 

 
・3rd step：Springboard 会議（ワークショップ）の実施 
 選定された評価者と市の担当職員が集い、1.5～2 時間程度のワークショップが行われ
る。TUVC 福祉機器テスト・開発センターの担当者によるファシリテーションの下、ニー
ズの可能性（現場の課題を解決し得るか）、費用対効果、使い勝手などの実際の活用場面
を想定した議論に注力される。あわせて、実際の組織への導入において、関係各所からの
理解は得られるか、組織の倫理体制なども踏まえ、導入時に直面する課題とその解決策に
ついても具体的に議論される。一例として、自治体や病院などの大規模な組織への導入を
目指す場合、経営状態や入院中の患者のニーズなどの現状の課題を踏まえたうえで、所属
する看護師が直面する課題と解決策にはどのようなものが考えられるか、機器の導入は組
織全体にどのような価値を与え、どの程度の経済的な負担を及ぼすかなどの具体的な議論
がなされる。 

このワークショップは、議論の取りまとめおよび次のステップ（実証試験の実施、現場
への実装／中止など）に関する合意を経て終了する。 
 
・4th step：報告書の作成と関係各所への共有 

Springboard 会議（ワークショップ）にて議論された課題について、報告書を作成し、
さらなる考察を進める。また、報告書は関係各所に共有される。 
 
４-１-２．３b デンマークにおいて活用される代表的な評価指標 
 デンマーク国内で活用される代表的な評価指標について、5 つの具体例を以下に示す。 
 
●VTV（Velfærds Teknologi Vurdering）／ATAT（Assistive Technology Assessment Tool） 

VTV は、デンマーク国内で広く知られる評価指標であり、2020 年時点においては、国
内の基礎自治体の約 4 割が活用している。国外においては ATAT（Assistive Technology 
Assessment Tool）と訳されたものが知られており、我が国においてもその概念図が日本語
訳されるなど、国内外から優れた福祉機器評価手法の一つとして関心が寄せられている。 

福祉機器の導入を検討する際に、機器の必要性や機器が及ぼす影響、技術的制約、導入
における障害などについて包括的に評価し、その内容を福祉事業者や行政機関、製造業
者、関連福祉団体などと共有することを目的としている。VTV（ATAT）を用いた評価を
通じ、デンマーク国内外での適切な福祉機器利用のための基盤が作られることで、エンド
ユーザー、福祉専門職、福祉事業者、行政、製造業者などの関係者全体の利益向上が目指
される。 
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福祉事業者や行政は、当該機器の導入は業務課題に対して有効な解決策となり得るか、
労働時間の削減につながるかなどを判断する指標として VTV を活用する。また、実際に
導入された機器がうまく活用できない場合は、利用が進まない理由や阻害する要因を可視
化できる。明らかになった機器の長所と短所は、以降の機器導入にまつわる意思決定にお
いて、重要な判断材料となる。 

VTV（ATAT）は、下記の図 4 に示される 4 つの領域と各領域に属する 8 つの独立した
評価項目で構成される福祉機器の総合的な評価の手法である 70)。 
 
＜VTV の 4 つの領域と 8 つの評価項目＞ 
・エンドユーザー領域（メリット、適用範囲） 
・機器領域（性能、使いやすさ） 
・福祉事業者領域（スタッフ、経営体制） 
・経済性領域（導入コスト、運用コスト） 
 
図 4：ATAT で検証する領域と評価項目の全体図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
参考：ATAT Assistive Technology Assessment Tool 福祉機器評価手法 Ver.1.0 より

（https://unit.aist.go.jp/harc/arrt/ATAT_eval_ver_1_0.pdf） 
  

https://unit.aist.go.jp/harc/arrt/ATAT_eval_ver_1_0.pdf
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●MAST（Model for Assessment of telemedicine） 
2010 年に EU の研究者によって提案された「Model for Assessment of telemedicine：

MAST（マスト）モデル」と称される遠隔医療アプリケーションの評価指標である。機器
導入の決定権者（病院やヘルスケア関連組織、自治体など）に対して、必要な評価基準に
関する指針を提供するフレームワーク（枠組み）としての役割を果たす。それ以前に約 20
年間に渡って用いられてきた「European Network Health Technology Assessment
（EUnetHTA）Core Model」と称される医療分野の技術評価指標を基に、遠隔利用機器評
価に特化した共通モデルとして開発された。現在、デンマークをはじめとした欧州におい
て、遠隔医療の評価標準として用いられている。アプリケーションや技術の導入を検討す
る際、病院や医療関係者、医療福祉関連分野の組織経営に携わる意思決定者が、導入の効
果を説明する根拠となり、導入に関する意思決定の基準として活用される。また、オール
ボー大学の Birthe Dinesen 教授が開発を進める「介護ロボット評価プログラム」は、
MAST の手法が応用されている。 

以下に、MAST を基盤としたアセスメントの手順を示す。 
 

＜MAST を活用した評価の手順＞ 
【実証事業前の検討】 

実証事業を推進するため、以下の項目について事前の検討を行う必要がある。 
・評価を行う時期：評価を希望する機関にとって、評価する時期が適切かを考察する 
・解決されるべき課題：使用目的は「患者が抱える課題を解決すること」になっているか 
・代替のアプリケーション（機器）の選択：評価過程においては、当該アプリケーション

（機器）だけでなく、比較対象となる治療方法についても検討する必要がある。現行の
治療方法および改良・改善されたシステムを用いた他のアプリケーション（機器）との
比較を行う 

・法令・償還に関する検討：当該アプリケーション（機器）は既存の法令規制に適合して
いるか、保険償還対象であるかを確認する。なお、介護分野においても同様に検討する
必要がある 

・成熟度：当該遠隔医療アプリケーション（機器）の成熟度と評価時点における開発の段
階を考慮する。なお、安全性の確立も含む 

・テスト患者数：多数の患者を対象とすることで、実際に臨床現場においてアプリケーシ
ョン（機器）を使用した際に発生するコストを正確に見積もることが可能となる 
 

【MAST を活用した評価】 
事前の検討によって、遠隔医療アプリケーション（機器）についての評価が妥当である

と判断された場合は、総合的な評価を行う。具体的には、エスノグラフィー評価（類似の
概念として技術人類学が相当）、usability test（ユーザービリティテスト：有用性試
験）、影響評価（実際の数値データを用いる）などの手法が含まれている。 
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具体的には、以下の視点や項目から評価がなされる。 
 

＜MAST における評価の視点・項目＞ 
・評価される領域は？ 
・解決される健康課題と遠隔医療アプリケーション（機器）の特性は？ 
・検討している病名（対象となる身体状況）と評価されるアプリケーション（機器）、 

評価の背景を説明しているか？ 
・安全性：臨床的安全性（対象は患者と医療従事者）、技術的安全性（技術的信頼性） 
・医療的効果視点：罹患率に与える影響、身体的健康・精神的健康・Quality of life
（QOL：クオリティ・オブ・ライフ）に関する健康に与える影響・行動の結果（運動等） 
・患者視点：満足度と受容性、アプリケーション（機器）に関する知識とその理解度、 

治療に対するエンパワメント、self-efficacy（自己効力感） 
・経済的視点：適正性・価格評価・結果評価から成るコスト（費用）と効果について、 

当該アプリケーション（機器）と他の治療方法とを比較する。また、当該アプリケーシ
ョン（機器）の導入に係る歳出入を分析する 

・組織的観点：当該アプリケーション（機器）が導入される際に、どのような資源が動員
される／組織立てられるか？また、組織にもたらされる変化や効果について検討する。
ワークフロー、スタッフトレーニング、資金相互作用、コミュニケーション構造、技術
の波及、一元化もしくは分散化、経済（経済的視点の項を参照）、文化、価値観と文化
のマネジメントなど 

・社会文化的・民族的・法律的視点：多様な宗教や文化、道徳的な信条に対応できるか？ 
潜在的な倫理的課題、患者の治療における責任・自律性、法律的課題（臨床的認証、 
情報統括、専門職業人賠償責任） 
 

＜MAST モデルの長所と短所＞ 
学際的で総合的な評価指標であり、科学的研究と品質保持が重視される。Health 

Technology Assessment（HTA：医療技術評価）と EUnetHTA を基盤としているため、
EU 諸国の企業や医療機関、工業界、教育機関、医療専門職などにおいても活用できるこ
とが利点である。既に使用されている遠隔医療アプリケーション（機器）の評価に有効で
あり、組織的観点を含む導入の「効果」を評価することに特化している。 

一方で、MAST モデルにおいては新たな実証研究が必要となるため、評価には時間を要
する。また、遠隔医療アプリケーション（機器）の構造に関する説明は含まれず、別途の
科学的研究が必要となる。アプリケーション（機器）が開発段階である場合は、他の評価
視点が必要であり、導入の「過程」に関する情報収集や評価には別途の科学的研究が必要
になるといった限界がある 71)。  
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●VT-CV72) 

コペンハーゲン市が独自に作成した「福祉機器の履歴書」と名付けられた評価指標であ
る。下記の図 5 に示されるように、テクノロジーのリストが記載されており、対象となる
市民の名前とテクノロジー利用の履歴が記録されている。コペンハーゲン市では、この記
録を基に対象となる市民と担当介護士、市の担当職員が三者ミーティングを行い、機器を
選択していく。利用状況は特定のテンプレートに沿って担当介護士によって記録され、利
用効果があるかどうかの判断が下される。数週間の実証後、改めて対象となる市民と担当
介護士による評価が行われ、機器の購入が決定される。 

 
図５：VT-CV のテンプレート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
  
参考：福祉機器評価プロセスと当事者を巻き込んだコミュニケーションの実践分析 2020. 図 2 
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●CFV（Center for Velfærdsteknologi：CFV、英語表記 Center for Welfare Technology） 
オールボー市の Center for Velfærdsteknologi（CFV：英語表記は Center for Welfare 

Technology、福祉機器センター）73)が独自に開発した評価ツールである。オールボー市
は、福祉機器利用の先進地域として認知されているため、市内には多くの福祉機器が売り
込まれてくる。 

CFV に持ちこまれた福祉機器の場合は、第一段階として、当該機器の開発企業に「メリ
ットシート」の提出を依頼する。メリットシートは、「なぜ、その機器が、市民・介護
士・福祉事業所および行政機関に役立つのか？」を開発者の視点から記載する。その後、
メリットシート書類選考を通過した複数の企業、介護機器の利用対象となる市民とその家
族、医師・看護師・介護士をはじめとする専門職、自治体職員などが参加する半日程度の
pitch sessions（ピッチセッション：短時間の分かりやすい提案）が開催される。このセッ
ションは、企業による pitch と参加者全体との議論から構成され、当該の機器 1 件あたり
計 40 分程度で実施される。このセッションの結果から、次の段階であるリビングラボ形
式のパイロットプロジェクトを実施するか否かが判断される。その後、実証事業が誰に、
どのくらいの長さで実施されるかを議論する。実証事業の成果に応じて、最終的には試験
的に導入された機器をスケールアップする可能性について考察する。 

 
●TekMatch（テックマッチ）72) 

コペンハーゲン市が大学と協働して作成した、テクノロジーマッチングのためのボード
ゲーム形式の評価枠組みである。福祉機器の利用を希望する市民と担当介護士、市の担当
職員が参加する。短時間のボードゲームプレイを通して、個々の市民にどのような福祉機
器を実際に利用してもらうかを導出するデザインゲームの一つである。ゲームの実施中に
行われた議論から、対象となる市民にとって、より適切な福祉機器が抽出される。 
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４-１-３．マレーシア 
 2022 年の高齢化率は 8.0％であり、社会保障制度の整備途上において急速に少子高齢化
が進んでいることもあり、カナダやデンマークと比較すると製品開発や機器・サービスの
評価手法については発展の途上にある。Association of South‐East Asian Nations
（ASEAN：東南アジア諸国連合）の中核的なメンバーであり、多民族社会でもあるマレー
シアは、国家の重点目標として、Digital Transformation（デジタル変革：デジタルトラン
スフォーメーション、通称 DX）を活かした高齢社会対策に取り組むことを掲げている。
MyAgeing™および Universiti Putra Malaysia は、マレーシア・プトラ大学内にリビングラ
ボなどを有する高齢者テクノロジーに関する国際研究機関として、この国家的プロジェク
トの中心的な役割を果たしているため、調査対象として選定した。また、マレーシア政府
は、超高齢社会のトップランナーである日本の介護手法に注目しており、日本企業がマレ
ーシア市場への進出を果たした事例も複数存在することから、今後も我が国の市場育成や
海外市場の新規参入および展開に密接に関わる可能性があり、市場の動向調査のため、医
療・介護機器用品を販売する iElder.Asia 社を対象に現地視察とヒアリング調査を実施し
た。 

研究協力者である野村 眞弓氏（ヘルスケアリサーチ株式会社・CEO、マレーシア在
住）が行ったインタビュー調査（詳細は後述）の結果を踏まえ、マレーシアの現在の情勢
などについてのレクチャーおよびディスカッションから得た知見を基に、インクルージョ
ンテクノロジーを取り巻くマレーシア国内の情勢について、以下に述べる。 
 
４-１-３.１マレーシア MyAgeing™および Universiti Putra Malaysia の概要 

2002 年に Universiti Putra Malaysia（マレーシア・プトラ大学）内に創設された
Institute of Gerontology（老年学研究所）を前身とし、2015 年に MALAYSIAN 
RESEARCH INSTITUTE ON AGEING （MyAgeing™）74)と改称したマレーシアの高齢化
研究における国際センターである。リビングラボで居住者の安全と安心の向上を目指すス
マートホームの実証実験や、認知機能の低下に対する AI の活用、高齢者に受け入れられ
やすい VR の開発、リハビリテーションにおけるロボティクス技術やアプリケーションの
開発など、Social Gerontology、Medical Gerontology、Geron Tech の 3 領域の特性を生か
した研究開発が行われている。研究開発においては、機器やデータセット、コンテンツ、
アプリケーションなどをマレーシアの仕様に合わせ、アジアン・フレンドリーなデザイン
や大きさ、価格にすることも重要な視点となっている。開発手法としては、オープンソー
スや Google map、Time Line などのシンプルな確認方法を採用し、負荷を軽減する工夫が
なされている。なお、これらは未だ研究開発段階であり、市場化には至っていない。 

具体例として、個人利用者向けのプログラムについては、糖尿病や高血圧症をはじめと
する生活習慣病の改善やガーデニングを起業へと繋げる試み、高齢期に備えるファイナン
シャルプランなどが実施されている。介護者向けには、介護のスキルやケアに関するテク
ノロジーへの理解と利用への支援、権利擁護の教育プログラム、高齢者や介護者がスマー
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トフォンやアプリケーションの使い方などを学ぶためのデジタル・リテラシープログラム
などが実施されている。施設管理者やケアサービス事業者向けには、オンラインやビデオ
による教育および訓練のプログラムなどが提供されている。これらの成果を検証し、内容
の向上を図っている。 
 
４-１-３.２マレーシアの医療・介護サービスの概況 
①短期間で経済成長と都市化が進むマレーシア 

マレーシアは、13 の州と 3 つの連邦直轄領から構成される連邦立憲君主国である。総面
積は 33 万㎢、人口は 3,290 万人（2022 年現在）75)、国別の豊かさの目安である一人当た
り名目 GDP は 11,109 米ドル（2021 年現在）で上位中所得国 76)に区分される。マレー
系、中華系、インド系、少数民族、外国人から成る多民族社会で、法体系はイギリスの影
響を受けた common law（コモン・ロー：equity（エクイティ：衡平法）と対比される英
米法系に属する判例法のこと、普通法とも訳される）であり、医療制度も税方式の公営サ
ービス型である。平均余命 77)は男性 71.3 年、女性 75.8 年（2022 年現在）、合計特殊出生
率は 1.7（2021 年現在）78)で、高齢化率は 2022 年現在において 8.0%であり、2040 年に
は 14.5％になると推計されている 79)。 

短期間で経済成長と都市化が進んだマレーシアでは、地域間、民族間で経済や健康、出
生率などの各差が際立つようになった。経済の指標のひとつである一人当たり名目 GDP
は、首都のクアラルンプール市で 25,293 米ドル（全国平均の約 2.3 倍）、クランタン州で
3,541 米ドル（全国平均の約 0.3 倍）と約 7 倍の開きがある 80)。平均余命では、中華系は
女性 79.4 年、男性 73.5 年、マレー系は女性 74.7 年、男性 70.4 年、インド系は女性 73.2
年、男性 66.3 年と民族間で異なっている。2022 年の合計特殊出生率では、最も人口の多
いマレー系は 2.2 であったが、中華系は 0.8 と最低を記録した。少子高齢化については、
中華系が他の民族グループより早く進行すると予測されている 78)。 

マレーシアは、1980 年代から工業化が進み、著しい経済成長を遂げた一方で、人口の高
齢化も短期間で進んでいる。2020 年までの経済計画「Vision 2020」においては、高齢社
会を迎える前に経済成長を促進することで先進国入りを目指していたが、実現は次の
「Shared Prosperity Vision 2030」に引き継がれた。デジタルエコノミーと高齢化社会への
対応は、2015 年～2020 年の第 11 次経済計画、2020～2025 年の第 12 次経済計画の重点
課題にも挙げられている。 
 
②税方式の公営サービス型医療制度 

マレーシアの医療制度は税方式の公営サービス型であり、国民だけでなく、短期から長
期の滞在者についても公立の医療機関で無料または低額の自己負担で医療を受けることが
できる。医療保険は、Social Security Organization（SOCSO：従業員社会保障機構）が労
災として傷病の治療費を補填しており、対象範囲はかなり広い。また、企業が従業員の福
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利厚生として民間医療保険を提供していることも多い。就業者は、これらの医療保険を利
用して民間の医療機関を受診する傾向にある。公立医療機関は、州・連邦直轄区単位で、
州都毎に 1 ヶ所の基幹病院、複数の地域病院、地区毎に医科診療所や歯科診療所などが整
備され 81)、遠隔地向けの移動診療チームや学校歯科診療チーム（学校内に歯科診療台を設
け、歯科の訓練を受けた看護師が歯科検診やう蝕の簡易処置を行う）も設けられている。 
 
③幅広い対象者への公的／民間ケアサービスの提供 

民間の医療関連施設は、病院や診療所だけでなく、ナーシングホームやケアセンターな
どの介護関連の施設も含まれる。民間病院は、施設数や病床数は公立病院に比べると少な
いが、医療の専門性やアメニティ、サービスの面で特色を出している。民間の医科診療所
も、専門医のいる診療所と General Practitioner（GP：一般医）の診療所に大別され、施
設数では公立医科診療所を大きく上回っている。ケアセンターは、後述するケアサービス
の一つで、医療機関での治療後の医学的管理・看護（療養）、リハビリテーションを行う
入所型の施設である。なお、統計上はナーシングホームとして計上される。 

マレーシアにおいては、伝統的に高齢者や障がい者、あるいは病気や怪我の療養に対す
る家族や親族、近隣住民、イスラム教やキリスト教などの宗教団体、出身地などの民族グ
ループの互助組織といったインフォーマル・セクターによるケアの文化が根付いている。
制度上で定義されるケアサービスには、退院後の療養やリハビリテーションも含まれるた
め、幅広い対象者がサービスを受けることができる。公的なケアサービスについては、女
性・家族・地域開発省 82)に位置づけられている社会福祉局 83)の管轄下で、貧困、老齢、障
害、身寄りが無いといった国民を対象にした福祉サービスが提供されている。なお、公的
サービスのうちの医療的なケアについては、保健省が管轄している。 
 
④活発なシニアケアサービスへの参入 

民間の高齢者向けの医療・介護施設やサービスについては、「Private Aged Healthcare 
Facilities and Services Act 2017」によって、施設や設備、サービス、職員などが規定され
ている。なお、同法における高齢者は 60 歳以上とされている。 

2012 年には保健省、社会福祉局、民間の社会福祉協会にて、地域の状況に応じて公的な
福祉と非営利／営利のケアが役割を分担するという戦略的な提携が結ばれた。高齢社会の
到来を見据え、民間の医療機関、不動産開発や ICT 関連の分野から、シニア向けのケアサ
ービスへの参入が活発になっている。 
 
⑤サービスと人材に関する育成の課題 

障害や病気、低所得、身寄りが無いなどの高齢者を対象とする公的な施設やサービス
は、施設の設置数やサービス内容に制約がある。一方、民間では、ナーシングホーム、自
立型の senior living（シニア・リビング：高齢者住宅／施設）や介護付きの assisted-living



58 

（アシステッド・リビング：入居型介護施設）、訪問診療・訪問看護／介護、レスパイト
ケア、maid（メイド：ハウスキーパー）などの様々な種類の施設やサービスがある。 

マレーシアにおいては、ケア人材の育成が課題となっている。日本の介護士に相当する
公的な資格は未だなく、登録看護師による看護、福祉系の大学や専門学校の Diploma（デ
ィプロマ：修了証書）を取得した介護スタッフによる介護、所定の訓練を受けたボランテ
ィア市民によるホームヘルプ、さらに一般のメイドによる自宅での介護などが混在する。 

「Private Aged Healthcare Facilities and Services Act 2018」においては、60 歳以上を対
象とする居住施設、デイケアセンターなどは全て認可を受けることが定められ、健康管理
に関わる有資格者や介護技能を持つ介護職員の配置が要件とされた。そのため、介護施設
やサービスの事業体においては、独自の研修コースを設けたり、外部のプログラムを受講
させたりしている。また、メイドサービスにおいても豊富な介護経験を有する人材がお
り、介護スタッフと競合している側面もある。 

 
⑥マレーシアにおける介護機器・用具類の法規制について 

マレーシアでは、介護機器・用具類は 2012 年医療機器法 84)の「医療機器」の対象に含
まれる。医療機器の定義に関するガイダンス 85)では、医療機器と見なされるものとして、
注記で身体障がい者用補助器具が例示されている。 

一般医療機器はリスクレベルによって、クラス A：低リスク、クラス B：低―中リス
ク、クラス C：中―高リスク、クラス D：高リスクの 4 段階に区分されている。機器を分
類するルールは「非侵襲医療機器」、「侵襲医療機器」、「動的な医療機器」、「その
他」に区分され、各々にリスクレベルの例が示されている 86)。介護機器や用具・用品が医
療機器に該当するかどうかは、リスクレベルと分類ルールによって個別に審査・判断され
る。例えば、「非侵襲医療機器」のクラス A：低リスクにおいては、患者に触れないか、
無傷の皮膚にのみ接触する機器のうちの患者補助用医療機器として、病院用ベッド、患者
用ホイスト（ロープ／チェーンが巻き付いたドラム／リフトホイールによる昇降装置）、
歩行補助器、車椅子、ストレッチャーなどが例示されている。「動的な医療機器」とは、
電力その他の動力を使用する医療機器で、クラス B：低―中リスクの例として、補聴器、
通常の検査／セルフモニタリング用の心拍数の計測ディバイスなどが示されている。 

また、医療機器を輸入・輸出または上市する場合には、医療機器庁から「Establishment 
License」を取得する必要がある。このライセンスは、卸業者、販売業者、輸出入業者だけ
でなく、病院が海外企業から直接購入する場合も取得の対象となる。なお、マーケティン
グまたは教育目的での展示に限り、未登録の医療機器を輸入／提供することが特例として
認められている 87)。       
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４-１-３．３マレーシアにおいて発展するインクルージョンテクノロジーの今 
MALAYSIAN RESEARCH INSTITUTE ON AGEING（MyAgeing™）および

iElder.Asia 社へのヒアリング調査を踏まえ、今まさに発展している最中のマレーシアのイ
ンクルージョンテクノロジーについて、その背景にある社会情勢や市場および研究開発の
動向、評価手法やリテラシー教育などの側面から整理する。 
 
①インクルージョンテクノロジーの発展を後押しする社会情勢の変遷 

マレーシアにおいては、2010 年代半ばから行政関係の諸手続きのオンライン化が進み、
スマートフォンを用いた医療機関のオンライン予約や遠隔医療相談アプリケーションの利
用が始まっていた。COVID-19 パンデミック下の Movement Control Order（移動制限
令）によって、通信インフラの整備が急速に進むとともに、スマートフォンで利用できる
サービスの開発および普及が加速した。 
 COVID-19 に伴う特別給付金が e-voucher（イーバウチャー：事前にクレジットカード
や電子決済サービスなどを用いてコードを購入し、オンライン上で支払いのできる決済方
法）の形でデジタル支給された。また、政府によって接触追跡アプリ「My Sejehtera」が
開発および提供され、情報の共有化へのニーズが高まるなかで、サービス提供のアプリケ
ーションの利用が広がっている。基本的なサービスとして、利用者と家族、医療関係者を
含むケア提供者間における情報共有機能が提供される。 

マレーシア国民がインクルージョンテクノロジーやケアサービスをどのように受容して
いるかについては、所得面や核家族化、テクノロジーへの慣れ、通信環境などによって生
ずる地域格差がある。また、介護者が外国人である場合も多く、介護者と被介護者間の言
語や宗教、習慣の違いなどの文化的な背景やその組み合わせにも配慮が必要である。この
ような地域格差の解消を目指し、地域の実情を知悉している NGO などの民間セクターが
そのノウハウを蓄積している。 
 
②マレーシア国内におけるインクルージョンテクノロジー市場の動向 

COVID-19 による自宅療養（自己隔離）中に在宅にて PCR 検査を受ける機会が広がっ
ただけでなく、遠隔医療相談、在宅でのその他の検査や薬のデリバリー、訪問看護や訪問
介護、ホームヘルプなどの在宅向けのサービスも拡大した。それらのサービスをアプリ経
由で利用する傾向が高まり、その利用データを情報資源として認識する様々な分野からの
市場参入と競争が起きている。ケアサービスの分野においても、テクノロジーを応用した
新しいビジネスが誕生している。 

高齢者のモニタリングにおいては、家庭でも Closed Circuit Television：CCTV カメラ
（監視・防犯用のカメラ）やベッドセンサーなどが使われ始めている。これらのセンサー
に AI が搭載され、転倒の検知やリスク予測、家族や介護者への通知機能を組み合わせた
アプリケーションも開発されている。一例として、マレーシアのスタートアップである
SmartPeep88)社は、カメラと AI の組み合わせによって転倒などのインシデントを予測し、
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それらを予防する行動につなげるシステムを開発しており、病院や介護施設に実際に導入
された。また、不動産開発業者が新規に開発するナーシングホーム、アシステッド・リビ
ングなどのプロジェクトにおいては、室内にセンサーを設置してナースセンターで集中的
にモニタリングするスマートケアがセールスポイントになっている。 

医療へのアクセス面においては、2015 年頃から、「BookDoc」や「Doctor2U」、
「Qmed Asia」のようなアプリケーションによって、位置情報から受診可能な医療機関の
検索と予約、オンライン医療相談、健康診断の予約なども可能となるサービスが誕生して
いる。また、政府が開発した接触追跡アプリ「MySejehtera」は、上記のアプリケーショ
ンと接続（連携）することができ、機能を拡大してプラットフォーム化している。 

シンガポール発の Homeage89)は、在宅ケアサービスにアクセスできるアプリケーション
であり、マレーシア国内においてもオンデマンドで 24 時間・週 7 日、介護・看護・医療
の総合的なホームケアがワンストップで提供される。アプリケーション上で、ケアプラン
の作成や調整、介護・看護・リハビリテーション・訪問診療の予約、被介護者の状態やケ
アのモニタリング、医師による遠隔診療など、独自のテクノロジーの活用によって、ケア
サービスのプラットフォームが構築されている。 

また、インタビュー調査を行った iElder.Asia 社 90)では、中古品の販売やレンタルなど
の Electric Commerce（EC：電子商取引、e コマースとも呼ばれる）を展開している。マ
レーシア国内においては、医療機器に相当する介護機器や福祉用具の流通チャネルとし
て、施設向けには医療・介護用品の販売会社、一般向けには介護用品店、ドラッグストア
チェーン、インターネット通販サイトなどが活用されている。 

さらに、日本発のテクノロジーとして、既に CYBERDYNE 株式会社の HAL®が
SOCSO（従業員社会保障機構）のリハビリテーションセンターにおいて Neuro-Robotics 
& Cybernics Rehabilitation（ニューロロボティクス（神経科学、脳科学、人工知能、ロボ
ティクスが統合された学際的な研究領域）とサイバニクス（人間の身体機能を支援・拡張
する、技術・産業・社会の創出を目指す学際的な研究領域）に基づくリハビリテーショ
ン）に利用されている。また、JETRO（ジェトロ：独立行政法人日本貿易振興機構）が取
り組んでいる「日 ASEAN におけるアジア DX 促進事業」91)を通じて、コミュニケーショ
ンアプリや見守りサービスなどの実証実験がマレーシアの提携先で行われている。 

また、MyAgeing™や複数のケアサービス会社は、ファイナンシャルプランに関する教
育やサービス提供を目的としてアプリケーションの開発を行っている。このようなアプリ
ケーションの開発が活発化する背景には、マレーシアの拠出積立方式の年金において、財
源の確保に難渋している現状がある。これは、低賃金による積立不足、教育や住宅購入目
的での引き出し、退職年齢が 60 歳に引き上げられたにもかかわらず、従来通りに 55 歳か
ら引き出せる 92)などの要因によるものである。このようなアプリケーションは、Edu tech
（エデュテック：Education（教育）と Technology から成る造語で、教育領域における
様々なイノベーション）や Fin Tech（フィンテック：Finance（金融）と Technology から
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成る造語で、金融サービスと情報技術を結びつけた様々な革新的な動き）の一種であり、
広義のインクルージョンテクノロジーと考えられる。 

 
③インクルージョンテクノロジーの開発・評価において重視されること 

公的な介護保険制度がないマレーシアにおいては、技術やサービスが市場を通じて評価
される。例として、iElder.Asia 社では国内外で開催された Conference や展示会での情報
収集を基に選択された新製品をテストマーケティング（試験販売）し、ユーザー評価をも
とに自社で取り扱うか否かを決定している。公的な介護保険制度が発展途上にあるがゆえ
に「value for money：対価を支払う価値」について厳密に評価される点が、新興国の特徴
ともいえる。 

国内での開発は発展の途上にあり、国内で広く活用される統一的な開発指標は明示され
ていないが、国外の既存製品やサービスを localize（ローカライズ：地域や言語に合わせ
て製品やサービスを適応化）して利用する際には、ユーザーの視点が重視されている。マ
レーシアにおいて、Assisting Technology を選択・評価する際に最も重視されることは、
「いかに利用者に活用されるか」である。マレーシアの市場では、「Simpler, Easy, Cost 
effective」が求められ、複雑な機能や操作のテクノロジーは受け入れられにくい。高齢者
だけでなく、家族や介護者にとってわかりやすいか、使いやすいか、というシンプルかつ
生活実態に即した評価が重要である。テクノロジーが長期にわたって継続活用されるため
には、実際の使用者（高齢者）が Comfortable（使用において快適）であること、メンテ
ナンスやサポートの充実性ついても評価内容となる。さらに、製品の多くを輸入している
ことから、検品や丁寧な梱包といった製造および出荷時の品質管理、迅速な提供という側
面においても評価する必要がある。また、多民族社会として外国人の介護者が多く、介護
者と被介護者間の言語や習慣、価値観といった人文社会学的な背景への配慮も必要であ
る。インクルージョンテクノロジーの開発・評価の体制整備は、高齢者の「Aging-in-
Place（加齢や心身が衰えても、住み慣れた環境にできる限り長く暮らし続けること）」に
おける「Quality of Life」の実現に密接に関係するといえる。 
 
④インクルージョンテクノロジーに関するリテラシー教育 

マレーシア国内では、「Private Aged Healthcare Facilities and Services Act 2018」にお
いて、「認可対象のヘルスケア施設の従業者は、適切な機器や技術の知識を持ち、訓練さ
れている」ことが要件として規定されているため、複数の大学から教育や研修が提供され
ている。iElder.Asia 社では、自宅での製品利用の場合、作業療法士が事前に評価するサー
ビス 93)を提供し、その評価に沿った製品を実際に見て確認してから、購入する仕組みを採
用している。サービスの評価方法や評価者の訓練などについても、大学や NGO などの民
間のケアサービス関係者と連携しており、一種のエコシステムが立ち上がっている。な
お、作業療法士の評価に用いられるツールは、Universiti Malaya（マラヤ大学）から spin-
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out（スピンアウト：企業が特定の部門を分離して新会社として独立させること）した
ACT4Health93)が開発した住宅アセスメントや転倒リスクアセスメントの手法である。 
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４-１-４．日本 
 先述した日本国内のインクルージョンテクノロジーを取り巻く動向に加え、海外諸国と
比較して豊富な種類を備え、充実したサービスが提供される、我が国の医療保険および介
護保険制度の概要と課題を以下に整理する。 

日本の医療保険および介護保険を運営するための財源は、保険料と公費（税金）、患者
の自己負担から成り立ち、医療と介護分野が明確に区分され、施設運営形態や給付なども
詳細に分類されている点で、他国より複雑である。医療保険については、国民皆保険制度
が導入され、全ての人が公的医療保険に加入しており、医療機関を自由に選ぶことができ
る、いわゆるフリーアクセスであるため、豊富かつ充実した医療サービスが提供されてい
る。世界トップクラスである我が国の平均寿命は、その恩恵であるといえよう。 

一方で、平均寿命と健康寿命との差が約 10 年あり、寝たきりなどの日常生活に何らか
の制限があるために介護を要する期間が 10 年超にもおよぶ背景には、過剰ともいえる手
厚い諸制度の影響が少なからずあるだろう。既に超高齢社会であり、団塊の世代の全員が
後期高齢者となる 2025 年以降においては、介護現場の人材不足はますます深刻化し、地
方では限界集落化（人口の 50％以上が 65 歳以上の高齢者となり、生産力が維持できず、
共同生活が困難となる状況）が進み、都市部においても高度経済成長時に建設された住宅
群が限界集落と類似した状況に陥ると予測される。 
 
４-１-４．１医療・介護分野におけるインクルージョンテクノロジーの普及に関する課題 
 2035 年には 68 万人の介護人材が不足すると推計されており、2020 年 8 月には介護現場
の生産性の向上を目的とした「介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事
業」が厚生労働省の主導の下、推進されている。全国に 11 ヶ所の相談窓口と６ヶ所のリ
ビングラボが整備され、国家プロジェクトとして活発な取り組みが進められている 94)が、
現場導入には様々な困難が生じたり、時間を要したりすることで思うように導入が進まな
い現状がある。先述の通り、日本においてはケアテック（ケア現場のためのテクノロジー
であり、介護者が主体となる場合が多い）の開発に注力され、高齢者や障がい者の自立を
目的とするインクルージョンテクノロジーについての開発や普及は主流でないといえる。 
一方、児童から高齢者を含む様々な年齢層の人々にとって、IT が日常生活に欠かせない現
在、高齢者の digital divide（デジタルデバイド：情報格差）解消を目的とした「デジタル
活用環境構築推進事業」が総務省の主導の下、推進されている 95)。2020 年度時点では、
11.4 億円の予算が計上され、国直轄の補助事業として、マイナポータルや e-TAX の使い
方など、オンラインサービスの利用方法についての説明会が実施された。2021 年には、東
京都が実施する「都民等のデジタルデバイド是正に関する取組」として、高齢者向けスマ
ートフォン利用促進事業や区市町村や町会・自治会による取り組みの支援拡充に 3 億円の
予算が計上されている 96)。このような取り組みの多くは、スマートフォンの使い方教室と
いう内容が多く、インクルージョンテクノロジーの利用普及における効果的な糸口となる
には、まだまだ時間を要するだろう。 
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４-１-４．２日本国内におけるインクルージョンテクノロジー実証事業の主要な事例 
 先述の通り、特に高齢者を対象としたインクルージョンテクノロジーの普及において、
実証事業の取り組みについては発展の途上にあるといえる。既に行われた事業の多くは介
護施設などの臨床現場におけるテクノロジーの実証であり、ケアする側（介護者）を主体
とした負担軽減や効率化を重視する傾向がある。カナダやデンマークにおける実証事業で
は、高齢者や障がい者自身を実証対象や評価者とする手法が採用されており、各々の文化
や社会的な背景に配慮したうえで、我が国が学ぶべきことは多いといえる。このような現
状を踏まえながら、日本国内において実証事業を主導する主要な機関などの取り組みにつ
いて、以下に整理する。 
 
４-１-４．２a 介護機器評価事業・テック導入（SOMPO ケア株式会社）／ 

Future Care Lab (SOMPO ホールディングス株式会社、SOMPO ケア株式会社) 

介護事業を取り扱う SOMPO ケア株式会社 97)では、テクノロジーを利用した介護の推
進に取り組んでいる。介護現場におけるテクノロジーの推進については、テクノロジーを
導入することによって、従来のオペレーションが変化し、事前の想定が難しい状況が発生
する可能性がある。予め現場の混乱が最小限になるように、対応策を決めておくことが重
要となる。導入プロセスとして、「①目的説明、②チーム意識づけ、③専門性向上、④操
作方法、⑤効果検証と導入」を設定し、段階ごとに評価を行い、前進していることを確か
めながら導入を進める。 

一般的な介護サービスにおいては、利用者（多くは高齢者）の「状態」を把握し、必要
な「介護（介入）」を考えて提供するが、状態把握は「見たり、聞いたり、感じたり」し
た主観的情報に偏っているため、介護スタッフの能力に大きく依存すると考えられる。状
態把握が不十分である場合は適切な介護（介入）ができない危険性がある。 

そこで、SOMPO ケア株式会社では、さまざまな客観的情報（データ）を加えること
で、状態把握を支援する仕組み（「egaku」と呼称）を構築するため、様々な取り組みを
開始している。高齢者の状態把握の精度を高め、人の手とテクノロジーを用いた、より適
切な介護の実施に繋がると考えている。取得された大量なデータ（ビッグデータ）から、
似た利用者（群）を探し出すことで、利用者それぞれの状態変化の予測も目指している。 

SOMPO ホールディングス株式会社は、Future Care Lab in Japan98)と称するリビングラ
ボを運営しており、厚生労働省や国立研究開発法人 産業技術総合研究所とも連携しなが
ら、現場からの介護機器開発を支援している。Future Care Lab in Japan には国内外の介護
テクノロジーが展示され、介護施設のモデルルームも設営されている。法人内に現場のフ
ィールドである介護施設を有しながらリビングラボを運営するといった、リビングラボと
して理想的な形態をとっている。複数の介護現場の意見を取り入れながら、介護機器開発
への助言も行っている。 
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４-１-４．２b 社会福祉法人 伸こう福祉会 99) 

2018 年度経済産業省「未来の教室 100)」実証事業にて、介護施設（リビングラボ）を学
び場とした人材育成プログラムを実証している。本事業は、リビングラボ化された介護施
設を新たな学び場として活用することで、企業（作り手）と現場スタッフ（使い手）と
が、価値創造と技術開発力（技術開発支援力）を涵養する人材教育プログラム（共進化型
教育プログラム）を開発することを目的として行われている。 

人材教育プログラムにおける学習対象者は、企業、施設スタッフ、学生、地域、他の社
会福祉従事者などである。 

基本講座として、SDGs や社会インパクトの基本的な考え方、認知症などによって変化
していく人の科学的見方や QOL の考え方、行動ライブラリを用いたデータ駆動型開発な
どを設定している。また、リビングラボを活用した実践的ワークショップへの参加を通じ
て、学習対象者が、社会インパクトと関連した具体的課題の設定力、多職種を巻き込む
力、個人の QOL を中心とした生活機能レジリエント（resilient：柔軟性のある、困難に対
する回復力や適応力を有する）サービスの開発力を育むことを目的としている。 

当該の実証事業において予想される成果は、リビングラボの強みとして、介護職と技術
者（イノベーター）など、日常では出会わない人々が立場や仕事を越えて思考することが
でき、日常では得難い創造的な思考に出会い、新たな考えを生み出すきっかけになること
である。一方で、多様なステークホルダーが関わることから、言葉の定義や思考する概念
のすれ違いや誤解が容易に発生することが想定される。これらの課題を解決するために
は、「目的は同じ」「でも、経験や能力は違う」「それでも共進し、結果を出すための仕
組みが必要」と考えられる「ファシリテーター」が重要とされている。 
 
４-１-４．２c 社会福祉法人 善光会 101) 

Future Care Lab in Japan と並び、厚生労働省「介護ロボットの開発・実証・普及のプラ
ットフォーム事業」において設置されたリビングラボの一つである。社会福祉法人 善光会
は、自ら培った経験や知識をまとめ、2019 年に「スマート介護士」資格を創設した。ケア
品質向上と業務負担軽減を同時に実現するために、ケアテックを組み込んだサービス提供
体制を創造、設計、導入し、さらに継続的に改善するための能力や、データを利活用した
科学的な介護に関する知見が必要であることから、資格の創設に至った。資格公式テキス
ト 102)には、資格創設の時代背景をはじめ、介護ロボットや ICT の知識だけではなく、実
際に導入した経験を踏まえた導入の実践理論についても記載されている。 
 なお、ケアテック導入のプロセスは５段階に区分され、以下の要点が強調されている。 
①意識共有：トップダウンとボトムアップをあわせて行い、委員会などを設置 
②課題設定：理想的なオペレーション設定により、課題となる点の明確化を踏まえ、工数

削減を目指したテック導入の検討 
③ケアテックの選定：情報収集と採用基準の決定 
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④ケアテックの導入：導入計画の策定や研修会の設置 
⑤ケアテックの評価：事前事後の比較の重要性 
 
４-１-４．２d 東京都障害者支援施設 ICT 機器活用支援モデル事業（令和２年）103) 

東京都保健福祉局が行った本モデル事業の目的は、障がい者支援施設（入所施設）にお
けるデジタル機器・ロボット介護機器の適切な使用方法や効果的な導入方法を検証し、そ
の成果を普及啓発することによって、介護の身体的負担の軽減、支援の質の向上、事故防
止および障がい者の自立支援を図り、福祉・介護人材の離職率低下、人手不足の解消およ
び障がい者の生活の質の向上を実現することである。なお、「障害者支援施設デジタル技
術等活用支援モデル事業」は令和 2 年度より「障害者支援施設 ICT 機器活用支援モデル事
業」と事業名称を変更している。 

各施設における取り組みについて、主要な事例を以下の表６に整理する。 
 
表６：東京都障害者支援施設 ICT 機器活用支援モデル事業(令和２年)の主な事例 

施設名 社会福祉法人 東京都手をつなぐ育成会 恩方育成園 104) 

事業内容 見守り支援及び業務効率化に向けたタブレット端末の導入 

課題 

・利用者の直接処遇や健康管理などの業務の増加 
・支援員負担の増加 
・支援員間および職種間の情報共有 
・正確な支援記録の記載（支援記録作成までのタイムラグの解消） 
・利用者の無断外出の防止 

実証事業 

・全居室への「眠り SCAN」（パラマウントベッド株式会社）を導入し、 
離床・臥床状況の遠隔でのモニタリング確認および訪室対応の迅速化 

・バイタルデータの取得による健康状態の把握 
・パノラマカメラセンサーシステムをフロア出入り口に設け、利用者の 

出入りを確認 

結果 

・現場職員の機器に対する満足度（機器への期待値）について、導入後２回
目以降の調査では、徐々に向上し、機器に慣れるに連れて、現場職員が機
器導入の効果を実感している状況となった。 

・iPad 導入に際し、支援記録の作成に要した時間の定量・定性データを測
定した結果では、iPad 導入前（約 30 分）と比し、導入後は 11～13 分で
支援記録の作成が完了しており、iPad の導入によって効率化したことが
確認された。 

・各機器を連携し、情報を一元化したことで、業務の効率化のみならず正確
な情報に基づく適切な支援の提供が可能になり、支援の質も向上したこと
から、本施設における ICT 機器導入は成功事例といえる。 
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表６：東京都障害者支援施設 ICT 機器活用支援モデル事業(令和２年)の主な事例(つづき) 
施設名 社会福祉法人 全国スモンの会 障がい者支援施設 曙光園（しょこうえん）105) 

事業内容 「トイレ長時間使用お知らせシステム」ほか機器の導入 

課題 

・夜間の巡回（５回）時における利用者の睡眠妨害 
・バイタル測定時に要する１人当たり時間の長さ 
・ナースコールの呼び出しでは、利用者の状況把握が困難 
・トイレ介助中の業務の混乱 
・非効率的な服薬管理のダブルチェック 

実証事業 

・移乗介助を要する 24 名の利用者に「心拍離床センサー」を導入し、支援
員室から遠隔にて利用者のバイタルや離床状況をモニタリングすること
で、夜間巡回の回数を減少させた。 

・「見守りカメラ」の設置で、映像により安全状況を把握する。 
・「トイレ長時間使用お知らせシステム」の設置によって、利用者がトイレ

に長時間いる状況を放置することを予防する。 
・「服薬支援システム 服やっくんⓇ」（株式会社ノアコンツェル）の設置に

より、服薬確認を一人で行い効率化を図る。 
・「Yui ステーション（集中管理システム）」（株式会社平和テクノシステ

ム）の導入および「無線 LAN 環境整備」により、見守り支援機器からの
情報や通知を一元化する。 

結果 

・機器導入時における課題設定は、非常に優れたものであり、事故防止に大
きな効果を発揮した。 

・「服薬支援システム 服やっくんⓇ」の QR コード対応や、「見守りカメ
ラ」および「Yui ステーション（集中管理システム）」のプライバシー上
の問題、「トイレ長時間使用お知らせシステム」の通知音の問題など、モ
デル事業期間を通じて運用面の課題がいくつか残った。 
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表６：東京都障害者支援施設 ICT 機器活用支援モデル事業(令和２年)の主な事例(つづき) 
施設名 社会福祉法人 聖ヨハネ会 富士聖ヨハネ学園 106) 

事業内容 見守り支援機器「眠り SCAN」と「A.I.Viewlife」導入による状況把握 

課題 

・重度／高齢化に伴う健康管理やターミナル期の見守り支援対応に伴う定期
巡回回数の増加 

・強度行動障害特性のある利用者の転倒や自傷などの居室内事故の発生 
・夜間巡視や緊急時の駆けつけに時間がかかり、支援員負担が大きい 
・支援記録作成業務の負担 
・夜間巡回（５回）時における利用者の睡眠妨害 

実証事業 

・「眠り SCAN」および「A.I.Viewlife」(エイ アイ ビューライフ株式会社)
を導入し、支援員室やデイルームなどで居室内にいる利用者の睡眠状態や
状況を把握する。 

・居室内にて支援を行いながら、利用者の健康記録や支援記録を入力する。 

結果 

・機器導入前と比して導入後の方が機器導入の効果が得られていると現場支
援員は感じているものと思われる。 

・施設職員へのアンケート調査において、「介護の専門知識や経験が浅くて
も、重度／高齢の利用者を安心して支援できる」の項目については、導入
前の期待値（37.9％）が導入後４回目の調査では 16.7％と低下した。 

施設名 社会福祉法人 邦友会 新宿けやき園 107) 

事業内容 「ROBOHELPER SASUKE」の導入による利用者と支援者の負担軽減 

課題 

・移乗支援は支援員 2 名体制で実施しているが、現場の状況によっては一人
で対応せざるを得ない場面もあり、支援員の身体的負担が大きい。 

・移乗支援における身体的負担の多さから、腰痛を抱える支援員が増え、 
離職の原因にもなっている。 

実証事業 
・利用者の背面に専用シートを敷き込み、その両端に抱き上げ式移乗介助 

ロボット「ROBOHELPER SASUKE」(マッスル株式会社)のアームを通
して持ち上げることで、シート全面で利用者を抱き上げるようにした。 

結果 

・支援員から「利用者が安心した表情で移乗されていることが何よりも良か
った」との意見があり、「利用者は移乗の際安心している」との回答が導
入前（46.7％）に対し、導入後は 66.7％へと向上した。 

・移乗支援に時間を要する問題については、改めて機器導入の目的の原点
（移乗支援の時間短縮ではなく、支援員と利用者の移乗支援時の負担軽減
であること）に立ち返って考えることで、支援員の機器使用に対するモチ
ベーションを維持した。 
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表６：東京都障害者支援施設 ICT 機器活用支援モデル事業(令和２年)の主な事例(つづき) 
施設名 社会福祉法人 睦月会 わかばの家 108) 

事業内容 睡眠センサーとカメラセンサーの導入による利用者状況の一元管理 

課題 

・目視確認が難しい利用者に対して、夜間巡視時に体に近づくことにより、
利用者の睡眠妨害となってしまう。 

・夜間に尿意を感じて覚醒する利用者が、半覚醒のまま起き上がることで 
転倒リスクが高まる。 

・個々の利用者の睡眠時間について夜間巡視だけでは正確な睡眠時間を確認
することは不可能である。 

・利用者の高齢化に伴い、健康状態をきめ細やかに把握する必要がある。 

実証事業 

・「眠り SCAN」の誤検知を「眠り SCAN-eye」(パラマウントベッド株式
会社)の映像による情報でカバーすることにより、支援員が利用者の居室
へ訪室する必要性について的確な判断を可能とする。 

・モバイルビューアーの活用により、支援員室以外の場所からも利用者の 
睡眠、臥床、離床の状況を確認し、支援員が手薄な時間帯においても 
緊急性の高い事案について迅速に対応することで事故防止に役立てた。 

結果 

・見守りカメラの導入に際し、導入前には利用者へのプライバシーへの配慮
について懸念を抱いている支援員が多かったが、支援員へのアンケート調
査において「機器を導入しても利用者のプライバシーは守られている」と
回答した支援員は導入前（13.6％）と比して、導入後４回目の調査では
58.8%まで向上し、カメラの運用方法の見直しにより、利用者の一定のプ
ライバシーを守ることが可能であることが分かった。 

・各機器の操作性や安全性の面においては、「導入する機器を一人でも操作
できる」は 77.3％、「導入機器を、時間をかけずに活用できる」は
86.4％、「導入する機器は、安全や衛生等が維持されている」は 77.3％と
期待値が高くなっている。 

 
４-１-４．２e 一般社団法人 日本ノーリフト協会 

一般社団法人 日本ノーリフト協会 109)は、2010 年に設立され、医療・介護現場での「ノ
ーリフト®」（人力のみの移乗を禁止し、患者さんの自立度を考慮して福祉用具を活用し
ようという考え方であり、看護師の腰痛予防対策として 1998 年にオーストラリア看護連
盟によって提唱）の普及活動を主導している。看護師や介護士の介助時などにおける身体
負担軽減の必要性について、労働安全衛生マネジメントの視点を活用しながら教育システ
ムを構築している。2013 年〜2016 年においては、RITEX（国立研究開発法人 科学技術振
興機構 社会技術研究開発センター）の支援を受け、東京大学の淺間一教授らと共同し、オ
ーストラリアから持ち帰ったプログラムを基に、我が国の医療・介護現場における労働安
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全衛生マネジメントの課題に応じた日本版「ノーリフト®」プログラムを作成した。日本
版のプログラムに基づき、オンライン講義と対面での実技指導が並行して提供され、現在
までにベーシックコース 105 回、アドバンスコース 30 回が開催され、約 9,700 人が受講
を完了している。また、「ノーリフト・ノーリフティング」による接触感染リスクの低減
を目標の一つとし、医療介護者に福祉用具や介護機器を「使ってみて・学ぶ」機会を提供
し、「No Lift is Next Culture」を目指すための活動として、「2020 ノーリフトチャレン
ジ・プロジェクト」を開催した。当該のプロジェクトは Web アンケート方式で開催さ
れ、2020 年８月 31 日までに福祉用具の利用を希望する 7 施設に対して 21 件の機器が貸
与された。 

さらに、2021 年には「神戸市介護ロボット等開発・導入促進事業運営業務」を受託し、
移乗用のリフト機器に限らず、幅広い機器を対象とした「神戸市 介護テクノロジー導入促
進プロジェクト」110)に取り組んでいる。本プロジェクトの目的は、実用性の高い介護ロボ
ットや ICT 機器、先進的な福祉用具などの開発と市内の介護現場での導入を推進すること
によって、市内企業や医療産業都市進出企業の新たな事業化を支援するとともに、介護現
場の業務負担軽減、人材確保と定着に繋げていくことである。現場における課題の整理や
費用対効果などの検討に苦慮する介護事業者と、介護現場の課題解決に向けた機器開発や
導入支援に苦慮する介護テクノロジーの関連企業とをどのようにマッチングさせるか、に
主眼点が置かれている。プロジェクトにおいては、神戸市内の介護事業者と介護テクノロ
ジーの関連企業を対象に、相談窓口、介護テクノロジー体験会&プチセミナー、体験導入
ワークショップ、支援イベントなどが無料で提供されている。 

プロジェクト参加に応募した 17 施設のうち、10 施設が体験導入ワークショップに参加
し、企業から機器が貸し出された。そのうちの３施設については、11〜14 種類の機器が貸
し出され、二週間に 1 回程度の頻度で導入に関するきめ細かなコンサルテーションの機会
が提供された。以下に、具体的な実証プロセスと課題を整理する。 

 
＜「神戸市 介護テクノロジー導入促進プロジェクト」における実証プロセス＞ 
①導入を希望する介護事業者が抱える課題の抽出 

ワークショップ開催に向けた事前準備として、「機器を利用して行いたいことは何
か」、「解決したい現場の課題はどのようなものか」について整理するため、介護事業者
に計画書の作成を依頼する。あわせて、機器を使用する以前に、介護事業者が組織として
目指すこと、その方向性について管理者や職員一人ひとりが理解しているかどうかについ
て、1 時間程度の面談で確認する。介護事業者が掲げる組織の理念や目標は、壮大かつ漠
然としている（達成をどのように評価するのかが難しい）場合が多く、目標の達成を評価
する具体的な時期や指標を一つずつ確認していく工程が重要である。これまでの目標や評
価の指標が、今まさに直面している現場の課題に即しているかを介護事業者自身が吟味
し、その乖離に気付く契機になり得る。 
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②課題に基づいた機器の体験利用と機器の導入にまつわるワークショップ 
介護テクノロジー体験会において、介護事業者は現場の課題に応じた機器の利用を体験

する。その後は、機器の利用場面毎に開催される体験導入ワークショップに参加する。例
として、介護記録、見守り食事介助、移乗リハビリにおける危機体験の３回のワークショ
ップが開催された。ワークショップは管理者向けと現場でケア提供を行うスタッフ向けの
それぞれが開催され、介護テクノロジーの関連企業も参加する。 
 
＜「神戸市 介護テクノロジー導入促進プロジェクト」における課題＞ 
①管理者が抱える課題 

管理者と現場でケア提供を行うスタッフとでは、機器の利用における視点が異なるた
め、導入を希望する機器の種類や規模が各々異なる場合が多い。特に、管理者の場合は経
営における経済面の課題を注視するため、機器導入に伴う初期投資や助成金の有無などが
導入の決め手になることもあり、導入を希望する機器が現場の実情と乖離している可能性
がある。 
②ケアを提供するスタッフが抱える課題 

現場でのケア提供を担うスタッフは、自分が担当する特定の利用者に対する機器の利用
を想定するため、組織全体の利益と乖離する場合がある。日々の業務負担が著しい場合に
は、目下の課題解決を重視するあまり、機器を長期的に継続利用できるか、費用対効果な
どの視点を十分に考慮できない可能性がある。 
③介護テクノロジーの関連企業が抱える課題  

限られた対象やフィールドでの開発や実証実験によって、機器が特定の組織やケアスタ
ッフのみに特化したものとなり、活用範囲が極端に限定される場合がある。また、企業側
の営業活動においては、学会や展示会と比して小規模かつ参加者が限られるワークショッ
プへの参加は費用対効果が小さいと判断される場合があり、ワークショップ参加における
企業側の利点についても整理して明示する必要がある。機器開発の初期から、どのような
対象者がどのような場面で使用するのかを十分に考慮した market segmentation（マーケ
ット・セグメンテーション：市場細部化）の観点が重要であり、高い目的意識を持った介
護事業者が集うワークショップは、機器利用の対象者や場面を具体的にイメージできる貴
重な機会の一つであるといえる。 

 
なお、これらの課題の背景には、スタッフ一人ひとりが経営に参画していない／できな

い組織風土や管理者およびスタッフ同士で課題を共有する機会や習慣がないこと、人員不
足や資金不足などによって日々の業務に忙殺されてしまうといった業務体制が十分に整備
されていないことなどの、機器の導入以前からの複合的な阻害要因が存在していることが
示唆された。これらの課題と解決策については、後述する。  
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５．これからの日本に求められるインクルージョンテクノロジーの普及に関する提言 
５-１．論文検討から浮き彫りとなる日本の課題 

日本においては、厚生労働省や経済産業省をはじめとした行政機関が介護機器・ロボッ
トなどのテクノロジーの開発および普及を推進しているが、実際の介護現場にまで機器・
サービスの使用が広く浸透するには、まだまだ時間を要する現状がある。これらの背景に
あるテクノロジーの普及を阻害する要因については先述してきたが、国内外の研究動向に
ついて、改めて整理する。 
 

インクルージョンテクノロジーの海外動向にまつわる英文論文については、文献検索デ
ータベース（PubMed、Embase、Cochrane Collection Plus、PsycINFO、CINAHL）およ
び Google Scholar を補完的に用い、Older adults / aging / elderly people / implementation 
/ Evaluation などをキーワードに、直近 10 年間（2012～2022 年）に公表された 942 件を
抽出した。 

先にパッシブ・インクルージョンテクノロジーで一つであるセンサーを用いたモニタリ
ング技術の特徴や適用目的について総括した先行研究 17)（Kirsten K. B. Peetoom ら 
2015）を基に、関連する 100 件の文献検討を踏まえ、センサーによるモニタリング技術の
類型化を行った（３-１-２．センサーによるモニタリング技術の類型化を参照）。関連文
献を検討すると、利用者の受容度やユーザービリティなどの評価に焦点を当てた報告が、
2015 年を境に増加していた。そこで、2012～2015 年（なお、予備的に 2010～2011 年に
公表された文献についても確認済）に公表された論文のうち、評価に焦点を当てた 6 件を
抽出して表７（別添）に、2016～2022 年に公表された論文のうち、評価に焦点を当てた
22 件を抽出して表８（別添）に一覧として整理した。 

また、利用者の受容度やユーザビリティなどの利用者主体の評価に焦点を当てたシステ
マティックレビュー／スコーピングレビューを行った研究論文を 3 件抽出できた。3 件の
論文から質的研究に関する報告を各々抽出し、日本語で解釈した内容を一覧として整理し
た（表９、表 10、表 11 参照：すべて別添） 
 
・Factors influencing acceptance of technology for aging in place A systematic review111) 
（高齢化対策技術の受容に影響を与える要因に関するシステマティックレビュー）（表９
参照：別添） 

在宅高齢者に対するテクノロジーの導入を促進する要因について整理し、テクノロジー
の受容に関する研究の新たな方向性を示唆するものである。1999 年を起点に高齢者を対象
とした調査を抽出しており、全 2841 件の論文のうち 16 件が質的研究手法（インタビュー
／フォーカスグループインタビュー調査）を採用していた。 
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・Older adults' perspectives on the process of becoming users of assistive technology: 
qualitative systematic review and meta-synthesis112) 

（支援技術を利用するプロセスにおける高齢者の視点：定性的システマティックレビュー
とメタ分析）（表 10 参照：別添） 
Assistive Technology（支援技術）の利用者となる過程（テクノロジーの選択や導入を含

む）に関する既存文献を抽出し、統合的に評価を行った研究である。抽出された全 4645
件の論文のうち 17 件が、質的研究手法を採用していた。 
 
・The Role of Information and Communication Technology (ICT) for Older Adults’ 

Decision-Making Related to Health, and Health and Social Care Services in Daily Life—A 
Scoping Review113) 

（日常生活における健康および医療・福祉サービスに関する高齢者の意思決定における情
報通信技術（ICT）の役割-スコーピング・レビュー）（表 11 参照：別添） 
健康や医療・福祉サービスに関する意思決定にどのような ICT が活用されているか、活

用に影響を与える要因は何かについて、高齢者の視点から研究がなされている論文を抽出
した。計 2308 件のうち、重複を排除した 1651 件について、タイトルと抄録を中心に再度
スクリーニングを行った。主題に該当しない、あるいは質的研究手法を採用していない、
十分な量・質の記述がなされていない報告を除き、最終的に 12 件を抽出した。 
 

あわせて、インクルージョンテクノロジーの国内動向にまつわる論文検討を行った。和
文論文については、J-STAGE（国立研究開発法人科学技術振興機構運営の論文データベー
ス）を活用し、医療／介護／テクノロジー／評価などをキーワードに 1990 年から 2022 年
までの和文文献を検索した。抽出された 90 件の論文を精読した結果、報告された内容は
以下の通りであった。 
・開発動向や評価、普及などのプロセスに関する国内外の社会情勢の解説（31 件） 
・開発機器の実証実験結果についての報告（20 件） 
・開発プロセス、実証事業やビジネスモデル展開に至るまでのプロセスの解説（15 件） 
・機器の利用実態調査（10 件） 
・機器を活用した医療／介護職の業務改善に関するケーススタディ（8 件） 
・機器利用や導入を支援するガイドライン開発に向けた予備調査（2 件） 
・スマートシティ（地域システム）構築に関するケーススタディ（2 件） 
・テクノロジー・リテラシー教育に関する報告（1 件） 
 

開発動向や評価、普及などのプロセスに関する国内外の社会情勢を解説する内容が最も
多かった（31 件）。筆者は医療・介護・福祉分野や工学分野、行政、研究機関などの様々
な立場の研究者である。特に「ロボット介護機器開発・導入促進事業」が開始された 2013
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年以降は、経済産業省や国立研究開発法人 日本医療研究開発機構（AMED）、産業技術総
合研究所に所属する研究者が、事業の概要や要点を解説し、結びにテクノロジー利用者
（高齢者や介護者）主体の評価の重要性を示唆するものが多く見られた。 

なお、全 90 件のうち 21 件の論文が高齢者主体の評価視点に言及していたが、そのうち
の 12 件については具体的な評価指標を設けていない、あるいは高齢者を対象としたアン
ケート調査において、使用の満足度を 3～5 段階指標にて回答してもらう／試用時の感想
を話してもらうといった簡易的な評価手法を採用していた。 

次いで、筆者らが開発した機器の実証実験結果に関する報告（20 件）が多く、その評価
方法は、機器試用後の利用者へのアンケート調査（安全性についての主観的な段階評価、
使い心地についての感想や要望、高齢者福祉施設への導入時の困難など）、実験室での量
的指標評価（ビデオ映像による関節位置の測定や動作の解析、加速度モニターや心電／筋
電計による負荷量の測定など）であった。高齢者を対象とし、主観的な視点からの評価を
試みているものの、3～5 段階指標のアンケート調査が主であり、量的指標を用いた研究と
いえる。 

なお、全 90 件のうち高齢者／障がい者を対象とした質的研究（採用された質的な手法
について詳細に記述しているもの）はわずか 2 件であった。大河原らが 1997 年に報告し
た研究 114)は在宅療養環境と在宅ケアの質に関する看護・人間工学的評価指標の開発を目
的としており、ガイドラインの作成にあたって当事者の声を反映する重要性を示唆してい
る点は、1990 年代後半の国内文献においては画期的ともいえる。一方で、ガイドライン開
発の予備調査に留まっており、開発および評価の具体的なプロセスや当事者の意見を反映
するための方法論については議論が及んでいない。また、2008 年に塚田らが行った研究
115）においては、電動車いすを利用する障がい者を対象としたグループインタビュー法を
応用した手法が用いられている。研究の目的は、福祉機器開発に活用するためのユーザー
ニーズの抽出手法を開発することであり、ユーザー自身の発言からニーズとその背景要因
を体系化して分析する手法は、機器の概念設計を行う上で、開発者にとって具体性の高い
判断材料となるため、有用であると考察されている。また、グループインタビュー法を応
用することで、同じような境遇にある人々との対話を通じて、無意識下の潜在的なニーズ
が引き出される可能性を示唆している。以降は、方法論的な発展が期待される。 

また、少数ではあるが、民生品から医療・介護分野へ、あるいは医療・介護分野から民
生品へとテクノロジーを転用する可能性を中心とした新たな開発手法やビジネス展開への
示唆を含む報告が見られた。特に、介護機器が医療機器と明確に区分されている日本にお
いては、医療機器は実用・商品化を承認する認証機関が整備されている一方で、それ以外
の介護・福祉分野の機器や医療と介護分野の狭間にあるテクノロジーに関しては、国内で
の実用・商品化を目指す際に、認証が必要であるか否か、関連する法規をどのように確認
するのかといった様々な課題がある。医療機器以外の介護などの機器については、医療機
器のような明確かつ統一された法規制類がなく、関連法規に関する周知が不完全で曖昧な
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状況にあるため、研究・開発を進める際には注意が必要である 116)ことが指摘されてい
る。機器の安全性の保持と迅速な市場展開との均衡を保つべく、迅速な承認への支援や研
究倫理などを含む機器の開発にまつわる関連法規について、整理および発信するといった
支援も必要だと考えられる。 
 

インクルージョンテクノロジーの国内外の動向に関する文献検討より、国内では高齢者
を対象とした質的な実証実験・評価研究が不足しており、被介護者である高齢者を対象と
し、エスノグラフィーをはじめとする質的手法を用いた評価研究については、諸外国と比
してまだまだ発展の余地があるといえる。 
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５-２．調査対象 4 ヶ国の比較分析を経た日本の課題 
本調査研究拠点である 4 ヶ国（カナダ・デンマーク・マレーシア・日本）において、 

インクルージョンテクノロジーにまつわる動向を比較分析し、各国の特徴を明らかにし
た。①医療／介護保険制度の整備状況と医療機器以外の介護／福祉機器の定義、②テクノ
ロジーの選択／導入において重視されること、③テクノロジーの開発／評価プロセス、 
④自立に対する価値観とテクノロジーの普及プロセスにおける利用者の主体性、⑤SWOT
分析の 5 つの観点から比較分析を行った結果を表に整理し、以下に示す。 
 
５-２-１．医療／介護保険制度の整備状況と医療機器以外の介護／福祉機器の定義 

「高福祉高負担」の国であるデンマークにおいては、医療および介護に関する費用は税
金で補填され、4 ヶ国においては最も手厚い社会保障制度が整備されているといえる。デ
ンマークでは、個人の能力のアセスメントは元より、本人の希望が最大限に尊重され、福
祉機器が貸与されている。新たなテクノロジーについても、解決すべき課題に応じて柔軟
に導入することを目指し、利用者を交えた実証事業が盛んに行われている。なお、実証事
業はステークホルダー間の入念な合意形成の下に進められるため、新たなテクノロジーを
導入／実装するまでにはある程度の時間を要する。 

カナダは医療費の全てが税財源によって公的に負担される。市民権または永住権を保有
しており、国内に 10 年以上の居住歴がある場合は、居住年数に応じた老齢年金（日本の
老齢基礎年金）が支給され、その上に就労時の納税額に応じた退職年金（日本の老齢厚生
年金）が支払われるといった、日本と類似した二階建て構造の年金制度となっている。介
護保険制度は州・準州毎に異なり、カナダ国内全体で均一的とはいえない。 

福祉機器について、カナダおよびマレーシアにおいては、FDA（アメリカ食品医薬品
局）と同等の医療機器認証機関によって、福祉機器は医療機器の一部に含むと規定されて
いる。医療保険の範疇に含まれる機器は公費によって補填されるが、それ以外の機器は自
費で負担する必要がある。機器の種類を選択できるという点では、日本に比べて自由度が
あるといえるが、実情として高価な機器の購入は難しい。 

マレーシアにおいては、税方式の公営医療制度が整備されているが、その適応範囲は必
要最低限であり、医療費の大部分は民間企業の雇用保険によって補填されている。なお、
公的な介護保険制度は整備されていない。福祉機器については、上述の通り、医療的ケア
に用いられる補装具などについては公的な補助が受けられる。 

日本の医療および介護保険制度は、海外諸国と比して充実しているといえる。一方、保
険給付の対象品目が詳細に規定されており、対象以外の製品については全て自己負担で賄
わねばならないため、個人の希望にあわせた介護／福祉機器を入手しづらい現状もある。
新製品を含め、現在の給付対象外のものについても、希望に応じて「保険給付＋自己負
担」にて選択できるような自由度の高い購入を可能とする法制度の整備が必要ではないだ
ろうか。 
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徘
徊

感
知

機
器

、
移

動
用

リ
フ

ト
、

自
動

排
泄

処
理

装
置

）
と

規
定

さ
れ

て
い

る
・

規
定

さ
れ

た
品

目
以

外
の

最
新

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

な
ど

は
、

介
護

保
険

に
よ

る
給

付
対

象
に

な
り

に
く

い

表
12

：
医

療
／

介
護

保
険

制
度

の
整

備
状

況
と

医
療

機
器

以
外

の
介

護
／

福
祉

機
器

の
定

義
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５-２-２．テクノロジーの選択／導入において重視されること 
欧米においては、作業療法士がテクノロジーを含めた機器に対する高い専門性を有し、

利用者個人の能力や希望に合わせたテクノロジーを選択できるように支援する。在宅環境
においても、作業療法士は主に利用者が自立できる環境かどうかをアセスメントし、生活
環境を整備している。マレーシアにおいても、作業療法士が在宅環境についてのアセスメ
ントを行い、機器の選択を支援する。 

日本では、在宅で生活する高齢者が機器の利用を検討する際、主に福祉用具専門相談員
が機器の選択について支援する。福祉用具専門相談員は、都道府県が指定した研修機関に
よって認証される公的資格であり、全 50 時間の指定講習を受講した後、修了評価試験に
合格することで取得できる。また、特定の国家資格（介護福祉士、社会福祉士、保健師、
看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、技師装具士）を有する場合は、指定講習を
受講せずに福祉用具専門相談業務を行うことができる。研修機関によっては、オンライン
受講が可能であったり、補講や再試験の機会が保証されたりといった学習支援により、資
格を取得すること自体の難易度はそれほど高くないとされている。一方で、実際の業務に
おいては利用者の刻々と変化する身体や生活の状況を継続的にアセスメントし、新製品も
含めて多種多様な機器に関する情報収集に努めながら自身の知識をアップデートし続ける
必要がある。特定の国家資格を有する場合は職種毎にアセスメントにおいて注視する部分
が異なること、利用者に適したテクノロジーの選択／導入の支援においては、資格取得後
の実務経験や個々の研鑚に依存する部分が大きいことなどから、高齢者自身の希望に応じ
た機器というよりも、介護保険で補填できるかどうかが選択／導入の基準となっている現
状が課題といえる。また、福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与に係る人員基準は、常勤
換算にて 2 名以上の福祉用具専門相談員と規定されている。福祉用具の貸与業務を行う営
利組織において、持続的な経営のためには最低限の人員で多くの利用者を担当せねばなら
ない場合もあり、一人ひとりの利用者を十分にアセスメントするための時間を確保できな
い可能性がある。 

なお、日本においても作業療法士は高齢者および障がい者に対する日々のリハビリテー
ションや在宅環境の整備支援を担っており、諸外国と同様に機器の選択／導入支援におい
て更なる活躍が期待される。基礎および卒後教育課程におけるテクノロジー・リテラシー
の向上や福祉用具専門相談員との連携強化などの教育支援が望まれる。 
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カ
ナ
ダ

デ
ン
マ
ー
ク

マ
レ
ー
シ
ア

日
本

高
齢

化
率

18
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%
15

.4
%

8.
0%

28
.4

%

施
設

に
お

け
る

選
択

／
導

入
の

プ
ロ

セ
ス

・
施

設
の

管
理

者
、

作
業

療
法

士
を

は
じ

め
と

し
た

専
門

家
に

よ
っ

て
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
が

選
択

さ
れ

る
・

利
用

者
に

対
す

る
効

果
に

つ
い

て
充

分
に

吟
味

し
た

上
で

導
入

が
進

め
ら

れ
る

・
各

自
治

体
に

お
い

て
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

選
択

／
導

入
を

担
う

少
数

精
鋭

部
隊

(首
都

の
コ

ペ
ン

ハ
ー

ゲ
ン

市
で

も
わ

ず
か

2名
)が

構
成

さ
れ

、
自

治
体

外
か

ら
の

営
業

に
対

応
し

、
セ

ミ
ナ

ー
や

展
示

会
な

ど
に

赴
い

て
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
を

探
索

す
る

・
自

治
体

毎
に

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

を
試

用
目

的
で

購
入

す
る

・
自

治
体

同
士

が
密

に
連

携
し

、
強

固
な

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

が
形

成
さ

れ
て

い
る

た
め

、
複

数
の

小
規

模
な

自
治

体
は

合
同

で
福

祉
機

器
セ

ン
タ

ー
を

運
営

し
て

い
る

・
医

療
／

介
護

機
器

用
品

の
su

pp
lie

r（
サ

プ
ラ

イ
ヤ

ー
：

納
品

業
者

）
が

、
国

内
外

の
展

示
会

に
赴

き
、

利
用

者
の

W
el

l-b
ei

ng
に

資
す

る
製

品
を

探
索

し
サ

ン
プ

ル
を

購
入

／
輸

入
す

る
・

購
入

さ
れ

た
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
は

、
病

院
や

ナ
ー

シ
ン

グ
ホ

ー
ム

で
試

験
販

売
さ

れ
、

利
用

者
や

看
護

師
を

は
じ

め
と

す
る

ス
タ

ッ
フ

か
ら

調
査

票
方

式
で

得
た

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

踏
ま

え
、

導
入

が
検

討
さ

れ
る

・
介

護
施

設
に

お
い

て
、

福
祉

用
具

は
施

設
の

備
品

の
一

部
と

い
う

意
味

合
い

が
強

く
、

現
在

の
利

用
者

の
状

態
に

適
応

で
き

な
い

場
合

が
あ

る
・

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

の
導

入
に

お
い

て
は

、
介

護
保

険
に

よ
る

給
付

の
対

象
か

、
行

政
か

ら
の

助
成

金
の

対
象

か
が

重
視

さ
れ

る
傾

向
が

あ
る

・
助

成
金

の
獲

得
を

前
提

と
し

て
導

入
が

進
め

ら
れ

る
場

合
、

現
場

に
お

け
る

課
題

を
抽

出
し

、
そ

の
解

決
の

た
め

に
介

護
機

器
を

導
入

す
る

と
い

っ
た

目
的

意
識

が
希

薄
に

な
り

が
ち

で
あ

る

利
用

者
個

人
を

対
象

と
し

た
選

択
／

導
入

の
プ

ロ
セ

ス

・
作

業
療

法
士

が
利

用
者

に
応

じ
て

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

の
選

択
を

支
援

し
、

提
供

す
る

・
作

業
療

法
士

は
、

遠
隔

か
ら

仮
想

的
・

擬
似

的
に

生
活

環
境

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を

行
う

場
合

も
あ

る

・
介

護
士

や
大

学
で

の
学

習
過

程
を

経
て

関
連

知
識

を
習

得
し

た
者

が
、

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

の
選

択
／

導
入

を
支

援
す

る
専

門
の

職
員

と
し

て
採

用
さ

れ
る

・
利

用
者

が
病

院
か

ら
在

宅
へ

と
生

活
の

場
を

移
行

し
て

い
く

経
過

に
お

い
て

、
個

人
の

Q
O

Lを
重

視
し

な
が

ら
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

選
択

を
支

援
し

、
在

宅
で

の
生

活
を

サ
ポ

ー
ト

す
る

・
作

業
療

法
士

が
利

用
者

の
自

宅
を

訪
問

し
て

在
宅

生
活

に
お

け
る

リ
ス

ク
を

評
価

し
、

必
要

な
住

宅
改

装
や

介
護

機
器

用
品

に
つ

い
て

有
償

で
助

言
す

る

・
福

祉
用

具
専

門
相

談
員

は
利

用
者

の
心

身
の

状
況

、
希

望
、

生
活

環
境

を
踏

ま
え

、
「

福
祉

用
具

貸
与

計
画

（
福

祉
用

具
サ

ー
ビ

ス
計

画
）

」
を

作
成

す
る

・
福

祉
用

具
専

門
相

談
員

が
利

用
者

に
適

し
た

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

の
選

択
／

導
入

を
ど

の
よ

う
に

支
援

す
る

か
は

、
資

格
取

得
後

の
実

務
経

験
や

個
々

の
研

鑚
に

依
存

す
る

部
分

が
大

き
い

・
福

祉
用

具
の

貸
与

業
務

を
行

う
営

利
組

織
に

お
い

て
、

持
続

的
な

経
営

の
た

め
に

は
人

員
配

置
基

準
（

常
勤

換
算

２
名

以
上

）
を

満
た

す
最

低
限

の
人

員
で

多
く

の
利

用
者

を
担

当
せ

ざ
る

を
得

な
い

場
合

が
あ

り
、

一
人

ひ
と

り
の

利
用

者
を

十
分

に
ア

セ
ス

メ
ン

ト
す

る
た

め
の

時
間

を
確

保
で

き
な

い
可

能
性

が
あ

る

表
13

：
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

選
択

／
導

入
に

お
い

て
重

視
さ

れ
る

こ
と
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５-２-３．テクノロジーの開発／評価プロセス 
日本においては、利用者視点や現場のニーズを起点に開発を進めるプロセスが確立され

ておらず、needs（ニーズ：要求や需要を意味し、顧客視点での開発において重視され
る）とseeds（シーズ：開発企業がもつ技術やノウハウ、アイデア、人材、設備などを意味
し、生産者志向の開発において重視される）のすり合わせが不十分であるという課題があ
る。そのため、利用者および現場のニーズを活かした開発／評価プロセスについては、他
国と比して日本は遅れをとっているといわざるを得ない。また、ウェアラブルロボット・
外骨格市場においては世界的に評価される技術や特許を保有しながらも、海外市場への参
入においては、現地の市場に関する情報（市場の規模や競合、消費者像、市場形成の背景
にある少子高齢化をはじめとする社会情勢や課題に対する国家の取り組みなど）を十分に
収集できていない現状がある。国内と海外で求められる技術や製品の傾向には、国独自の
文化や社会情勢に伴う隔たりがあることを理解し、技術を追求するあまりに多機能かつ高
価格の製品となっていないか、限られた顧客層を意識するあまりに市場の拡大が難しい製
品になっていないかなど、利用者や現場のニーズに今一度立ち返る必要がある。また、海
外視察を通して、自国では重視されない何気ない技術が注目されたり、介護施設や自宅へ
の機器を導入する際に自国では難点となる機器の大きさが他国では取るに足りない事柄で
あったりなど、潜在化されたニーズや課題の隔たりを実感した。自社で開発する製品は他
国のどのような市場に適しているのかについて、時には現地の企業との意見交換や視察を
通して把握することが重要であり、このような機会が積極的に確保されるための支援が望
まれる。 

また、日本は諸外国に先んじて人口減少、少子高齢化とそれに伴う生産年齢人口の減
少、都市部への人口集中が進んでおり、加えてインフラの老朽化や気候変動による自然災
害の増加、大型地震の発生などの様々な課題が顕在化してきているため、課題先進国とも
称される。利用者および現場のニーズを中心に据えた開発／評価プロセスを整備し、アジ
ア諸国をはじめとした海外市場への参入を積極的に進めていくことが喫緊の課題であり、
課題先進国である我が国の動向は世界からも注目されている。 
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カ
ナ
ダ

デ
ン
マ
ー
ク

マ
レ
ー
シ
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日
本

高
齢

化
率
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%
15

.4
%

8.
0%

28
.4

%

開
発

プ
ロ

セ
ス

・
利

用
者

や
介

護
士

な
ど

の
現

場
の

ニ
ー

ズ
を

起
点

に
開

発
す

る
と

い
う

デ
ザ

イ
ン

思
考

が
定

着
し

て
い

る ・
国

内
市

場
に

限
ら

ず
、

米
国

を
は

じ
め

と
す

る
国

外
の

大
き

な
市

場
参

入
を

見
据

え
、

先
進

的
な

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

開
発

に
積

極
的

に
投

資
し

て
い

る

・
開

発
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
、

利
用

者
視

点
や

現
場

の
ニ

ー
ズ

を
重

視
し

て
い

る
・

自
国

に
お

け
る

先
進

的
な

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

の
開

発
よ

り
も

、
利

用
者

が
継

続
的

に
活

用
で

き
、

必
ず

導
入

効
果

が
あ

る
も

の
を

選
択

す
る

と
い

う
評

価
プ

ロ
セ

ス
の

確
立

お
よ

び
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

実
装

に
注

力
し

て
い

る
・

大
規

模
な

EU
市

場
に

お
い

て
、

新
規

参
入

を
目

指
す

国
内

外
の

企
業

に
と

っ
て

の
ゲ

ー
ト

ウ
ェ

イ
（

玄
関

口
）

と
し

て
の

役
割

を
果

た
す

・
特

に
補

聴
器

市
場

に
お

い
て

は
、

世
界

的
に

も
先

進
的

な
製

品
を

開
発

し
て

い
る

・
先

進
的

な
技

術
開

発
を

進
め

る
隣

国
（

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

や
イ

ン
ド

な
ど

）
に

お
け

る
開

発
費

の
高

騰
か

ら
、

マ
レ

ー
シ

ア
国

内
に

そ
の

開
発

拠
点

が
移

り
つ

つ
あ

る
・

エ
イ

ジ
ン

グ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
開

発
に

お
け

る
ア

ジ
ア

諸
国

の
ゲ

ー
ト

ウ
ェ

イ
（

玄
関

口
）

と
し

て
の

役
割

を
果

た
す

・
先

進
国

入
り

を
見

据
え

、
他

国
の

利
点

を
柔

軟
に

取
り

入
れ

な
が

ら
、

国
家

を
挙

げ
て

開
発

が
進

め
ら

れ
て

い
る

・
ウ

ェ
ア

ラ
ブ

ル
ロ

ボ
ッ

ト
・

外
骨

格
市

場
に

お
い

て
は

世
界

的
に

評
価

さ
れ

る
技

術
や

特
許

を
保

有
し

て
い

る
が

、
海

外
市

場
へ

の
参

入
を

見
据

え
た

際
に

、
現

地
市

場
に

関
す

る
情

報
収

集
が

不
十

分
と

い
う

課
題

が
あ

る
・

利
用

者
視

点
や

現
場

の
ニ

ー
ズ

を
起

点
に

開
発

を
進

め
る

プ
ロ

セ
ス

が
確

立
さ

れ
て

お
ら

ず
、

ニ
ー

ズ
・

シ
ー

ズ
の

す
り

合
わ

せ
が

不
十

分
と

い
う

課
題

が
あ

る

評
価

プ
ロ

セ
ス

・
医

療
技

術
や

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

（
Ag

in
g 

te
ch

no
lo

gy
）

の
開

発
か

ら
評

価
ま

で
の

一
連

の
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
、

利
用

者
の

視
点

が
重

視
さ

れ
て

い
る

・
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

普
及

を
主

導
す

る
CA

BH
Iに

お
い

て
は

、
様

々
な

機
器

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
す

る
評

価
が

W
eb

上
で

公
表

さ
れ

て
お

り
、

高
齢

者
や

障
が

い
者

が
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
を

受
容

す
る

プ
ロ

セ
ス

や
ユ

ー
ザ

ビ
リ

テ
ィ

評
価

の
プ

ロ
セ

ス
に

関
す

る
論

文
発

表
も

盛
ん

に
行

わ
れ

て
い

る

・
「

高
福

祉
高

負
担

」
の

国
と

し
て

納
税

の
負

担
が

大
き

い
が

ゆ
え

に
、

国
民

が
税

金
の

用
途

に
高

い
関

心
を

寄
せ

る
と

い
っ

た
前

提
が

あ
る

・
税

金
が

投
入

さ
れ

る
福

祉
機

器
に

つ
い

て
は

、
利

用
者

や
家

族
の

視
点

が
重

視
さ

れ
、

導
入

に
お

け
る

介
護

士
個

人
や

組
織

へ
の

負
担

お
よ

び
課

題
の

改
善

の
程

度
、

既
存

も
し

く
は

代
替

可
能

な
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
と

の
比

較
を

踏
ま

え
た

費
用

対
効

果
な

ど
の

多
角

的
な

視
点

で
評

価
さ

れ
る

・
リ

ビ
ン

グ
ラ

ボ
の

文
化

が
根

付
い

て
お

り
、

利
用

者
目

線
が

徹
底

さ
れ

、
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
と

の
合

意
形

成
に

お
い

て
優

れ
た

方
法

論
を

有
し

た
様

々
な

評
価

方
法

が
確

立
さ

れ
て

い
る

・
M

DA
（

医
療

機
器

庁
）

の
管

轄
の

下
、

医
療

機
器

以
外

の
介

護
／

福
祉

機
器

に
つ

い
て

も
医

療
機

器
と

区
別

さ
れ

ず
に

管
理

さ
れ

る
・

安
全

性
、

有
効

性
、

社
会

的
／

倫
理

的
、

組
織

的
／

専
門

的
、

経
済

的
な

ど
の

視
点

か
ら

評
価

さ
れ

て
い

る

・
利

用
者

を
対

象
と

し
た

評
価

の
方

法
や

プ
ロ

セ
ス

が
確

立
さ

れ
て

い
な

い
・

国
内

で
は

高
齢

者
や

障
が

い
者

を
対

象
と

し
た

質
的

な
実

証
実

験
や

評
価

研
究

が
不

足
し

て
お

り
、

諸
外

国
と

比
し

て
発

展
の

余
地

が
あ

る
と

い
え

る

表
14

：
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

開
発

／
評

価
プ

ロ
セ

ス
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５-２-４．自立に対する価値観とテクノロジーの普及プロセスにおける利用者の主体性 
欧米とアジア諸国において、自立に対する価値観の違いは顕著である。特にデンマーク

においては自立（自律）の価値観が強く根付いている。カナダは多民族国家のため、自立
に対する価値観は民族性に強く依存しており、他の欧米諸国と同様に自立の価値観が強い
民族と、家族を基盤とする自助／共助の価値観によってインフォーマルな介護支援を重視
する民族とが混在している。マレーシアおよび日本は、家族を基盤とするインフォーマル
ケアに依存する部分が大きく、自助／共助の価値観が根付いているという点がアジア諸国
の特徴ともいえる。自立に対して多様な価値観が存在し、高齢者（利用者）は個人である
と同時に家族やコミュニティの一員であり、家族やコミュニティから多大な影響を受ける
存在であるというアジア特有ともいえる価値観を踏まえ、インクルージョンテクノロジー
の普及プロセスを確立する必要がある。 

なお、先述の通り、利用者および現場のニーズを中心に据えた開発／評価プロセスを整
備する必要があるが、以上のような文化的背景の相違があることを理解し、その国の価値
観に応じたアプローチ方法の検討が望まれる。 
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カ
ナ
ダ

デ
ン
マ
ー
ク

マ
レ
ー
シ
ア

日
本

高
齢

化
率

18
.5

%
15

.4
%

8.
0%

28
.4

%

自
立

に
対

す
る

価
値

観

・
多

民
族

国
家

の
た

め
、

民
族

性
に

強
く

依
存

す
る

傾
向

が
あ

る
・

他
の

欧
米

諸
国

と
同

様
に

自
立

の
意

識
が

強
い

民
族

（
ア

ン
グ

ロ
サ

ク
ソ

ン
系

民
族

な
ど

）
と

、
家

族
を

基
盤

と
す

る
自

助
／

共
助

の
価

値
観

に
よ

っ
て

イ
ン

フ
ォ

ー
マ

ル
な

介
護

支
援

を
重

視
す

る
民

族
（

ア
ジ

ア
系

民
族

、
ラ

テ
ン

ア
メ

リ
カ

系
民

族
、

イ
タ

リ
ア

系
民

族
な

ど
）

と
が

混
在

し
て

い
る

・
自

身
の

決
定

に
責

任
を

も
っ

て
自

立
的

に
生

活
す

る
と

い
う

国
民

性
が

根
付

い
て

お
り

、
政

府
は

自
立

（
自

律
）

を
支

援
す

る
こ

と
を

重
視

し
て

い
る

・
家

族
や

親
族

、
地

域
、

宗
教

、
民

族
な

ど
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

で
の

自
助

／
共

助
の

価
値

観
が

根
付

い
て

い
る

・
家

族
を

基
盤

と
す

る
イ

ン
フ

ォ
ー

マ
ル

ケ
ア

に
依

存
す

る
部

分
が

大
き

く
、

自
立

と
い

う
概

念
は

多
様

で
あ

る
と

い
え

る

・
家

族
を

基
盤

と
す

る
イ

ン
フ

ォ
ー

マ
ル

ケ
ア

に
依

存
す

る
部

分
が

大
き

く
、

特
に

障
が

い
者

や
高

齢
者

に
お

け
る

自
立

に
対

す
る

価
値

観
は

欧
米

諸
国

と
の

違
い

が
顕

著
で

あ
り

、
ア

ジ
ア

特
有

と
も

い
え

る
・

高
齢

者
の

自
立

を
支

援
す

る
と

い
う

価
値

観
が

前
提

に
な

く
、

高
齢

者
よ

り
も

介
護

者
を

対
象

と
し

た
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
が

多
く

開
発

さ
れ

て
き

た

利
用

者
の

主
体

性

・
医

療
技

術
や

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

（
Ag

in
g 

te
ch

no
lo

gy
）

の
開

発
か

ら
評

価
ま

で
の

一
連

の
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
、

利
用

者
の

視
点

が
重

視
さ

れ
て

い
る

・
高

齢
者

の
デ

ジ
タ

ル
・

リ
テ

ラ
シ

ー
の

向
上

を
目

指
し

、
様

々
な

サ
ポ

ー
ト

が
提

供
さ

れ
て

い
る

・
利

用
者

視
点

を
重

視
し

た
様

々
な

評
価

指
標

（
M

AS
T 

モ
デ

ル
、

コ
ペ

ン
ハ

ー
ゲ

ン
市

が
開

発
し

た
VT

-C
V、

オ
ー

ル
ボ

ー
市

が
開

発
し

た
CF

V、
Te

kM
at

ch
な

ど
）

が
開

発
さ

れ
て

い
る

・
い

ず
れ

の
評

価
指

標
も

利
用

者
視

点
の

発
想

か
ら

開
発

さ
れ

、
現

場
の

課
題

を
明

確
に

し
て

か
ら

、
評

価
を

行
う

と
い

う
プ

ロ
セ

ス
が

徹
底

さ
れ

て
い

る

・
医

療
／

介
護

機
器

用
品

の
su

pp
lie

r
（

サ
プ

ラ
イ

ヤ
ー

：
納

品
業

者
）

や
研

究
者

は
、

利
用

者
の

QO
Lを

第
一

に
考

え
、

利
用

者
自

身
や

介
護

者
（

家
族

や
看

護
師

な
ど

）
の

使
い

勝
手

の
良

さ
を

重
視

し
て

い
る

・
具

体
的

な
評

価
手

法
や

フ
レ

ー
ム

ワ
ー

ク
の

確
立

に
は

至
っ

て
お

ら
ず

、
今

後
の

課
題

と
い

え
る

・
利

用
者

視
点

や
現

場
の

ニ
ー

ズ
を

起
点

に
開

発
を

進
め

る
プ

ロ
セ

ス
が

確
立

さ
れ

て
お

ら
ず

、
利

用
者

を
対

象
と

し
た

評
価

手
法

も
明

確
で

は
な

い
た

め
、

利
用

者
の

主
体

性
が

充
分

に
考

慮
さ

れ
て

い
な

い
と

い
え

る

表
15

：
自

立
に

対
す

る
価

値
観

と
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

普
及

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

利
用

者
の

主
体

性
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５-２-５．SWOT 分析 
 以上の4つの観点を踏まえ、調査対象の各国の特徴をSWOT分析（Strength：強み、
Weakness：弱み、Opportunity：機会、Threat：脅威の4つの観点から内外の環境を分析す
る手法であり、主に経営分野で用いられる）によって整理した。 
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カ
ナ
ダ

デ
ン
マ
ー
ク

マ
レ
ー
シ
ア

日
本

高
齢

化
率

18
.5

%
15

.4
%

8.
0%

28
.4

%

St
re

ng
th

強
み

・
世

界
各

国
と

強
固

な
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

構
築

し
て

お
り

、
特

に
世

界
最

大
規

模
の

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

市
場

で
あ

る
米

国
と

密
に

連
携

し
て

い
る

・
国

を
挙

げ
て

の
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

（
革

新
的

な
ア

イ
デ

ア
で

短
期

的
に

成
長

す
る

企
業

）
支

援
体

制
が

整
っ

て
い

る
・

国
内

に
お

け
る

公
用

語
は

英
語

と
フ

ラ
ン

ス
語

の
両

方
（

多
く

の
国

民
は

い
ず

れ
か

の
言

語
を

話
す

）
で

あ
り

、
英

語
圏

お
よ

び
フ

ラ
ン

ス
語

圏
に

お
い

て
強

い
影

響
力

を
有

す
る

・
Sk

ille
d 

W
or

ke
r（

高
度

技
能

労
働

移
民

）
を

積
極

的
に

支
援

し
て

い
る

・
電

子
政

府
構

想
・

オ
ン

ラ
イ

ン
化

が
進

む
デ

ジ
タ

ル
先

進
国

で
あ

り
、

医
療

や
介

護
を

は
じ

め
と

す
る

国
民

の
生

活
に

ま
つ

わ
る

サ
ー

ビ
ス

は
基

礎
自

治
体

の
レ

ベ
ル

で
総

合
化

さ
れ

て
い

る
。

・
社

会
民

主
主

義
を

掲
げ

て
お

り
、

国
民

が
共

創
す

る
と

い
う

文
化

的
な

土
壌

が
形

成
さ

れ
て

い
る

・
EU

諸
国

の
ヘ

ル
ス

ケ
ア

分
野

に
お

け
る

Di
gi

ta
liz

at
io

n（
デ

ジ
タ

ラ
イ

ゼ
ー

シ
ョ

ン
：

デ
ジ

タ
ル

技
術

の
活

用
に

よ
っ

て
既

存
の

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
を

変
革

し
、

新
た

な
価

値
を

生
み

出
す

こ
と

）
を

牽
引

す
る

役
割

を
果

た
す

・
国

家
戦

略
の

重
点

目
標

と
し

て
、

di
gi

ta
l

ec
on

om
yと

高
齢

化
社

会
対

策
を

掲
げ

て
い

る
・

電
子

・
電

気
産

業
が

集
積

し
て

お
り

、
IC

T関
連

の
研

究
開

発
が

盛
ん

で
あ

る
・

He
al

th
y 

Ag
in

g、
ケ

ア
サ

ー
ビ

ス
、

シ
ニ

ア
リ

ビ
ン

グ
な

ど
の

関
連

市
場

が
急

速
に

拡
大

し
、

投
資

意
欲

が
高

ま
っ

て
い

る
・

技
術

力
の

あ
る

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
が

成
長

し
や

す
い

環
境

が
整

っ
て

い
る

・
ビ

ジ
ネ

ス
シ

ー
ン

で
は

英
語

が
用

い
ら

れ
る

こ
と

が
多

く
、

人
件

費
や

物
価

は
隣

国
の

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

と
比

し
て

安
価

で
あ

る
・

多
民

族
社

会
で

あ
り

、
多

言
語

・
多

文
化

に
対

応
す

る
開

発
を

得
意

と
す

る

・
医

療
機

関
を

自
由

に
選

ぶ
こ

と
が

で
き

る
「

フ
リ

ー
ア

ク
セ

ス
」

制
で

あ
る

・
公

的
介

護
保

険
制

度
は

認
定

区
分

に
応

じ
て

サ
ー

ビ
ス

の
種

類
や

時
間

数
が

詳
細

に
規

定
さ

れ
て

い
る

・
地

域
包

括
ケ

ア
が

推
進

さ
れ

て
い

る
・

ウ
ェ

ア
ラ

ブ
ル

ロ
ボ

ッ
ト

・
外

骨
格

市
場

に
お

い
て

は
世

界
的

に
評

価
さ

れ
る

技
術

や
特

許
を

保
有

し
て

い
る

W
ea

kn
es

s
弱

み

・
多

民
族

国
家

の
た

め
、

価
値

観
は

民
族

性
に

強
く

依
存

す
る

傾
向

が
あ

り
、

自
立

の
意

識
が

強
い

民
族

と
、

家
族

を
基

盤
と

す
る

自
助

／
共

助
の

価
値

観
に

よ
っ

て
イ

ン
フ

ォ
ー

マ
ル

な
介

護
支

援
を

重
視

す
る

民
族

と
が

混
在

し
て

い
る

・
州

／
準

州
政

府
が

公
的

医
療

保
険

制
度

（
国

民
皆

保
険

）
の

運
営

主
体

で
あ

る
た

め
、

地
域

ご
と

に
格

差
が

生
じ

る

・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

導
入

／
評

価
は

、
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
間

の
入

念
な

合
意

形
成

の
下

に
進

め
ら

れ
る

た
め

、
新

た
な

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

を
導

入
／

実
装

す
る

ま
で

に
は

あ
る

程
度

の
時

間
を

要
す

る
・

国
内

に
お

い
て

は
多

機
能

な
高

度
技

術
よ

り
も

、
操

作
者

を
選

ば
ず

に
安

定
し

て
機

能
す

る
シ

ン
プ

ル
な

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

が
好

ま
れ

る
た

め
、

先
進

的
な

技
術

開
発

は
そ

れ
ほ

ど
推

進
さ

れ
て

い
な

い
・

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

の
導

入
に

お
い

て
は

既
存

の
技

術
が

中
心

に
進

め
ら

れ
る

た
め

、
最

新
の

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

の
導

入
は

容
易

で
は

な
い

・
間

近
に

迫
る

社
会

の
高

齢
化

に
対

し
、

医
療

や
介

護
、

年
金

な
ど

の
社

会
保

障
制

度
に

お
け

る
改

革
が

十
分

に
進

ん
で

お
ら

ず
、

国
民

の
経

済
や

健
康

状
態

に
は

地
域

ご
と

に
不

均
衡

が
生

じ
て

い
る

・
国

外
か

ら
の

技
術

の
輸

入
や

ロ
ー

カ
ラ

イ
ズ

に
注

力
し

て
お

り
、

国
内

に
お

け
る

先
進

的
な

技
術

開
発

は
そ

れ
ほ

ど
推

進
さ

れ
て

い
な

い
・

新
た

な
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
や

サ
ー

ビ
ス

の
受

容
に

つ
い

て
は

、
民

族
性

に
強

く
依

存
す

る
傾

向
が

あ
り

、
地

域
格

差
が

あ
る

・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

普
及

に
ま

つ
わ

る
基

準
や

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

な
ど

の
整

備
に

は
あ

る
程

度
の

時
間

を
要

す
る

・
保

険
給

付
の

対
象

品
目

が
詳

細
に

規
定

さ
れ

て
お

り
、

対
象

以
外

の
製

品
は

全
て

自
己

負
担

で
購

入
す

る
必

要
が

あ
り

、
個

人
の

希
望

に
あ

わ
せ

た
介

護
／

福
祉

機
器

を
入

手
し

づ
ら

い
現

状
が

あ
る

・
高

齢
者

の
自

立
を

支
援

す
る

と
い

う
価

値
観

が
前

提
に

な
く

、
高

齢
者

よ
り

も
介

護
者

を
対

象
と

し
た

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

が
多

く
開

発
さ

れ
て

き
た

経
緯

が
あ

る ・
ヘ

ル
ス

ケ
ア

分
野

に
お

け
る

Di
gi

ta
liz

at
io

nが
進

ま
ず

、
利

用
者

視
点

や
現

場
の

ニ
ー

ズ
を

起
点

に
開

発
を

進
め

る
プ

ロ
セ

ス
が

確
立

さ
れ

て
い

な
い

・
海

外
市

場
の

動
向

に
つ

い
て

の
情

報
収

集
が

不
足

し
て

い
る

表
16

：
SW

O
T

分
析
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カ
ナ
ダ

デ
ン
マ
ー
ク

マ
レ
ー
シ
ア

日
本

高
齢

化
率

18
.5

%
15

.4
%

8.
0%

28
.4

%

Op
po

rtu
ni

ty
機

会

・
英

語
圏

お
よ

び
フ

ラ
ン

ス
語

圏
を

は
じ

め
と

し
た

世
界

各
国

と
強

固
な

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
し

て
お

り
、

特
に

世
界

最
大

規
模

の
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
市

場
で

あ
る

米
国

と
密

に
連

携
し

て
い

る
・

米
国

市
場

へ
の

参
入

に
先

ん
じ

て
、

様
々

な
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

が
国

内
市

場
に

参
入

し
て

く
る

・
EU

諸
国

の
ヘ

ル
ス

ケ
ア

分
野

に
お

け
る

Di
gi

ta
liz

at
io

nを
牽

引
す

る
役

割
を

果
た

し
て

お
り

、
海

外
諸

国
か

ら
福

祉
先

進
国

と
し

て
注

目
さ

れ
て

い
る

た
め

、
国

内
外

の
福

祉
機

器
の

開
発

者
に

対
し

て
、

自
国

を
テ

ス
ト

フ
ィ

ー
ル

ド
と

し
て

提
供

す
る

戦
略

の
下

、
企

業
誘

致
を

進
め

て
い

る

・
国

家
の

重
点

政
策

分
野

と
し

て
豊

富
な

財
源

が
確

保
さ

れ
、

官
民

一
体

と
な

っ
て

ag
ile

開
発

（
柔

軟
で

効
率

的
な

シ
ス

テ
ム

開
発

に
よ

り
、

迅
速

な
提

供
を

目
指

す
こ

と
）

と
社

会
実

装
を

進
め

て
い

る
・

Le
ap

fro
gg

in
g（

リ
ー

プ
フ

ロ
ッ

ギ
ン

グ
：

既
存

の
社

会
イ

ン
フ

ラ
が

整
備

さ
れ

て
い

な
い

新
興

国
に

お
い

て
、

先
進

国
が

歩
ん

で
き

た
技

術
進

展
を

飛
び

越
え

て
一

気
に

広
ま

る
こ

と
）

が
起

き
や

す
い

・
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

の
普

及
率

が
高

く
、

国
民

が
IC

T機
器

の
利

用
に

そ
れ

ほ
ど

抵
抗

を
感

じ
な

い
・

文
化

的
に

類
似

す
る

価
値

観
を

も
つ

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

や
他

の
イ

ス
ラ

ム
諸

国
へ

の
ゲ

ー
ト

ウ
ェ

イ
（

玄
関

口
）

と
な

り
得

る
・

日
本

を
含

む
海

外
諸

国
か

ら
技

術
移

転
先

と
し

て
選

択
さ

れ
る

・
超

高
齢

社
会

か
つ

課
題

先
進

国
で

あ
る

日
本

の
動

向
は

世
界

か
ら

注
目

さ
れ

て
お

り
、

特
に

東
南

ア
ジ

ア
諸

国
に

お
い

て
は

、
急

激
な

経
済

成
長

の
後

に
超

高
齢

社
会

と
な

っ
た

日
本

へ
の

注
目

度
が

高
い

・
ウ

ェ
ア

ラ
ブ

ル
ロ

ボ
ッ

ト
・

外
骨

格
市

場
に

お
い

て
は

先
進

的
な

技
術

や
特

許
を

保
有

し
て

お
り

、
世

界
的

に
評

価
さ

れ
て

い
る

Th
re

at
脅

威

・
公

的
医

療
保

険
制

度
（

国
民

皆
保

険
）

の
下

、
州

・
準

州
政

府
の

財
源

に
よ

っ
て

介
護

保
障

が
提

供
さ

れ
る

た
め

、
活

発
な

市
場

競
争

は
制

限
さ

れ
、

競
争

に
伴

う
低

価
格

化
や

機
能

改
善

・
品

質
向

上
な

ど
が

見
込

ま
れ

ず
、

市
場

の
成

長
が

妨
げ

ら
れ

る
可

能
性

が
あ

る
・

高
齢

化
に

伴
う

医
療

費
の

増
加

や
医

療
イ

ン
フ

ラ
の

整
備

不
足

に
直

面
し

て
い

る
・

保
険

制
度

の
改

革
に

対
し

て
、

国
民

の
抵

抗
感

が
強

い

・
地

政
学

的
リ

ス
ク

（
地

理
的

な
位

置
関

係
に

起
因

す
る

政
治

的
／

軍
事

的
／

社
会

的
な

緊
張

の
高

ま
り

が
経

済
に

与
え

る
悪

影
響

）
や

環
境

配
慮

へ
の

取
り

組
み

強
化

な
ど

が
投

資
判

断
に

影
響

を
与

え
、

急
速

な
高

齢
化

に
伴

う
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

品
質

低
下

( 同
国

に
お

け
る

過
去

比
較

で
あ

り
、

世
界

的
に

は
高

水
準

で
あ

る
)や

民
間

サ
ー

ビ
ス

へ
の

依
存

傾
向

な
ど

が
見

ら
れ

る
・

公
共

サ
ー

ビ
ス

と
し

て
提

供
さ

れ
る

こ
と

が
前

提
で

あ
り

、
求

め
や

す
い

価
格

帯
で

あ
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

（
性

能
の

如
何

に
関

わ
ら

ず
、

高
価

格
で

あ
る

と
導

入
に

お
け

る
議

論
の

対
象

に
な

ら
な

い
)

・
市

場
の

急
速

な
成

長
で

、
先

行
す

る
ビ

ジ
ネ

ス
が

de
fa

ct
o 

st
an

da
rd

（
デ

フ
ァ

ク
ト

ス
タ

ン
ダ

ー
ド

：
事

実
上

の
標

準
）

に
な

る
可

能
性

が
あ

る
・

乱
立

す
る

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
が

淘
汰

さ
れ

、
製

品
や

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
が

中
断

す
る

恐
れ

が
あ

る
・

競
争

力
の

あ
る

企
業

や
国

有
／

政
府

所
有

企
業

に
よ

る
市

場
の

寡
占

化
が

起
き

か
ね

な
い

・
資

金
調

達
や

ビ
ジ

ネ
ス

展
開

の
効

率
化

を
求

め
、

隣
国

の
シ

ン
ガ

ポ
ー

ル
に

企
業

が
移

転
し

て
い

く
可

能
性

が
あ

る

・
厚

生
労

働
省

の
主

導
の

下
、

介
護

支
援

ロ
ボ

ッ
ト

の
開

発
・

実
証

・
普

及
が

進
め

ら
れ

て
い

る
が

、
取

り
組

み
を

上
回

る
勢

い
で

高
齢

化
が

進
行

し
、

医
療

・
介

護
分

野
の

人
材

不
足

が
深

刻
化

し
て

い
る

・
中

国
を

は
じ

め
と

す
る

ア
ジ

ア
諸

国
の

経
済

成
長

が
急

激
に

進
む

一
方

で
、

経
済

成
長

が
緩

や
か

に
な

っ
て

い
く

日
本

は
、

課
題

先
進

国
と

し
て

諸
外

国
に

先
ん

じ
て

多
く

の
課

題
を

解
決

す
る

た
め

に
大

き
な

変
革

を
起

こ
す

必
要

が
あ

る

表
16

：
SW

O
T

分
析

（
つ

づ
き

）
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５-３．本研究における海外比較研究から見る日本の課題 
海外との比較分析より明らかになった日本のインクルージョンテクノロジーの普及にお

ける課題について、以下に整理する。 
 
①社会的・歴史的背景に由来する自立に対する価値観 

障がい者は英語で「disabled people」ではなく、「people with disabilities（障害ととも
に生きる人）」と表記され、認知症を有する人についても同様に、「dementia people」で
はなく「people with dementia（認知症とともに生きる人）」と表現される。これらの表現
は、障害や認知症は個性の一つであると社会で広く受容されている姿勢の現れともいえ
る。また、インクルージョンテクノロジーは「高齢者や障がい者を包含するすべての人を
対象とし、障害があっても排除されることなく社会で自立的に生活するために活用され
る」という概念であることはいうまでもない。 

自立（自律）の価値観が根付く欧米と比較し、日本を含むアジア諸国においては、「高
齢者や障がい者などの支援を必要とする人々は、家庭内または施設において誰かに介護さ
れる存在である」と一般的に捉えられてきた長い歴史がある。このような社会的・歴史的
な背景から、インクルージョンという概念自体が、高齢者や障がい者などの当事者と家族
や専門職などの介護者に充分に認識されていない可能性があり、アジア諸国特有の自立に
対する価値観を形成しているといえる。インクルージョンテクノロジーの普及を促進する
べく、欧米諸国の先進事例からの学びを活かす際は、アジア諸国特有ともいえる高齢者や
障がい者の自立に対する価値観を考慮する必要がある。 

 
②「自立支援」よりも「介護支援」に主軸を置くテクノロジーの開発傾向 

日本においては、高齢者の「自立支援機器」というよりも、介護者の業務負担の緩和や
業務効率の向上に焦点を当てた「介護支援機器」と表現されるものが多く見られる傾向が
ある。機器の導入を促進するべく、行政が実施する補助金事業や助成金制度は、その対象
の大半が介護施設向けのケアテクノロジー（介護機器）であり、国内企業の多くが介護施
設向けのケアテクノロジーの開発に注力している現状がある。 

このような補助金事業／助成金制度を基盤とした開発の傾向によって、テクノロジー導
入以前の施設内における課題整理や、導入後の利用者視点、現場のスタッフ視点、組織
的・経営的な管理者視点などからの多角的な評価方法に関するプロセスが曖昧になる可能
性がある。また、助成金制度を前提としてテクノロジーを導入した際、管理者が経済的な
側面を注視するあまり介護現場で課題に直面するスタッフが真に必要とするテクノロジー
が採用されない可能性もあり、現場のスタッフが利用をためらったり、継続的な利用に繋
がらなかったりする。テクノロジーの評価および導入に関するプロセスについて、組織の
背景を踏まえながら質的に分析した研究を蓄積することで、多様な施設で活用可能な評価
方法や導入に関するガイドラインを作成することができるのではないだろうか。 
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③保険制度によるテクノロジー選択範囲の限界とテクノロジー・リテラシー教育の欠如 
日本の医療および介護保険制度は、保険給付の対象品目が詳細に規定されており、対象

以外の製品については全て自己負担で賄わねばならないため、個人の希望にあわせたテク
ノロジーを入手しづらい現状もある。一例として、外出を楽しみとしている高齢者が段差
の乗り越えやバッテリー駆動時間の長さを考慮して高性能な車椅子の購入を希望する場
合、介護保険によって貸与可能な製品に該当せず、全額自己負担で購入する必要が生じて
しまう。このように、一人ひとりの障害の程度や QOL に応じたテクノロジーの選択に困
難が生じる場合がある。 

また、利用者が適切なテクノロジーを自ら希望し、テクノロジーに関わる専門職がその
選択を的確に支援して導入につなげるためには、高齢者や障がい者、家族、専門職のテク
ノロジー・リテラシーを向上させる必要がある。このようなテクノロジー・リテラシーに
関する教育環境の整備は、日本のみならず世界的に取り組むべき課題であるといえる。 
 
④インクルージョンテクノロジーに関する質的な評価研究の不足 

インクルージョンテクノロジーの国内外の動向に関する文献検討から、利用者である高
齢者を対象とし、エスノグラフィーをはじめとする質的手法を用いた評価研究については
報告数が限られており、諸外国と比してまだまだ発展の余地があるといえる。日本におい
て 1990 年から 2022 年に報告された 90 件の論文のうち、質的な分析手法について詳細に
記述がなされていたものはわずか 2 件であった。また、約 4 割（21 件）の論文において、
利用者である高齢者を主体とした評価指標の重要性が示唆されていたが、そのうちの半数
以上は具体的な評価指標の提示や高齢者の視点をどのように取り入れるのかといった方法
論に関する議論には至っていなかった。 

また、海外の利用者（高齢者や障がい者）を対象とした研究においては、テクノロジー
の使い勝手に関する評価だけではなく、利用者がテクノロジーを受容して導入するまでの
過程を明らかにした報告が散見される。日本においては、テクノロジーの導入に係る様々
な経費や資源に関して多角的かつ複合的な視点から分析した研究についても同様に不足し
ているといえる。利用者である高齢者や障がい者自身がテクノロジーを利用する際にはど
のような課題があり、テクノロジーをどのように受け入れていくのか、あるいは在宅や介
護施設などにテクノロジーを導入する際は、経済的な費用（初期投資やメンテナンスを含
む長期利用を見据えた経費など）や人的資源、テクノロジーを利用するために必要となる
訓練に係る経費（利用者や家族、職員への講習やマニュアルの作成など）、導入後の効果
測定などをどのように評価するのかを明らかにすることは、テクノロジーの普及を推進す
るうえで非常に有用であるといえる。欧米においてはこれらの研究を積み重ね、テクノロ
ジーの普及を進めており、日本においても取り組むべき課題であるといえる。 
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⑤インクルージョンテクノロジーの評価プロセスが確立されていない 
日本では、厚生労働省が主導する「介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォー

ム事業」に参画するリビングラボをはじめとして、インクルージョンテクノロジーの開発
／普及を促進する機関が増えつつあるが、テクノロジーの開発／普及に際してどのような
評価プロセスを採用しているのかを含むリビングラボの運営手法については明示されてお
らず、広く共有されているとはいえない。 

また、公益財団法人テクノエイド協会 117)は、福祉用具に関する調査研究および開発の
推進、福祉用具情報の収集および提供、福祉用具の臨床的評価などを担っているが、テク
ノロジーの使い勝手や不便さに関するアンケート調査の Web 公表にとどまっている。一
方、欧米ではインクルージョンテクノロジーの評価プロセスやそれにまつわる研究および
事業の結果が Web などで公表されており、高齢者や障がい者をはじめ、医療・介護現場
のスタッフなどを含む利用者やテクノロジーの開発にまつわる研究者・技術者などのステ
ークホルダーが必要な情報を得ることができる。日本においても質的な手法による研究や
調査について一覧できる環境を整備することで、インクルージョンテクノロジーに関する
高齢者を対象とした質的な評価研究の推進や評価プロセスの確立に寄与できるのではない
だろうか。 
 
５-４．インクルージョンテクノロジーを実装・普及するための方策 

経済産業省によると、要介護（要支援）認定者は、2025 年時点で約 815 万人、2035 年
時点で約 960 万人と推計されている。また、要介護（要支援）認定者の増加に伴い、介護
従事者の不足は 2025 年時点では約 32 万人、2035 年時点では約 68 万人になると予測され
ている 118)。少子高齢化が進む日本においては、家族や介護従事者によって介護されると
いった従来と同様の将来像は考え難い。介護施設についても、都市部を中心に不足するこ
とが予測され、高齢者ができる限り自立して生活するためには、インクルージョンテクノ
ロジー（特に、諸外国における Aging technology と称される市場関連のテクノロジー）が
必要となる。世界的な COVID-19 パンデミックを契機に、特に団塊の世代を対象とした
Aging technology 市場は拡大し始めている。 

また、障がいを有する人を対象としたインクルージョンテクノロジーについても、スマ
ートフォンにアプリケーションをインストールするだけで様々な生活上のサポートを活用
することができ、義足や補聴器の調整などもスマートフォンを介して容易に行うことがで
きる。一方、当事者である障がい者や高齢者が自らサービスに関する情報を得て、容易に
活用できるような環境整備には課題があるといえる。 

インクルージョンテクノロジーを実装・普及するための我が国の課題は、テクノロジー
を介護のみの視点から捉えるのではなく、日々の生活支援サービスの一つと位置付け、テ
クノロジーを自ら選択・活用することを習慣化する環境を整えることである。 
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また、経済的な視点からの評価も重要となる。介護／障害保険で補填されるか否かに関
わらず、利用者にとって適正な価格で購入でき、費用対効果の高いものでなければ継続的
な活用は望めない。従来の企業の開発傾向は、当事者（高齢者や障がい者）よりも介護者
を対象としており、「自立支援」よりも「介護支援」に主軸を置くものであった。特に現
場の医療／介護職を対象とするテクノロジーの場合は、行政が実施する補助金事業や助成
金制度の活用を前提としており、当事者自身の購入を想定した適正価格であるか、価格や
品質の面で市場競争が活発化されるかという視点では十分に議論されてこなかった。この
ような経緯によって、利用者視点や現場のニーズを起点とした開発や、当事者を含む全て
のステークホルダーの参画に基づいた評価が推進されなかったといえる。民生品のインク
ルージョンテクノロジー化が進む現在、当事者自身が利用できる適正な価格と品質を目指
すべく、市場競争が活発化されるような環境を整備する必要がある。 

以上より、インクルージョンテクノロジーを実装・普及するためには、アジア特有とも
いえる高齢者や障がい者の自立に対する価値観について理解し、インクルージョンテクノ
ロジーを日々の生活支援サービスの一つと位置付け、市場競争によって価格と品質が適正
化されることで、当事者自らが選択・活用することを習慣化する環境を整える必要があ
る。このような価値観の変容と環境整備に先立ち、テクノロジー・リテラシーに関する教
育をはじめとして、インクルージョンテクノロジーについて社会に広く周知するといった
基盤づくりが重要だと考える。以下に、インクルージョンテクノロジーを実装・普及する
ためのプロセスフローを示し、各プロセスについて説明する（図 6 参照）。 
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図６：インクルージョンテクノロジーの実装・普及におけるプロセスフロー 
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＜啓発・教育における必要事項＞ 
欧米諸国に比し、日本を含むアジア諸国においては、家族や親族、地域、宗教、民族な

どのコミュニティでの自助／共助の価値観が強く根付いており、家族を基盤とするインフ
ォーマルケアに依存する部分が大きいという特徴を有する。自立に対しては多様な価値観
が存在し、高齢者や障がい者は個人であると同時に家族やコミュニティの一員であり、家
族やコミュニティから多大な影響を受ける存在であるというアジア特有ともいえる価値観
が根付いているがゆえに、インクルージョンテクノロジー（または Aging Technology）に
ついての理解が、欧米諸国と同様には進まない要因の一つであると考えられる。 

啓発・教育のフェーズにおいては、老いることやインクルージョン、well-being（質の
高い生活）に関する社会全体への啓発・周知活動を踏まえ、当事者（高齢者や障がい者）
のテクノロジー・リテラシーの向上を進めるといった利用者教育を前提とする。その後、
テクノロジーの導入においては、現場の医療／介護職や福祉用具専門相談員、福祉用具プ
ランナーなどを対象としたインクルージョンテクノロジーに関する教育を継続的に提供す
る環境を整える。さらに、評価においては、当事者・現場の医療／介護職・開発者などの
全てのステークホルダーを対象とし、デザイン思考に基づく開発手法についての学習機会
を提供すると同時に、評価をコーディネートする人材を育成する。これらの導入・評価の
プロセスにおいて集積した情報を活かし、開発者に対する利用者視点や現場のニーズを起
点とした開発手法についての学習機会が提供される。なお、この開発・導入・評価のプロ
セスにおいては、PDCA サイクル（Plan：計画、Do：実行、Check：測定・評価、
Action：対策・改善の仮説・検証型プロセス）を常に循環させることで、各プロセスの効
率化およびテクノロジーの品質向上を目指す。 

各プロセスの具体については、以下に示す。 
 

■社会啓発・周知／利用者教育 
①加齢・インクルージョン・well-being に関する社会全体へのリテラシー教育 
②高齢者・障がい者のテクノロジー・リテラシーの向上 

2013年度時点の日本全国の35歳～64歳の男女6,000人を対象とした高齢期に関する意識
調査においては、高齢期のことを普段意識する程度について、全体の約7割が「よく／と
きどき意識する」と回答しており、男性は35～39歳では58.1％だったが、55～59歳では
71.8％に上昇していた。女性は35～39歳では58.1％だったが、45～49歳では75.4％に上昇
し、以降は年齢を重ねるごとに「意識する」と回答した割合が上昇していた。特に、未婚
の男性や死別／離別した既婚の女性、子どもを持たない家庭においては、約7～9割程度が
高齢期を「意識する」と回答しており、年を重ねる過程において、家族の存在を強く意識
する傾向があることが読み取れる119)。また、2018年度の20歳以上の男女9,000人超を対象
とした調査においては、老後の生活として思い浮かべるイメージについて、全体の54％が
「年金を受給するようになった生活」、37.0％が「老化に伴い体の自由がきかなくなった
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生活」、36.9％が「仕事から引退したり、仕事を人に任せるようになった生活」と回答し
ている。老後の不安については、「健康の問題」が最も多く47.7％を占め、次いで「生活
費の問題」33.6％と回答している。年齢階級別には、年を重ねるにつれて、生活費よりも
健康面での課題を意識する傾向がある120)。健康や生活費（就労の制限や年金の受給を含
む）については、若年層より意識して不安を覚えていることが窺える。さらに、高齢期に
住みたい住居の立地条件として、2013年度の調査においては、「スーパーなどの近くであ
ること（45.8％）」、「駅やバス停が近く、交通の便がよいところであること
（37.7％）」に次いで、「子ども・親類の家の近くであること（34.7％）」が挙げられて
いる。2018年度の調査においては、老後生活における子どもとの同・別居について、現在
子どもがいる家庭については、同居を希望する割合は23.2%に留まり、子どもとの同居を
希望する割合は年々低下傾向にある121)。一方で、「子どもが近くにいれば別居でもよい」
と回答する割合は37.1%であり120)、2013年度から大きく変動することなく引き続き、子ど
もや親類の存在を老後の頼りとしていることが窺える。 

以上より、国民の約6割が若年層から老後を意識して自身の健康や生活費についての不
安を抱えており、将来は子どもとの同居は望まないながらも、子どもや親類などの家族を
頼りにしたいという思いが年代を問わず強く、心身の不調や経済面での困窮時には家族を
頼らざるを得ないと感じていることが読み取れる。 

一方、欧米諸国の特にデンマークを含むスカンジナビア諸国（スウェーデン、ノルウェ
ーなど）においては、生涯を通して住み慣れた家で暮らし、自立（自律）して生活する手
段の一つとしてテクノロジーを活用するという価値観が国民に根付いており、インクルー
ジョンの概念や自立を支えるテクノロジーは高齢者や障がい者を対象とした特別なもので
はなく、国民一人ひとりにとって当たり前のものとして受容されている。このような価値
観にならい、先進的な技術を用いた複雑な操作を要する機器・製品という漠然としたイメ
ージではなく、インクルージョンテクノロジーは自立を支える手段の一つであることを前
提に、社会への啓発活動を進める必要があると考える。自治体や介護分野におけるDXの
促進が謳われる現在、年齢を重ねながらも自立した生活を継続するべく、テクノロジーは
どうあるべきかについての議論が重要であり、well-being（質の高い生活）とインクルー
ジョンテクノロジーの密接な関わりについて、国民一人ひとりが自分の具体的な暮らしを
想定しながら議論に参画できる環境が望まれる。 

また、テクノロジー・リテラシーの向上を目指した教育においては、単にテクノロジー
の使用方法を伝えるのではなく、自分の暮らしのニーズに合わせてどのようなものを選択
し、どのように活用すると自らの生活が豊かになるのかを実感できる学習過程が必要であ
ると考える。一例として、先述した CABHI（カナダ・トロント）が運営する Leads to 
Empowered Aging Program（Leap）63) 64)は、高齢者を巻き込みながらイノベーションを進
める仮想コミュニティプログラムを挙げる。Leap プログラムは高齢者にかぎらず誰もが参
加でき、加齢や脳神経科学、介護、イノベーション、デジタルスキルなどについての学び
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を提供し、テクノロジーの利用をサポートしながら、digital divide（デジタルデバイド：
情報格差）を解消することを目的としている。コミュニティの参画メンバーは、加齢に伴
う生活の変化についてあらかじめ意識し、継続的に学ぶ機会を得ることで、将来に突如と
して直面する自身や家族の健康問題に対応する心構えを育んでいく。日本においては、自
身の突然の傷病や家族の介護における困難に直面してはじめて医療／介護保険制度の詳細
な内容について知り、予測される急激な生活様式の変化に漠然とした不安を抱えながら、
手探りで対応策を模索せねばならない。Leap の取り組みに学ぶべき点は多く、課題先進国
である我が国においては、社会全体への啓発・教育への取り組みが急務であるといえる。 

 
図７：海外諸国におけるインクルージョンテクノロジーに関する取り組みの例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

上図：Aging2.0 が掲げる Aging Technology における推進プログラムの領域分類図 
（参考：Aging2.0 ウェブサイトより https://www.aging2.com/ ） 

https://www.aging2.com/
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図７：海外諸国におけるインクルージョンテクノロジーに関する取り組みの例（つづき） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

上図：AARP（全米退職者協会）からの支援を受け、Older Adults Technology Services
（OATS）が取り組む Senior Planet プログラムと称される高齢者の IT リテラシーの向
上を目的としたコミュニティにおける活動の様子 
※本プログラムにおいては、高齢者の生活を基盤として開発された IT を活用して起業 

したり、健康に関するアクティビティに参加したり、Web によるファイナンシャル 
サービスを利用したりできる。 

（写真は、研究代表者が OATS の現地視察時に撮影および提供された資料より抜粋） 
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■導入 
③現場の医療／介護職を対象としたテクノロジー教育 
④福祉用具専門相談員・福祉用具プランナー等を対象とした継続的なテクノロジー教育 
（情報発信） 

本研究において比較対象としたカナダ、デンマーク、マレーシアでは、高齢者や障がい
者に対し、作業療法士が身体の状態や生活環境をアセスメントして適切なテクノロジーの
選択を支援している。本研究の調査期間に、精神障害を持つ当事者および ICT サポートセ
ンターの元代表と意見交換する機会を得るなかで、作業療法士をはじめとする現場の専門
職のテクノロジー・リテラシーが適切なテクノロジーの導入に多大な影響を及ぼすことが
示唆された。作業療法士はリハビリテーションを通して高齢者や障がい者と密接に関わ
り、在宅における生活環境の整備において中心的な役割を果たしている。インクルージョ
ンテクノロジーを自立的な生活を継続するための手段の一つとして捉えることを前提に、
福祉用具専門相談員などと連携しながら、当事者自身の暮らしのニーズに応じたテクノロ
ジーの選択／導入を支援することが期待される。 

このような専門職自身のリテラシーに関する議論は、介護 DX の推進においても介護専
門職の IT リテラシーにまつわる教育の必要性などが取り沙汰されている。介護専門職に
おいては、基礎および現任教育課程においてテクノロジーに関する学習内容は必須ではな
く、テクノロジー・リテラシーを向上するためには、自ら研修や勉強会などに参加して学
習機会を獲得する必要がある。介護専門職が、臨床現場において課題に直面した際に、そ
の解決策の一つとしてテクノロジーを適切に活用するための教育カリキュラムの整備が急
務であり、連携する他職種（理学療法士や作業療法士、ケアマネジャーなど）についても
テクノロジーを活用するための利用者の心身の状態や生活環境に関するアセスメント方法
についての充実した教育課程が必要であると考える。 

また、日本においては、福祉用具専門相談員や福祉住環境コーディネーターなどの公的
資格、福祉用具プランナーや福祉用具選定士などの民間資格が設けられており、インクル
ージョンテクノロジーの普及において中心的な役割が期待されている。このような資格保
有者に対しても、高齢者や障がい者の自立的な生活を支援するためのテクノロジー・リテ
ラシーの向上を支援し、必要な情報発信に努めながら継続的に学習できる環境を整える必
要がある。 
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■評価・開発 
⑤当事者・現場の医療／介護職・開発者等の全てのステークホルダーに対するデザイン 

思考に基づく開発手法の教育、評価コーディネーターの育成 
⑥開発者に対する利用者視点や現場のニーズを起点とした開発手法の教育 

現在、日本においてはリビングラボ形式の取り組みが活発化し、デザイン思考に基づく
開発のノウハウが徐々に普及しつつある。一方で、カナダやデンマークでは当事者や現場
の医療／介護専門職、行政、教育研究者、開発に関わる企業などの全てのステークホルダ
ーを交え、テクノロジーの開発や評価について総合的に検討しており、このようなリビン
グラボの運用について、日本国内においては発展の途上にあるといえる。特に、開発や評
価において、高齢者や障がい者などの当事者を交える試みは限定的であり、テクノロジー
を試用した際の感想に留まらず、試用時の参加観察やインタビュー調査を通じて質的に評
価するプロセスが成熟していないといえる。 

このような課題に関して、先述した「神戸市介護ロボット等開発・導入促進事業運営業
務」においては、開発や評価を支援するコーディネーターを育成する必要性が指摘されて
いる。開発プロセスに関わるステークホルダーへの教育支援やリビングラボの取り組みを
調整・促進する facilitator（ファシリテーター）を育成し、当事者と現場の医療／介護職、
開発者などがゴールを共有しながら、現場において真に求められるテクノロジーの開発を
促進することが期待される。なお、コーディネーターの育成は、上述した作業療法士や理
学療法士などを含む様々な専門職のテクノロジー・リテラシーにまつわる教育にも密接に
関わるため、多職種の連携が重要であると考える。開発者として技術的なノウハウを蓄積
してきた企業に対しては、技術力や製品ありきの開発（いわゆる、seeds-driven：シーズ
ドリブン）にとらわれず、当事者を中心に据えた needs-driven（ニーズドリブン：ニーズ
駆動型）の開発思考を醸成できるように、臨床現場を観察したり、現場からニーズを引き
出したりする能力が求められており、コーディネーターにはその能力の育成支援が期待さ
れる。また、現場の課題に直面する介護専門職や作業療法士、理学療法士などが各々の専
門性や経験を活かした当事者のアセスメントを通してニーズを抽出し、コーディネーター
がそれらを調整しながら議論を促進できるように働きかけるといったプロセスの構築が望
まれる。 

また、テクノロジーの評価に関しては、公益財団法人テクノエイド協会が「福祉用具臨
床的評価事業」として、利用者が福祉用具を使用する場面（臨床）についての知見を有す
る専門家および障害の当事者の合議制により、安全性や操作機能性に関する評価基準に基
づき、評価を実施し、認証された福祉用具の公表および情報提供を行っている 122)。本事
業は、福祉用具そのものに求められる工学的な安全基準を示す工業標準化法（JIS 法）に
基づく JIS マーク（福祉用具と判る JIS マーク）の表示にとどまらず、利用者の状態像や
使用する環境にも着目した臨床的な観点で、安全性や使い勝手を評価することを重視して 
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いる。このような先行事業に加え、多面的なステークホルダーを巻き込んだ利用者の UX
（ユーザーエクスペリエンス、ユーザー体験）、使いやすい User Interface（UX：ユーザ
ーと製品・サービスをつなぐ接点であり、多くはディバイスを指す）、導入に係る初期投
資や訓練・メンテナンスを含む費用対効果などの経済面の視点、社会・文化的な価値観な
どを含む幅広い視点を踏まえた評価手法を確立する必要がある。 

AI との連携が促進され、テクノロジーが多様化・複雑化する今こそ、最新のテクノロジ
ーに関する知識を有し、当事者を中心とした開発・評価手法の確立を支援するコーディネ
ーターの育成が重要であると考える。 
 
＜マニュアル・プロセス化における必要事項＞ 
 先述した啓発・教育のフェーズと並行し、諸外国と比して発展の途上にあるマニュア
ル・プロセス化への取り組みも重要である。 
 
■社会啓発・周知 
⑦誰でもアクセスできるテクノロジーサイト・アプリ 
 カナダやデンマークにおいては、インクルージョンテクノロジーにまつわる開発プロジ
ェクトや製品にまつわる評価の一覧を Web 上で確認できる環境が整っており、日本と比
してインクルージョンテクノロジーにまつわる情報発信が徹底されているといえる。我が
国においては、公益財団法人テクノエイド協会が「福祉用具情報システム（Technical 
Aids Information System：TAIS）」123)を公開しているが、当事者よりも福祉用具プラン
ナーやケアマネジャーなどの有資格者の利用が想定されており、結果的に介護保険制度の
適応範囲内での選択／導入支援にとどまっていると考えられる。また、全国に設置されて
いる ICT サポートセンター等は、全ての都道府県への設置が進まず、事業内容は運営を委
託された各団体の裁量に任されているため、全国的に均一な支援が提供されているとはい
えない現状がある。一例として、東京都においては製品に関する案内や開発／販売企業の
ホームページやアプリケーションが一覧できるが、センター毎にホームページの様式は
様々であり、中には高齢者や障がい者、その家族などが必要な情報にアクセスしにくい
（ユニバーサルデザインではない）場合もある。インクルージョンテクノロジーにまつわ
る情報について、当事者やその家族が気軽にアクセスできる Web サイトやアプリケーシ
ョンの整備が必要であるといえる。 
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■導入・評価 
⑧現場の医療／介護職や管理者等を対象とした現場ニーズに即した導入のための 

アセスメントマニュアル 
⑨当事者・現場の医療／介護職・開発者等の全てのステークホルダーを交えた 

評価プロセスマニュアル 
インクルージョンテクノロジーを現場に導入する際の課題として、特に介護施設におい

ては、関係者が機器の利用目的を理解していない、機器購入の費用負担が大きい（平成 29
年度厚生労働省「福祉用具介護ロボット実用化支援事業報告書」）などが挙げられ、現場
の目下の課題解決にテクノロジーが結びつきづらい現状があるといえる。導入に関係する
ステークホルダーがテクノロジーの利用目的を理解するためには、高齢者や障がい者など
の当事者の ADL（日常生活動作）や IADL（手段的日常生活動作：ADL ではとらえられ
ない高次の生活機能の水準を測定する指標であり、在宅における生活が可能であるかを判
断するために重要となる）、認知機能、福祉用具の利用状況、栄養状態、その他の生活機
能（睡眠、排泄、疼痛、口腔ケア、褥瘡など）を総合的に評価することが前提となる。当
事者の心身の状態や生活環境を多角的に評価したうえで、現場でケア提供を担うスタッフ
および管理者それぞれの視点から、テクノロジーを導入した場合の利点・欠点を整理して
すり合わせた後、当事者の自立的な生活を実現し、なおかつ現場のニーズに即したテクノ
ロジーの選択／導入を進める必要がある。 

現場のニーズに即した導入を可能とするアセスメントマニュアルを作成するためには、
先述した「神戸市介護ロボット等開発・導入促進事業運営業務」をはじめとして、様々な
介護施設などで行われてきた導入のプロセスを質的に分析した研究を蓄積し、導入を促
進・阻害する要因を抽出し整理していく必要がある。なお、評価のプロセスにおいても同
様であり、本研究における文献検討や諸外国における現地視察やヒアリング調査を踏ま
え、テクノロジーの評価について必須と考えられる項目を整理した（表 17 参照）。 

 
⑩評価をレビューできるテクノロジーサイト 

本研究の調査期間に、重度の脳性麻痺をもつ子どもを養育する親と意見交換する機会を
得るなかで、「介護に要する移乗用リフトを自宅に導入したいと考えたが、国内外の市場
に出回る移乗用リフトについて、利用の目的や対象などを一覧できるツールがなく、探索
の糸口が見つからず苦慮した」経験が語られた。社会啓発・周知における⑦誰でもアクセ
スできるテクノロジーサイト・アプリの整備に関連して、利用者視点を重視したユーザビ
リティ評価や経済的な評価などを参照できる情報発信ツールの整備が望まれる。デンマー
クにおいては、Welfare Technology（福祉機器）にまつわる情報を発信する Web サイトが
整備されており、開発者と利用者とが双方向で書き込みできる環境が整備されている（図
８参照）。 
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なお、日本においては「評価する／される」ことに消極的なイメージが先行する傾向が
あるが、個人や組織などの利用者が自らの体験を投稿できることが前提であり、性能の良
し悪しを議論する場というよりも、利用者同士で様々なユーザー体験を共有できる場であ
ることが重視され、開発者が利用者の潜在的なニーズを発掘する場にもなり得ることが期
待される。 
 
図８：デンマークにおける Welfare Technology（福祉機器）マップ 

   
  

参照：Danish Wealfare Technology Map 
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表 17：インクルージョンテクノロジーの評価における重要項目 

 現場 地域・在宅 内容 

製品自体の評価 － － 
安全性、機能性、 
優位性（既存製品との比較）、 
セキュリティ 

導入に係る経費 〇 〇 
製品価格、導入に係る訓練や 
メンテナンス費用、 
継続的なシステム運営費など 

地域における 
費用対効果 

〇 〇 

テクノロジーを導入／非導入の
地域（市町村や地域包括単位）
を比較し、UX（ユーザーエクス
ペリエンス）を基盤に医療・介
護費の削減などの KPI（重要業
績評価指標）を設定する 

組織における 
費用対効果 

〇 － 

組織において導入した場合の 
業務時間やインシデントの増減、
人件費や業務フローの調整、 
試用・訓練期間、保管や管理、
故障時の対応などを費用に換算 

個人における 
費用対効果 

－ 〇 

代替となる既存製品と比較し、
テクノロジーの導入前後の生活
動作・家事などに係る時間や 
精神的な余裕などを評価する 

ユーザビリティ
評価 

○ 
当事者 

医療・介護職 

○ 
当事者 

関係者の立場毎に、有用性 
（ユーザビリティ）を評価する 

Interaction 
（相互作用） 

評価 
〇 〇 

導入に係る利用者と介護者など 
（家族などのインフォーマルも
含む）の関係性を評価する 

受容に関する 
評価 

－ 〇 

利用者がテクノロジーを受け入
れる過程について、UX（ユーザ
ーエクスペリエンス）を基盤に 
評価する 
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＜製品自体の評価＞ 
・組織や地域・在宅などの使用される場所に関わらず、現行と同様に、安全性や機能性、

既存の製品と比較した際の優位性などを重視し、基本的な製品自体の評価を行う。 
・IoT 機器が多く含まれるため、安全性については情報に関するセキュリティの観点も加

味する必要がある。 
 
＜導入に係る経費＞ 
・製品価格のみならず、行政機関などの地域や介護施設などの組織における導入に係る訓

練（講師や研修に要する費用、マニュアルなどの整備に関する費用などを含む）やメン
テナンス費用などについても評価する。 

・在宅においても、利用者の経済的な負担の程度やメンテンナンス費用などを加味する。 
・システム運用費については、継続的なサポート費用が当初より含まれている場合や

subscription（サブスクリプション：所有ではなく一定期間の利用許可を意味する）の場
合の月額費用などを考慮して評価する必要がある。 

 
＜地域／組織／個人における費用対効果＞ 
・UX（ユーザーエクスペリエンス）を基盤に、Key Performance Indicator（KPI：重要業

績評価指標と訳され、目標を達成するプロセスにおいて、達成の度合いを計測・監視す
るための定量的な指標のこと）を自ら設定して費用対効果を評価する必要がある。一例
として、地域においては支援に要する費用や時間、人件費などの投入量や医療・介護費
の削減率などであり、組織においては業務時間やインシデントの増減、個人においては
テクノロジーの導入前後の生活動作・家事などに係る時間や精神的な余裕などが挙げら
れる。導入前後の KPI から導き出される効果について、導入に係る費用との適度な均衡
を保つ必要がある。 

・特に、組織においては導入の決定権者（多くの場合は管理者）と実際の利用者（現場の
医療・介護職、利用者など）が異なる場合があるため、導入に係る人件費や業務フロー
の調整、試用・訓練期間、保管や管理、故障時の対応などの具体的な事項についても費
用に換算して効果を評価する必要がある。 

・地域や組織においては、テクノロジーを導入している地域／組織と導入していない地域
／組織（市町村や地域包括単位／同種別で同規模の施設を想定）とを比較し、個人にお
いては導入予定のテクノロジーと代替可能な既存製品とを比較することで、効果につい
ての評価結果を具体的に理解しやすくなる。 
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＜ユーザビリティ評価＞ 
・組織においては当事者（高齢者や障がい者）および医療／介護職をはじめとした関係者

の立場毎に、利用者視点での有用性（ユーザビリティ）を評価する。 
・地域や在宅においては、特に高齢者や障がい者などの当事者に焦点を当てて評価する。 
 
＜Interaction（相互作用）評価＞ 
・テクノロジーを導入することで、当事者（高齢者や障がい者）と介護者などの関係性が

どのように変化するのか、という関係性における相互作用を評価する。 
・相互作用をもたらす関係性として、当事者／介護者同士や当事者と介護者、当事者と家

族などのコミュニケーション（言語的・非言語的の双方を含む）の変化に着目する。 
・必要に応じ、主観的な満足度や幸福度などを測定する既存の評価スケールを利用するこ

とも検討する。 
 
＜受容に関する評価＞ 
・インクルージョンテクノロジーの導入が検討される場合、高齢者や障がい者などの当事

者は、テクノロジーを使用する必要が生じた自らの心身の状況の変化に直面して受容す
ることから始まり、使用や操作に慣れ、機能を使いこなすまでに多様な過程を辿ること
を前提として理解する必要がある。 

・利用者がテクノロジーを受け入れる過程について、UX（ユーザーエクスペリエンス）
を基盤に評価する。具体的には、各利用者にとって受容しやすいものか、生活の一部に
なり得るか、使いこなすまでにどの程度の時間や労力を要するのかといった事項が重要
な評価指標の一つとなる。  
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６．おわりに 
 インクルージョンテクノロジーの現状と将来の展望、開発や普及にまつわる課題とその
解決策について調査研究を進めてきた。COVID-19 に関連する制約が徐々に緩和され、世
界的に進行する高齢化に各国が向き合い、インクルージョンテクノロジーを活用した克服
策について、盛んに議論がなされている。また、OpenAI 社が開発した ChatGPT をはじ
めとした生成 AI が世界各国で注目されており、医療・介護の世界における活用可能性に
ついても議論されるなど、テクノロジーの技術的な進歩と実用化もめざましく発展してい
る。技術の革新的な進歩に伴い、人々の生活にはどのような変化がもたらされるのか、
人々が受容する過程においてどのような障壁が生じるのかについて、以降も質的に分析す
る研究に取り組み、それらの知見を蓄積していきたいと考える。 

本研究への取り組みを活かし、高齢者や障がい者を中心に据えたテクノロジーの開発促
進とインクルージョンテクノロジーを社会に浸透させるためのフレームワークを構築し、
具体的なガイドラインを作成するための一助としたい。以降は、本研究において出逢えた
国内外の研究協力者および研究機関との連携を図り、インクルージョンテクノロジーの普
及推進に寄与することを決意し、結びとする。 
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    （氏名・フリガナ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   □ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   □ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   □ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   □ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 □   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 □（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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視覚障害サ

ポート
ディバイス Israel MyEye２ Orcam, Inc.

https://www.orcam.

com/en-us/orcam-

myeye

見えない・見えにくいかたを対象にしたAI視覚支援デバイス。小型カメラがとら

えた文字や目の前の人の顔、お札、色、時間などの情報を耳元のスピーカーから

音声で聞くことができる画期的な装置。小型・軽量で、眼鏡フレームに取り付け

が可能。新聞、本、レストランのメニュー、標識、製品ラベル、パソコン、そし

てスマートフォンの画面など、様々な印刷物や液晶画面の文字を読み上げる。事

前に登録しておくとリアルタイムで人の顔を認識。クレジットカード、紙幣、そ

の他たくさんのものを認識。すでにAmasonでは販売スタート。

ファイナン

シャル
アプリケーション US Silvur Silvur Services LLC

https://www.silvur.c

om/

退職とテクノロジーの専門家チームで構成、X世代とベビーブーマーの会員が退

職後の生活に備えられるようにするためのホワイトラベル付きの退職プラット

フォーム 会員に教育を施した後、退職準備のための金融商品やサービスを紹介。

会員が自信を持ってリタイアメントに臨み、リタイアメント資金のシェアを拡大

できるようにすることを目的とする。

リハビリテー

ション
アプリケーション

US
WizeCare WizeCare

https://wizecare.co

m/

画像AIを活用した的確な遠隔リハビリ。臨床成果を向上させ、回復時間を短縮す

る。臨床医に正確な診断と予測分析ツールへのアクセスを提供し、患者に最適な

ケアパスを生成し、支払者に標準治療を提供し、すべての関係者のためにリハビ

リテーション診療を行う。

視覚障害サ

ポート
アプリケーション

US
TapTapSee TapTapSee

https://taptapseeap

p.com/

TapTapSeeは、、CloudSight画像認識APIを利用した、視覚障害者のために特別

に設計されたモバイルカメラアプリケーション。TapTapSeeは、デバイスのカメ

ラとVoiceOver機能を利用して、あらゆるものの写真やビデオを撮影し、それを

音にだして識別。

あらゆる角度の2次元または3次元の物体を数秒以内に正確に分析し、識別するこ

とができ、デバイスのVoiceOverがその識別を音に出す。

ソーシャル ロボティクス Israel temi temi 
https://www.robote

mi.com/

temiは、AIアシスタント機能を持った移動可能なパーソナルロボット。自律移動

と遠隔操作(テレプレゼンス)の両方の機能がある。人の後ろをついて歩いて自動

的にマッピングしたり、ユーザーが目的地を指示したり、あらかじめ登録されて

いる地点に自律移動したり、目的地に人を案内することができる。移動時は周囲

の障害物や人を避けながら走行する。 ビデオ通話機能を備え、スマホやパソコン

などを通じて会話することもできる。 音声アシスタントのAmazon Alexaに対応

し、Alexaのほぼすべての機能を使用することができる。Alexa対応の家電を音声

で操作したり、音楽や動画の再生なども可能。また、IFTTTに対応したスマート

家電やIoT機器と連携できる。背面のトレイはQiワイヤレス充電に対応。一回の

充電で約8時間動作することができ、本体のバッテリー残量が少なくなると自動

的に充電ステーションに戻って充電する。その他、本体には高音質サブウー

ファー、中音域スピーカー、ツィーターからなるスピーカーシステムも実装して

いる。

服薬支援 ディバイス US spencer
Spencer Health

Solutions

https://spencerhealt

hsolutions.com/hom

e/solutions/clinical-

research/

服薬サポートディスペンサーではあるが、1.ネットワークとつながり、　在宅で

の臨床試験に応用。治験者の薬のアドヒアランス、ヘルスケアデータの変化など

もスペンサーを活用して行うことができる。2.製薬会社による患者の服薬サポー

ト。3. 遠隔での服薬マネジメントもできる。 Aiにより、パーソナルなデータ管理

も行うことができる。

ソーシャライ

ぜーション
VR US  RENDEVER Rendever, Inc.

https://www.rendev

er.com/

高齢者向けのVRツアーのプラットフォーム。　５年間で４００箇所の施設。100

万回使われてきている。高齢者の思い出の場所の撮影や行きたいところのリクエ

ストに合わせて撮影も行い、コンテンツを提供。インターラクティブなゲームや

エクスサイズも提供。　マインドフルネス・旅行・カルチャー・ゲーム・など毎

日コンテンツを提供。

AAL 環境 プラットフォーム US iGuardStove iGuard Home Solutions Inc.
https://www.vayyar.

com/

5分間キッチンの動きを感知しないとコンロが停止。使いやすい人感センサー制

御装置。 コンロに人が5分間いなくなると、iGuardStoveはコンロの電源を切る。

ローストを焼いたり、ソースを煮込んだりする長期コンロの脇にいなくなるよう

な時には、カウントダウンタイマーを長くすることができる。

健康維持 サービスプログラム US Bold Age Bold Inc.
https://www.agebol

d.com/

科学的エビデンスに基づくエクスサイズプラットフォーム。　転倒予防のエクス

サイズなどの加齢に伴い特定のエクササイズが私たちの心と体にどのような効果

をもたらすかについて、最先端の研究とエビデンスに着目しこの科学的根拠をも

とに、証明されたスマートなプログラムを作成し提供。トレーナーが、健康状態

や運動能力に合わせて様々な形式のエクササイズを提供することで、誰もが参加

でき、健康増進につながる。Boldの各クラスは、50歳以上の大人のエクササイズ

に精通した認定エクササイズ・インストラクターが指導。Boldのトレーナーは、

バランス、筋力、運動能力の向上に最適なエクササイズ動作や、年齢や健康状態

に応じてエクササイズを提案。

ファイナン

シャル
アプリケーション US Retirable Retirable Inc. 

https://retirable.co

m/advisor

退職後の収入・年金・節税・投資など全てのファイナンシャルプランをサポート

してくれる遠隔ファイナンシャルプラットフォーム。専属のRetirableアドバイ

ザーが、総合的な退職金計画を専門に、リタイアメントプランニング、加入、そ

の他の大きな決断にわたってベストソリューションを提示。

ファイナン

シャル
アプリケーション US Ture Link  True Link Financial, Inc, 

https://www.truelin

kfinancial.com/

酒屋やカジノなどのトラブルスポットのブロック、現金やATMの利用を許可また

はブロックする。特定の店舗やカテゴリーに対する利用限度額を設定する。使用

する人の能力に合わせてデビットカード使用の制限をかける。適切な投資も行

い、将来にわたって、障害者などが残された時にも経済的困らないようにする。
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ファイナン

シャル
アプリケーション US Carefull Carefull Corporation

https://www.getcare

full.com/

Carefullは、請求書の支払い、残高、現金の動きなどのアクティビティを分析

し、保護。何か異常があれば、すぐに発見し、警告を発する。異常な活動、詐

欺、トラブルにつながる一般的なミスをキャッチして警告し、状況を整理し、保

護することができる。大口請求、支払い遅延、口座不足の可能性を通知。グルー

プでお金の情報をシェアすることも可能。

歩行支援 ロボティクス US
Cionic Neural

Sleeve
CIONIC https://cionic.com/

高度なセンサーで動作をリアルタイムに連続監視し、筋肉の発火や四肢の位置な

どを評価することができる。高度なセンサーで動作をリアルタイムに連続監視

し、筋力の力のポイントや四肢の位置などを評価し、パーソナライズされたアル

ゴリズムにより、歩行周期に合わせて必要な筋肉を活性化させる機能的な電気刺

激を行う。最も一般的な移動障害の1つは、腓骨神経の障害により、足首を曲げ

て足を上げることが困難な「足底屈」である[cit]。これにより、歩行時に足の前

面が地面に引きずられて不安定になり、転倒の危険性が高まります足部下垂の患

者を支援する効果を検証し。参加者は、最も衝撃を受ける脚にニューラルスリー

ブを装着,世界初のソフトウェア制御可能な刺激配列により、背屈の増大と倒立の

抑制を両立させることができる。遊脚時の足首の反転に肯定的な改善を示す。

コグニティブ

サポート
アプリケーション US MapHabit MapHabit, Inc.

https://www.mapha

bit.com/

個人の習慣やルーチンをビジュアルマップに整理するためのアプリケーション。

生活習慣のビジュアルマップを通じて、日常生活や習慣がインタラクティブなス

テップバイステップのガイドとなり、個人が自分自身で、またはサポートパート

ナーの助けを借りて活動を完了するのを助ける。ビジュアル・マップを継続的に

使用することで、習慣を確立しやすくなり、日々の活動をより成功させる可能性

が高まります専用キュレーションコンテンツを使って、ルーチンをできるだけ早

く確立し、自立した生活を送ることができるようにする。

生活サポート サービスプログラム US GoGoGrandparent GoGoGrandparent
https://gogograndpa

rent.com/

電話1本で、24時間体制で高齢者の方の送迎。食料品、ビタミン剤、日用品をア

プリなしで注文でき、レストランからの食事の宅配（制限食にも対応）薬局から

の処方箋薬の配送。ホームサービスにアクセス可能。高齢者や障がい者のため

に、より良く構築されています。Uber、DoorDash、Instacartなどのサービス

を、スマートフォンの有無にかかわらず　可能に自宅で自立した生活を送る何十

万人もの人々のために、これまで、何百万もの依頼をこなす。全米50州およびカ

ナダで利用可能。

視覚障害サ

ポート
アプリケーション US Seeing AI マイクロソフト

https://www.micros

oft.com/ja-

jp/ai/seeing-ai

文章にカメラをかざせば内容が音声で読んでくれるアプリ。認識のレベルは完璧

ではないが、概要を理解するには十分なアプリ

位置確認 ディバイス US CareBand CareBand
https://www.careba

ndremembers.com/

GPSで位置を特定するディバイス。子ども・発達障害・認知症患者・コロナのコ

ンタクトレーシング・施設内での位置特定などさまざまな対象者に利用されてい

る。

AAL 環境 プラットフォーム US Care Daily
https://www.caredai

ly.ai/

Artiは、センサー、デバイス、オンラインデータソース、他のAIプラットフォー

ムなど、あらゆるものを接続できるように設計されたCare Daily AI+IoT

Platformをベースに構築。メーカに関係なくあらゆるディバイスが接続。

防犯・エネルギーの見守り・シニアの見守りなどプラットフォームをさまざまな

ものに応用可能。オプションのセルラー、バッテリーバックアップ、エッジコン

ピューティングにより、家庭やコミュニティは、インターネットや電力が停止し

た場合でも、接続とサービスを維持することができる。

AAL 環境 プラットフォーム US
Caregiver Smart

Solutions

https://caregiversm

artsolutions.com/

介護者見守りのための非侵入型テクノロジーで、安心をお届けします。高齢者の

健康状態に関する、彼らが尊厳を持って自立してAge in Place（定住生活）を送

れるようにする。ドアや引き出しセンサー　移動センサー　緊急ボタン　スマー

トハブ　温度及び湿度センセーなどを連動し、高齢者の見守りを行う。水分補給

薬の管理・食事量・睡眠状態・転倒など高齢者の活動をモニタリング。

AAL 環境 プラットフォーム US Caspar.ai https://caspar.ai/

インテリジェントアパートメント　AIにより24時間見守りができ、居住者が外出

したときは、追跡、照明や空調は音声コントロール・転倒感知して自動的にスッ

タフにメッセージを送信するなど、AIで管理する退職者住宅＋介護付き住宅

AAL 環境 プラットフォーム US Cognitive Systems
https://www.cogniti

vesystems.com/

WiFi信号の変化を検知・解釈することで動きを「見る」革新的なソフトウェア。

既存の無線ネットワークを高精度な動体検知システムに変換することで、スマー

トホームの機能を強化。家庭内の既存のIoTデバイスが、本来の機能を損なうこ

となく、ネットワークの速度低下やデータ使用量に影響を与えることなく、人感

センサーとなる。家庭内のデバイスの数が多ければ多いほど、カバー率と精度が

向上。

AAL 環境 プラットフォーム US GrandCare Systems
https://www.grandc

are.com/

高齢者・障害者の遠隔見守りだけでなく、高齢者住宅内外でのコミュニケーショ

ン・遠隔医療・遠隔介護などさまざまに応用できるモニタリング・コミュニケー

ションツール
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遠隔介護シス

テム
プラットフォーム US Honor

https://www.honorc

are.com/

最先端のプラットフォームシステムを備えた世界最大の在宅ケア・ネットワー

ク。遠隔でモニタリングややりとりしながら、介護士が訪問するような介護サー

ビス

スマートクッ

ション
ディバイス US Orbiter Kalogon

https://www.kalogo

n.com/

エアセル内の圧力変化をモニターし、ユーザーにあわせて適応。快適性と安定性

を最大化。iOSまたはAndroidアプリを使用して快適性の設定を管理。Kalogonア

プリのプリセットを使って、体圧分散を自動化し、コントロールし、シーティン

グ・プロファイルを更新して、圧力緩和や硬さの追加が必要な領域敏感な部分の

血流を最適化する。クッションは座ると電源が入り、圧力がかからなくなると自

動的に電源が切れる。クッションカバーは防水加工を施しており、季節を問わず

使用可能。

転倒検知シス

テム
アプリケーション US Kamicare Kami Vision

https://kamivision.c

om/kamicare/

セキュリティとセーフティに注力している人工知能サービス企業が提供している

高齢者住宅向け転倒センサリング予測サービス。

ワゴンロボッ

ト
ロボティクス US Labrador Systems Labrador Systems

https://labradorsyst

ems.com/products/

アレクサと連携しているワゴンロボット、指示をすれば自動で動き、オプション

の冷蔵庫やトレイから荷物を持って移動することができる。

AAL 環境 センサー US StackCare StackCare https://stack.care/

音声やビデオを使わな小型センサーで健康状態をモニタリングできるセンサーと

遠隔アラートシステム。StackCareでは、毎日更新されたデータが家族の携帯電

話に直接届き朝、1日を通しての活動を自動的に見ることができる。

緊急通報シス

テム
センサー US Medical Guardian Medical Guardian

https://www.medica

lguardian.com/

家庭用および外出用の緊急通報システムで、24時間365日体制1日24時間、週7

日、米国を拠点とする緊急コールオペレーターが、いつでも駆けつけるすシステ

ム。メディカルガーディアンのデバイスのボタンを押すと、緊急かどうかに関わ

らず、専門家がすぐに必要なサポートを提供。

AAL 環境(プ

ラットフォー

ム)

プラットフォーム US Origin Wireless Origin

https://www.origin

wirelessai.com/appli

cations

OriginのWiFi Sensing™テクノロジーとカスタムアプリケーションによってス

マートデバイスを仮想センサーに変換し、インテリジェントホームエコシステム

を実現。家庭内のデバイスをつなげて、インテリジェントホームを実現するため

のエッジコンピュータシステム。家庭内ディバイスから得られたデータから転倒

やヘルスケアのアラート・防犯・エネルギーコントロールまで対応。

転倒検知シス

テム
センサー US Safely You

https://www.safely-

you.com/

転倒管理プログラム。お客様のコミュニティに設置されたSafelyYou-Guardian™

のAIテクノロジー・ハブ。

同意した居住者の寝室に設置されたAI対応カメラが、転倒を検出。

転倒を検知すると、数秒以内に現場スタッフにアラートが通知。安全なWebポー

タルサイトSafelyYou-Discover™にアクセスし、スタッフが転倒の映像を確認し

て根本原因を特定し、その後の転倒予防予測を行う。

AAL 環境(見

守りライト)
センサー US SensorsCall

https://www.sensor

scall.com/

常な行動や動作が発生した場合にCareAlertが警告を発するスマートナイトライ

ト。事前に録音したカスタム音声で、スケジュールにあわせた薬のリマインダー

としても機能。音声の届く範囲内であれば、どこからでも応答できるインターホ

ン式の音声通話が可能。停電時には、電池式の非常灯として使用できる。アプリ

のボタンを押すと、CareAlertのライトが点滅し、ダッシュボードに告知。アプリ

は最大5人の家族または介護者が使用でき、ダッシュボードと通知にアクセスで

きる。

AAL 環境(プ

ラットフォー

ム)

プラットフォーム US Zemplee
https://www.zemple

e.com/

独自のシステムとセンサーからのデータを組み合わせ、最初の1ヶ月で行動の

ベースラインを作り、その後、照明や食事、トイレの使用状況など、日々の行動

を把握し、健康や安全を守るための監視を行う。行動に気になることがあった場

合、Zempleeは、介護者、医師など、必要な人に警告を発する。

ファイナン

シャル
アプリケーション UK PensionBee PensionBee Ltd.

https://www.pensio

nbee.com/

年金の管理と支出管理サービス

AAL 環境(プ

ラットフォー

ム)

センサー UK LNI Lamprey Networks Inc
https://www.lniheal

th.com/

複数のユーザーが個人の健康情報を電子カルテにリアルタイムで転送することが

できるパーソナル・ヘルス・ゲートウェイ（PHG）製品。LNIのPHGには、ソフ

トウェアとハードウェアの両方のソリューションがあり、多くのユースケースで

サポートする医療データのフローを可能にするように設計。
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AAL環境 センサー UK MySense 
vhttps://www.myse

nse.ai/

7つの小型センサー、ウェアラブル、ホームゲートウェイで構成されるボック

ス。4G/5Gまたはホームルーターで接続され、家の周りに設置されたセンサー

は、毎日何千ものデータポイントを収集し、各人にとっての普通がどのようなも

のか、個人用のデジタルポートレートが生成され、データから適切なケアを適切

なタイミングで提供できるようにサポート。

フェムテック アプリケーション Sweden LEIA
https://www.meetle

ia.com/en

産後の健康を再開発することを使命とするスウェーデンのfemtech企業。母親と

赤ん坊の精神および肉体の健康情報を登録し、助産師、婦人科医、母乳育児の専

門家、子育てコーチ、理学療法士、産後うつの専門家からの情報を得られるアプ

リを開発している。

フィットネス

＆ソーシャラ

イぜーション

アプリケーション Spain ROBLE Roble Academy SL

https://www.roblea

pp.com/copy-of-for-

you

ニーズに合わせたメンタル・フィジカルプログラム及び地域コミュニティとのつ

ながりやネットワーキングができるアプリ

視覚障害サ

ポート
アプリケーション Spain NaviLens - ナビレンス 

アリカンテ大学  モ

バイルビジョンリ

サーチラボ

https://www.navilen

s.com/ja/

ナビレンスは街中にある人工マーカーを遠距離から読み取るシステム。

このシステムで使用されるタグは、遠距離からフォーカスやフレーム設定を必要

とせず、かつ歩行中でも読み取れるよう設計されている。視覚障害者や弱視の

方々に最適な機能。デバイスのカメラをタグに向けるだけで素早くその内容が読

み取れる。最新のサウンドシステムを使用。これにより視覚障害者の方々はタグ

の空間的な位置を正確に把握できる。

視覚障害サ

ポート
アプリケーション Netherlands Envision AI envision

https://www.letsenv

ision.com/tutorials/j

apanese

Envisionは、視覚情報を音声に変換し、最も高速で信頼性が高く、受賞歴のある

OCRアプリ。視覚障害者がより自立した生活を送るために役立つ。Envisionは、

視覚障害者向けに開発された視覚障害者のコミュニティとのコラボレーション製

品。 スマホのカメラを使用することにより、周りの環境、オブジェクト、人間、

製品についてのあらゆる種類のテキストをスキャンでき、スマート人工知能と

OCR機能により、すべての情報が読み上げる。

遠隔医療 アプリケーション Malaysia BookDoc
https://www.bookdo

c.com/

マレーシア発のアジアをリードするデジタルヘルステクノロジーソリューション

プロバイダーで、マレーシア、シンガポール、インドネシア、香港、タイの5か

国と20の都市でサービスを展開している。患者と医療従事者をエンドツーエンド

でつなぎ、検索と受診予約、遠隔医療相談、食事や運動の記録、個人のバイタル

のモニター、健康イベントの開催、医療機関向けにはバーチャルクリニック、法

人会員限定の健康診断や予防接種などのサービスのオンラインマーケットの場な

どを提供している。症状、診療科、場所、時間などから、受診可能な医療機関を

検索して予約する・24時間/週7日、オンラインで医療従事者とビデオや電話で相

談する・健康関連のイベントやニュースを提供・位置情報から移動距離を算出し

て、距離に応じて賞を出す・目標を決めて運動にチャレンジする・食事の記録・

医療から健康生活のサポートまでワンストップで提供

遠隔医療 アプリケーション Malaysia Doctor2U
https://www.doctor

2u.my/home/

BP Healthcare Groupが開発したオンデマンドモバイルアプリを用いた遠隔医療

サービス。マレーシア、シンガポールで展開中。タイとインドネシアでもサービ

ス提供開始予定。個人だけでなく、ホテルにもサービスを提供。医療職とビデオ

コールやライブチャットでの遠隔医療相談・医師の訪問診療、医薬品の配達、救

急車を60分以内に自宅に手配・医療サービス、医療用品、サプリメントなどのオ

ンラインマーケット・ゲノム解析、医療記録、健康データを一元管理・月経周期

を追跡して予測。

遠隔医療 アプリケーション Malaysia Qmed Asia
https://qmed.asia/e

n

医師とエンジニアが医療のDXを目指し、医療者が抱える様々な問題、悩みをデ

ジタル技術で解決していこうとQueueMedを開業。地域の医療機関の検索と予

約。

医師の往診、訪問看護、訪問検査等のサービス・オンラインの医療相談・訪問健

康診断（検体採取、レポート、結果のコンサルテーション、必要な場合は医師の

治療または保健指導を提供）・インフルエンザ、Covid-19の在宅またはクリニッ

クでの予防接・獣医の検索、予約・健康診断、予防接種、各種の医療サービス

パッケージのオンラインマーケット。

遠隔医療 アプリケーション Malaysia Encoremed
https://encoremed.i

o/home.html#

患者の予約と待ち時間の短縮と診察順の効率化に特化したサービス

https://mysejahtera.

moh.gov.my/en/

保健省が政府のデジタル部門と協力して当初はCovid-19の接触追跡アプリとして

開発。個人のリスクレベル表示、Covid-19関連の情報提供、対応する医療機関の

検索と予約と機構を追加し、その後はワクチン接種管理システムと連結した。国

民や長期短期滞在の外国人も必携のアプリとなったことで、各種の感染症対応

等、健康情報のプラットフォーム化を図っている。位置情報から半径200mから

5000ｍの範囲の各種感染症の発症例を知らせる。（結核、動物の狂犬病、Covid-

19、麻疹、手口足病、ヒトの狂犬病）被扶養者の管理（高齢者や小児を代理で管

理する機能）・Covid-19ワクチン接種（接種予約、接種証明、ワクチン関連の情

報提供）・Covid-19自己テストの結果を申告・位置情報から医療機関を検索・8

種の医療サービス（禁煙サービス、外来治療、家族計画サービス、創傷治療など

処置、国民健診イニシアティブ、就業/就学前健康診断、低所得者健診、婚前検

査）を外部サービスから予約（QueueMed、Encoremed、BookDoc、Sistem Janji

Temu Klinik KKM保健省クリニック予約システム）

臓器提供の意思表示・海外でのCovid-19ワクチン接種証明の登録。

遠隔医療 アプリケーション Malaysia Ministry of Health
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リハビリテー

ション
サービスプログラム Malaysia SOCSO Rehabilitation Centre, Ara Damansara ADMC

https://www.rehab

malaysia.com/en/cy

bernics

従業員社会保障機構（Social Security Organization：SOCSO)傘下のリハビリ

テーションセンターや協力する大学病院で、日本のサイバーダイン社のHAL®60

台を使ってニューロ・ロボティクス＆サイバニクス・リハビリテーションを行っ

ている。

転倒予測 アプリケーション Malaysia SmartPeep
https://www.smartp

eep.ai/

AIによる転倒予防サービスをマレーシアのBagan Specialist Hospital、在宅ケア大

手と協力して開発。離床、移動、転倒検知・予測のワンストップサービスとして

提供。高齢者と家族、ケア提供者のコミュニケーションプラットフォームアプ

リ。

遠隔医療 アプリケーション Malaysia Allm SEA sdn. bhd.

https://www.allm.ne

t/2021/04/02/9794

/

日本の株式会社アルムのマレーシア現地法人。医療者間のコミュニケーションア

プリ”Join”や個人向けの情報共有アプリ"MsSOS"、情報プラットフォームの提供

をSunway Medical Centreなどと実証実験。（注：Sunway Medical Centreのユー

ザー向けアプリ”SundMed Go”は、Encoremedが開発。）

AAL 環境 アプリケーション Malaysia ウエルコンサル株式会社

https://www.jetro.g

o.jp/ext_images/_N

ews/announcement/

2022/0e80b8da931a

ddc9/JPN_Medical1

.pdf

KL Well City Sdn. Bhd.をパートナーとして、シニアリビングでIoTを活用した見

守りサービス、個人と医療機関とつなぐ健康観察・情報インフラの現地化を図

る。

遠隔見守り アプリケーション Malaysia 株式会社サンクレエ

https://www.jetro.g

o.jp/ext_images/_N

ews/announcement/

2022/0e80b8da931a

ddc9/JPN_Medical3

.pdf

画像認識・AI開発のGlueck Technologies Sdn. Bhd.をパートナーとして、AIと非

接触センシングによるプライバシー配慮型高精度見守りの開発と導入を図る。

コグニティブ サービスプログラム Israel MemoApp

https://www.memoa

pp.co.il/about-

memoapp

記憶障害やその他の老化に関連する課題を抱えるユーザーに個人の日々の情報を

画面に表示する。

いつ、何を表示するかは、介護者が責任をもってコントロールする。介護者は、

毎日の活動、ゲストの訪問、重要な健康問題（医師、治療、薬、衛生）のリマイ

ンダー、栄養など、表示する毎日の個人情報を書き込んで編集することができま

す。朝から夕方まで、利用者の活動時間に合わせて画面に表示され、ユーザーの

操作や技術的な介入は一切必要ない。現在イスラエル国内の家庭や施設での導

入。認知機能低下、認知症、高齢者が自宅で自立し、より良いウェルビーイング

とクオリティ・オブ・ライフを実現するために、技術やデジタル技術を一切必要

としないサービス。

コグニティブ

トレーニング
サービスプログラム Israel effectivate Effectivate

https://effectivate.c

om/

記憶力と注意力を強化し、日常生活に役立つ記憶術を身につけることができる革

新的な脳トレーニングプログラム。エクササイズは1日15分程度で、インストー

ルは不要。このプログラムは、自宅のコンピュータやタブレットで使用すること

ができる。特定の能力に合わせて調整され、最適な結果に到達し、記憶に関する

あなたの脳の潜在能力を実現するのを助ける。脳の発達、適応、学習能力は年齢

によって制限されないことを強調。最新の神経心理学的研究に基づいて開発。

AAL環境 センサー Germany Nemlia System Nemlia https://nemlia.com/

Nemlia Systemは、見守り・ケアプラットフォームで、ケアの受け手・提供者双

方のQoL向上を目指して開発されました。モーションセンサーなどで行動状況や

変化を感知し、関係者にメールを送信する。収集された情報は、利用者のニーズ

に応じてTALVAに収集され、家族や介護者も選択可能。提供されるセンサーに

は、モーションセンサー、ドアセンサー、大気センサー、煙センサー、アラーム

ボタン、位置トラッカー、スマートプラグなどがあります。ハードウェア・ソフ

トウェアの開発・販売を行っており、民間介護施設や個人ユーザが対象です。

フェローをテストマーケットにし、デンマーク、ドイツ、スウェーデンの私立介

護施設に提供している。

開発元のNemlia社は、国際的なコラボレーションを進め、ドイツの大学、デン

マークのセンサー企業、イギリスの介護企業と共に、機能やサービスの充実を目

指している。

義足・義手
ディバイス（義手・義

足）
Germany Linx Blatchford社

https://www.ottobo

ck.com/de-

de/startseite

Bluetooth対応機器に搭載されたモーション統合知能ソフトウェアアプリ「Mi2」

との連動により、膝や足首の位置が調整される仕組みとなっている。したがっ

て、最も自然な歩行速度で動くことが可能である。

「Linx」使用者自身、歩行環境に応じて気を遣う必要がない。身体的および精神

的負担の軽減へとつながることは言うまでもないだろう。

ソーシャル ディバイス（遠隔） Denmark Video Link Video Link
https://videolink.dk

/

デオリンクは、小型マイコンとウェブカメラを受信側のテレビに接続すること

で、ビデオ通話を簡単に利用できるようにする技術。このシステムにより、受信

側のテレビをリモート操作でき、受信者は物理的に何も操作しなくてもビデオ通

話を受けることができる。特に、現代のテクノロジーに慣れていない、または扱

う能力のない高齢者や認知症患者、障害者の方に適する。これにより、彼らも簡

単にビデオ通話を利用してコミュニケーションができるようになり、孤立感の軽

減や家族とのつながりを保つことができる。また、介護スタッフや医療従事者と

も遠隔でコミュニケーションを取ることが可能になり、より効率的なケアが提供

できるようになる。
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プラット

フォーム
アプリケーション Denmark Livius

Livius Technologies

A/S

https://livius.tech/e

n/

2015年に、Aabenraa市と共同で開発されたコミュニケーション・プランニング・

プラットフォーム「Livius」は、ユーザー、ケアワーカー、関係者がコミュニ

ケーションを取ることができるシステム。介護やサポートが必要な人々、ケア

ワーカー、家族、関係者が効率的に連携し、情報を共有できるように設計されて

おり、これにより、サービスの質や効率性が向上し、利用者に適切なケアが提供

されることが期待されている。現在、10%以上の自治体で利用されており、その

効果が認められていることがわかる。このようなプラットフォームは、介護現場

や地域での情報共有を促進し、サービスの質を向上させることに貢献している。

ミュージック

セラピー
ディバイス Denmark

VibroAcoustics

Sound Massage
VibroAcoustics vibroacoustics.dk

VibroAcoustics社は、Vibro Acoustic Therapy (VAT)という音のセラピーを用い

たVibroAcoustic Sound Massageを開発・提供。自然音や重低音を組み合わせたサ

ウンドスペースを利用して、体の神経システムに働きかけ、リラックスさせる効

果がある。

VibroAcoustic Sound Massageは、睡眠障害の改善、幸福度の向上、不安の軽減な

どに効果的であるとされています。このような音によるセラピーは、心身のスト

レスや緊張を緩和し、心地よいリラクゼーション効果を提供することで、メンタ

ルヘルスや生活の質の向上に貢献している。

デジタルコン

サルティング
サービスプログラム Denmark Sensus

http://www.sensus.

dk

1987年設立。デジタル・アクセシビリティやインクルージョン・テクノロジーの

リサーチベースのコンサルティング企業。デジタルソリューションの評価やアク

セシビリティに関するディベロッパーやデザイナーへの指導、ライフサイクルサ

ポートプロジェクトの提供を行っている。

フェムテック サービスプログラム Denmark Uvisa Health
http://www.uvisahe

alth.com

感染症に対する非薬物療法的な解決策に焦点を当てた、女性や外陰部に悩む人々

に、より持続可能で使い勝手の良い、本当に効果のある治療法を提供する

FemTech企業。アーリーステージのスタートアップ企業である。

AAL 環境 アプリケーション Denmark WARD 24/7
https://ward247.co

m/

AIを利用した患者モニタリングシステムを開発・提供。現在行われている手動で

のバイタルモニタリングでは、臨床的な悪化が分かりにくい。そこで、Ward

24/7では、標準的なワイアレスセンサーから患者のバイタルデータを取得し、AI

アルゴリズムにより、その標準的なパターンを取得することで、リアルタイムで

症状の悪化を検知することができる。症状の悪化は、スマートフォンアプリでア

ラームが発令され、医者やナースは直ぐに確認することができる。現在、CEマー

ク取得に向けて申請を行っている。USAで展開を行っており、イギリスにもパー

トナ―がいる。

デジタル補聴

器

ディバイス（聴覚サ

ポート）
Denmark Oticon Oticon

https://www.oticon.

com/solutions/more

-hearing-aids

聞き逃してはいけない音を聞く。

BrainHearing技術を搭載したオーティコン・モアは、聴覚ヘルスケアを新たなレ

ベルへと導きます。これは、チップ上にディープ・ニューラル・ネットワーク

（DNN）を組み込んだ世界初の補聴器。DNNは1,200万個の実際の音で訓練さ

れ、関連する音の複雑な詳細を解読するために必要な情報をより多く脳に与え

る。

Oticon Moreに搭載されたDNNは、現実の生活音1200万音を用いて訓練され、ほ

ぼすべての種類の音を認識し、あなたの脳をサポートします。Oticon Moreは、

経験によって学習したため、よりあなたの脳の働きに近い形で機能。

その結果、より少ない労力でより多くの音声を聞き取り、騒がしい環境でもより

多くのことを記憶することができるようになる。

カウンセリン

グ
ディバイス Denmark DiTi

Social Space
www.socialspace.dk

Social Spaceは、2021年に創業されたNPOで、うつ病や精神的な課題を抱える子

どもや若者を対象に、デジタル・カウンセリング・プラットフォームDiKom

（https://www.dikom.dk/）を提供。このプラットフォームは、ローカルのカウ

ンセリングサービスや関連NPOなどに悩む個人をつなげることを目的としてい

る。Social Spaceは、コラボレーターやネットワークを増やし、政府関連機関や医

療機関などにプラットフォームとして認知され、情報集約を目指している。

Social Spaceは、子供や若者向けヘルプガイド・アプリDiTi

（https://www.diti.dk/）を提供しており、会員はこのアプリを通じて、子どもや

若者たちと直接コミュニケーションを取ることができる。DiTiは無料のサービス

で、子どもや若者たちは助けが必要な時や相談したいときに、自分のニーズに最

適な匿名の支援やアドバイスを見つけることができる。

DiTiアプリは、テクノロジー企業Impactly（https://www.impactly.dk/）が開発

し、Social Spaceと共同運営している。このようなプラットフォームやアプリは、

子どもや若者が精神的な問題に直面した際に、適切な支援を受けることができる

環境を提供し、彼らのメンタルヘルスを向上させることに貢献する。

ロボット（業

務サポート）
ロボティクス Denmark Yuman Yuman

https://www.yuman

-robots.dk/

Yuman社は、2021年に設立されたスタートアップ企業で、看護師を支援するロ

ボットの開発・提供を行っている。Yumanのロボットは、病棟での食事、洗濯、

医療機器の運搬を自動化することで、看護師の負担軽減を図り、患者ケアにより

多くの時間を割くことができるようになる。これにより、看護師の満足度が向上

し、燃え尽き症候群の予防に役立つ。

Yumanのロボットの特徴は、病院に特化したデザインであること、ヒューマンフ

レンドリーでトレーニングなしに利用できること、そしてユーザーの周囲を移動

する際に必要な最高の安全基準を確保した設計とプログラミングが施されている

ことである。

現在、Novo Nordiskなどの企業やデンマーク国内の病院と連携して実験を進めて

いる。私立病院では、公立病院と比較して人手不足が深刻で、看護師にとって煩

雑な仕事が多いため、このようなロボットに対するニーズが高まっている。この

ロボットによって、病院での効率性向上や患者ケアの質の向上が期待されてい

る。
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デジタル補聴

器

ディバイス（聴覚サ

ポート）
Denmark ワイデックス ワイデックス

https://www.widex.

com/

補聴器メーカー　聴力、ライフスタイル、つけ心地、デザイン、カラーを適切に

組み合わせができる補聴器。本体にコンピュターを組み込んでいて、より自然な

音を聞こえることができる。

デジタル補聴

器

ディバイス（聴覚サ

ポート）
Denmark

ReSound (GN

group)

ReSound (GN

group)

https://www.resoun

d.com/en-

us/hearing-

aids/resound-

hearing-aids

補聴器メーカー会話に　特徴として、集中できるようにし、騒がしい状況でも周

囲の音を聞き分けられるようにする。それぞれの耳の形状に合わせて音を集め、

より自然な聴こえを実現する。人に合わせて有機的に変化し、一日中快適な装着

感と使いやすさを提供する。簡単な充電と全天候型設計により、身体への負担を

最小限に抑える。

人間工学に基づいたデザインで、使う人の耳と生活にフィットし、快適さを高め

る。自然につながる機能があり、モバイル機器から音楽を聴いたり、電話を受け

たりすることができる。専用アプリでパーソナライズし、補聴器の専門家が遠隔

操作でどこでもケアすることができる。

視覚障害サ

ポート
アプリケーション Denmark Be My Eyes Be My Eyes 

https://www.bemye

yes.com/

家電のボタンの位置、洋服の色、お肉の種類、調味料の種類など、ちょっとした

日常の視覚的サポートを受けたい視覚障がい者の方とボランティアを繋いで日常

の障害者の支援をするアプリ、障害者の生活での映像をボランティアが読み取る

サービス。2023年になってOpenAIのGPT-4を搭載したダイナミックな新しい画

像からテキストへのジェネレーターが搭載される予定。ユーザーは、アプリを介

してAIを搭載したバーチャルボランティアに画像を送ることができ、バーチャル

ボランティアは、さまざまなタスクに対して瞬時に識別、通訳、会話による視覚

支援を提供。

服薬管理 ディバイス Canada KARIE エースエイジ
https://kariehealth.c

om/

チャイムやライトアップで高齢者に服用を促し、適切な量を適切なタイミングで

提供。服薬アドヒアランスを監視し、リマインダーを送信し、大切な人が服用を

忘れたり遅れたりした場合には、介護者に通知する。

遠隔医療 プラットフォーム Canada オンタリオ州遠隔医療ネットワークhttps://otn.ca/

OTNは現在、オンタリオヘルスというオンタリオ州政府が設立した機関の一部で

オンタリオ州の医療システムをつなぎ、調整することで、オンタリオ州の人々が

最高のケアを受けられるよう支援することを使命としている。医療者はこのシス

テムを介して患者の遠隔診療にあたる。

歩行支援 ロボティクス Canada Keego-Rehab™ Neurocore

https://neurocoreph

ysiotherapy.com/div

i_overlay/keego/

ユーザーの歩行や日常動作を向上させる外骨格電動ロボット技術。

ダーモスケルトンシステムは、膝関節をサポートし、より効率的な動作を可能

に。個人の筋力を補完し、持久力と安定性を向上させるためにカスタマイズする

ことができる。

コグニティブ サービスプログラム Canada Cogniciti Cognitive AssessmenBaycrest
https://cogniciti.co

m

オンライン評価は、Baycrestによって臨床的に研究された、無料の非公開の認知

症オンライン評価。オンライン評価は20分から30分で完了し、個人別のスコアと

脳の健康レポートが作成される。評価するだけでなくオンライン上でブレインヘ

ルスのワークショップや啓発活動も行っている。

www.precure.dk

筋骨格系障害（MSD）の予防と職場の健康改善を目的とした包括的で使いやすい

プラットフォーム。この技術プラットフォームはAI、マシンラーニング、スマー

トウェアラブル、EMG（筋電計）を利用しており、3つの要素から構成されてい

る。

MLI® Interface：オンラインダッシュボードで、組織内のMSDリスクをマッピン

グし、全プロジェクトを管理をする。収集されたデータは自動的に分析され、表

示される。MSDの問題の有無や改善のための推奨事項を知ることができる。

MLI® App：個人の支援を行い、行動変化を促進するアプリ。個別のフィード

バックを提供し、不適切な行動を改めるよう促す。また、MSDの予防やリハビリ

テーションの支援を行う。

MLI® Smart Wearables：Precure独自のウェアラブルで、従業員の筋肉やデータ

を収集するために使用される。MSDを発症している従業員やリスクのある従業員

に配布される。現在、肘と腰のソリューションが提供されており、今後、対象と

なる身体部位を拡大する予定。ウェアラブルは洗濯可能で最大50回利用可能。

使用するには、MLI® Smart Wearablesを含むMLI® Solutionに申し込む必要があ

り。

Precureは、業務上のMSD削減と幸福・クオリティ・オブ・ライフ向上を目指す

スタートアップ企業で、2012年に設立。

https://www.demen

tiacarers.ca/resource

s/dementia-talk-

app/

オンタリオ州ケアパートナー向けEnhancing Care Programは、保健省が資金提供

するオンタリオ州認知症戦略の一環として、2017年秋に開始。ライツマンセン

ター、シナイヘルスは、メディカルディレクターのジョエル・サダヴォイ博士と

外来精神科マネージャーのエドワード・マカナマが率いるEnhancing Care

Programの企画、推進、トレーニング、実施、評価、報告に関する州のハブと

なっている。エンハンシング・ケア・プログラムの目的は、オンタリオ州内のケ

アパートナーが、認知症患者の介護に伴うストレスや複雑な状況に対処できるよ

う支援のために作られたアプリ。行動症状を記録し、グラフを生成することで、

パターンの特定や経時的な進行のフォローアップに役立つ行動トラッカー。特定

の行動的な症状に対処するための個別プランの作成を指導。薬を記録によって認

知症の人に適さない可能性のある薬を警告。介護者がスケジュールやタスクを把

握するための記録。パーソナルサポートワーカー、臨床医、他の家族など、ケア

の輪の他のメンバーでの管理等認知症の患者をみるためのアプリ。

コグニティブ アプリケーション Canada Dementia Talk App

Precure

Sinai Health

リハビリテー

ション
アプリケーション Denmark MLI® Solution
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コグニティブ アプリケーション Canada The Memory Link CalendarBaycrest

https://www.baycre

st.org/Baycrest/Hea

lthcare-Programs-

Services/Clinical-

Services/Neuropsyc

hology-Cognitive-

Health/Neuropsych

ology-Treatment-

Programs/Memory-

Link-Calendar

メモリーリンクカレンダーは、学習・記憶障害の人にも簡単に操作できるように

設計されたカレンダー既存のカレンダーアプリケーションと比較して、直感的に

操作できるようにステップを作成。記憶のサポートツールを探している幅広い

人々がアクセスできる、合理的な記憶支援ツール現在開発中であり、メモリーリ

ンクプログラムに所属する顧客または研究参加者のみが使用可能。

コグニティブ サービスプログラム Canada wordfinding.ca Baycrest
https://wordfinding.

ca/

エビデンスに基づいた健康な高齢者の単語（スペリング）能力を向上させ、加齢

による単語忘れを補うウェブサイト。加齢による言葉の変化に関する基礎知識、

自己評価に加えて、さまざまな文脈で単語を検索する練習や、恥ずかしい物忘れ

の瞬間に対処するための戦略などが提供されて いる。

vr利用トライ

アル
VR Canada VRx@Home  lora.appel

https://www.prescri

bingvr.com/

さまざまな健康状態にある人々やさまざまなヘルスケア環境におけるVRの使い

勝手、安全性、臨床的有効性を評価している組織。認知症の人、てんかんの人、

集中治療室の対象としている。病院スタッフの燃え尽き症候群を軽減するための

VRの潜在的な効果も研究している。看護師や医療従事者のトレーニングにも活

用。

健康教育 サービスプログラム Canada

情報技術ソリュー

ション（タブレット

型QOCA）

Baycrest

クアンタ・コンピュータ社

(https://www.quantatw.com/quanta/english/default.aspx)と提携し、住宅地や地

域社会の高齢者を対象に、社会とのつながりや健康教育に関連した新しいコンテ

ンツやサービスを可能にするクラウドベースの情報技術ソリューション（タブ

レット型QOCAホームハブ）。

リハビリテー

ション

コグニティブ

ディバイス Canada 2RaceWithMe Centivizer

https://www.centivi

zer.com/2racewithm

e/

約200の絶景ビデオコースでペダルを漕ぐと、ペダルを漕ぎ続けている間だけビ

デオが再生され、ペダルを漕ぐほど速く移動。各ビデオの終わりには、住民がど

れだけペダルを漕いだかが表示。家族は、大切な人がペダルを漕いでいるときに

テキストメッセージを受け取り、リンクをクリックすることで、ペダルを漕いで

いる間の入居者とビデオ会議をすることができる。

フレイル アプリケーション Canada Fit Frailty McMaster University

https://apps.apple.c

om/uy/app/fit-

frailty/id154012526

0

Fit-Frailtyアプリは、老年医学クリニックで行われる包括的な老年医学評価に基

づいて開発されたeヘルス・ツール。アプリのプロトタイプは開発・試験運用さ

れ、App Store（iPadおよびiPhone用）でダウンロードできる。

身体的、機能的、認知的、社会的な側面を取り入れたフレイル（虚弱）を測定。

忙しい臨床現場での時間短縮に役立ち、高齢者や介護者が簡単に記入できるよう

に設計されている。

リハビリテー

ション

コグニティブ

サービスプログラム Canada VIRTUAL GYM TELUS Health MyCare™ 
https://virtual-

gym.ca/

VIRTUAL GYMは、医療従事者が高齢者向けにゲーム感覚のエクササイズを提供

するためのプラットフォームで、ユーザーの能力に合わせて個別に設定すること

ができる。アルバータ大学とAGE-WELLネットワーク内で作成。クライアント

の動きをモニターし、具体的でタイムリー、かつ個人的なフィードバックを提供

する。

遠隔医療 アプリケーション Canada TELUS Health TELUS Health MyCare™ 

https://www.telus.c

om/en/personal-

health/my-care

遠隔医療をワンストップで受けられるアプリ。　①受診したい人を選ぶ、医療従

事者の経歴を閲覧し、以前に受診したことのある医療従事者、または性別で選

択。また、単純に次の空きを予約することもできる。　②都合の良い時間を予

約。③夜間や週末でも、都合よい時間にビデオチャットを利用。④処方箋を届け

る医師はアプリで薬を処方する。⑤処方箋は、配達されるか、または所定の位置

で受け取ることができる。

移動 ロボティクス（移動）
UK

Centaur Centaur Robotics
https://centaurrobot

ics.com/gallery/

2輪走行でセルフバランス技術を使用した車椅子。コンパクトで医療用ではない

デザイン。ダイニングルームの椅子のスペースに収まる。リフティングコラムで

高い位置に伸びて、座りながらもキッチンの棚を取ることができる。車椅子に

乗って見下されることもない。移動能力の低下による社会的孤立をなくす。障害

者に合わせて世界を変えるのではなく、世界に合ったもの、正しいプロポーショ

ンで見栄えのするものをデザイン。6ペンスで回転し、ダイニングルームの椅子

のスペースに収まる。転ばずに乗り込めるように足場を提供。リフティングコラ

ムは、高い位置にある棚に手が届き、人の目を見ることができる。

ソーシャル ロボティクス
Israel

ElliQ Intuition Robotics
https://www.intuiti

onrobotics.com/

高齢者の自宅に臨床チームの存在を拡張するパーソナライズされたケアコンパニ

オンで、患者さんの体験を改善し、患者さんの関与を高め、早期発見と介入のた

めの通知ケアプロバイダーを実用的なデータを提供。高齢者にとっては自立を支

援し、社会的な交友関係、ウェルネス活動、様々なケアサークル（家族や介護

者）とのつながり、自分の健康を管理まで行う。患者さんの家庭内での活動を追

跡し、プライマリーケア提供者と患者さんの間の直接的なコミュニケーション

チャネルを提供、プライマリーケアプロバイダーと高齢者患者を継続的に結びつ

け、評価する。

どの質問をどのくらいの頻度で行うか、何を記録し観察するか（例：痛みのレベ

ル、薬の摂取量）などを設定することができる。
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【別添】表１－２：国内のインクルージョンテクノロジーの一覧

カテゴリー
テクノロジー

の種類
国 サービス／製品名 企業名 企業HP 概要 画像

ファイナン

シャル
アプリケーション Japan KAERU KAERU株式会社

https://kaeru-

inc.co.jp/

買い物に困難を抱えた高齢者に事前にチャージして使うプリ

ペイドカードを使い、買い物機会を提供する。クレジット

カードのようにレジでサッとスライドするだけで支払いが完

了する。買い物を他者に依頼する場合も、他者にみせてもよ

い買い物履歴、みせたくない履歴を管理できる。1日に使用で

きる金額を設定できる。パートナーを設定して、操作を任せ

ることができる。ワンタッチでカードを停止できる。

ファイナン

シャル
アプリケーション

Japan
マルカイ 株式会社アイル

https://appreco.com

/apps/marukai/

介護事業者と高齢者を繋げて、買い物支援を行う。買い物に

困難を抱えた方と店舗をつなげ、買い物困難な高齢者に買い

物機会を提供する買い物支援アプリ。高齢者施設などの高齢

者支援事業者が買い物を代行し、買い物希望者に購入商品を

渡す仕組み。地域のスーパーやドラッグストアと提携してい

る。アプリにご本人の好きな商品を登録することで、独自の

お買い物サービス環境が完成する。利用は提携店舗のコンビ

ニ、スーパー、ドラックストア等で使う。提携店が商品を登

録し、高齢者支援事業者様が買い物希望者から注文を受けて

取りまとめ、商品を発注する。

コグニティブ

エバリュエー

ション

アプリケーション
Japan

Moffワスレナグサ 株式会社Moff

https://prtimes.jp/m

ain/html/rd/p/0000

00011.000009514.ht

ml

認知機能をチェックしたい方向けのアプリである。主な対象

は、医療機関、介護施設、認知機能低下が疑われる方のご家

族である。家族が手軽に家族の様子をチェックできるように

開発したアプリである。Moffワスレナグサは、認知症チェッ

ク・テストとして、広く医療機関等で使われている「長谷川

式簡易知能評価スケール」（HDS-R）を使用し、どなたでも

簡単に認知機能のチェック・テストを実施できる。質問はア

プリ内に表示され、回答はボタンを押してくだけで使用可能

である。動画でアイテムを表示することで、アプリだけでテ

ストを認知症テスト・チェックを行うことができる。

コグニティブ アプリケーション
Japan

脳にいいアプリ 株式会社ベスプラ
https://www.braincu

re.jp/

認知症予防として、高齢者向けに開発されたアプリで、１運

動、２食事、３脳刺激、４ストレス緩和、５社会参加の機能

を持つ。運動は、歩数計測と、バーチャル散歩コースがあり

目標をもって運動できる。脳トレは、脳トレのイラストに

様々な楽しいイラストを用意。認知症の治療法の一つである

『回想法』の効果も見込め、楽しく効果的な脳トレができ

る。食事管理は、今日食べた品目をタップするだけのとって

も簡単な食事管理なので、無理せず続けられる。

ソーシャル アプリケーション
Japan

ラクホン
株式会社システムア

ドバンス

https://www.rakuho

n.jp/introduction/in

dex.html

シニア向けはもちろん、年齢に関係なく全ての人が使い易い

使用にした。文字の大きさやデザインを工夫し、視覚的に判

断しやすい『 ラクホン 』は、“全ての人に解りやすく、操作

しやすいスマホ” を目指したアプリケーション。仕事で使う

方、シニアはもちろん、年齢に関係なく非常にシンプルで使

いやすい 「簡単・安心・安全」をサポートする。

ソーシャル アプリケーション
Japan

社会参加のすゝめ 株式会社日立製作所

https://www.hitachi.

co.jp/products/it/fin

ance/ShakaiSanka-

no-

SUSUME/index.htm

l

社会参加が減少する高齢者向けに開発されたアプリである。

スマホGPSを用いてアプリ利用者の外出行動や滞在行動を計

測することで、疑似的に社会参加状態を測定する仕組み。計

測した社会参加状態から“社会参加の活発度”を4つのランクで

提示することにより、自身の現状や外出動向を知る機会にな

る。JAGESの研究を読み物としてわかりやすく紹介すること

で、社会参加をすることが高齢者自身にとってどのようなプ

ラスの効果をもたらすかを理解し、介護予防につながる自主

的な行動改善ができるようになる。

ソーシャル・

ファイナン

シャル

アプリケーション
Japan

GBER（ジーバー：

Gathering Brisk

Elderly in the

Region）

東京大学

https://www.u-

tokyo.ac.jp/focus/ja/

features/z0508_000

04.html

高齢者対象のジョブマッチングシステムである。元気高齢者

の地域活動をサポートするウェブプラットフォームである。

仕事、ボランティア、趣味や生涯学習などのあらゆる地域活

動とそれに参加したい高齢者の社会参加を促進するために

GBERを研究開発した。

服薬支援が必要な高齢者、疾患による服薬が必要な方に向け

た服薬支援ロボットである。あらかじめ設定した時刻になる

と利用者へ服薬を促す。内部に多数のセンサーを搭載、気

温・湿度・人感反応といった周辺環境の情報を記録し、服薬

記録とあわせてクラウドへアップロードする。服薬情報は、

Webブラウザやスマホアプリによって参照でき、家族や、医

療・介護事業者といった関係者へ共有、服薬時刻に利用者が

応答しない、室内の気温が異常に高い、等の異常を検知した

場合に緊急通知、通信機能を標準搭載しており、インター

ネット回線のない家庭でもコンセントに差すだけで手軽に設

置できる。「一包化」された薬包を約30日分保管、利用者の

生活状況をスマホアプリで確認することができる。

さらに、自動アップデート機能により、お客様の声を反映し

て継続的に機能を成長させる。朝のあいさつや、ゴミ収集日

をお知らせするなどのコミュニケーション機能も有してお

り、服薬支援にとどまらない利用者のパートナーとして活用

可能である。

服薬支援 アプリケーション
Japan

FUKU助
株式会社メディカル

スイッチ

https://www.medica

l-switch.com/
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カテゴリー
テクノロジー

の種類
国 サービス／製品名 企業名 企業HP 概要 画像

排泄支援 センサー
Japan

Dfree

Personal／

Profrssional

トリプル・ダブ

リュー・ジャパン株

式会社

https://www-biz.co/

トイレが近くなり、外出が不安な人、おむつには頼りたくな

い方、尿意を感じないなど障害をお持ちの方が対象である。

膀胱内の尿量把握デバイス。在宅介護用、医療・介護施設

用、個人用と3種類ある。在宅介護用：卓上で使える専用お知

らせ機器付き、Wi-fiなどのネットワーク必要なし。要介護認

定されている方、スマートディバイスを持っていない方、イ

ンターネット環境がない方にお勧め。医療・介護施設用：遠

隔でも確認可能、複数の利用者を一括管理できる。お勧めの

利用者は、トイレ排尿率増やし、失禁回数を減少させたい、

おむつ・パッド費を下げたい医療・介護施設向け。個人用：

持ち運びに便利で外出時にも使える。自身のiPhone・iPadが

使える。

排泄支援 センサー
Japan

Helppad2 株式会社aba
https://www.aba-

lab.com/

匂いセンサーによる排泄把握デバイスである。排泄障害のあ

る高齢者の方をケアする介護職員が主な使用対象者。ベッド

上に敷いて排泄を検知するだけで、排泄パターン表を自動生

成し、排泄ケアを最適化できる。センサー検知手順は、１、

吸引シートが排泄を検知する。排泄センサーが尿と便を検知

し、データを自動で発信する。２、排泄の時間を自動記録

おむつを交換し排泄内容を記録する。３、 排泄パターン表を

自動生成する。一人ひとりの排泄履歴をもとに排泄パターン

表を生成し、排泄タイミングの予測時刻を表示する。※最低2

週間分のデータが必要である。４、排泄ケアを最適化する。

排泄タイミングでのトイレ誘導、おむつ交換の空振りや尿便

漏れの減少を実現する。

AAL 環境（施

設特化）
センサー

Japan Neos＋Care（ネオ

スケア）

ノーリツプレシジョ

ン株式会社

https://neoscare.nor

itsu-precision.com/

高齢者施設で働く介護職員がご利用者様を見守る際に活用す

るデバイスである。従来の見守りカメラとは異なり、３次元

電子マットを用いた極めて精度の高い、予測型見守りシステ

ムと人間による繊細な見守りを融合することで、今まででき

なかった見守りを可能とする革新的な介護ロボットである。

遠隔見守りによって、不要な訪室を減らすことができる。

AAL 環境（施

設特化）
センサー

Japan
LIFELENS

パナソニック ホール

ディングス株式会社

https://tech.panason

ic.com/jp/lifelens/

高齢者施設の職員向けに開発された。遠隔見守りによって、

不要な訪室を減らし、施設の価値向上（近隣ご施設に対する

差別化UP）、業務効率化により、ご入居者へのサービス提供

時間を増やしケアの質を向上し、ご入居者、ご家族やスタッ

フの満足度を高める。

ケアの質の向上と業務効率化の両方を確保した夜間業務の改

善「まず訪室」から「見て訪室」への変革で、夜間巡視を大

幅削減（実証事例で91%の巡視時間を削減）、コール対応業

務の削減（必要な時に適切な訪室を行える）ができる。

服薬支援の必要な高齢者の飲み忘れ、飲みすぎを予防する服

薬支援ロボである。服薬支援ロボを使った管理をすることで

お薬の飲み過ぎや飲み忘れ、飲み間違いを予防し、服薬コン

プライアンスが改善すると共に、残薬の管理を支援する。お

客様の服薬管理の自立を促し、医師やケアマネジャー、 訪問

看護、ご家族からのニーズに応え、服薬管理の連携もスムー

ズにする。4つのポイント、１飲み忘れを予防：時間になると

音声で知らせる。２薬の間違いを予防：正しい薬が取り出せ

る。３飲みすぎを予防：何度押しても時間外はでない。４服

薬履歴をデータ管理：USBで最大4週間分まで管理が可能。服

薬支援ロボは、タッチパネルの液晶画面、取り出しボタン、

スピーカー機能を搭載しており、ピルケースは朝・昼・夜・

寝る前の時間帯により色分し、薬をセットする時に間違えに

くいようになっている。ピルケースを収納するカセットがあ

り、7個のピルケースが収納可能である。

AAL 環境（施

設特化）
センサー

Japan
HitomeQ

コニカミノルタ

QOLソリューショ

ンズ株式会社

https://www.konica

minolta.com/jp-

ja/care-

support/service/hito

meq-caresupport/

遠隔見守りによって、不要な訪室を減らすことを目指す。

１、映像通知による状況把握が可能。ライブ映像で利用者様

の状況を安全と判断し、訪室せず遠隔から見守るといった訪

室最適化により負担を軽減する。また、利用者様の起床・離

床動作を映像で確認することで、日常動作(ADL)の変化に気

づくことができ、ケア方針の見直しを行うといった自立支援

を促進できる。２、転倒対策に活かすエビデンス動画が取得

できる。行動分析センサーが転倒・転落を認識すると前後1分

間を自動で録画。転倒・転落の発生状況が正確に把握でき、

医師への説明、報告書作成やご家族様への連絡に活用するこ

とが出来る。 また転倒動画から原因を分析、再発防止策に役

立てることができる。

３、利用者様のプライバシーを配慮した設計になっている。

居室内の状況が見えるのは、利用者様の行動があった時の

み。必要な時のみ映像が見えることで、利用者様のプライバ

シーを最大限配慮しながら生活を見守れる。また、映像をぼ

かす処理ができる。

服薬支援 ロボティクス
Japan

服薬支援ロボ® ケアボット株式会社

https://www.saintca

re-

carebot.com/produc

t/fukuyaku/product0

1.html
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【別添】表１－２：国内のインクルージョンテクノロジーの一覧

カテゴリー
テクノロジー

の種類
国 サービス／製品名 企業名 企業HP 概要 画像

AAL 環境(施

設特化)
センサー

Japan
眠りSCAN

パラマウントベッド

株式会社

https://www.paramo

unt.co.jp/product/d

etail/index/20/P005

3580

高齢者施設において介護職員側が被介護者の睡眠状態を把握

できる。介護職員が訪室せずに遠隔見守りすることによっ

て、不要な訪室を減らす。ご入居者さまのベッドマットレス

の下に敷いて体動（寝返り、呼吸、心拍など）を 検出して、

睡眠状態を測定できる。

リハビリテー

ション
ロボティクス

Japan HAL腰タイプ　自立

支援用

CYBERDYNE株式

会社

https://www.cyberd

yne.jp/products/fb0

2.html

高齢者をはじめ、足腰の弱った方などの体幹・下肢の運動を

アシストする装着型サイボーグである。装着して体幹動作や

立ち座り動作を繰り返すことによって身体そのものの機能向

上を促すため、HAL®を外した状態での自立度を高めること

が期待できる。運動時に脳から筋肉へ送られる運動意思を反

映した”生体電位信号”を読み取ることで、思い通りの動作を

実現する。HAL®を装着して意思に従った運動を繰り返すこ

とにより、身体機能の維持・向上につなげる。介助なしでの

立ち座り動作など、介護される人の自立度の向上により、介

護する人の身体的負担も大きく軽減させることができる。

業務支援 ロボティクス
Japan マッスルスーツ

Every
株式会社イノフィス

https://musclesuit.c

o.jp/lp/cm_2022/?g

clid=Cj0KCQjwmd

GYBhDRARIsABmS

EePW6srI2p_otZ7w

LDjX5UN-

xtNlrlWtYBf_qroCU

I-cMqIx0b-

6ozoaAr9NEALw_w

cB

介護職員向け装具であり、高齢者をケアする際に中腰作業を

支援する。

この製品の目的は、主として荷物や人を持ち上げる動作の補

助を目的とした着用型動作補助装置である。どのような姿

勢、脚角度でも利用可能である。

歩行支援 ロボティクス
Japan

aLQ 今仙電機製作所
https://www.imasen.

co.jp/alq.html

無動力によって歩行を支援するロボットである。病気などで

歩行に不自由を感じている向けの歩行支援機 ACSIVEアクシ

ブ が「健康づくりのため」誰もが手軽に使える無動力歩行ア

シストのコンセプトで開発を行い「aLQ by ACSIVE」 （通

称：aLQアルク）が誕生した。

簡単に装着でき、充電は不要、軽量ポータブルである。

移動支援
ロボティクス（移

動）

Japan ロボットアシスト

ウォーカーRT.1／2

RT.ワークス株式会

社

https://www.rtworks

.co.jp/product/rt2.ht

ml

高齢者向け電動アシスト機能付き歩行器は、高齢者向け外出

時電動歩行機である。

3つの特徴があり、①ハンドル部のセンサーで人の動きをセン

シング、②6軸モーションセンサーで路面状況や人の動きをセ

ンシング、③センシング情報をもとにリアルタイムにアシス

ト／ブレーキ機能搭載で安全な歩行を実現する。

移動支援
ロボティクス（移

動）

Japan
WHILL Model

C2(ウィル モデル

シーツ―)

WHILL株式会社
https://whill.inc/jp/

model-c2

立位歩行が困難な方向けの電動車いすである。お気に入りの

シャツやこだわりの自転車のように自分らしくいられるデザ

インに最新のテクノロジーを搭載した。体力や年齢に関わら

ず誰でも乗りやすいパーソナルモビリティ。操作は指先で簡

単に行え、コンパクトで小回り(76cm)が利き、電動のパワー

で坂道や段差(5cm)を楽に乗り越えることができる。簡単に

分解して持ち運ぶことができるので車に積んで家族と一緒に

出かけることも可能である。※免許は不要で公道走行可能。

アプリで走行可能距離や総走行距離、バッテリー消耗度、満

充電累積回数も確認可能。本体にロックをかけられる。【コ

ントローラー】直感的なコントローラー画面で遠隔操作をす

ることができる。

移動支援（福

祉車両）
モビリティ

Japan
乗降サポート 日産自動車株式会社

https://lv.nissan.co.j

p/

高齢者を含む車移動を希望の方を対象としている。リモコン

操作により、車の乗り降りをサポートして欲しい人向けに自

動ででてくるステップで足の上げ下ろしを楽にする。座面が

車外にでることで、体をひねらずに乗降できる。座席シート

が外に出てきて座るだけで乗り降りができるスライドアップ

シートもある。

移動支援（福

祉車両）
モビリティ

Japan 歩行速モビリティ

RakuRo
株式会社ZMP

https://www.zmp.co

.jp/products/lrb/rak

uro

自動運転が可能なRakuRoは、目的地まで自動で移動する一人

乗りのパーソナルモビリティである。利用者は、目的地を専

用のアプリで選択するだけで、乗っている人は周囲や速度を

気にすることなく移動を楽しむことができる。電動車いすと

して公道（歩道）を移動することができ、介助する人も横で

付き添いながら、移動を一緒に楽しむことが出来る新しい乗

り物である。

移動支援 ディバイス（義足）
Japan

Bio Leg BionicM株式会社
https://bionicm.com

/

膝関節伸展補助機能付き電子制御膝継手である。切断により

足を失った方の筋力を義足の動力で代替することで、歩く際

の自然な動作とアクティブな活動をサポートする。

この装置でユーザーの姿勢や動きを認識し、義足の動力で的

確に動作をアシストすることで義足自体が力を発揮し、ユー

ザーの動きを動力アシストする新たなパワード義足である。

3 / 5 ページ

https://www.paramount.co.jp/product/detail/index/20/P0053580
https://www.paramount.co.jp/product/detail/index/20/P0053580
https://www.paramount.co.jp/product/detail/index/20/P0053580
https://www.paramount.co.jp/product/detail/index/20/P0053580
https://www.cyberdyne.jp/products/fb02.html
https://www.cyberdyne.jp/products/fb02.html
https://www.cyberdyne.jp/products/fb02.html
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://musclesuit.co.jp/lp/cm_2022/?gclid=Cj0KCQjwmdGYBhDRARIsABmSEePW6srI2p_otZ7wLDjX5UN-xtNlrlWtYBf_qroCUI-cMqIx0b-6ozoaAr9NEALw_wcB
https://www.imasen.co.jp/alq.html
https://www.imasen.co.jp/alq.html
https://www.rtworks.co.jp/product/rt2.html
https://www.rtworks.co.jp/product/rt2.html
https://www.rtworks.co.jp/product/rt2.html
https://whill.inc/jp/model-c2
https://whill.inc/jp/model-c2
https://lv.nissan.co.jp/
https://lv.nissan.co.jp/
https://www.zmp.co.jp/products/lrb/rakuro
https://www.zmp.co.jp/products/lrb/rakuro
https://www.zmp.co.jp/products/lrb/rakuro
https://bionicm.com/
https://bionicm.com/


【別添】表１－２：国内のインクルージョンテクノロジーの一覧

カテゴリー
テクノロジー

の種類
国 サービス／製品名 企業名 企業HP 概要 画像

ソーシャル ロボティクス
Japan

Orihime
株式会社オリィ研究

所

https://orihime.oryl

ab.com/

オリヒメは、子育てや単身赴任、また入院など距離や身体的

問題によって行きたいところに 行けない人を対象に作られ

た。身体的問題によって行きたいところに行けず、遠くにい

る相手とコミュニケーションが必要な人向けのデバイス。カ

メラとマイクを搭載したロボットであり、AIなどは搭載され

ていない。インターネットに接続して、スマートフォンやタ

ブレットの専用アプリを操作するだけで、遠隔にいる相手と

コミュニケーションをとることができる。

ソーシャル ロボティクス
Japan

Orihime eye
株式会社オリィ研究

所

https://orihime.oryl

ab.com/eye/index.ht

ml

オリヒメアイ プラス スイッチは、文字入力や合成音声でのス

ピーチができる意思伝達装置である。病気の進行によって筆

談やキーボード入力が難しくなったり、気管切開で声を失っ

ている方が、オリヒメアイの視線入力装置やスイッチを使

い、文章を打ち込んで読み上げることができ、通常のパソコ

ン同様、書類の作成や動画視聴を楽しむことも可能である。

従来のアナログ透明文字盤のように介助者の手を借りなくて

も、使用者自身がパソコンを操作し文章入力ができるため、

介助者にとっても負担が軽くなる。

リハビリテー

ション
ディバイス（手指）

Japan
MELTz MELTIN MMI

https://www.meltin.

jp/

手指リハビリ機器「MELTz」は、手指麻痺患者さん向けの手

指のニューロリハビリテーションをサポートする装置であ

る。脳神経科学に基づいたニューロリハビリテーションを安

定的かつ継続的にサポートし、手や指の動かし方の再学習を

促す。症例に合わせたモードやメニューによって、手指運動

リハビリテーションの効果的な実施を支援する。

視覚障害サ

ポート

ディバイス（視覚サ

ポート・ブロック）

Japan WAVEE＋®（ウェイ

ビープラス）

セイコー他

株式会社ACCESS

https://wavee-

plus.com/solar-

beacon-in-tactile-

paving/

薄型ソーラービーコン内蔵点字ブロックは、視覚障がい者を

安全に誘導するよう床面に敷設される薄型視覚障がい者誘導

用ブロック（点字ブロック）に、世界で初めてソーラー発電

型のBLE（Bluetooth® Low Energy）ビーコンを搭載した製品

である。この点字ブロックを駅や空港などの構内に敷くこと

で、視覚障がい者のスマートフォンへ位置情報をプッシュ配

信し、道案内や施設案内をすることができるようになる。ス

マートフォンにイヤホンを接続し耳に装着しておけば、ス

マートフォンをカバンやポケットからわざわざ取り出すこと

なく、道案内などの情報を音声で確認することができる。

視覚障害サ

ポート）

ディバイス（視覚サ

ポート・白杖）

Japan スマート白杖（開発

中）
京セラ株式会社

https://www.kyocera

.co.jp/news/2020/0

201_kdoe.html

駅ホームなどでの視覚障がい者の安全歩行をサポートする

「視覚障がい者歩行支援システム」である。視覚障がい者用

白杖（スマート白杖）と駅ホームや列車の連結部に設置し、

スマート白杖が転落や接触の危険の恐れがある駅ホームや列

車連結部に入ると、歩行者にスマート白杖に装備されたバイ

ブレータとスマホを介した音声システムを通じて、事前に危

険を知らせる仕組み。

聴覚障害サ

ポート

ディバイス（聴覚サ

ポート）

Japan
FILLTUNE FILLTUNE株式会社 https://filltune.com/

感音性難聴を抱える方への支援デバイスである。GMT骨伝導

技術を使って超高精細な音声情報を蝸牛全体に届けることで

音楽や音声の明瞭度を高める。高齢者の多くは加齢と共に主

に聴覚センサーである蝸牛内の外有毛細胞の損傷により高音

域の音声の明瞭度が下がり、その結果、音楽の音程がずれて

音楽が楽しめない、電話が出来ない、聞き間違い等が多くな

る。このデバイスは、高齢者難聴者の快適生活のサポートを

目指している。

聴覚障害サ

ポート
アプリケーション

Japan
ログミーツ

株式会社時空テクノ

ロジーズ

https://www.ziku-

tech.com/

AI文字起こしは、聴覚障害者や高齢者に対して、聞き取りが

難しい音声を文字化する、自分のペースで仕事や学習を進め

ることを目指す。AIが学習し、専門用語や方言などに対して

も対応できる可能性がある。オンラインでもオフラインでも

会議の内容を漏れなく記録するクラウドサービスも使用可能

である。

移動支援 ディバイス（義足）
Japan

ゲイトソリューショ

ン／ゲイトジャッジ

システム

川村義肢株式会社

https://www.p-

supply.co.jp/product

s/index.php?act=det

ail&pid=375

片麻痺を持つ方向けに作られた装具である。急性期、リハビ

リ段階から回復期、回復後の生活においても使用できる歩行

装具である。

人間の歩き方を客観的な評価をふまえて分析する「歩行分

析」機能がある。100名以上の片麻痺者の歩行分析の結果に基

づいて開発された。この装具は歩行中の下肢の動きをコント

ロールして、より自然に歩くことを目的に作られた。この装

具のメリットは、〇コンパクトな本体に専用ケース付きで持

ち運びがカンタン。〇省スペースでの設置・計測ができて臨

床現場に対応。〇計測からデータの保存までを専用タブレッ

トで行えるため、その場で計測データの確認・フィードバッ

クができる。〇計測機器は無線によって接続されるワイヤレ

スタイプ。歩行訓練の邪魔にならない。
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【別添】表１－２：国内のインクルージョンテクノロジーの一覧

カテゴリー
テクノロジー

の種類
国 サービス／製品名 企業名 企業HP 概要 画像

聴覚障害サ

ポート

ディバイス（聴覚サ

ポート）

Japan comuoon（コミュー

ン）

ユニバーサル・サウ

ンドデザイン株式会

社

https://www.comuo

on.jp/?=topbanner

高齢者で聴力が低下した方向けのスピーカーである。高齢者

対象スピーカーは、TV・PC・スマートフォン・タブレット

などと接続し、各機器の音声の快適な聴こえを提供するデジ

タルアンプシステムである。ご家族が高齢者の耳の聞こえを

心配している場合、また高齢者ご自身が聞き取りに辛さを感

じている、さらに医療機関・自治体・企業の方で高齢者と話

す機会がある方など、多様な場面で使用可能である。

機器操作支援
ディバイス（遠隔操

作）

Japan
アイスイッチ

株式会社エンファシ

ス

http://www.emfasys.

co.jp/index8f.html

視線検出による信号装置である。神経難病であるALS(筋萎縮

性側索硬化症)等の進行性筋萎縮症の方向けのデバイス。進行

性筋萎縮症の方は、動かそうとする筋肉が全て動かなくなる

が、目の動き(眼球や瞼)は最後まで機能していることが多い

ため、この装置を使い、目の運動機能を活用することによ

り、今まで受け身で待っていた方々が自発的に助けを呼び、

身の回りにある機器の操作等が自らできる仕組みを作った。

運動支援 アプリケーション
Japan Parkinsounds（パー

キンサウンズ）

武田薬品工業株式会

社

https://www.takeda.

com/ja-

jp/announcements/

2021/Parkinsounds/

パーキンソン病患者等に対して、ビート音による音刺激が歩

行のタイミングをサポートする。アプリ機能はビート音、振

動機能である。ビート音による音刺激が歩行のタイミングを

サポートする。自分に合ったテンポが選択できる機能を搭載

し、40-140回/分のテンポを６種類のビート音から選択でき

る。

食事支援（計

測）
ディバイス（計測）

Japan
GOKURI PLIMES株式会社

https://www.gokuri.

com/

高齢者の誤嚥性肺炎の兆候を早期に発見する。高齢者介護従

事者が、高齢者の誤嚥が悪化する前に誤嚥兆候を発見し、管

理可能にするデバイス。嚥下機能計測機能で、人工知能

（AI）が嚥下を定量化する。接触型センサーで測定した嚥下

音・呼吸音、むせ回数・嚥下回数、頸部角度、および検温機

能など生体からのバイタルデータをモニタリングする。

視覚障害サ

ポート
アプリケーション Japan これなにメモ 株式会社インテック

https://voice.digital-

society.org/index.ph

p/text_tips-

2/whats_this_memo

_text/

『これなにメモ』は、iPhoneのカメラを利用して、視覚に障

害のある方が身の周りの物を自身で管理することをサポート

するアプリ。あらかじめ写真とメモを登録すれば、カメラを

向けるだけでメモを読み上げる。例えば、○○クリニックの

診察券、クレジットカード、薬などを識別するのに適してい

る。

視覚障害サ

ポート
アプリケーション 日本

Sound Display（サ

ウンドディスプレ

イ）

情報技術開発株式会

社

https://www.tdi.co.j

p/sound-display/

身の回りの音をAIが認識し、アプリから通知する。 ろう者、

難聴者、高齢者など、聴覚障がい者が感じる日常生活や就労

時の不自由さ・身の危険を解消し、社会参加しやすい環境づ

くりのお手伝いをする。認識できる音（プリセット音）を複

数用意。プリセット音以外で認識してほしい音はアプリ内か

ら録音・登録できる機能が搭載されている。

視覚障害サ

ポート
アプリケーション Japan みえる電話 NTT

https://www.docom

o.ne.jp/service/mier

u_denwa/

通話相手の言葉をリアルタイムに文字に変換してスマート

フォン画面に表示するアプリ。聴覚に障がい者、シニアのな

ど、相手の言葉を聞き取るのが難しいと感じている人を対

象。特徴は、１，リアルタイム文字変換：話し終わるのを待

たずに順次リアルタイムで文字に変換される。２、入力した

文字を音声再生：話したい内容を文字入力すると、通話相手

に音声で伝える。３、自身の声で話すことが難しい方でも、

電話利用可能。４、簡単操作：電話と同じ操作と数回のタッ

プで利用可能。

５、24時間ご利用可能：聴覚に障がいのある方（ろう者・難

聴者）や高齢者などが24時間利用可能６、文字変換結果を見

返せる：最大10件まで履歴が残るので、話した内容を見返す

ことができる。

排泄支援 その他（排泄）
Japan

ラップポン
日本セイフティー株

式会社

https://wrappon.co

m/products/product

s_kaigo

ポータブルトイレ（自動処理機能）による排泄支援デバイス

は、高齢者介護を行う介護職員のケアで使用する。日本セイ

フティーが独自に開発した「水を使わず、臭いも漏らさず、

排泄物等を密封して微生物（細菌）も遮断する新しいラップ

システム」のことである。このシステムで排泄物や使用済み

のおむつなどの「汚物」を密封個包装することで、空間を汚

さず衛生的に、かつ汚物に接触することなく簡単に汚物処理

が出来る。また、密封が可能なことから汚物を介した感染症

の予防にも役立つ。
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インクルージョンテクノロジーの活用に力を入れ、評価の手続きが明確になっている代表的な自治体やインクルージョンテクノロジーに関連した評価のガイドラインを作成している公的組織の取り組みを示す

No.
自治体名

(もしくは組織名)
URL 担当者 評価方法（戦略） 利用している評価指標

概要

活動内容と評価の方法
その他

1

National Board of

Health

（Sundhedsstyrel

sen）

https://www.sundheds

styrelsen.dk/en/Englis

h

sst@sst.dk 「The Danish HTA model

（デンマークヘルステクノ

ロジー評価（HTA）モデル

）」

「ポリシークエスチョン（Policy

question）」「HTAクエスチョン（HTA

question）」「エビデンスと分析

（Evidence, analysis）」「統合

（Synthesis）」「HTAレポート（HTA

report）」のステップにそって、各ステッ

プの相互関係を鑑みながらHTAを進める。

特にエビデンスと分析のステップでは、

「テクノロジー」、「組織」、「経済」、

「患者」の4項目について、様々な分析方

法、研究アプローチ等を使用する。

デンマークHTAモデルは、様々な批判や修正を重ねている

が、その間、デンマーク国立衛生局（Sundhedsstyrelsen）

は、この構造を維持し続け、HTAにおいて意思決定する際の

教育的モデルとして、推奨している。

ただし、現在オンラインで取得できるものは、2008年に発表

されたものであり、現在、最新版の有無を問合せ中である。

*参照：ヘルステクノロジー評価ハンドブック（Health

Technology Assessment Handbook：HTA Handbook）

https://www.sst.dk/~/media/ECAAC5AA1D6943BEAC96907

E03023E22.ashx

・Health Technology Assessment Handbook

https://www.sundhedsstyrelsen.dk/en/English/publ

ications/2008/Health-Technology-Assessment-

Handbook

4

Vejle https://www.vejle.dk/b

orger/mit-liv/

Gudny Vang

(Specialkonsul

ent)

E:

guvan@vejle.d

k

T: + 45 21 29

39 89

Strategi for Velfæ

rdsTeknologiPuljen 2021-

2024

https://www.vejle.dk/om-

kommunen/vejle-i-

udvikling-

undersider/strategi-for-

velfaerdsteknologipuljen-

2021-2024/

評価目的は大きく分けて４つで、市民の

QoL向上、職員の労働環境の工場、効率的

なワークフロー、人口動態に対応したリ

ソースの最適化。

2000万クローネを年間に配分。プロジェクトを３レベルに分

類し、それぞれに期間・参加者などの要件を定める。評価目

的は大きく分けて４つで、市民のQoL向上、職員の労働環境

の工場、効率的なワークフロー、人口動態に対応したリソー

スの最適化。評価プロジェクトは、特定の課題に対応した技

術のテスト、開発なども含む (単なる技術評価ではなく必要

なものを導入するための不可欠なプロセス)。市の３部門(高

齢者、障害者、社会弱者：精神病など)が合同でプロジェクト

として承認する。

最終的には、福祉機器担当の２名がほぼ決めてい

る。

ロボットなどの高性能技術が導入される可能性はか

なり低い(スライドの例などを見ると明確)

・従来の事例（テクノロジー）評価は楽観

的であると考え、対象母集団と効果につい

て「悲観的」「確率的（発生頻度の高いも

の）」「楽観的」の3段階の推定を行い評価

する。

・評価対象は7項目：

「ターゲット層（特徴と範囲）」「市民・

経済への影響」「必要な行動変容」「成果

物やワークフローのフォローアップ」「経

済」「損失と失敗の理解」「リスク」

・評価ツール：

https://videncenter.kl.dk/media/25811/effe

ktvaerktoej_udfyld-final.pdf

・評価のためのガイド：

https://videncenter.kl.dk/media/25810/effe

ktvaerktoej_guide_a4-hoej_100220-v2.pdf

KL:KOMBITでは、ウェルフェアテクノロジーの調達と投資

において、市民と経済的な影響を明確かつ詳細にするための

インパクトツールを作成した。評価の基盤となる「Fælles

Sprog III (FSIII：共通原語III）」は、健康・高齢者分野にお

ける自治体の業務遂行を文書化するための、自治体共通の方

法・基準である。このツールは、ウェルフェアテクノロジー

への、オペレーションを重視した効果的な投資のため、自治

体内だけでなく、プロバイダーとの対話のために利用する。

テスト、リピート、調整という循環プロセスを意識したもの

となっている。

7つ評価項目に対し、関連する質問事項が設定されている。7

項目は独立したものではなく、相互に関連性を持つ。

・関連サイト：Effektværktøj til dialog om anskaffelse af velfæ

rdsteknologi

https://videncenter.kl.dk/viden-og-

vaerktoejer/teknologilandskabet-overblik-og-

redskaber/velfaerdsteknologi/materialer-og-

vaerktoejer/effektvaerktoej-til-dialog-om-anskaffelse-af-

velfaerdsteknologi/

・組織について

KL: KOMBIT - videncentret（ナレッジセンター）

は、デンマークの98地方自治体による利益団体KL

と、KLが100%出資した企業かつ自治体のITコミュ

ニティであるKOMBITにより設立されたナレッジ

センターである。KOMBITは、自治体やITサプラ

イヤーと協力し、複数自治体による複雑な共同調達

を行っている。IT市場の透明性を高め、自治体が

最適なITソリューションを創造・運営できるよう

ソリューション提供を行っている。

https://videncenter.kl.dk/om-videncentret/

KLについて：https://www.kl.dk/om-

kl/praesentation-af-kl/

・Det velfærdsteknologiske landkort（ウェルフェア

テクノロジー・マップ）

KL: KOMBITは、福祉技術に関する経験を自治体

同士で共有する場として「ウェルフェアテクノロ

ジー・マップ」を提供している。各自治体がどのよ

うなウェルフェア・テクノロジーを導入したのか、

その事例の概要と問合せ先を確認することができ

る。

https://videncenter.kl.dk/viden-og-

vaerktoejer/teknologilandskabet-overblik-og-

redskaber/det-velfaerdsteknologiske-landkort/#/

・KL: KOMBITが紹介する評価関連資料

（Evalueringsrapporter）：

https://videncenter.kl.dk/viden-og-

vaerktoejer/teknologilandskabet-overblik-og-

redskaber/velfaerdsteknologi/materialer-og-

vaerktoejer/evalueringsrapporter/

【別添】表５：デンマークにおけるインクルージョンテクノロジーの評価手法
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KL: KOMBIT

videncentret

KL: KOMBIT -

videncentret

https://videncenter.kl.

dk/

KOMBIT

https://kombit.dk/ind

hold/om-kombit

Mie Bjerre

(Specialkonsul

ent)

E: MIBJ@kl.dk

T: +45 33 70

30 15

「Fælles Sprog III (FSIII：

共通原語III）」を基盤とし

た「Effektværktøj（インパ

クトツール）」を利用した

テクノロジーに対する投資

効果を評価

評価は、コペンハーゲン市のセンターが独自で開発した手法

やツールを用いる。VTVは理解しているし重要な手法として

認知しているが、理論や研究者が使うツールだと思う。実践

者の自分たちに取って、自分たちの業務には適さないと考

え、5年前に独自の手法を生み出し、毎日の業務で精錬させて

きている。

評価の目的は、実際に自分たちの対応する市民たちに役立つ

もので、介護士たちの役に立つものであること(負担を軽減さ

せること)。

開発したツール1: VTCV(Velfare Teknology: CV)は福祉機器

の履歴書。

開発したツール2: チームCV:VTCVは市民一人一人のCVだ

が、チームのためのCVと位置付ける。介護士のチームが何が

得意で何が不得意かを明示する。

開発したツール3: チーム契約書ROT RoTはエクセルで作られ

たチーム契約書であり、技術責任者が毎月の進捗報告するの

だが、そのツールとして使われる。表紙には、担当市民、そ

の市民にどのような技術を導入するかを記載していく。

3

Copenhagen https://csbb.kk.dk/ Per Sundall

Pedersen,

Projektleder,

Teknologisk

Team, Center

For Selvstæ

ndig Bolig Og

Beskæftigelse.

Socialforvaltni

ngenテクノロ

ジーチーム

(Teknologisk

Team)は、2名

で構成

TechMatch, VT-CV 評価軸は、5段階の星マークのみ
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Aalborg

(University)

https://www.labwelfare

tech.com/en/

Birthe

Dinesen,

Professor,

PhD & Head

of Laboratory

for Welfare

Technologies -

Telehealth &

Telerehabilitati

on,

MAST Methods

(Telemedicineのための手

法)

MAST Method (７項目) 次の７項目に対して、期待される効果を、CoParticipationの

ワークショップで洗い出していくという手法。1.Health

problem

+characteristics of the application,2. Safety, 3. Clincal

effectiveness, 4. Patient perspectives. 5. Economic aspects, 6.

Organisational aspects, 7. Socio-cultural, ethical and legal

aspects

5

Odense Center for Welfare

Technology

https://www.odense.dk

/cfv

*Center for Welfare

Technologyは、

Odense市全体のウェ

ルフェアテクノロジー

に関わる共同作業を担

当している

問合せ先

cfv@odense.dk

VTV（Velfæ

rdsTeknologiVurdering：

ウェルフェアテクノロジー

評価）

VTVは、デンマーク技術研究所

（Teknologisk Institut｜Danish

Technological Institute）が開発したVTVモ

デルは、「360度テクノロジーアセスメン

ト」、「評価の文書化」、「効果実現のた

めのベンチマーク」、「意思決定支援の評

価」を行う総合評価ツールである。

VTV評価により、医療・福祉分野の関連組

織に、特定のウェルフェアテクノロジーを

どのように統合し、課題解決ができるか、

その可能性は何か、どこに導入できるかな

どの検討を行うことができる。また、この

評価において、身体・認知・行動的障害を

もつ市民と彼らが使用するテクノロジーと

の関係、相互作用、出会いに対する意識を

今日活かし、実際に使用に対し、マッチン

グを考えることができる。

VTVは、4つのカテゴリー「技術

（teknologien）」「市民（beboeren）」

「スタッフと組織（personale og

organisation）」「経済（økonomi）」を検

証する。各カテゴリーはそれぞれ2つのエリ

アに細分化され、より詳細なパラメータが

設定されている。必要に応じて、全てまた

は一部のカテゴリー、エリア、パラメータ

を使用する。

データ収集や処理は定性的・定量的評価を

行う。これには、市民、スタッフ、管理者

へのインタビュー、観察調査、ログブッ

ク、アンケート、議事録、様々なシステム

からのデータ収集、スタッフ・市民などの

テクノロジーに対する評価等が含まれる。

これら様々なデータを評価するため、VTV

は上記カテゴリー、エリア、パラメータや

指標のテンプレートを基盤とした360度評価

を実施していると言える。

（https://www.teknologisk.dk/_/media/669

98_VTV%20af%20vasketoilet%20for%20Br

%F8ndby%20Kommune%207%207%2016.

pdf）

・Odense市の新規ウェルフェアテクノロジー導入における特

徴は次の通り。

（参照：https://nordicwelfare.org/wp-

content/uploads/2017/10/england_webb.pdf）

戦略：Odense市のウェルフェアテクノロジー戦略は、「福祉

社会の課題に対し、革新的なテクノロジー解決策により確実

に対応していくこと」である。この戦略では、市民の日常生

活・活動支援や、スタッフの労働環境の改善、市の成長政策

の支援、現行もしくはそれ以下のコスト水準による自治体の

福祉サービスの提供等が対象となっている。

コミュニケーションプラン：自治体内外の関係者とウェル

フェアテクノロジーに関するビジョンや戦略を共有し、最適

なテクノロジーを導入するため、プロジェクトベースのコ

ミュニケーションプランを作成している。その活動の一環と

して、Odense市では、エンドユーザーを巻き込んだ福祉技術

に関するショートフィルムの作成を行っている。

ニーズ解析：Odense市では、ウェルフェアテクノロジーに対

する自治体とエンドユーザーのニーズを把握するニーズ解析

を重視している。アンケートやワークショップ、報告書など

の文書やテンプレートを形式化している。

市場導入調査：Odense市は、既存の市場また革新的な新製品

を把握するための市場導入調査において、リビングラボや

ピッチなど異なる方法を用いて行っている。関連企業が自治

体にアプローチするための方法も構築している。

（www.odense.dk/cfv）

評価モデル：評価対象となるウェルフェアテクノロジーが自

治体のニーズを満たしているのかを評価するための評価モデ

ルとして、Odenseでは、VTVと別のビジネスケースモデルを

使用しており、誰もが同じように評価できるようにしている

（VTVについては左記参照）。

実装モデル：新たなテクノロジーを導入する際の実装のフ

レームワークとして、独自の「ウェルフェアテクノロジー実

装モデル」を持つ。このモデルでは、評価ステップを3つ（イ

ンプット、評価（The engine-room）、実装）に分け、いず

れのステップにおいても、市民やユーザー、ネットワークが

参加することを想定している。インプットは、企業からの情

報、ニーズ解析、知識共有を示す。評価では、テクノロジー

評価、ビジネスケース、技術交流が行われる。実装では、南

東西の各エリアにおいて実装を行う。また、Odenseでは、リ

ビングラボも開催している。

・Odense市は、企業との対話（dialog）において、企業側に

下記の「事前準備」を求めている。

テクノロジーの目的、当該テクノロジーにより利益を得られ

るターゲットグループ、当該テクノロジーにより自治体が得

られる直接的・間接的な利益、当該テクノロジーの成熟度

（コンセプト、未テストのプロトタイプ／実用化前にテスト

が必要な製品、開発済みかつ既にテストが完了した製品）

また、可能であれば、他の自治体でのテスト結果の提示も求

めている。

（https://www.odense.dk/cfv/kontakt/dialog-med-

virksomheder）

北欧理事会（Nordic Council）の社会・健康セク

ターであるNordic Welfare Center（NVC：北欧福

祉センター）が2017年に発行したツールボックス

「Welfare technology – tool box for implementation

（https://nordicwelfare.org/wp-

content/uploads/2017/10/england_webb.pdf）」内

に、Odense市がベストプラクティスの一つとして

紹介されている。

このツールボックスは、自治体がウェルフェアテク

ノロジーを導入する際の最適なプロセスを構築する

ために作成された。このプロセスは次の9項目に分

けられている。

「①ビジョン（Vision）」「②戦略

（Strategy）」、「③コミュニケーションプラン

（Communication Plan）」「④ニーズ分析

（Needs-Analysis）」「⑤市場導入調査（Market

Screening）」「⑥評価モデル（Evaluation

Model）」「⑦調達計画（Procurement Plan）」

「⑧実装モデル（Implementation Model）」「⑨

効果モニタリング（Effect Monitoring）」

・Odense Kommuneの関連ページ

https://www.odense.dk/om-

kommunen/forvaltninger/aeldre-og-

handicapforvaltningen/organisering/politik-strategi-

og-udvikling/center-for-velfaerdsteknologi
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ステップ１：技術の選定

企業がCFVに技術持ち込みのコンタクトをしてくる。その際

に、３項目 (当人にとって何が重要なのか、介護士にとって

何が役立つのか、自治体にとってどんな経済的メリットがあ

るか)を確認し、それが確認できない場合は、ステップ2のプ

レセンテーションには進めない。

ステップ２：ワークショップ

事前準備：参加企業に事前にテンプレートを渡し、基本事項

を埋めてもらう (評価指標)。参加者が理解できるように簡潔

にまとめる必要があり、最大A4で２ページ以内にまとめ、事

前に提出。また、自治体のクオリティーコントロールに送り

問題がないか確認することもある。提出された資料は、ワー

クショップ当日に参加者に配られる。

当日：ステップ１をクリアした3-4企業が集い各40分ほどのプ

レゼンテーションからなるワークショップセッションを実施

する。このワークショップは、CFVが中心となり進められ

る。聴講・参加者は、自治体職員、看護師、医師、家族、当

人など様々で、この段階で多様なステークホルダーを集める

ことが重要である。ワークショップセッションの参加者は、

提出された資料を元に聴講し、各企業の評価を１枚の質問用

紙にそれぞれの立場から記載する。質問用紙は、記載者に

とってシンプルでわかりやすいものである必要があるため、

評価は５段階評価のみ、および自由回答。最後に、代表が集

まって結果を議論し、1st stepとしてパイロットプロジェクト

をしたいかどうか(もしくはテスト導入しないか)を考える。

その後、どこでテストしたいかを考える。

ステップ３：地方自治体プロジェクトチームの参画

ステップ３から地方自治体のプロジェクトチームが関わる。

テストサイト/試しに使ってみたいと考えるヘルスケア組織や

機関があれば、企業と協力し、長期のパイロットプロジェク

トを実施する。パイロットプロジェクトは、誰が使うか、何

人に使ってもらうか、プロジェクト期間などの詳細を事前に

定めて実施する。例えば、LAVOTは、3箇所(Aalbog, Viborg,

Skive)で活用されることになった。

ステップ４：スケールアップの検討

成果にもよるが、一部の組織で実験的に導入されたテクノロ

ジを、いかにスケールアップするか広範囲で活用させる可能

性を考える。
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Aabenraa

Kommune

http://www.livingtecha

abenraa.dk/nyheder/2

019/go-to-guide-til-

implementering-af-

velfaerdsteknologier-

til-mennesker-med-

demens/

*Aabenraa市は、2016

年から2019年までに実

施された介護施設向け

認知症・革新的ウェル

フェアテクノロジー・

ソリューションの評価

プロジェクトのパート

ナーである。プロジェ

クトは、Aabenraa市を

含む、デンマーク-ド

イツの国境エリアの南

北の産官学民協力によ

る交差領域パートナー

シップ「Demantec」

として実施した。

Kirsten

Springborg,

Aabenraa

Kommune and

Project partner

of Demantec

 7ステップによる介護施設

で暮らす認知症者の生活支

援技術のテストと実装のた

めのガイドライン「Go-to-

Guide」

（Demantec）

Denmantecは、介護施設へのウェルフェア

導入において、価値創造と早期のユーザ参

加および、介護施設とテクノロジー提供企

業の早期対話が施設へのテクノロジー導入

において重要であるとしている。Denmatec

によるガイドライン「Go-to-Guide」で

は、ユーザーのニーズを知るため、準備段

階に重点を置き、企業や介護施設からのベ

ストプラクティスによるアドバイスを提供

している。

このガイドラインでは、導入手続きを7つの

フェースに分類しており、各フェーズの実

施事項だけではなく、責任者、関係者につ

いての推奨も行っている。

7つのフェーズ：①フレームワーク、②

フィールドワーク、③ワークショップ、④

パイロットテスト、⑤テスト評価、⑥実

装、⑦最終評価

・資料：

https://syddansksundhedsinnovation.dk/me

dia/g5tpkah3/demantec_go-to-guide-for-

your-implementation-journey512-final-a.pdf

7つのフェーズにおける手続き

①フレームワーク：テクノロジー導入に向け、チームのゴー

ルを設定する。介護施設のスタッフ、居住者にとってのテク

ノロジーの価値、また発展（growth）や経済（economy）的

価値を設定する。

②フィールドワーク：介護現場のニーズや課題を明確にする

ためのフィールドワークを実施する。

③ワークショップ：特定されたニーズにより、フレームワー

クを見直す。対象となるニーズや課題に対し、どの技術提供

者・開発者が最適なアプローチを提供できるか、企業と密接

に連携し、導入計画を策定する。

④パイロットテスト：介護施設内で、様々なソリューション

を検証する（例：プランニングとテストの繰り返し、小規模

な検証、ソリューションを使った最初のスタッフトレーニン

グの実施、環境による相互作用や実際の効果の観察）。この

際、必ずスタッフが参加し、企業は彼らからのフィードバッ

クを集計し、計画を立て、可能であれば、技術調整と新たな

ワークフローをテストする。

⑤テスト評価：全体のフレームワークを参照し、ニーズに

合ったテクノロジーがあれば、反映させる。企業と介護施設

は更なる協力のための計画を策定する。

⑥実装：実施計画に従い、ソリューションもしくはアプリ

ケーションの設置を設置する。スタッフやユーザーへの紹介

とトレーニングを行う。

⑦最終評価：全体的なフレームワークを参照し、フォロー

アップと調整を行う。継続的なサポートとトレーニングを行

う。具体的なアプリケーションとそれに対応する価格リスト

について、拡張とスケールアップの両方について議論する。

事前に合意したフォローアップサービスやサポートを実施す

る。

参加者が記入する非常にシンプルなテンプレートが

ある。評価指標に関しては、2007年のものが簡略

化されたIntroduktion til mini-MTVであるが、こち

らは医療機器の評価に使われているものだ。デン

マークの医療関係分野では広く使われているが、福

祉機器により合ったタイプの評価指標が作られるべ

きだと考えている。

・南デンマークヘルスイノベーションセンター

（Syddansk Sundhedsinnovation）は、介護施設向

けウェルフェアテクノロジーのプロジェクト

Demantecのメンバーであり、このプロジェクトに

おいて作成した「介護施設で暮らす認知症の方の生

活支援技術の試験・実装のための7ステップ」によ

るテクノロジー導入を推奨している。

（https://syddansksundhedsinnovation.dk/projekte

r/demantec-demens-og-innovative-

velfaerdsteknologiske-losninger-til-plejehjem）

7

Aalborg

Kommune

Center for Welfare

Technology (CFV)

https://www.cfv-

nord.dk/

*CFVは、デンマーク

でも最大規模の

Welfare Technologyを

扱うテスト機関で、大

まかに北ユトランド半

島(３自治体)をカバー

する。アセスメント対

象となる機器の選定も

代表して行う。同様の

施設はAarhusにもあり

技術アセスメントに関

しては多くの類似する

手法を利用している

が、異なる点も多々あ

る。

Sissie Skyum:

Center for

Welfare

Technology

Presentation Day 参加型ワークショップ、

1. 新規、もしくは当該市において知られて

ない福祉機器製品である事。他の自治体で

よく知られていたり導入されている製品な

どは除外する。

2. 製品発表会は、自治体職員にインスピ

レーションを与えるもの、最新の福祉機器

に触れることができる機会と位置付けられ

る。公平に紹介するという類のものではな

い。

3. 福祉機器は下記の要項の一つ、もしくは

複数満たしている必要がある。

- 市民に意味がある製品である事。市民が自

律した生活を送り、誇りを保ち、QoLを高

めることができること

- 製品は、自治体職員に意味があるものであ

ること。製品は、自治体職員の労働環境を

向上させるもの、計画しやすくする必要が

あり、他のタスクにとりかかれるなどの時

間の節約につながる

- 製品は、自治体組織、予算、課題分野に意

味があるものであること。現在の組織構造

の中で利用ができる必要があり、導入する

ことで経済効果が狙えるものである必要が

ある。さらに、自治体の重点エリアに関

わっている必要がある。

4. 発表会は、分野ごと・テーマごとに実施

されるため待ち時間が起こりうる。例え

ば、訓練関連、アプリ関係、センサー、移

譲、認知症などのテーマがありうる。
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1

An organisational analysis of the
implementation of telecare and
telehealth: the whole systems
demonstrator

テレケアとテレヘルスの実施に関
する組織分析：ホールシステムデ
モンストレーター

2012 管理者 Jane Hendy, Theopisti
Chrysanthaki, James
Barlow, Martin Knapp,
Anne Rogers, Caroline
Sanders, Peter Bower,
Robert Bowen, Ray
Fitzpatrick, Martin
Bardsley & Stanton
Newman

BMC Health Services
Research  Article
number: 403 (2012)

イングランドの3ヶ所において、長期疾患を持つ
人々のために遠隔介護（テレヘルス、テレケ
ア）を用いてサービスを再設計する際の実施上
の課題に影響を与える組織的な要因を調査する

英国保健省のWhole Systems Demonstrator
（WSD）プログラムを形成する3つのサイトの
ケーススタディ。半構造化インタビュー、プログ
ラム期間中および開始前の会議の観察、文書レ
ビューなど、さまざまな情報源からデータを得る
ために定性的調査技法が用いられた。参加者は、
リモートケア・サービスの実施に携わる管理者と
実務者である。

リモートケアの実施は、WSDプログラムの中核
をなす大規模なプラグマティッククラスター無
作為化対照試験（RCT）の中で行われた。確か
なベネフィットのエビデンスを得るためには、
試験デザインの多くの側面を現地の事情に容易
に適合させることはできなかった。リモートケ
アは成功裏に展開されたが、RCTの要件によ
り、各施設におけるより幅広い実施上の教訓と
組織的学習の水準が妨げられた。

3

Literature review on monitoring
technologies and their outcomes
in independently living elderly
people

自立した生活を営む高齢者におけ
るモニタリング技術とその結果に
関する文献調査

2014 文献レ
ビュー
（技術調
査）

Kirsten K. B. Peetoom,
Monique A. S. Lexis,
Manuela Joore,
Carmen D. Dirksen,
Luc P. De Witte

The Lancet　Volume
371, Issue 9614, 1–7
March 2008, Pages
725-735

家庭内で活動状況を把握するためのモニタリン
グ技術にはどのようなものがあるか、その特徴
や適用目的は何か、その効果についてどのよう
な研究が行われ、どのような成果が報告されて
いるのかを把握すること。

方法Pubmed、Embase、Cochrane、PsycINFO、
Cinahlの科学データベースとGoogle Scholarで補
完し、系統的な文書検索を実施した。在宅高齢者
の日常生活動作（ADL）または転倒などの重要
なイベントを検出し、自立した生活の延長を目的
としたモニタリング技術について報告している文
書(942)をこのレビューの対象とした。

結果モニタリング技術には主に5つのタイプがあ
ることがわかった。
人感センサー・身体装着センサー・ビデオモニ
タリング・圧力センサー・音声センサー

Implementation
Science volume 8,
Article number: 22
(2013)

実装科学の取り組みに対する現在の方法論的障
害の2つは、実装の成功に影響を与える仮説の構
成要素に関する合意不足と、これらの構成要素
を特定する測定値である。これらのギャップに
対処するため、本論文の主たるゴールは、実施
結果に影響を与える主要な要因のマルチレベル
の枠組みを特定すること、これらの主要要因に
包含される構成要素を評価する利用可能な尺度
の系統的レビューを行い、および検索論文にお
けるこれらの尺度の基準妥当性を判断すること
であった。

エビデンスに基づく医療イノベーションの実施を
予測する構成要素を評価するために設計された尺
度の使用または開発を報告する論文を特定するた
めに、系統的な文献レビューを実施した。2012
年8月12日までに発表された論文を、
MEDLINE、CINAHL、PsycINFO、
Implementation Scienceの各誌を通じて確認し
た。次に、修正5因子フレームワークを利用し
て、各尺度が構造、組織、提供者、患者、および
イノベーションレベルの要因を表す構成概念を評
価する項目を含んでいるかどうかをコード化し
た。さらに、検索された論文の中で、各尺度の基
準妥当性をコード化した。

我々のレビューでは62の施策が確認された。そ
の結果、組織、プロバイダー、イノベーション
レベルの構成要素では使用可能な尺度が最も多
く、構造および患者レベルの構成要素では最も
少ないことが示された。さらに、基準妥当性、
すなわち実施結果（例：フィデリティ）との信
頼できる関連性を示した尺度は比較的少なかっ
た。
考察 これらの知見を踏まえ、本研究では、研究
者が自らの実施研究に用いるために既存の尺度
を特定し、適応させ、改善するために利用でき
る戦略を中心に考察を行った。我々の文献レ
ビューとその結果である測定法集は、研究者が
進行中および将来の研究において実施に関連す
る構成要素を概念化し測定する能力を向上させ
るものである。

2

Measuring factors affecting
implementation of health
innovations: a systematic review of
structural, organizational,
provider, patient, and innovation
level measures

ヘルスイノベーションの実施に影
響を及ぼす要因の測定：構造的、
組織的、医療提供者、患者、およ
びイノベーションレベルの測定法
のシステマティックレビュー

2013 文献レ
ビュー

Carmen D. Dirksen
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Telemedicine Journal
and e-Health　 2014
Aug 1; 20(8): 696–704.

高齢者がeヘルスサービスを利用する際のニー
ズ、見解、態度に関する研究はほとんどなく、
したがって利用可能な情報も不十分である。本
研究の目的は、ポーランドのある地域の高齢者
サンプルの態度や認識、特にヘルスケアや医療
に関するeヘルスサービスの受容度を評価するこ
とによって、高齢者とeヘルスに光を当てること
である。

ポーランドのLower Silesia地方に住む高齢者を対
象に、2段階のサンプリング方式を採用した。第
一段階は、250の診療所から8つの診療所を無作
為に選択することである。第2段階は、60歳以上
の患者をリストアップし、この調査への参加を審
査することであった。この第2ステージで、本調
査に参加するために募集した患者は合計400名で
あった。無作為に選ばれた8つの一般開業医の診
療所（都市部4カ所、農村部4カ所）が調査の対
象となり、各診療所は、予約のために来た最初の
50人の高齢患者を調査に参加するよう招待する
ことが義務づけられた。したがって、ポーランド
のLower Silesia州で選ばれた8つの一般診療所を
利用して、総患者数から400人の患者を募集し
た。400人の患者のうち、286人が調査への参加
に同意し、インフォームドコンセントを得た。そ
の後、各患者は、データ収集のために医師と面談
の約束をした（254人は診療所で、32人は自宅
で）。調査は、2012年8月から12月にかけて実施
した。
本調査は、2012年8月から12月にかけて実施さ
れ、eヘルスサービスに対する本調査対象者の
ニーズとプリファレンスを、本調査のために作成
された正式なインタビュースケジュールに基づい
て評価した。

世界的な高齢化社会の進展に伴い，個別化され
た医療サービスに対するニーズが高まってい
る。その結果、医療提供者やインフラへの負担
が増大し、医療費の国民負担が増加する。高齢
者は、医療サービスへの地理的・機能的アクセ
スという問題にますます直面することが重要で
ある。これらの課題には、アクセスの問題を超
越し、医療提供者と患者の双方にとってコスト
を削減することが実証された革新的なソリュー
ションが必要である。本研究では、ポーランド
のある地域の高齢者層がeヘルスサービスに大き
な関心を寄せていることを示す証拠を示した。
その結果、以下のことが明らかになった。は、
高齢患者の19％がパソコンを持っていて使える
こと、62％が携帯電話を使えることを示した。
インターネットは、22％の高齢者が時々利用し
ている。e-ヘルスサービスへの関心の高まりに
影響を与える最も重要な予測因子は、コン
ピュータ、インターネット、携帯電話の使用と
同様に、高学歴、正常な認知機能、都市部に住
んでいることであった。e-ヘルスソリューショ
ンの種類によって、e-ヘルスサービスに対する
コミットメントのレベルは異なり、最も関心が
高いとされたサービスは、携帯電話やコン
ピュータで医師から簡単な医療勧告を受けるこ
とであった。

Sebastiaan T M Peek
1, Eveline J M Wouters
2, Joost van Hoof 3,
Katrien G Luijkx 4,
Hennie R Boeije 5,
Hubertus J M Vrijhoef
6

computers in Human
Behavior
Volume 26, Issue 2,
March 2010, Pages
132-139

本研究の目的は、地域居住高齢者のための技術
の導入を促進しうる要因の概要を提供すること
である。本研究の目的は、地域在住高齢者の技
術導入を促進する要因の概要を提供し、この特
定のグループにおける技術受容のさらなる研究
の方向性を提供することである。
本研究における技術受容とは、技術の使用意向
または技術の実際の使用と定義される[17]。高
齢化対応技術とは、機能的または認知的な障害
を緩和または予防することによって、慢性疾患
の影響を抑制することによって、あるいは社会
的または身体的活動を可能にすることによっ
て、地域在住の高齢者の自立を支援するために
開発された電子技術であると定義される。aging
in placeは、長期介護施設に住んでいない高齢者
と定義する。

2012 年 1 月、7 つのデータベース（ACM Digital
Library、CINAHL、IEEE Xplore、MEDLINE、
PsycINFO、Scopus、Web of Science）を、①
「高齢」「シニア」および同義語、②「自立生
活」「地域生活」および類似の検索語、③「高齢
化対応電子技術」の 4 つのキーワー ドで複合検
索し、その結果をまとめた。この種の技術は様々
な分野で研究されているため、「システム」「e
ヘルス」「ジェロンテクノロジー」「テレモニタ
リング」「スマートホーム」「支援技術」「ロボ
ティクス」などの検索語を広く含めることとし、
（4）「受容」と関連する検索語として、「使
用」「採用」「密着」「拒否」などの用語を追加
した。異なるデータベースで選択されたオプショ
ンや制限を含む全150の検索用語の完全リスト
は，オンライン版
（http://dx.doi.org/10.1016/j.ijmedinf.2014.01.0
04）の補足資料として入手可能である。

重複する結果を削除した後、合計2841件のユ
ニークな論文が同定された（図1）。選択プロセ
スにより、当初は15件の論文[38-52]が含まれ
た。雪だるま式に1件の論文[53]が追加され、こ
のレビューに含まれる論文の総数は16件となっ
た。  実施後の段階での受け入れ評価（1論
文）、または実施前と実施後の段階での評価の
組合せ（3論文）は、はるかに少なかった。
16 件の論文のうち 11 件が質的研究手法（イン
タビューやフォーカスグループを使用）を用い
ている。
また、質的手法と量的手法を組み合わせた手法
（ミックスメソッド）が 4 件、量的手法のみ
（横断的な調査）の論文が 1 件であった。

5

Factors influencing acceptance of
technology for aging in place A
systematic review

高齢化対策技術の受容に影響を与
える要因。システマティックレ
ビュー

2014 文献レ
ビュー
（高齢者）

4

Support for e-Health Services
Among Elderly Primary Care
Patients

高齢プライマリケア患者における
e-ヘルスサービスの支持率

2014 高齢者 Maria Magdalena
Bujnowska-Fedak and
Iwona Pirogowicz
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【別添】表７：2012～2015年における利用者を主体としたテクノロジーの評価に関する論文一覧（全6件）
タイトル タイトル日本語訳 発表時期 調査対象者 著者 掲載誌 背景 方法 考察

6

A multi-level qualitative analysis
of
Telehomecare in Ontario:
challenges and
opportunities

オンタリオ州における遠隔医療の
多層的 質的分析:挑戦と機会

2015 患者および/
または非 公
式介護者
(n=39)、医
療提供者
(n=23)、技
術者(n=2)、
管理者
(n=12)、お
よび医療従
事者

Luc P. De Witte BMC Health Services
Research

慢性閉塞性肺疾患や心不全の患者に対する遠隔
介護の潜在的な有効性を示す研究はあるが、広
範で 包括的な評価は不足している。本稿では、
カナダ・オンタリオ州で行われたテレホームケ
アの混合法プ ログラム評価の質的要素について
論じる。質的要素の目的は、このプログラムが
最初に実施された3つの 地域にわたって、プロ
グラムの実施と採用を促進または阻害するマル
チレベルの要因とプロセスを探求 することで
あった。

技術、患者、医療提供者、組織、構造という 5 つ
のレベルにわたって、遠隔医療 の実 施と採用の
促進要因と障壁を探るために、マルチレベルの枠
組みを概念的ガイドとして採用している。 主要
なテーマを引き出すために、プログラム関係者へ
の詳細な半構造化インタビューとエスのグラ
フィー調査、 およびテレホームケアの文書レ ビ
ュ ー を 実 施 し た 。 研究参加者(n=89)には、
患者および/または非 公式介護者(n=39)、医療提
供者(n=23)、技術者(n=2)、管理者(n=12)、お
よび医療従事者が含 まれる。オンタリオ州の3つ
の地域医療統合ネットワークにおける意思決定者
(n = 13)。

 マルチレベルフレームワークの各レベルにおけ
る遠隔介護の実施と採用の主な促進要因には、
遠隔介護技術の使いやすさ、プログラムへの参
加に対する患者のモチベーション、遠隔介護プ
ロバイダーのサポート、より広い医療サービス
提供への遠隔介護の統合、および包括的プログ
ラム評価が含まれる。主な障壁は、技術使用へ
のアクセスに関する問題、患者の言語(英語また
はフランス語でない場合)、遠隔介護プロバイ
ダーの時間制限、患者への医療提供の格差、地
理的・社会的位置に関連する患者の参加に対す
る構造的障壁などであった。
遠隔医療サービスは患者の生活にプラスの影響
を与え、医療提供モデルを強化する可能性を
持ってい る が、多くの重要な課題が残されてい
る。そのため、遠隔医療サービスのさらなる実
施と拡大には、すべての 利害関係者とともに、
何がうまくいき、何がうまくいかないかを継続
的に評価する必要がある。 テレホンケアの実施
と採用に影響を与える状況要因を理解するため
に、地域内および地域間で対話、評 価、知識の
移転を増やすことが必要。これにより、すべて
のプログラム関係者のニーズをよりよく 反映
し、対応するための意思決定が可能となる。
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【別添】表８：2016～2022年における利用者を主体としたテクノロジーの評価に関する論文一覧（全22件）
タイトル タイトル日本語訳 年代 調査対象 著者 掲載誌 概要 方法 結果 考察

4

 Design and
usability
evaluation of
COOK 　an
assitive
technology for
meal preparetion
for persons with
severe TBI

重度TBI者のための
食事調理支援技術
「COOK」の設計
とユーザビリティ
評価
COOK (Cognitive
Orthosis for
coOKing)

2019 外傷性脳
損傷
（TBI）
患者

Stéphanie Pinard 1
2, Carolina Bottari
3 4, Catherine
Laliberté 5, Hélène
Pigot 4 5 6,
Marisnel Olivares 5
7, Mélanie Couture
8 9, Sylvain Giroux
5 6, Nathalie Bier 3
CANADA

Disability and
Rehabilitation:
Assistive
Technology

カナダでは、毎年10万人が外傷性
脳損傷（TBI）となる。中等度か
ら重度のTBIの有病率は若い男性
で最も高く、身体的、感情的、認
知的な障害を伴うこの慢性疾患と
ともに平均50年生きることにな
る。食事の準備は、安全性のリス
クが高い複雑な活動であり、TBI
の影響を受ける最も重要な活動の
1つであるが、当該障害者に食事
作りを支援するためのコンテキス
ト認識技術は存在しません。

本研究の主な目的は、生活支援施
設に住む重度のTBI患者ととも
に、また患者のための食事準備を
支援する技術を設計し、テストす
ることであった。

リハビリテーションと情報学を結
ぶ学際的技術プロジェクトの一環
として、COOK（Cognitive
Orthosis for coOKing）は、ユー
ザー中心設計の手法により、将来
のユーザーやステークホルダーと
ともに、またそのために設計され
た。COOKは3人の参加者のア
パートに実装され、実装後1、3、
6ヶ月でそのユーザビリティが評
価された。

COOKは、セキュリティと認知支
援システムの2つの主要システム
からなる状況認識型支援技術であ
る。COOKの導入後、参加者は安
全な食事作りを自立して再開する
ことができた。ユーザビリティテ
ストでは、良好な有効性と許容範
囲の満足度が示された。

2

Assistive
technology
products: a
position paper
from the first
global research,
innovation, and
education on
assistive
technology
(GREAT)
summit

支援技術製品：第1
回世界研究・革
新・教育支援技術
（GREAT）サミッ
トからのポジショ
ンペーパー

2018 障がい者

1

Older Adults'
Acceptance of
Activity Trackers

高齢者のアクティ
ビティトラッカー
に対する受容度

2017 高齢者

Disability and
Rehabilitation:
Assistive
Technology
Volume 13, 2018 -
Issue 5: Position
Papers from the
First Global
Research,
Innovation, and
Education on
Assistive
Technology
(GREAT) Summit

支援技術（AT）システムにおい
て「人」を位置づけ、強調するこ
とを目的としたポジションペー
パー。ATを必要とする人々は、
歴史的に不利な立場に置かれてい
る。人間のニーズ、力関係、相互
作用、文脈上の制約が複雑に絡み
合い、平等、尊厳、尊重に基づい
た価値ある有意義な機会の実現や
選択が困難になっている。

適切なATの提供は、人々が人権
と基本的自由を行使することを可
能にすることを行使できるように
するものであり、その提供が不十
分であったり、なかったりする
と、生命や生活に対する潜在的な
代償を考えると、真剣に取り組む
必要がある [4-6]。本論文では、
人権の枠組みの原則を採用し、す
べての人が、個々の健康及び福祉
ニーズを満たす適切なATを利用
する権利を有し、ライフコースを
通じて市民社会への参加を可能に
するという普遍的な視点に立つ 。
本論文では、以下のような個人中
心の視点について議論する。

Journal of Applied
Gerontology

高齢者によるアクティビティト
ラッキング技術のユーザビリティ
と受容性を評価することを目的に
行った。

アクティビティトラッカーについ
てヒューリスティック評価を行
い、ユーザビリティの障壁となり
うるものを明らかにした。次に、
高齢者16名（Mage=70,
SDage=3.09, rangeage=65-75）に
対して、28日間のフィールド調査
の前後にアンケートとインタ
ビューを実施し、受容の促進要因
とさらなる障壁を理解した。ま
た、これらの測定に加え、日記や
使用状況のデータを収集し、ユー
ザーがユーザビリティの問題を克
服できたかどうか、またその理由
を評価した。

ヒューリスティック評価では，
「システム状態の可視化」「エ
ラー防止」「一貫性と標準化」に
おいてユーザビリティの障壁が明
らかになった．また，フィールド
調査により，さらなる障壁（正確
性，フォーマットなど）と受容促
進要因（目標追跡，有用性，励ま
しなど）が明らかになった．活動
量計などのウェルネス管理技術の
受容は、導入時の受容障壁（例：
使えない時にチュートリアルの提
供、アクティブトラッカーの優位
性を伝える）に対処することに
よって向上する可能性がある。

Kimberly C Preusse
1, Tracy L Mitzner
1, Cara Bailey
Fausset 2, Wendy A
Rogers 1

3

Are there
differences in
factors
influencing
access and
continued use of
assistive products
for people with
intellectual
disabilities living
in group homes?

グループホームで
暮らす知的障害者
が、支援製品を利
用したり、継続的
に使用したりする
ことに影響を与え
る要因に違いはあ
るか？

2018 知的障害
者

Disability and
Rehabilitation:
Assistive
Technology

 適切なATの提供は、人々が人権
と基本的自由を行使することを可
能にする。

ATの利用について述べ、個人的
に意味のある利益と成果を考察す
る。

データの分析には、定比較分析の
技法を用いた。結果と結論。知的
障害者のための支援製品のアクセ
スに関する7つの領域と継続的使
用に関する8つの領域に適合する
要因の概要が示されている。アク
セスおよび継続的使用は、異なる
障壁と促進要因に影響されること
が示されている。

リハビリテーションへの影響を医
療専門家による支援製品の積極的
な評価はまれであり、知的障害者
の大多数は、その必要性を知らせ
るために介護者に頼っている。利
用できる支援製品および知的障害
者に対する支援製品の利点に関す
る介護者に対する教育の不足は、
このグループの利用不足を招く可
能性がある。知的障害者に対する
介護提供者の一方的な態度は、特
定の（ハイテク）支援製品へのア
クセスと使用を制限する。この研
究で明らかになった支援製品支援
のための公的資金が細分化されて
バラバラであることは、国のすべ
ての地域でUNCRPDを平等に実
施しようとする政策立案者にとっ
て重要な問題点である。

Fleur Heleen Boot
1 2, Malcolm
MacLachlan 1 3 4,
John Dinsmore 5
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【別添】表８：2016～2022年における利用者を主体としたテクノロジーの評価に関する論文一覧（全22件）
タイトル タイトル日本語訳 年代 調査対象 著者 掲載誌 概要 方法 結果 考察

5

Older adults'
perspectives on
the process of
becoming users of
assistive
technology:
qualitative
systematic review
and meta-
synthesis

支援技術のユー
ザーになるプロセ
スに関する高齢者
の視点：定性的シ
ステマティックレ
ビューとメタ分析

2019 高齢者 Stina Meyer Larsen
1 2, Rikke Falgreen
Mortensen 3,
Hanne Kaae
Kristensen 1 2, Lise
Hounsgaard 2

Disability and
Rehabilitation:
Assistive
Technology

支援技術（AT）の使用者になる
過程に関する既存文献を特定し、
統合し、評価すること

5つの書誌データベース（PubMed
経由のMEDLINE，CINAHL，
Web of Science，PsycINFO，
SocINDEX）を，（i）高齢者と同
義語，（ii）支援技術と類似語の2
組の検索語を用い，質的研究フィ
ルタと組み合わせて2017年3月13
日まで系統的に検索した。論文は
スクリーニングされ、読まれ、批
判的に評価された。メタシンセシ
スは、の解釈の理論によって導か
れた

4645件の論文のうち17件が含まれ
た。ATのユーザーになる過程に
関する5つの段階が浮かび上がっ
た：A段階：必要性の評価、B段
階：必要性の認識、C段階：日常
生活にATを取り入れる、D段階：
ATの使用、E段階：将来の使用。

高齢者がATのユーザーとなるプ
ロセスについてより深い理解が得
られた。段階と移行は、高齢者の
視点からプロセスを理解するため
の分析的枠組みとして機能する。
このレビューでは、提供プロセス
全体を通して、クライアント中心
のアプローチを用いることを提唱
している。リハビリテーションへ
の示唆 高齢者がATの使用者にな
る過程には、個別的な時間的要因
が含まれ、これは個別的なフォ
ローアップの実践を支持するもの
である。ATの使用者になる過程
は自己イメージと密接な関係があ
り、医療従事者はATの使用だけ
でなく、新しい自己イメージへの
高齢者の感情的な適応も支援する
必要がある。このプロセスは、高
齢者の社会的背景に大きく影響さ
れる。医療専門家は、ATの提供
プロセスにクライアントのソー
シャルネットワークを関与させる
ことを考慮すべきである。

7

Having to learn
this so late in our
lives…' Swedish
elderly patients'
beliefs,
experiences,
attitudes and
expectations of e-
health in primary
health care to
learn this so late
in oure lives

スウェーデンの高
齢者患者のプライ
マリーヘルスケア
におけるeヘルスに
対する信念、経
験、態度、期待。

2019 高齢者

6

The use of
information and
communication
technology in
healthcare to
improve
participation in
everyday life: a
scoping review

日常生活への参加
を向上させるため
のヘルスケアにお
ける情報通信技術
の利用：スコーピ
ングレビュー

2019 一般

Veronica Milos
Nymberg 1 2, Beata
Borgström Bolmsjö
1 2, Moa Wolff 1 2,
Susanna Calling 1
2, Sofia Gerward 1
3, Magnus
Sandberg 4

Scandinavian
Journal of Primary
Health Care

モバイル情報技術の開発は、慢性
疾患の予防と治療のための介入に
有望な結果を示している。高齢患
者のeヘルスサービスに対する信
念、態度、経験、期待を探ること
は、プライマリケアにおけるこう
したツールのアドヒアランスに影
響を与える要因を理解するのに役
立つ。

南スウェーデンの3つのプライマ
リーヘルスケアセンター
（PHCC）の患者15名を対象に、
フォーカスグループインタビュー
を実施した。データは、分析中に
データから浮かび上がったコード
とカテゴリーを用いた主題別内容
分析で分析された。

スウェーデンの高齢患者は、eヘ
ルスに対して両義的な感情を抱い
ており、医療へのアクセス性、貧
弱なITシステムに対する不信感、
テクノロジーに対処する能力の低
下などを懸念している。また、消
極的な好奇心ではあるが、前進し
たいという希望と必要性も表明し
ている。e-healthの介入を成功さ
せるには、高齢者への情報とサ
ポートに強く焦点を当て、異なる
態度やニーズをターゲットに調整
する必要がある。キーポイント 急
速に発展するe-ヘルスサービスに
対する高齢患者の信念、経験、態
度、期待を探ることは、プライマ
リケアにおけるそうしたツールの
アドヒアランスに影響を与える要
因の理解に役立つ。スウェーデン
の高齢患者は、eヘルスに対して
両義的で異なる経験や態度を示
し、医療へのアクセス性、コス
ト、貧弱なITシステムに対する不
信感やテクノロジーに対処する能
力の欠如といった懸念を表明し
た。彼らはまた、消極的な好奇心
を持ちながらも、前進する希望と
必要性を表明した。e-healthの介
入を成功させるには、高齢者のた
めの情報とサポートに強く焦点を
当て、異なる態度とニーズをター
ゲットに調整する必要がある。

Disability and
Rehabilitation

1どのようはモバイル技術が.日常
生活への参加を改善するためにつ
かわれているかのエビデンスをこ
れまでの研究をレビューすること
でチェック
2.研究成果が参加とどのように関
連しているかを記述することで
あった。

MEDLINE、CINAHL、Cochrane
Libraryなどのデータベースを用い
て、スコープレビューの手法で研
究を同定した。その後、研究をス
クリーニングし、含めるかどうか
を評価した。

研究をスクリーニングし、含める
かどうかを評価した。11の研究が
含まれた。最もよく使用された技
術は、ビデオ会議と電話であっ
た。11件の研究のうち10件が、日
常生活への参加の変化を報告して
いた。参加は主に生活場面への関
与や日常生活動作に関連するもの
として記述されていた。結論：情
報通信技術を通じて参加を改善す
るための介入を行うことは、リハ
ビリテーションにおける有効な選
択肢となりうる。今後の研究で
は、参加の定義に関連して、介入
とその結果を測定し、記述する必
要がある。リハビリテーションへ
の影響情報通信技術アプリケー
ションの使用は、対面式の介入と
同様に優れていると思われる。

Michael Zonneveld
Icon,Ann-Helen
PatomellaORCID
Icon,Eric
AsabaORCID Icon
&Susanne Guidetti
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9

Physical activity
and sedentary
behaviour in a
residential aged
care facility

住宅型高齢者介護
施設における身体
活動と座りがちな
行動

2019 高齢者 Sharon Parry 1,
Marilyn Chow 1,
Frances Batchelor
2, Robyn E Fary 1

Australasian Jornal
on Ageing

高齢者施設に居住する認知症の有
無にかかわらず、自立して移動す
る高齢者の座りがちな行動と身体
活動レベルを評価することを目的
に研究をおこなった。高齢者介護
施設の入居者37名を対象に、5日
間、起床時に装着する加速度計を
用いて、座位行動と身体活動を測
定した。

加速度計のデータが有効な参加者
（n = 28）は、85％の時間を座っ
て過ごし、12％が低強度、2％が
軽強度、1％が中強度から強度の
身体活動をしていた。座位時間の
半分以上は、30分以上の運動で蓄
積されていた。身体活動は、強度
を問わず、10分未満で行われた。

居住者は高度の座位と運動不足で
あった。特に、長時間の座りっぱ
なし行動の中で、1回の活動時間
が短いことは、重要な発見であっ
た。本研究は、高齢者施設におけ
る座りっぱなしの行動を解消する
革新的な方法を開発する必要性を
示唆している。

10

Using a cognitive
orthosis to
support older
adults during
meal preparation:
Clinicians’
perspective on
COOK
technology

食事準備中の高齢
者をサポートする
ための認知装具の
使用。COOK技術
に関する臨床家の
視点

2020 作業療法
士

Amel Yaddaden,1,2
Mélanie Couture,3
Mireille Gagnon-
Roy,1,4 Patricia
Belchior,2,5
Maxime Lussier,1,2
Carolina Bottari,1,4
Sylvain Giroux,6 H
élène Pigot,6 and
Nathalie Bier1,2

Journal of
Rehabilitation and
Assistive
Technologies
Engineering

COOKと名付けられた技術は、コ
ンロの横に設置されたタッチスク
リーンで、危険な行動を修正しな
がらタスク遂行をサポートするも
のである。我々は、（1）診断に
応じた機能プロファイル（2）
キッチンでの自律性を高めるため
に用いられる介入の種類（3）こ
の顧客層に対するCOOKの実施に
対する促進要因と障害について記
録することを目的とした。

作業療法士（n=24）を対象に4回
のフォーカスグループを実施し、
文字起こし、コーディングとマト
リックス構築を含む主題分析で分
析した。

作業療法士は、両診断に対して、
異なる（1）機能プロファイルと
（2）介入を確認した。クック
（3）の使用は、アルツハイマー
病での使用には多くの障壁が発生
するため、軽度認知障害ではより
有益である可能性がある。コンロ
のデジタル制御や複雑な情報管理
など、いくつかのパラメータは簡
略化する必要がある。

作業療法士によると、この技術は
特に軽度認知障害者の学習能力に
優れているため、応用が可能。
本研究では、認知障害のある高齢
者特有のニーズと、作業療法士に
よる介入を記録した。今後の研究
では、介護者の視点も取り入れる
必要がある。

11

A Conversational
Robot to Conduct
Therapeutic
Interventions for
Dementia

認知症の治療介入
を行う会話型ロ
ボット

2020 認知症患
者

8

The Use of
Wearable Activity
Trackers Among
Older Adults:
Focus Group
Study of Tracker
Perceptions,
Motivators, and
Barriers in the
Maintenance
Stage of Behavior
Change

高齢者における
ウェアラブル活動
量計の使用。行動
変容の維持段階に
おけるトラッカー
の認識、動機づ
け、障壁に関する
フォーカス・グ
ループ・スタディ

2019 高齢者

Dagoberto Cruz-
Sandoval; Jesús
Favela

IEEE Pervasive
Computing Volume:
18 Issue: 2

認知症の人への非薬物療法的な介
入を効果的に行うためには、言葉
によるコミュニケーションが不可
欠である。我々は、認知症患者へ
の治療的介入を行うために開発さ
れた会話型ロボットEvaについて
述べる。Evaを用いたWizard-of-
Ozアプローチによる研究では、
EvaがPwDのセッションにうまく
参加できることが報告されてい
る。会話型ロボットEvaを改 良
し，オペレータの介在なしにPwD
の治 療的介入を行うことができる
ようにした ことを述べる。

5名のPwDを対象に、自律 型ロ
ボット(AR)によるセッションの有
効性を評価した結果を報告する。
本研究 では、ARを用いた実験
と、同じロボット を用いてWoZ
を用いた実験の結果を比較 した。
社会的ロボットは、PwDのケアを
サポ ートするために使用されてい
る。4 しか し、我々の知る限り、
PwDとの言語コミ ュニケーショ
ンに基づいたセラピーセッ ション
を導くためにARを使用した研究は
、過去に報告されていない。本研
究では 、提案したストラテジーを
実装すること で、ロボットが楽し
く効果的なセラピー 介入を自律的
に行うことができることを 示し
た。

JMIR mHealth and
uHealth　Published
on 5.4.2019 in Vol
7, No 4 (2019):
April

トラッカー利用を有益な健康行動
と捉え、維持期と再発に焦点を当
てた行動変容のトランスセオリー
モデルを適用し、トラッカー長期
利用を促進・阻害する要因につい
て検討した。活動量計の非使用・
短期使用から長期使用・使用放棄
という異なる使用時点における高
齢者の認識と使用状況を調査し、
トラッカー使用を維持する要因と
使用者のトラッカー使用中止を防
ぐ要因を明らかにすることであっ
た。

10回のフォーカス・グループから
得られたものである。そのうち、
4つのフォーカス・グループに
は、アクティビティ・トラッカー
を使用したことがない参加者
（n=17）が含まれていた。これ
らのフォーカスグループには、ア
クティビティトラッカーのトライ
アルが含まれていた。他の6つの
フォーカスグループ（アクティビ
ティトラッカーのトライアルな
し）は、短期（n=9）、長期
（n=11）、元トラッカーユー
ザー（n=11；ユーザータイプご
とに2つのフォーカスグループ）
で実施されたものである。

さまざまなトラッカー使用段階に
ある高齢者は、さまざまなトラッ
カー機能を好み、望み　その後、
長期ユーザー（維持段階にある
ユーザー）として、最も多様で洗
練された技術のユーザーであるこ
とが明らかになった。　長期ユー
ザーはトラッカー使用の習慣を身
につけているのに対し、他の参加
者には行動維持を確実にするため
に様々な励ますような戦略をすす
める必要がある。一緒に社会的支
援を行うことによってアクティビ
ティトラッカー利用を長期使用す
るためのモチベーションアップに
繋がる。短期ユーザーや以前使っ
たことのあるユーザーはにとって
は健康行動の競い合いを進めた
り、使ったことのないユーザーに
ついては代替トラッカー使用体験
をしてもらった。以前の使用者や
中断して再使用を始めたユーザー
は、アクティビティトラッカーの
使用は、身体活動を増やしたいと
いう願望よりも、日々の身体活動
を定量化したいという好奇心が原
動力になっていた。長期使用者
は、アクティビティトラッカー使
用の長所をより多く知っていた
が、他の人はこの行動の短所を見
ている。

Anastasia
Kononova 1, Lin Li
2, Kendra Kamp 3,
Marie Bowen 4, R
V Rikard 2, Shelia
Cotten 2, Wei Peng
2
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13

Smart assistive
technology for
cooking (COOK)
for people with
cognitive
impairments
following a
traumatic brain
injury: a user
experience study
(Preprint)

外傷性脳損傷後の
認知機能障害者の
ためのスマート調
理支援技術
（COOK）：ユー
ザーエクスペリエ
ンス研究（プレプ
リント）

2021 外傷性脳
損傷
（TBI）
患者

12

Safely and
Actively Aging in
Place: Older
Adults'assitudes
and Intentions
Toward Smart
Home
Technologies

安全かつ積極的な
場所での高齢化。
スマートホームテ
クノロジーに対す
る高齢者の態度と
意思

2021 高齢者

Mireille Gagnon-
RoyMireille
Gagnon-RoySté
phanie PinardSté
phanie
PinardCarolina
BottariCarolina
BottariShow all 10
authorsNathalie
BierNathalie Bier
CANADA

JMIR Rehabilitation
and Assistive
Technologies
Published on
26.1.2022 in Vol 9,
No 1 (2022): Jan-
Mar

認知障害を持つ人々の家庭環境に
導入する前に、新技術の受容性と
統合性を最適化するために、ユー
ザビリティを含むユーザーエクス
ペリエンス（UX）を開発プロセ
スを通じて何度も正式に評価する
必要がある。

本研究の目的は、外傷性脳損傷
（TBI）患者の家庭内にCOOK
（Cognitive Orthosis for
Cooking）を将来導入する際に、
UXの問題、特にユーザビリティ
の問題、考慮すべき要素を特定
し、技術を改善するための修正点
を明らかにすることである。

実験室で行われた広範なユーザビ
リティテ ストを含む 2 回の UX 評
価で構成されている．5 名の専門
家による 3 回のセッションと，
COOK の改良後に 10 名の TBI 参
加者による 2 回のセッションを実
施した．各セッションでは，UX
とユーザビリティに関する シナリ
オとアンケートを実施した．

どちらのラウンドでも、良好な
ユーザビリティの結果と快楽的な
クオリティが示された。参加者か
らは、ナビゲーションの不整合、
技術的なバグ、より多くのフィー
ドバックの必要性など、さまざま
なユーザビリティの問題が指摘さ
れた。また、TBIの参加者から
は、環境的な要因（使用可能なス
ペース、ペットの有無など）や個
人的な要因（テクノロジーに対す
る快適さのレベル、視覚障害の有
無、好みなど）も挙げられ、今後
のCOOKの実装において検討すべ
き事項が浮き彫りになった。

Gerontology and
Geriatric Medicine
First published
online May 22, 2021

本研究では、自宅内および自宅周
辺での安全でアクティブな生活に
貢献しうる、現在利用可能なス
マートホームテクノロジーに対す
る高齢者の使用意向と意識を調査
した。代表的な技術として、ス
マート照明、スマートドアロッ
ク、スマート防災機器、スマート
ホームシステム／ホームオート
メーションの4つに焦点を当て
た。

本論文では、オンラインおよび対
面式の調査（n=129）、および地
域在住の50歳以上の高齢者
（n=15）によるフォーカスグ
ループからなる逐次混合法の研究
バージニア州南西部の50歳以上の
地域住民を対象に、3つのアプ
ローチで調査した。 (1) オンライ
ン・リクルーティング (1)オンラ
イン調査（Center for Gerontology
Older Adult Research：OAR）の
登録者からオンライン調査票を回
収 (n=77) (2) 地域の昼食プログ
ラムから直接調査票を回収し、自
記式調査票を回収（n=37）、(3)
独立生活共同体の住民にオンライ
ン招待し、同じ自己記入式アン
ケートに回答してもらう。(3)独
立生活共同体の住民を対象に、同
じ自己記入式調査の実施、製品に
関する実地教育セッションへの参
加、フォーカスグループへの参加
を呼びかけた（n=15）。これら
のサイトからの意図的なサンプリ
ングにより
地域社会で生活する高齢者を対象
に、年齢層や社会経済的背景の異
なる多様な年齢層と社会経済的背
景を持つ高齢者を採用。質的なサ
ンプル 独立した生活コミュニティ
から15人の参加者を得た。我々
は、参加者の時間と意見に対し
て、金銭的なインセンティブを提
供したを提供し、参加者の時間や
意見に対して金銭的なインセン
ティブを与えた。

本研究は、様々な人口統計学的変
数、自己申告による健康・身体活
動変数、およびTAM変数と高齢者
の意識・行動との関係を検討した
数少ない混合研究である。
スマートホームテクノロジーの使
用に対する態度や意図に関連する
要因は、製品の種類にある程度依
存するものの、特定の要因は技術
に関係なく有意な予測因子である
ことがわかった。「有用性の認
知」、「使いやすさの認知との間
に強い相関があることがわかっ
た。
フォーカスグループの参加者はそ
の製品が日常生活で役立つものか
どうか、また、自分の日常生活に
役立つものなのか、他人の役に立
つものなのか必要性を感じるそう
kくぉを明確に区別。

スマート照明、スマートドアロッ
ク、スマート防災機器、スマート
ホームシステム／ホームオート
メーションの4つに焦点を当てた3
種類のスマートホームホームデザ
イン製品 3 つと、より包括的なス
マートホーム　ホーム/ホーム
オートメーションシステムに焦点
を当てた。これらのスマートホー
ム技術は、コストと複雑さのレベ
ルが異なる代表的なものをえら
び、以下のような製品群を対象と
している。スマートホーム技術
は、様々なコストと複雑さを持
ち、身体活動を日常生活に取り入
れることをサポートする様々な製
品を対象としている。高齢者が最
も関心のある安全・安心に関連す
るホームテクノロジーとして、玄
関ドアやホームオートメーション
など、家電製品を自動的に停止さ
せる製品など、高齢者が最も採用
したいと思う技術を含む。

Elif Tural,
Danni Lu, PhD,
D. Austin Cole,
MS,
USA
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Measuring
Cognitive Status
from Speech in a
Smart Home
Environment

"スマートホーム環
境における音声か
らの認知状態測定"

2021 認知症高
齢者

IEEE
Instrumentation &
Measur... >Volume:
24 Issue: 6

認知機能の健康状態は、高齢期の
自立と幸福にとって重要 な要素て
゙あり、スマートホームは、認知
機能の状態を継続的か つ控えめな
方法で測定する多くの機会を提供
している。認知機能の健康状態を
測定する手段として、音声に注目 
する。既存の認知機能評価手法に
は多くの制約あるが、ス マート
ホームの音声センシング技術に
よって解決できる可能 性が、あ
る。1. 音声から認知状態を測定す
る方法について 、オープンソース
のソフトウェアツールボックスの
紹介を含 め、簡単に説明する。2.
認知的健康状態を測定するため の
能動的・受動的スマートホームス
ピーチセンシングに関す るパイ
ロット研究の結果 3.この分野にお
ける 次の研究のための推奨事項と
課題を述べ、成功への技術的・ 倫
理的障壁の両方を克服するのに役
立つと考える。

音声からの認知機能低下の測定
認知能力の低下は、外傷性脳損
傷、脳卒中、アルツハイマー病 
(AD)などの神経変性疾患など、
さまざまな身体的要因の根 底にあ
る結果として起こる可能性があ
る。神経変性疾患に 伴う一連の認
知症状は、認知症として知られて
いる。認知症はゆっくりと時間を
かけて進行するため、認知症の進
行を 遅らせるための治療が最も効
果的である、できるだけ早い段 階
で発見する方法への関心が高まっ
ている。

この分野現在の最先端技術
医学的測定における不確かさに関
する議論において、 Parvisと
Vallanは、医学的測定器の3つの異
なるカ テゴリー を列挙した:臨床
的に関心のある何らかの物理量を 
直接測 定するもの、抽出した量を
より解釈しやすい特徴に変換 す 
るもの、複数の量を単一の指標に
統合するもの .明らか に、音声か
ら認知を測定することは
は、最後にして最も複雑 なカテゴ
リーに属する。
したがって、音声を認 知のための
測定器として 利用する現状を考え
ると 、基準器、再平坦性、解 像
度、システムの感度な ど、多くの
懸念事項が生 じることになる。

この分野での研究は現在も進行中
で、予備的な結果が得られてい
る。 高齢者のMMSEスコアと、
間、ためらい、エラー処理に関す
る特徴との間に、統計的に有意な
相関があることを発見した。仮想
アシスタントと の会話における
ポーズ、フ ィルドポーズ、代名詞
の 使用に基づいて、将来の 交通
事故(1.5年以内)を 79%の精度で
予測した [また，MCI の人は，認
知 的に健康な人と比べて， バー
チャルアシスタント と対話すると
きに，より 頻繁に，より長く休止
し ，より少ない単語と短い 音声
チャンクを生成する ことがわかっ
た .また ，MCI の人は，認知的に 
健康な人と比べて，バー チャルア
シスタントと対 話するときに，よ
り多く ，より長く休止し，より 
少ない単語と短い音声チ ャンクを
生成することが わかった。

Kathleen C. Fraser 
and Majid Komeili

4 / 7 ページ



【別添】表８：2016～2022年における利用者を主体としたテクノロジーの評価に関する論文一覧（全22件）
タイトル タイトル日本語訳 年代 調査対象 著者 掲載誌 概要 方法 結果 考察

15

Internet-of-
Things Smart 
Home 
Technology to 
Support Aging-
in-Place: Older 
Adults' 
Perceptions and 
Attitudes

高齢化社会を支え
るモノのインター
ネットによるス
マートホーム技
術。高齢者の認識
と態度

2021 高齢者 Yong K. Choi, 
PhD, MPH, Hilaire 
J. Thompson, PhD, 
RN, ARNP, 
AGACNP-BC, 
FAAN, FGSA, and 
George Demiris, 
PhD, FACMI, 
FGSA

Journal of 
Gerontological 
Nursing　2021 
Impact Factor 1.436

本研究の目的は、実世界での
フィージビリティスタディの一環
として、高齢者のIoT（Internet-
of-Things）スマートホーム機器に
対する認識を調べ、これらの技術
の採用に影響を与える要因につい
て説明することであった。高齢者
は、特定の種類のIoTデバイスや
その機能に対して独自の嗜好を
持っています。同様に、デバイス
間の受容度合いも異なっていた。

地域在住の高齢者37名が2ヶ月間
の研究に登録した。参加者は、研
究期間中、自宅に設置するさまざ
まなIoTデバイスの中から選択し
た。技術に対する認識を探るため
の半構造化インタビューが実施さ
れた。

一般的に、高齢者は健康管理をサ
ポートするIoTスマートホーム技
術に対して前向きな姿勢を持って
いた。緊急時の備えは、多くの高
齢者が認識したIoTデバイスの主
要な利点でした。また、スマート
スピーカーが提供する音声イン
ターフェースの利便性は、参加者
の間で高く評価されていた。高齢
者は、デバイスを持つことの利点
と実際の必要性を、プライバシー
侵害の可能性と比較検討する可能
性がある。看護師やシステム設計
者は、高齢者向けのIoT領域の相
互接続サービスに関連する倫理
的・実際的な課題を考慮する必要
がある。

使用ディバイス/ドア・窓セン
サー／活動量センサー ／ 部屋に
出入りしたときや、部屋にいると
きの体の動きをとるモーションア
クティビティデータセンサー明る
さ、温度、湿度などの環境データ
センサー・遠隔マイク搭載のス
マートスピーカー・ハンズフリー
で音楽をかけたり、情報を得た
り、アラート設定ができる。イン
ターネットに接続され IPカメラで
遠隔からの監視ができる。

17

  Access to and 
interest in 
assistive 
technology for 
home-dwelling 
people with 
dementia during 
the COVID-19 
pandemic

COVID-19パンデ
ミック時の在宅認
知症患者の支援技
術へのアクセスお
よび興味

2021 認知症患
者

16

Digital Inclusion 
of Older Adults 
during Covid-19 
:Lessons from 
Case study of 
Older Adults 
Technology 
services

Covid-19における
高齢者のデジタル
インクルージョ
ン：高齢者向けテ
クノロジーサービ
スのケーススタ
ディからの教訓

2021 高齢者

Marie H Gedde 1 2, 
Bettina S Husebo 1 
3, Ane Erdal 1, 
Nathalie G 
Puaschitz 4, Maarja 
Vislapuu 1, Renira 
C Angeles 5, Line I 
Berge 1 6  Norway

International 
Review of 
Psychiatry 
Volume 33, 2021 - 
Issue 4: ‘Technology 
and Mental Health’ 
with a special focus 
on COVID-19; 
Guest Editor: Ipsit 
V. Vahia

1）在宅の認知症患者とその介護
者（N = 438）を含む資源利用に
関する臨床介入試験
（LIVE@Home.Path）に組み込ま
れたパンデミックコホート
（PAN.DEM）の開発について述
べ、2）支援技術の流行前と比較
して使用について、3）COVID-
19制限が介護者のイノベーション
への関心をどの程度高めるかを
PAN.DEMコホート（N = 126）
で検討。主な発見は、パンデミッ
ク以前でも71％が支援技術を利用
できることである。大多数は従来
のストーブガードや安全アラーム
を利用しており、GPS、転倒検知
器、コミュニケーション補助装置
などのセンサー技術を利用してい
るのはごく少数。COVID-19に
よって、17%がテクノロジーへの
関心を高めており、電話の操作に
あまり慣れていないことと、認知
機能が高いことが、関心の高まり
に関連している。ノルウェーで
は、ウェアラブル技術やセンサー
技術が認知症患者にまだ十分に導
入されておらず、制限の下で関心
の高まりを示す介護者は少ないと
結論付けている。

Journal of 
Gerontological 
Social Work　　
olume 64, 2021 - 
Issue 6: Introducing 
the First Special 
Issue on COVID-19 
and Older Adults

高齢者と情報通信技術（ICT）の
関係は、しばしばデジタルデバイ
ドやテクノロジーギャップという
言葉で語られる。65歳以上の高齢
者は、テクノロジーの利用が増加
していることを示すデータがある
にもかかわらず、デジタル領域か
ら排除されているか、あるいはわ
ずかな存在であると見なされてい
る。技術導入の課題やデジタル・
インクルージョン向上のためのモ
デルはいずれもよく知られている
が、COVIDの流行とそのデジタ
ルライフへの全般的な移行は、高
齢者のデジタル・インクルージョ
ンを高めるという重大な必要性を
生み出している。高齢者向け技術
サービス（OATS）のケーススタ
ディと、同組織が対面式からバー
チャルプログラミングに移行した
ことを例に、高齢者とテクノロ
ジーの関係についての現場や実践
での捉え方を見直すことを試みて
いる。結論として、この新しいテ
クノロジー観が政策やプログラム
に与える影響について論じてい
る。

OATSでは５つのインパクトのあ
るエリア（社会交流・健康とウェ
ルネス・金融セキュリティ・市民
活動・創造表現）をサポートする
ために遠隔プログラムを広げた。
コンテンツとしてはより社会活動
やテックトーク（ディスカッショ
ンやデモンストレーションの特別
なテクニカルなわだいについての
知識についてトレナーと高齢者を
マッチングして行なっている）ま
た、地域の特別なイベントなどに
ついてなど内容が広がった。コロ
ナ禍において8月半ばには６０以
上あるレクチャーとワークショプ
を対面からバーチャルコンテンツ
に移行した。ワークショップは
「実践的」「体験的」であるた
め、意図的に長くした。OATSの
ホットラインを設け、バーチャル
プログラムへの参加者に対して参
加前・後でサポート。デジタルリ
テラシーのレベルによって１対１
で練習するための時間を追加。

94%が、A ARPとシニアプラネッ
トが主催する別のバーチャルイベ
ントに参加す る可能性がある
(25%)または非常に高い(69%)と
回答。参加者が持っているデバイ
スの種類を聞いたところ、上位3
つは「 仕事用のパソコンまたは
ノートパソコン」(38%)、「ス
マートフォ ン」(30%)、「タブ
レット」(17%)となった。デバイ
スを持って いない」と回答した人
は1%未満で、バーチャル・プロ
グラミングに 参加するためにデバ
イスを借りている。イン ターネッ
トへの接続方法のトップ3は、自
宅のケーブルインターネ ット接続
(60%)、スマートフォンに内蔵さ
れているLTEデータプ ランの利用
(15%)、自宅の光ファイバー接続
(11%)であった。 インターネット
に接続していない」と回答した人
は1%未満 。高齢者と接続性に関
する一般的なパターンを参照する
と、AARP のイベント参加者の自
宅からのインターネットへのアク
セスは、 概してPew 2019のデー
タで見られたのと同じ傾向を反
映。全体とし て、参加者の61%
は、Pewの調査の59%と同様に、
自宅でインター ネット接続/ブ
ロードバンドアクセスをしてい
る。AARPウェビナ ー参加者の約
15%は、Pewの調査の12%と同様
に、インターネット へのアクセス
をスマートフォンだけに頼ってい
る。

Joyce WeilORCID 
Icon,Thomas 
Kamber,Alexander 
Glazebrook,Marisa 
Giorgi &Kimberly 
Ziegler
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19

Adoption of 
Wearable Devices 
by Persons with 
Dementia: 
Lessons from a 
Non-
pharmacological 
Intervention 
Enabled by a 
Social Robot

認知症患者による
ウェアラブルデバ
イスの採用。ソー
シャルロボットに
よる非薬物療法か
らの教訓

2021 認知症患
者

18

Internet of 
Things in 
Healthcare: A 
Survey of 
Telemedicine 
Systems Used for 
Elderly People

ヘルスケアにおけ
るモノのインター
ネット。高齢者向
けに利用されてい
る遠隔医療システ
ムの実態調査

2021 高齢者

Dagoberto Cruz-
Sandoval, Jesus 
Favela, Irvin 
Hussein Lopez-
Nava & Arturo 
Morales

IoT in Healthcare 
and Ambient 
Assisted Living pp 
145–163

高齢者がこれらの機器を使用する
研究も増えているが、認知症の人
（PwDs）を対象とした報告はほ
とんどない。このことは、PwDs
がこの技術を採用するためには多
くの障壁があるため、理解でき
る。しかし、PwDsの活動や行動
をモニタリングすることは、疾患
の進行の追跡や介入の有効性の評
価、安全上の理由から不可欠であ
る。これは、特にCOVID-19によ
る現在の健康危機で厳しい課題に
直面している老人ホームに関連し
ており、これに対処する手段の一
つが遠隔監視と追跡であり、一般
的にはアンビエントアシストリビ
ング空間として計装化することで
ある。

10名のPwDsと6名の介護者の参加
を得て、老人ホームにおいて社会
的ロボットが誘導する非薬物療法
的介入を実施した研究について報
告する。認知刺激療法は9週間行
われ、参加者は1日中ウェアラブ
ルデバイスを使用した。デバイス
から収集されたデータは、介入中
に行動がどのように変化したかを
より深く理解するのに有用であっ
た。

PwDsによるウェアラブル端末の
採用、実施した戦略の有効性、そ
して得られた教訓について報告す
る。最後に、認知症患者を対象と
した研究において、活動モニタリ
ングのためのウェアラブルデバイ
スを採用するための提言を行う

IoT in Healthcare 
and Ambient 
Assisted Living pp 
69–88Cite

遠隔医療におけるIoT（Internet of 
Things）は、患者に即時治療を提
供し、重篤な患者を継続的にモニ
ターし、各患者の記録を追跡す
る。遠隔医療技術のサービスプロ
バイダーにとって、主なターゲッ
ト層は高齢者になる。高齢になる
と、若い人と比べて身体的・精神
的な安定が損なわれる可能性があ
り、そのため、高齢者の日常生活
を継続的にモニタリングする仕組
みが必要とされている。

本研究では、ヘルスケア分野で利
用されているIoTを利用した遠隔
医療システムを調査し、費用対効
果が高く、分かりやすい遠隔医療
システムを特定することを目的と
している。26の査読付き出版物の
データをレビューし、異なるパラ
メータ：遠隔医療システムプラッ
トフォーム、アルゴリズム、暗号
化方法、IoTハブシステム、オペ
レーティングシステム、通信シス
テム、センサー、ストレージ、
ネットワークシステム、ハード
ウェアに従って組み立てた。

ヘルスケアシステムで使用されて
いる従来のセンサータイプは心電
図（ECG）が22％。また、人感セ
ンサーは18%、温度センサーは
20%であった。Ubuntu/Linuxの
利用者は8%、赤外線（IR）の利
用者は4%と報告されている。同
様に、通信方式はWi-Fiが25%、
Bluetoothが21%であった。また、
GPRS通信方式を利用する予定の
医療機関は全体の4％であった。
さらに、38%の医療機関が
Androidオペレーティングシステ
ムを使用し、23%のユーザーが
iOSオペレーティングシステムを
導入しています。JAVAオペレー
ティングシステムは、医療システ
ムのユーザーの4%に人気があ
る。

Monroe Stefan 
PereraMalka N. 
HalgamugeMalka 
N. 
HalgamugeRuwani 
SamarakodyAzeem 
Mohammad

21

The Role of 
Information and 
Communication 
Technology 
(ICT) for Older 
Adults’ Decision-
Making Related 
to Health, and 
Health and Social 
Care Services in 
Daily Life—A 
Scoping Review

日常生活における
健康および医療・
福祉サービスに関
する高齢者 の意思
決定における情報
通信技術(ICT)の役
割-スコーピング・ 
レビュー

2022 高齢者

20

access to 
AssistiveTechnol
ogy during the 
Covid-19 Global 
Pandemic :Voice 
of User and 
Families

Covid-19の世界的
流行における支援
技術へのアクセ
ス：ユーザーと家
族の声

2021 障がい者

Susanna Nordin 1,* 
, Jodi Sturge 2 , 
Maria Ayoub 1 , 
Allyson Jones 3 , 
Kevin McKee 1, 
Lena Dahlberg 1,4, 
Louise Meijering 2 
and Marie Elf 1

Enviromental  
Research and Public 
Health

今回の調査では、以下のようなリ
サーチクエスチョンを設定し、調
査を行った
• 高齢者の視点から、健康や医
療・福祉サービスに関する意思決
定にどのようなICT が活用されて
いるのか?
• 高齢者の視点から、健康や医
療・福祉サービスに関する意思決
定に、どのような形 でICTが活用
されているか?
• 高齢者の視点から見た、健康や
医療・福祉サービスに関する意思
決定のためのICT 活用に影響を与
えうる要因は何か?

検索の結果、合計2308件の論文が
ヒットした。重複を排除した後，
1651 件のタイ トルと抄録をスク
リーニングした。包括基準を満た
さない論文は削除された。残った
論 文はすべて全文を読み(n = 
32)、基準を満たさない論文は削
除した(n = 22)。追加の 論文は、
適格論文の参考文献リストから特
定した(n = 2)。合計で、関連する
論文は12 件であった。検索プロセ
スは、PRISMA のフローチャート
で示されている

Enviromental  
Research and Public 
Health

COVID-19に関連する世界中の支
援技術（AT）ユーザーの体験と
ATシステム強化への示唆を探る
シリーズの1つである。モビリ
ティ製品、点字器、情報通信技術
などのATは、国連の持続可能な
開発目標の達成に必要であり、障
害者の権利条約にも明記されてい
る、機能を実現するための重要な
手段です。世界6地域の73人のAT
ユーザーを対象とした調査を報告
し、すでに健康上の不平等を抱え
ている少数民族が不当に影響を受
けていることを実証している。
ATのエコシステムの分析は、
WHOのGATE 5Pフレームワーク
（人、製品、人材、提供、政策）
を用いて行われた。ATユーザー
とその家族は、幼少から高齢ま
で、生涯を通じたニーズを包含す
る包括的なパンデミック対応を求
めている。我々は、パンデミック
への備えと対応において、公共政
策と市民社会全体でATへのアク
セスを強化するための将来の行動
に関する具体的な提言を行う。

Natasha Layton 1, 
Daniel Mont 2, 
Louise Puli 3, Irene 
Calvo 3, Kylie Shae 
3, Emma Tebbutt 
3, Keith D Hill 1, 
Libby Callaway 1 4,
 Diana Hiscock 5, 
Abner Manlapaz 2, 
Inge Groenewegen 
6, Mahpekai Sidiqi 
7
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Sensors この10年間、自立した生活を支援
するためのアクティブ・アシス
ト・リビング（AAL）システムの
開発に対する関心がかなり高まっ
ている。高齢化社会の到来は、経
済的・社会的な観点から、現代社
会に新たな課題をもたらす。AAL
は、個人の生活の質の向上、健康
で自立した生活の継続、障がい者
の支援、介護者・医療者の支援な
ど、さまざまな解決策を提供する
ことが可能。本論文では、AALシ
ステムに関する研究と技術のサー
ベイを目的とし、膨大な量の文献
が存在する。技術的・方法論的な
観点からAALシステムの開発に向
けた主要な動向を取り上げ、さら
なる調査に値する主要な課題を明
らかにする包括的な分析を提示す
る。

22

Ambient Assisted 
Living: A Review 
of Technologies, 
Methodologies 
and Future 
Perspectives for 
Healthy Aging of 
Population

アンビエント・ア
システッド・リビ
ング。人口の健康
的な高齢化のため
の技術、方法論と
将来の展望のレ
ビュー

2021 高齢者 Grazia Cicirelli * , 
Roberto Marani , 
Antonio Petitti , 
Annalisa Milella 
and Tiziana D’
Orazio
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【別添】表９：Factors influencing acceptance of technology for aging in place: A systematic reviewから抽出された質的研究の一覧（全16件）
タイトル 年代 著者 ADL 安全性 相互作用 実装プレ 実装ポス 調査方法 対象 調査テーマ n 国名

1

Privacy, Technology, and Aging: A 
Proposed Framework

2011 Lesa Lorenzen-
Huber, Mary 
Boutain, L. Jean 
Camp, Kalpana 
Shankar & Kay H. 
Connelly 
Ageing International

✖️ ✖️ ✖️ ✖️ 定性的 フォーカスグループ　
6～8人の高齢者の小
グループを対象に、
いくつかのパイロッ
トテストを施行。

高齢者のためのホームベース・ユビキタス技術開発における最初のプ
ライバシーフレームワークの妥当性と関連性を探るために企画。
プライバシーの枠組みは、ホームベースのユビキタス・コンピュー
ティング技術の開発において有効か？
プライバシーフレームワークは、高齢者のプライバシーに関する懸念
を正確かつ適切に表現しているか？

65 米国

2

Ageing-in-place with the use of 
ambient intelligence technology: 
Perspectives of older users

2011 J.van 
HoofaH.S.M.KortaP.
G.S.RuttenbM.S.H.D
uijnsteea

✖️ ✖️ ✖️ ✖️ 定性情報 デプスインタビュー 複雑な介護要求を持つ地域在住高齢者18名を対象に、家庭環境におけ
るテクノロジーと環境介入に関するインタビューと観察からなる質的
研究の結果を示すものである。これらの回答者は、アンビエントイン
テリジェンス技術の一例である無人自律監視システムのプロトタイプ
を、エイジ・イン・プレースの手段として自宅に設置した。UAS-
systemは、移動監視、音声応答、火災検知、さらに徘徊検知・防止な
ど、幅広い機能性を備えており、さまざまな構成で設置することが可
能です。

18 オランダ

3

A survey of older Hong Kong people's 
perceptions of telecommunication 
technologies and telecare devices

2010 Claudia KY Lai 
hsclai@inet.polyu.ed
u.hk, Jenny CC 
Chung, […], Natalie 
KL Leung, Jimmy CT
 Wong, and Diana PS
 Mak, +2 -2View all 
authors and 
affiliations

✖️ ✖️ ミックス
メソッド

対面式調査 香港の高齢者が、自宅での安全性を高めることができる製品への通信
技術の応用をどのように受け止めているかを調査した。本研究におけ
る遠隔介護機器は以下の通りである。(1) 24時間対応のパーソナルエ
マージェンシーリンクサービス（PELS）、(2) 家庭用非侵入型動作監
視システム、(3) ウェアラブルバイタルサイン監視システム。データ
は、香港の15の地区高齢者コミュニティセンターに住む65歳以上の高
齢者368人の利便性サンプルから、訓練を受けたインタビュアーによる
対面インタビューで実施された構造化質問票によって収集されまし
た。PELSは96%、在宅非侵入型モニタリングシステムは91%、ウェア
ラブルバイタルサインモニタリングシステムは84%と、3つの遠隔介護
機器はいずれも高齢者参加者に有用であると認識されていた

333 中国

5

Elderly persons’ perception and 
acceptance of using wireless sensor 
networks to assist healthcare

2009 RobertSteeleaAmand
aLoaChrisSecombeb
Yuk KuenWongc

✖️ ✖️ 定性的 フォーカスグループ 無線センサーネットワーク（WSN）技術に対する高齢者の認識、態
度、懸念について定性的調査を実施した探索的研究である。自立した
生活を送る高齢者を対象に実施された。現在の無線センサーネット
ワーク（WSN）技術や設計に対する高齢者の認識や考えを探るため、
様々なユーザー受容の理論やモデルから特定された概念からディス
カッションポイントを設計した。

13 オースト
ラリア

6

the perspectives of older adults in 
continuing care retirement 
communities, Inform. Prim. Care 16 
(2008) 195–201.

2008 Karen L Courtney 1, 
George Demiris, 
Marilyn Rantz, 
Marjorie Skubic

✖️ ✖️ 定性的 フォーカスグループ
デプスインタビュー

自立型・介護型CCRCに居住する高齢者のスマートホーム技術導入の意
思に影響を与える要因について調査した。本調査の結果、プライバ
シーが高齢者のスマートホーム技術導入の障壁となる可能性はあるも
のの、高齢者自身が技術の必要性を認識することで、プライバシーの
懸念を払拭できる。

14 米国

7

Senior residents’ perceived need of and 
preferences for “smart home” sensor 
technologies

2008 George Demiris
Brian K. Hensel
Marjorie Skubic
Marilyn Rantz

✖️ ✖️ 定性的 フォーカスグループ 特定のスマートホームテクノロジー（ベッドセンサー、歩行モニ
ター、ストーブセンサー、モーションセンサー、ビデオセンサーな
ど）に対する高齢者の認識を評価することである。

14 米国

8

Falls in older people: The place of 
telemonitoring in rehabilitation

2008 Khim Horton, PhD, 
BSc (Hons), RN, 
RCNT, RNT, 
PGCEA

✖️ ✖️ ✖️ ✖️ 定性的 デプスインタビュー 転倒検知器とベッド占有センサーを用いた拡張アラームサービスが、
転倒を繰り返す地域在住高齢者の転倒恐怖を軽減できるかどうかを検
討した観察研究の定性的要素の報告。イングランド南東部で実施され
た観察研究の質的要素に焦点を当てる。特に、転倒検知器やベッド占
有センサーなどの遠隔モニタリング装置の使用に関する高齢者の経験
と期待について探る。また、転倒を経験した高齢者のリハビリテー
ションに対するこの要素の意味についても考察する。

35 イングラ
ンド

9

Perceptions and Use of 
Gerotechnology: Implications for 
Aging in Place

2008 Atiya Mahmood, 
Toshiko Yamamoto, 
Megan Lee, 
Carmen Steggell

✖️ ✖️ ✖️ 定性的 フォーカスグループ オレゴン州の都市部と農村部の両方で、自宅や福祉施設に住む高齢者
を対象に、一連の小規模なパイロット研究を行っている。最初の
フォーカス・グループ・セッションの予備的なデータ分析から、モデ
ル生成に有用なコンセプトが明らかになり浮かび上がったテーマを紹
介する。

9 米国

32 米国✖️ ✖️ 定性的 フォーカスグループ 本研究の目的は、米国韓国系およびヒスパニック系マイノリティ高齢
女性の、高齢期におけるコミュニケーションおよびモニタリング技術
の適用に関する関心と懸念を調査しこれらの集団に特有の問題のいく
つかを洞察することであった。移民の韓国人女性（n=19）とヒスパ
ニック系女性（n=13）の態度と価値観を探るために、参加者の母国語
によるフォーカスグループを使用した。フォーカス・グループの討議
は、質的データの内容分析により、参加者が積極的にジェロン・テク
ノロジーを試そうとする姿勢、母国にいる家族とのつながりを改善す
る可能性への評価、テクノロジーがもたらす安全性と自立性の向上へ
の認識など、肯定的なテーマが浮かび上がった。一方、「金銭的な不
安」「言葉の壁」「電子機器による身体的な影響」など、否定的な意
見もあった。本研究に参加したマイノリティ女性のジェロンテクノロ
ジーに対する認識は、韓国とヒスパニックの文化的経験や価値観を反
映したものであった。ジェロン・テクノロジーの研究が進むにつれ、
新しいツールの設計、選択、使用において、マイノリティグループの
文化的ダイナミクスを考慮することが重要になると思われる。

4

The role of technology for healthy 
aging among Korean and Hispanic 
women in the United States: A pilot 
study.

2010 Steggell, Carmen D. 
Hooker, Karen 
Bowman, Sally 
Choun, Soyoung 
Kim, Sun Joong

✖️ ✖️
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【別添】表９：Factors influencing acceptance of technology for aging in place: A systematic reviewから抽出された質的研究の一覧（全16件）
タイトル 年代 著者 ADL 安全性 相互作用 実装プレ 実装ポス 調査方法 対象 調査テーマ n 国名

10

The Acceptability of Home Monitoring 
Technology Among Community-
Dwelling Older Adults and Baby 
Boomers

2008 Alex Mihailidis PhD 
and PEng,Amy 
Cockburn 
MScOT,Catherine 
Longley MScOT 
&Jennifer Boger 
MASc

✖️ ✖️ ✖️ ✖️ ミックス
メソッド

デプスインタビュー
面談調査

2つの世代のコホート（現在のベビーブーマーと高齢者）がホームモニ
タリング技術を受け入れる意思があるかどうかを調査した。男女とも
に地域に住む30人（ベビーブーマー15人、高齢者15人）が、構造化さ
れた混合法によるインタビューに参加した。参加者は、様々な技術
（例：個人用緊急通報システム、転倒検知システム）およびセンサー
の種類（例：スイッチ、モーションセンサー、コンピュータービジョ
ン）に対する意見と見解を、こうした技術を設置し使用したいと思う
家庭内の場所を含めて決定した。

15 カナダ

11

Unobtrusive In-Home Monitoring of 
Cognitive and Physical Health: 
Reactions and Perceptions of Older 
Adults

2008 Katherine Wild, 
Linda Boise, Jay 
Lundell, Anna 
Foucek,View all 
authors and 
affiliations

✖️ ✖️ 定性的 フォーカスグループ 地域在住の高齢者とその家族のモニタリングのニーズと期待を明らか
にすることである。フォーカスグループには、家庭内モニタリング機
器とデータ出力の例が提示され、参加者は、そのデータが自分にとっ
て意味のある情報を示しているかどうか、また、そのようなデータを
誰にどのように配布してほしいかを検討するよう求められた。その結
果、「自立の維持」「認知機能低下の発見」「情報の共有」「プライ
バシーとモニタリングの有用性のトレードオフ」という4つのテーマが
浮かび上がった。

23 米国

12

Electronic Memory Aids for 
Community-Dwelling Elderly Persons: 
Attitudes, Preferences, and Potential 
Utilization

2005 Jiska Cohen-
Mansfield, Michael 
A. Creedon, , 
Thomas B. Malone, 
Mark J. Kirkpatrick, 
III, Lisa A. Dutra, 
and Randy Perse 
Herman, View all 
authors and 
affiliations

✖️ ミックス
メソッド

面談調査 100人の高齢者ボランティアからのアンケートデータによると、半数以
上が少なくとも一つの目的のために電子記憶装置に興味をもっている
ことがわかった。使用すると答えた人は、使用しないと答えた人に比
べて、教育レベルが高く、家庭用電子機器をより多く使用し、機器の
使用を手助けしてくれる人がいる可能性が高く、健康上の問題を抱え
ている人が多かった。ほとんどの人が、薬の監視と予定の記憶のため
に記憶補助装置を使い、次に住所と電話番号を記憶することを希望し
ています。期待される用途、デザイン、望ましい指導方法、機器に関
する懸念は様々であった。研究結果は、柔軟性と複雑さの程度が異な
る機器を開発する必要性を示唆している。今後の研究では、このよう
な技術を使用するためのトレーニング方法について評価する必要があ
る。

100 米国

13

Wearing and Using Personal 
Emergency

2005 Eileen J Porter, PhD, 
RN

✖️ ✖️ 定性的 ディプスインタ
ビュー

個人用緊急通報システム（PERS）は，そのような人のための在宅ケア
の技術的補助手段であるが，PERSを使用した体験についてはほとんど
知られていない。一人暮らしの虚弱女性7名（83歳〜96歳）の体験を記
述的現象学的手法で調査した。主要現象はPERSボタンに関する一時的
なものであり、2つの構成現象は装着時期の決定と使用するかどうかの
決定であった。得られた知見は、コンプライアンスに焦点を当てた
PERSの装着と使用に関する既存の文献と対比された。この小さなサン
プルの女性の経験のバリエーションは、虚弱高齢者のPERSの一貫した
使用を強化するためのさらなる研究と個別介入を保証するものであ
る。

7 米国

15

Considering the Use of a Personal 
Emergency Response System: An 
Experience of Frail, Older Women

2002 Porter, Eileen J., 
PhD, RN  Ganong, 
Lawrence H., PhD

✖️ ✖️ 定性的 ディプスインタ
ビュー

高齢で虚弱な女性が個人用緊急通報システム（PERS）を使用する際の
個々の配慮について論じているが、それは高齢未亡人の在宅ケア経験
を探る大規模縦断研究から導かれたものである。参加者は、「倒れて
も見つからない」リスクを感じ、PERSを持っていない11人の虚弱女性
（81-94歳）である。各女性の自宅でのインタビュー時に得られた
PERS関連データを、記述的現象学的手法で分析した。PERSの使用検
討については、「なくても大丈夫」、「本当に必要になるまで待
つ」、「後で手に入れるかもしれないと納得する」、「今以上の苦労
はしない」によって経験が多様に構成されていた。PERSの利用率を高
めるためには、おそらく在宅ケア専門家による一貫した介入が必要で
あろう。効果的な介入を行うためには、高齢の虚弱女性によるPERS利
用の阻害要因や障壁を探る、さらなる記述的研究が必要であると思わ
れる。

11 米国

16

Receptivity to new technology among 
older adults

1999 Neena L. Chappell, 
Zachary Zimmer,

✖️ ✖️ 定量調査 面談調査 本研究では、高齢者の特定の技術的製品に対する受容性を理解するた
めのモデルを開発・検証するために、健康利用に関する文献を参照し
た。結果受容性は、素因、ニーズ、社会的支援因子、および、技術利
用によって軽減されうる問題への関心度によって直接的に影響され
る。階層的回帰式から、後者の「関心」が受容性に最も強く影響し、
「必要性」は間接的に強く影響することが明らかになった。また、他
者との接触が不満足な人ほど受容性が高いことから、社会的支援の欠
如が欲求要因として作用していることが示唆された。また、過去の研
究とは異なり、男性よりも女性の方が技術に対して受容的であること
がわかった。結論高齢者の自宅での生活の質を高めることを目的とし
た新しいテクノロジーは、多くの人に歓迎されることが示唆された。

1406 米国

✖️ ミックス
メソッド

面談調査 在宅で生活する虚弱高齢者を対象に、テレビ電話によるネットワーク
がピアサポートに与える効果を検討した。14名（男性5名，女性9名，
年齢層78-85歳）を対象に，コーディネータ介入とISDNテレビ電話の
利用によるネットワーク形成の1年間の試行を実施した。介入の目的
は、在宅虚弱高齢者の機能的自立を支援・向上させ、社会的ネット
ワークを広げることであった。研究期間中、被験者は1400回のビデオ
通話を行い、合計25,867分に及んだ。通話をしなかった被験者は1名で
あった。中心市街地以外に住む人ほど、テレビ電話の利用が多かっ
た。男女間の通話頻度は低かった。男性の方が通話時間が短く、通話
回数も少なかった。テレビ電話の利用頻度は、毎日利用するグルー
プ、週に1回利用するグループ、月に1回利用するグループの3つに分類
された。第一グループの被験者は全員、ビデオ電話に満足しているこ
とを明確に表明している。テレビ電話のネットワークは、高齢者のピ
アサポート関係に役立つと思われる。

28 日本

14

Peer support via video-telephony 
among frail elderly people living at 
home

2003 Hiromichi Ezumi, 
Noriko Ochiai, 
Mikiko Oda, 
Shigeko Saito, 
Minae Ago, 
Noriko Fukuma, 
Setsuko Takenami,

✖️
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title Citation and country Participants Attype
Design methodology
,method

 Themes PHASES Transitions

1

Exploring seniors' views on
the use of assistive devices in
fall prevention

F Aminzadeh 1, N
Edwardsm1998
CANDA

高齢者が転倒予防行動を取るか取らないか
の意思決定に影響を与える可能性のある要
因に関する研究が不足しているため、これ
らのプログラムの潜在的な影響は小さく
なっている。この探索的記述研究は、転倒
予防における補助器具の使用に関する高齢
者の見解について質的データを引き出すた
めに、フォーカス・グループ・アプローチ
を採用した。カナダのオタワに住むイタリ
ア系とイギリス系カナダ人の地域在住高齢
者30名の便宜的なサンプルに対して、4回
のフォーカスグループ・インタビューを実
施した。

30人
61-86歳
平均年齢 72.2歳

歩行と入浴の
補助器具

Retrospective dsign
forcus group

インタビューでは、転倒、老化、高齢者の
補助器具使用に関する個人的な経験やその
意味について記録した。この結果は、高齢
者の転倒を予防するための個人カウンセリ
ング、ソーシャル・マーケティング、政策
変更の領域において、公衆衛生看護の実践
に重要な示唆を与えるものである。また、
本研究は、このテーマに関する今後の研究
の方向性を示している。 3つの異なるテー
マを設定、転倒の違い・移動サポート機器
の使用に対する高齢者の視点・入浴解除に
対する高齢者の視点

AC BC

2

Acceptance and meanings of
wheelchair use in senior
stroke survivors

Donna J Barker 1,
Denise Reid,
Cheryl Cott 2004
CANADA

この質的研究の目的は、自宅や地域で所定
の車椅子を使用している脳卒中高齢者の生
活体験について理解することであった。こ
の研究では、平均5.6年間車椅子を使用し
ていた70歳から80歳の10人の参加者に対
して、半構造化された詳細なインタビュー
を行った。分析は、定比例帰納法にて行っ
た。車いす使用に対する受容は、消極的受
容、感謝的受容、内的受容の3つのカテゴ
リーに分類された。

10人
70-80歳
平均年齢75.5歳

マニュアルの車
椅子
電動車椅子
電動スクーター

Retrospective dsign
quqlititqtive
methodology (under
fined) semi-
structured,indepth
interviews

移動能力の向上、多様な社会的反応、大切
な役割の喪失は、3つの車椅子受容カテゴ
リーに共通したものであった。負担の大き
さ、自由、自発性については、3つのカテ
ゴリー間で程度が異なっていた。車いす
は、脳卒中患者の生活に継続性を持たせる
機会を提供するため、より完全に受け入れ
られ、より肯定的に捉えられているようで
あった。高齢の脳卒中経験者が車いすの使
用を最大限に受け入れるためには、脳卒中
前のライフスタイルや価値観を慎重に考慮
する必要がある。

m

3

Use of Mobility Devices:
The Decision-Making
Process of Nine African-
American Older Adults

Albert E.
CopolilloView all
authors and
affiliations  2001
USA

作業療法士がクライエントの生活にモビリ
ティデバイスを取り入れることを支援する
ためには、モビリティデバイス使用の個人
的意味と使用に影響を与える要因を理解す
ることが重要である。この探索的研究で
は、現在および潜在的なニーズを持つ9人
の高齢者がモビリティデバイスを使用する
ことを決定する過程を調べた。地域社会に
暮らすアフリカ系アメリカ人の高齢障害者
の生活を調べるために、フォーカスグルー
プやナラティブインタビューなどの質的方
法を用いた。

9人
63-91歳
平均年齢71歳
アフリカ系アメリ
カ人

移動ディバイス Loungitudinal
Design Gorouded
theory , focus
groups and
Indivisual narrative
interviews

移動装置使用の意味と価値、および移動装
置が日々の出来事に与える影響について話
し合うよう促された。データは、グラウン
デッド・セオリーの手法で分析された。そ
の結果、モビリティデバイスの使用を決定
するプロセスを説明する4つのテーマが浮
かび上がった。このプロセスを支援するた
めに、使用の活動性や環境特異性を認識
し、移動装置使用者の最終目的である使用
中止の重要性について議論した

A,B,C,D,E
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4

The Impact of Experience
and Heuristics on Everyday
Decisions to Use Mobility
Devices: The Need for
Control in Nine African-
American Older Adults

Albert E.
CopolilloView all
authors and
affiliations  2001
USA

アフリカ系アメリカ人の高齢者9名を対象
に、現在および将来の移動装置使用に関す
る意思決定と問題解決について調査する定
性調査を行った。フォーカス・グループと
個人のナラティブ・インタビューが行われ
た。

9人
63-91歳
平均年齢71歳
アフリカ系アメリ
カ人

移動ディバイス Loungitudinal
Design Gorouded
theory , focus
groups and
Indivisual narrative
interviews

高齢者は、自分自身の過去の経験、移動装
置を使用または使用を検討している他者の
観察、規則を、装置使用に関する意思決定
のためのヒューリスティックとして使用し
ていることが示された。また、自分の身体
的・社会的環境をコントロールしたいとい
う欲求が、移動装置使用に関する意思決定
の指針となっていた。この研究の参加者
は、環境をできるだけ変えずに自己イメー
ジを維持しながら、低下する移動能力を管
理する方法を模索していた。したがって、
移動装置の使用は、地域在住の高齢者が受
け入れる準備ができるよりも永続的かつ抜
本的な環境の変化を意味するため、最後の
選択肢であると考えられていた。この結果
を実際に使用するためのガイドラインを提
案する。

A,B,D,E
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7

"Do I need it? Do I really
need it?" Elderly peoples
experiences of unmet
assistive technology device
needs

Astrid Gramstad
1, Sissel Lisa
Storli, Torunn
Hamran 2013
Norway

支援技術装置（ATD）に対する満たされ
ていないニーズは、医療専門家または本人
が評価したように、ATDがあれば恩恵を
受けられる場合に発生する。高齢者の満た
されないATDニーズは記録されている
が、そのような満たされないニーズを抱え
ながら生活する経験については、ほとんど
知られていない。

目的： ATD を申請したノルウェーの在宅
高齢者の満たされていないニーズ体験を調
査する。

69-90 歳 補助歩行器
シャワー補助椅
子
電動車椅子
ビデ
リフトチェア
pillow to get out
chairs（立ち上
がり補助具）

phenomenological
approach現象論的方
法 in-depth
innterviews

ATDのニーズが満たされていないという
評価は、高齢者自体はなかなか実感として
わかっていない。彼らの期待や実際の動作
を調整しながら活動を維持することで、高
齢者が自分の不便さを自覚して適切な
ATDを利用することができる。高齢者と
接するとき、医療従事者は高齢者の言葉に
ならないニーズや日常生活における潜在的
な困難さに敏感である必要がある。

A,B B-C

8

Older individuals'
experiences during the
assistive technology device
service delivery process

Astrid Gramstad 
1, Sissel Lisa
Storli, Torunn
Hamran
2041Norway

一般家庭で生活する高齢者に支援技術機器
を提供することは、自立性を高め維持し、
在宅での加齢を可能にするための重要な介
入である。しかし、支援技術機器
（ATD）サービス提供過程における高齢
者の経験およびニーズについてはほとんど
知られていない。本研究の目的は、ATD
のサービス提供過程における高齢者の経験
を調査することであった。

69-90 歳 補助歩行器
シャワー補助椅
子
電動車椅子
ビデ
リフトチェア
pillow to get out
chairs（立ち上
がり補助具）

Loungitudinal
Design
hermeneutical
phenomenological
approach現象論的方
法 in-depth
innterviews

サービス提供のプロセスは一筋縄ではいか
ない4つのテーマで表現されるこ。「希望
と楽観的な期待」、「サービス提供後の管
理または追加的な支援の必要性」、「利用
可能な支援の有無と支援をやめてしまうこ
と」、「責任をもってやることまたは後回
しにすること」高齢者の経験は多様であ
り、必ずしも作業療法士に明示されない期
待に関連していた。ATDがクライエント
に届けられる状況は、サービス提供プロセ
スを成功に導く可能性を持つ重要な出来事
として、クライエントによって強調され
た。

C,D B-C

ステッキやフ
レームなどの歩
行補助具

Loungitudinal
Design Gorouded
theory , qualitative
(underfined) in-
depth innterviews

研究期間中、何人かの参加者は歩行補助具
を使用したり、使用する補助具の種類を変
えたりしました。時間が経つにつれて、参
加者は補助具の使用に対する当初の不安を
解消し、歩行補助具は自信を高め、活動や
参加を容易にすると説明されました。歩行
補助具を使い始めるかどうかの判断は、能
力の緩やかな変化と急激な変化の両方、そ
して文化的な情報に基づく加齢に対する考
え方に影響されていた。加齢に対する考え
方は、当初は補助具の使用に対する障壁と
なったが、その後、使用の促進要因として
作用した。

A,B,D,E B-C

6

Making decisions about
simple interventions: older
people's use of walking aids 

Rachael
Gooberman-Hill,
Shah Ebrahim
2007 UK

歩行補助器と高齢者を結びつけるステレオ
タイプは広く知られているが [ 10 ]、高齢
者自身が補助器の使用についてどのように
感じているかについてはほとんど知られて
いない。本研究では、高齢者自身が歩行補
助具の使用についてどのような意思決定を
行っているのかを調査した。高齢者がどの
ように、そしてなぜ歩行補助具を入手し使
用するのかを理解することは、医療提供者
が高齢の患者に対して補助技術や作業療法
やその他のケアへの紹介について共通の意
思決定を行う際に役立つであろう。高齢者
の歩行補助具に対する考え方は、その使用
率に影響すると思われ、高齢者が歩行補助
具を使用する動機についてはほとんど分
かっていない。英国の全国高齢者横断的人
口調査から採用した24名の男女を対象
に、詳細なインタビューからなる縦断的質
的研究を実施した。参加者は、最初のイン
タビュー時に69-90歳で、15人が1年後に
フォローアップされ、12人がその1年後に
再びフォローアップされた。分析は定比較
法を用いて行われた。

69-90歳
平均年齢80歳

LVAD弱視者支
援機器

Loungitudinal
Design Gorouded
theory , focus
groups and
Indivisual narrative
interviews

弱視リハビリテーションの分野で成長する
作業療法士にとって特に重要なのは、機器
の入手と日常生活への統合を支援する弱視
リハビリテーション・サービスに価値が置
かれている。作業療法サービスは非常に高
く評価されています。参加者は、弱視者の
サポート・ネットワークに参加して、リ
ソースに関する情報を得ることの重要性を
示した。また、LVADの使用について十分
な情報を得た上で決定するための障壁を減
らすために、制度や政策の変更が必要であ
ることを強調しました。この結果から、弱
視の作業療法士は、支援ネットワークの構
築を促進し、患者と他の医療従事者（特に
眼科医）との連絡役を務め、バリアフリー
のLVADの取得と使用を支援する政策展開
を促すことによって、顧客を支援できるこ
とが示された。これらのトピックは、弱視
リハビリテーションの分野でリーダーシッ
プを発揮できるようにするために、継続教
育や初級教育に取り入れる必要がありま
す。

B,C,D, B-C

5

Acquisition and integration
of low vision assistive
devices: understanding the
decision-making process of
older adults with low vision

Al Copolillo 1,
Jodi L Teitelman
2005 USA

弱視の高齢者が弱視者支援機器（LVAD）
の使用をどのように決定しているかを説明
することである。グループインタビューと
個人インタビューの両方から、参加者の語
りを分析した結果、機器の使用に影響を与
える3つのトピック領域が明らかになっ
た。この論文では、そのうちの2つについ
て説明します。LVAD使用の決定を成功さ
せるための経験と特徴」と「LVAD使用の
決定を成功させるための挑戦」です。3つ
目の「弱視障害への適応」については、簡
単に説明します。

56-90歳
平均年齢75.7歳
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9

Exploring the meaning of a
new assistive technology
device for older individuals Astrid Gramstad 

1, Sissel Lisa
Storli, Torunn
Hamran
2041Norway

まだ自宅環境で生活している高齢者にとっ
てのATDの意味を調査することを目的と
した。方法ATDの体験談を提供するた
め、移動の困難さを補うため、セルフケア
の補助のため、またはその両方のために新
しいATDを受け取った高齢者を研究対象
として募集した。参加者は、新しいATD
の使用経験について、数ヶ月の間隔をあけ
て2回インタビューを受けた。インタ
ビュー記録は、解釈学的-現象学的研究ア
プローチで分析された。結果分析の結果、
ATDの体験談に関連する3つのテーマが繰
り返された。

69-90 歳 補助歩行器
シャワー補助椅
子　電動車椅子
ビデ　リフト
チェア　pillow
to get out chairs
（立ち上がり補
助具）

Loungitudinal
Design
hermeneutical
phenomenological
approach現象論的方
法 in-depth
innterviews

その結果、「パフォーマンスと選択肢を可
能にする」、「支援を必要とする状態から
他者を支援する状態への変化」、「将来へ
の準備」という3つのテーマがATDの体験
記述に関連して繰り返されることが明らか
になった。結論ATDは、コンピテンス、
マスター、コントロール、自己価値、希
望、準備を高めるために利用されることが
示された。ATDのサービス提供は、クラ
イエント中心であるべきで、クライエント
は変化を生み出す積極的な参加者として認
識されるべきものである。

D,E

10

Experiences among older
persons using mobility
devices

Elizabeth
Hedberg-
Kristensson 1,
Synneve Dahlin
Ivanoff, Susanne
Iwarsson 2007
Sweeden

本研究の目的は、高齢者のモビリティデバ
イスの使用経験を調査することである。ス
ウェーデン南部の2つの自治体に住む参加
者を対象にフォーカス・グループ・インタ
ビューを実施した。作業療法士と理学療法
士が、関心のある65歳以上の参加者を特
定した。計7回のフォーカス・グループ・
インタビューに、22名が1回参加した。

65 歳以上 移動ディバイス
歩行器など

Retrospecctive
Design/ qullitative
approuch
(undefiend )focus
group interveiw

参加者の体験の5つの主要なカテゴリーが
浮かび上がった。自治体による機器の供給
と非供給」、「モビリティ機器の受容と非
受容」、「モビリティ機器の使い分けが日
常・社会活動を支える」、「日常・社会活
動を制約するさまざまな障害」、「モビリ
ティ機器を使用するための適応策」移動装
置使用に関する非受容や障害を経験してお
り、地域リハビリテーションにおけるより
効率的なデータ収集に関する品質開発の必
要性が浮き彫りになりました。

C,D

12

Significant junctures on the
way towards becoming a user
of assistive technology in
Alzheimer's disease

Eva Lindqvist 1,
Louise Nygård,
Lena Borell 2013
Sweeden

本研究の目的は、アルツハイマー病
（AD）の初期段階にある人がどのように
支援技術（AT）の利用者になったのか、
また、これらの利用者や、関連する場合に
はその重要な他者にとってATの利用は何
を意味するようになったのかについて述べ
ることである。

Participants(with
Alzheimer'S
disease)
54-79歳
平均年齢66.6歳

認知機能障害の
ある人をサポー
トするためのプ
ロダクト既製品

Loungitudinal
Design Gorouded
theory , semi
structured
interviews

参加者はユーザーとして、時間と労力の節
約、心配事やストレスの減少、安全感の増
加を認識し、健康増進や社会活動などの価
値ある活動を以前より多く、リラックスし
て行うことができるようになった。

結論本研究結果は、適切な人的サポートが
利用可能であり、潜在的な利用者が困難や
ニーズを認識でき、それらを克服するため
の変化を起こす意欲と能力がある場合、
ATはAD患者の活動パフォーマンスにプラ
スの影響を与えることができるという見解
を支持するものである。

B,C,D A-B,B-C,C-
D

補助具
スティック
歩行具

Retrospecctive
Design
phenomenographic
interveiw

ユーザーの態度は、次のようにいくつかの
態度に分析されます。「支援機器が生活に
うまく組み込まれている」、「高齢者は受
け入れざるを得ない」、「機器を使用する
必要性は自分の不完全さを感じる」と説明
された。日常生活における支援機器の使用
に対する適応は、「調整」と「あきらめ」
と表現されます。支援機器のサポートは、
外的な安全、内的な安全、尊重の3つの異
なる方法で認識されています。
結論:高齢女性が人工機器に頼ることがど
のようなことであるかを経験することは、
支援を計画する際に重要である。現れる主
な特徴は、自分の職業的パフォーマンスを
コントロールしようとする努力、あるいは
コントロールできているという感覚であ
る。

C B-C,C-D

11

Elderly women's way of
relating to assistive devices

Häggblom Kronlö
f, Greta; * | Sonn,
Ulla 1999
Sweeden

高齢の福祉用具使用者が、職業上のパ
フォーマンスにおいて福祉用具をどのよう
に認識し、どのように関わっているかを記
述することである。

72-95歳
女性
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14

Lifeworld perspectives
utilizing assistive devices:
individuals, lived experience
following a stroke

Ingvor Pettersson 
1, Peter Appelros,
 Gerd Ahlström
2007 Sweden

脳卒中後の障害を持つ個人が、支援機器の
使用に関連する個人的な意味と生活体験を
どのように記述したかを調査する。

脳卒中後の平均年
齢75歳

補助具
個別ケア
移動機器
家事サポート機
器
身の回りのサ
ポート機器

Retrospecctive
hermeneutic-
phenomenological ,
coversatioonal
interviews

しばしば複雑で矛盾した二重の経験がある
ことがわかった。補助器具は、幸福と自立
のための必須条件とみなされたが、同時
に、器具の使用が意味する制約のために否
定的な感情を生んでいた。これらの二重の
体験は、生きている身体、空間、他者との
関係、時間との関連で探求された。
作業療法士が個人の支援機器利用経験とそ
の過程における支援の必要性を理解するこ
とを促進する。

C,D,E

16

Getting used to assistive
devices: ambivalent
experiences by frail elderly
persons

Carina Skymne 1,
Synneve Dahlin-
Ivanoff, Lisbeth
Claesson, Kajsa
Eklund  2012
Sweden

虚弱高齢者がどのように支援機器ユーザー
になったかを経験し、支援機器が日常生活
における自立にどのような影響を与えるか
を知ることであった。

複数の健康問題を
抱える80歳以上の
人々を対象とした
フォーカス・グ
ループ法
18人（女性14人、
男性4人）

杖と歩行器具 Longitudinal
design,phenomenol
ogical, semi-
structured
interviwes

杖や歩行器に頼ろうとする基本的な意図
と、杖や歩行器が果たす関連した目的に
は、共通点と相違点があることが、データ
から明らかになった。参加者は、どちらの
機器も一貫して補助的なものだとは考えて
いない。この結果は、高齢者、研究者、実
践者、そしてこれらの機器の設計者が、こ
れらの機器と折り合いをつけ、それらを利
用することについて対話する機会を喚起す
るものである。

A,C,

B-C

B-C,C-D

補助ディバイス Retrospecctive
design,
qualitative(undefine
d) forcus group
discussions    5回の
グループディスカッ
ションを実施した。
各グループは1回、
90-120分行われ、す
べてのディスカッ
ションはオーディオ
テープに録音された

知識と経験に対する自信」と「日常生活に
おける支援機器の活用」です。知識と経験
に対する自信は、「専門家を信頼し、自分
を信頼する」、「支援機器に関する正しい
情報を持っていることに自信を持つ」とい
う、処方手続きにおける2つの経験カテゴ
リーによって形成されたものである。日常
生活で支援機器に慣れること」は、日常生
活で支援機器を使用する際の両義的な経験
として、次の5つのカテゴリーによって形
成されました。「機会が生まれるが制限が
ある」「安心できるが不安がある」「必要
性が一過性とみなされるか永続性とみなさ
れるか」「社会環境が後押しするが制限が
ある」「物理環境が促進するが複雑化す
る、その中間の経験はあまり極端でな
い」。本研究は、虚弱高齢者が支援機器の
使用者になる過程では、特別に開発された
支援が必要であることを示しています。

C,D,E

15

Older Homebound Women:
Negotiating Reliance on a
Cane or Walker

Eileen J. Porter,1
Jacquelyn J.
Benson,2 and
Sandy Matsuda3
2011 USA

生活の質を高め、身体の衰えを改善するた
めのテクノロジーに対する需要が高まって
いる（Charness, 2005; Czaja, 2006）。し
かし、杖や歩行器などの伝統的な技術も含
め、高齢者に技術的装置に対する意見を聞
いたことのある実務家や研究者はほとんど
いない（Zimmer & Chappell, 1999）。し
たがって、この論文で取り上げた問題は、
重要かつタイムリーなものである。私たち
の目的は、アメリカ中西部の州に住む40
人の在宅高齢女性にとって、歩行器として
杖や歩行器に頼ることがどのようなもので
あるかを詳しく説明し、それらの説明を個
人的・社会的文脈に設定することである。

40人
85〜98歳
女性
うち38人（95％）
は筋骨格系の問題
（関節炎、股関節
の骨折、またはそ
の両方）、37人
（93％）は心血管
系の問題（高血
圧、冠動脈疾患、
またはその両
方）、17人
（43％）は神経系
の問題（脳卒中）
を有していた

モバイルスクー
ター

Retrospecctive
Design
qualitative(undefine
d)open ended
quwstionaire and
focus group
interveiw

参加者の71％以上がスクーターを2年以上
所有しており、ほとんどがスクーターを新
品で購入し、80％が4輪スクーターを所有
していた。スクーターは主に、買い物や友
人・家族の家に行くとき、そしてドライブ
に行くときに使用されていました。ほとん
どの回答者は、毎週3～5回スクーターを
使用し、自宅から2～5キロメートルの距
離を移動していました。フォーカスグルー
プから得られた主な知見は、「スクーター
の入手」、「移動の意味」、「空間の共有
をめぐる問題」の3つの主要テーマに分類
された。それぞれを例証する。また、環境
と建物のデザイン、利用者のより良いト
レーニング、そして一般市民への教育への
影響も議論されている。

B,C,D B-C

13

Being mobile: electric
mobility-scooters and their
use by older people

ESTHER MAY
,ROBYNE
GARRETT
 and
ALISON
BALLANTYNE
2010 Australia

4 番目に大きい州である南オーストラリア
州では、高齢者による電動モビリティース
クーターの利用が増加し ている。その利
用については、利用者、介護者、都市計画
者、立法者などから様々な問題が提起され
ているが、これまで研究上の関心はほとん
どなかった。本論文で報告する研究の目的
は、モビリティスクーターを使用する高齢
者に影響を与える要因、特に高齢者自身の
視点から影響を与える要因を探ることで
あった。

電動モビリティー
スクーターを使用
する高齢者67人へ
のアンケート調査
南オーストラリア
州の他の高齢者
ユーザーの2つの
フォーカスグルー
プ
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 Themes PHASES Transitions

【別添】表10：Older adults' perspectives on the process of becoming users of assistive technology: qualitative systematic review and meta-synthesis
　　　　　　　　から抽出された質的研究の一覧（全17件）

17

Factors that influence the
use of assistance
technologies by older adults
who have a hearing loss

Kenneth Southall
1, Jean-Pierre
Gagné, Tony
Leroux  2006
CANADA

難聴の高齢者による支援技術の使用に影響
を与える要因を説明し、より良く理解する
ことであった。我々は、これらの技術の使
用に関連する個人の経験についての詳細な
説明を提供する方法論的アプローチを採用
することに関心があった。そのため、質的
な研究デザインを選択した。

聴覚補助技術をう
まく活用する10人
平均年齢73-92歳
音声録音によるイ
ンタビュー記録か
ら意味を抽出する
ために、主題分析
を用いた

補聴アシスタン
トテクノロジー

Retrospecctive
design,
qualitative(undefine
d)interviwes

これらの支援技術をうまく利用するために
は、聴覚障害の認識、技術的解決策の存在
に対する認識、機器の相談と入手、機器の
使用と修正された行動への適応が必要であ
ることが示唆された。これらの4つのラン
ドマークは、人々が支援技術の利用を成功
に導くか、あるいは支援技術の利用を思い
とどまるかの重要な段階であると思われ
る。これらの結果に基づき、アシスタンス
技術の認知、獲得、利用に関する代表的な
モデルを提案する。

B,C A-B,B-C
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Authors (Year) Country Study Aim Design and Methods Participants (Sample Size), Age ICT Characteristics Main Findings

在宅の高齢者の患者記録の収集と管
理を統合した双方向ICTプラット
フォームの開発と受容性の検証テス
ト

インタビューと記録された定量デー
タ

67歳〜90歳の高齢者8人
看護師３人

健康とウェルビーイングについての
アセスメント、ヘルスケアアドバイ
ス、ヘルスケアの情報についての
ウェブリンク、リスク警告評価モデ
ルのICT プラットフォーム、健康配
慮情報に関係するインターフェイス
やグラフィックを含むモニターウェ
ブとの連携

プラットフォーム経由でのセルフケ
アアドバイスは健康課題について情
報が必要な時に良いアドバイスが得
られたとナースとのコミュニケー
ションを可能にし、参加を促すこと
ができたとの評価が得られた。フォ
ントサイズとログインに関して技術
的課題はしてきされたものプラット
フォームの適切なコンテンツについ
ては使いやすいと評価される。

【別添】表11：The Role of Information and Communication Technology (ICT) for Older Adults’ Decision-
　　　　　　　　Making Related to Health, and Health and Social Care Services in Daily Life—A Scoping Reviewから抽出された質的研究の一覧（全12件）

1

Algilani, Langius-Eklöf, Kihlgren,
Blomberg (2016), Sweden
[50].

To develop and test feasibility and
acceptability of an interactive ICT
platform integrated in a tablet for
collecting and managing patient-
reported concerns of older adults in
home care.

Mixed-method design Interviews
Logged quantitative data

Older adults (n 67–90 years old
Nurses (n = 3)
= 8),

ICT platform for assessment of
health and wellbeing, healthcare
advice and links to websites for
information, risk assessment model
for alerts, connection to a monitoring
web interface, graphs to view
reported health concerns.

Via the platform, self-care advice was
regarded by the participants as a good
asset when they needed information
on health issues and what they could
do themselves. It enabled
communication between them and
the nurses, and could facilitate
participation. The platform had
relevant content and was perceived to
be easy to use although technical
challenges were identified (e.g.,
issues related to font size and logging
in).

The participants appreciated the
cognitive assessments and to
frequently capture physiological
parameters. Printouts of the data
made it possible to share data with
family and clinicians. The older
adults valued health-related decision-
making and saw the telehealth kiosk
as a tool to improve independence
and control over their health status.
Technical challenges were identified
(e.g., problems to handle computer
mouse).

独立した退職者コミュニテ ィにおけ
るプレライバシー配慮と同様と遠隔
健康管理キ オスクの使いやすさと有
効 性の認識

フォーカスグループに対する定性調
査

65歳、12人 生体パラメーター・オンラインでの
質問・教育ビデオ・ブレインフィッ
トネスのウェブソフトウエアの遠隔
プラットホーム

参加者は脳アセスメント及び継続的
な生体パラメーターの提供について
評価をしていた。また、データをプ
リントアウすることで、家族や臨床
医とデータを共有することができ
た。高齢者は健康に関する意思決定
を重視し、遠隔健康診断プラット
フォームは、高齢者の自立性を高
め、健康状態をコントロールするた
めのツールとして捉えていた。コン
ピュータのマウスの扱いなど、技術
的な課題が確認されている。

2

Demiris, Thompson, Boquet, Shomir,
Chaudhuri, Chung (2013), USA
[51].

To evaluate the perceived usability
and effectiveness of a telehealth
wellness kiosk in an independent
retirement community as well as
privacy considerations.

Qualitative design Focus groups Older adults (n or older
= 12), 65 years

A telehealth kiosk for assessment of
physiological parameters, online
questionnaires, a library of
educational videos, and a brain
fitness web-based software solution.
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【別添】表11：The Role of Information and Communication Technology (ICT) for Older Adults’ Decision-
　　　　　　　　Making Related to Health, and Health and Social Care Services in Daily Life—A Scoping Reviewから抽出された質的研究の一覧（全12件）

高齢者のウェルネスの可視化と評価
を情報アプリケーションがどのよう
にサポートできるかを示す。

フォーカスグループに対する定量
的・定性的複合調査方法

78–94歳、27人 ソフトウェアの3つのコンポーネ ン
トを統合したプラットフォー ム。
機能パラメータを取得するソフ ト
ウェア、遠隔健康診断キオス ク、認
知パラメータを評価する。

バイタルサインを取得してBluetooth
で送信する機能や、家族 や介護者と
情報を共有するためのパ ーソナル
ジャーナルの可能性について肯定的
であった。認知機能向上活動や地域
の人々との交流の機会も評価されて
いる。スタッフによる技術的なサ
ポートと、ユーザーにあわせた多様
なツールが必要となっている。

To promote self determination-based
theory into the design of
gerontechnologies.

Quantitative design Platform
development and evaluation
Questionnaires

Older adults (n = 34), 82 years old on
average

An assisted living platform for
applications that utilize a range of
devices (e.g., motion detectors,
contact sensors, smart switches) and
software components (e.g., calendar,
photo album,
address book).

The use of the platform improved
self-determination performance;
autonomy, self-regulation,
empowerment, and self-realization of
the participants. The platform could
enable the user to make decisions
about assistance needed to live
autonomously and conduct
meaningful activities. Easy to use
technology.

ジェロンテクノロジーのデザインに
理論に基づいた自己決定を取り入れ
ることについての推進

定量評価設計及び評価アンケート調
査

平均年齢82歳の高齢者34人 様々なデバイス(人感センサー 、コ
ンタクトセンサー、スマー トスイッ
チなど)とソフトウェ アコンポーネ
ント(カレンダー 、フォトアルバ
ム、アドレスブック)を活用 したア
プリケーションのための 介護施設プ
ラットフォ ーム

プラットフォームを使用することで
自己決定のパフォーマンス・自立
性・自己規制、エンパワメント・自
己実現について改善された。プラッ
トフォームは自立してクラし、有意
義な活動を行うのに必要とされるサ
ポートについての決定することがで
きるようにする。テクノロジーとし
て使いやすい。

The participants had positive
experiences of the ability to capture
vital signs and transmit via Bluetooth,
and the possibilities with a personal
journal for sharing information with
family and caregivers. Engagement in
cognitive performance activities was
appreciated, and the opportunity to
socialize and interact with others in
the community. Technical support
from staff and diverse tools for user
preferences were needed.

4

Dupuy, Consel, Sauzeon (2016),
France
[53].

3

Demiris, Thompson, Reeder,
Wilamowska, Zaslavsky (2013), USA
[52].

To demonstrate how informatics
applications can support the
assessment and visualization of older
adults’ wellness.

Mixed method design Measurements
Questionnaires
Focus groups

Older adults (n 78–94 years old
= 27),

A platform that integrates three
components; a software application
capturing functional parameters, a
telehealth kiosk, a software
application assessing cognitive
parameters.
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6

Göransson, Eriksson, Ziegert,
Wengström, Langius-Eklöf, Brovall,
Kihlgren, Blomberg (2018), Sweden
[55].

To explore the experiences of using
an app among older people with
home-based health care and their
nurses.

Qualitative design Interviews Focus
groups

Older adults (n = 17), 70–101 years
old. Nurses (n = 12)

5

Göransson, Wengström, Ziegert,
Langius-Eklöf, Blomberg
(2020), Sweden
[54].

To describe and evaluate the
experiences of self-care support and
sense of security among older
persons using an interactive app to
report health concerns.

Mixed method design Measurements
Questionnaires Interviews

Older adults (n = 17), 70–101 years
old

An interactive ICT-platform for
application in smartphones or tablets,
and used in the assessment of health
concerns and self-care support
among older persons with home care.
Included access to self-care advice,
graphs and risk assessment sending
alerts to nurses.

The platform was used for self-care
advice in different ways by the
participants, and was perceived to
provide accurate information. The
self-care advice could be a trigger to
search for more health-related
knowledge. It was beneficial to access
advice directly without the need to
contact healthcare staff. The platform
was perceived as a way to interact and
communicate with the healthcare
staff.

An interactive ICT-platform for
application in smartphones or tablets,
and used in the assessment of health
concerns and self-care support
among older persons with home care.
Included access to self-care advice,
graphs and risk assessment sending
alerts to nurses.

Via the platform, the participants
were stimulated to learn about their
health concerns. Self-care advice
increased their ability to care for
themselves and supported self-
confidence. Also, it enhanced
communication and enabled
participants to report health concerns
more precisely. Their self-confidence
increased as they were able to use the
technology. Technical challenges
were identified (e.g., issues related to
font size on buttons and logging in).

在宅高齢者と患者の間で使われるア
プリの資料についての調査

フォーカスグループに対するインタ
ビュー定量調査

70歳〜101歳の高齢者17人、 看護師
12人

スマートフォンやタブレット端末に
搭載し、在宅介護をす る高齢者の健
康状態の把握や セルフケア支援に活
用できる 双方向ICTプラットフォー
ム。     セルフケアアドバイス、グラ
フ、リスクアセスメント、ア ラート
送信などの機能を搭載 し、看護師へ
送付

プラットフォームを通じて、参加者
は自分の健康上の悩みを知ることで
刺激を受けた。セルフケアアドバイ
スにより、自分自身をケアする力と
自信を持つことが高まった。また、
コミュニケーションを強化し、健康
上の懸念をより正確に報告できるよ
うになりました。技術を使いこなす
ことで、自信がついた。技術的な課
題(ボタンの文字サイズやログインに
関する問題など)が確認された

健康上の懸念を報告するための双方
向型アプリを使用する高齢者のセル
フケア支援と安心感感についての記
述と評価

フォーカスグループに対する定量
的・定性的複合調査方法

70歳〜101歳の高齢者17人 スマートフォンやタブレット端末に
搭載し、在宅介護をす る高齢者の健
康状態の把握や セルフケア支援に活
用できる 双方向ICTプラットフォー
ム。     セルフケアアドバイス、グラ
フ、リスクアセスメント、ア ラート
送信などの機能を搭載 し、看護師へ
送付

このプラットフォームは、異なる方
法で参加者から送られるセルフケア
のアドバイスに使用されており、正
確な情報を提供していると認識され
ていた。セルフケアアド
バイスは、より健康に関する知識を
探すきっかけになる可能性がある。
医療スタッフに連絡することなく、
直接アドバイスにアクセスできるの
は有益であった。プラッ
トフォームは、医療スタッフとの交
流やコミュニケーションの手段とし
て認識されている。
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To describe healthy older couples’
perceptions of using assistive
technology services when needing
assistance with care.

Qualitative design Interviews Older adults (n = 23), 70–83 years
old.

Technology services from technical
aids for daily living to IT-based
services for security, communication
and
remote consultation

Regular health monitoring made the
participants feeling more secure at
home. Technology could assist and
support older persons in frail health,
and was a way to communicate with
nursing staff and friends. Also, it was
perceived to provide an opportunity
to live at home for a longer time.

健康な高齢夫婦が、介護に支援が必
要なときに支援技術サービスを利用
することについての認識を説明する
こと。

定性的デザイン インタビュー 70-83歳の高齢者23人 日常生活における安否確認やコミ ュ
ニケーション、遠隔ヘルスケアコン
サルタントなどITにサービスのテク
ノロジー相談サービス

定期的な健康状態の把握は参加者に
とっては自宅での生活をより安心な
ものとした。テクノロジーは高齢者
のiP虚弱化にサポートと介護スタッ
フや友人とのコミュニケーションの
手段となった。また、長い間、家で
暮らす機会を提供することができる
と思われる。

Older adults (n = 100), 65–97 years
old.

Patient portals in general for access
to personal health information and
patient-provider communication.
Examples of common portal features
are health information, medication
management, health results, and
communication and appointment
setting.

Overall, the participants reported
that it was valuable to have all their
personal medical information and
clinician contact information in one
place. As for health information in
the portal, the experiences of the
participants varied (e.g., some lacked
individualized information).
Outdated or incorrect medical data in
the portal led to frustration among
older adults. There was a need for
training and support to
manage technology.

健康リテラシーのレベルや患者用
ポータルの使用経験が異なる高齢者
を対象に、ポータル導入に対する考
え方やヘルスケアへの関与のための
ツールとしての有用性の認識調査

フォーカスグループに対する電話で
の定量・定性調査

65−97歳100人 個人の健康情報へのアクセスや医療
に関するコミュニケーションをでき
るような患者ポータル。例えば健康
情報、配薬情報、検査結果、コミュ
ニケーションや予約セット。

全体として、参加者は、個人的な医
療情報と臨床医の連絡先がすべて1つ
の場所にあることは貴重であると報
告している。ポータルサイト内の健
康情報については、参加者の体験は
さまざまであった（例：個別情報が
不足している人がいるなど）。ポー
タルサイトの医療データが古かった
り、間違っていたりすると、高齢者
のフラストレーションにつながっ
た。技術管理のためのトレーニング
やサポートが必要であった技術を管
理するためのトレーニングやサポー
トが必要である。

7

Harrefors, Axelsson, Sävenstedt
(2010), Sweden

8

Irizarry, Shoemake, Lee Nilsen,
Czaja, Beach, DeVito Dabbs (2017),
USA
[57].

To explore attitudes toward portal
adoption and its perceived usefulness
as a tool for health care engagement
among older adults with varying
levels of health literacy and degrees
of prior patient portal use.

Mixed method design Phone survey
Focus groups

4 / 6 ページ



Authors (Year) Country Study Aim Design and Methods Participants (Sample Size), Age ICT Characteristics Main Findings

【別添】表11：The Role of Information and Communication Technology (ICT) for Older Adults’ Decision-
　　　　　　　　Making Related to Health, and Health and Social Care Services in Daily Life—A Scoping Reviewから抽出された質的研究の一覧（全12件）

The participants thought that the
portal was useful for get access to
health information and addressing
health concerns without a clinic visit,
especially for those living in rural
areas. The portal was seen as useful
for communicating with healthcare
providers. Participants felt confident
when they managed to use the portal.
Although the portal was perceived as
easy to use, technical challenges were
also identifed (e.g., issues related to
font size or logging in).

技術受容モデルを枠組みとして、複
数の慢性疾患を持つ高齢患者のユー
ザー間相と経験、使用意思、使用行
動を定性的に記述。

フォーカスグループへの質的調査 65歳以上24人 患者の診断、処方、検査結果、予防
接種記録などに関する個人の健康情
報を提供する患者ポータルサイト。
健康的な食事や運動習慣を身につけ
るための健康管理機能には、個人別
評価や自己管理用の健康ツールが組
み込まれている。

参加者は、特に地方に住んでいる人
にとって、ポータルは診療所に行か
なくても健康情報にアクセスでき、
健康上の懸念に対処するのに有用だ
と考えていました。ポータルは、医
療従事者とのコミュニケーションに
役立つと考えられている。参加者
は、ポータルをなんとか使いこなす
ことができたとき、自信を持つこと
ができた。ポータルは使いやすいと
思わるが、技術的な課題も指摘され
ている。（例：フォントサイズやロ
グインに関する問題など）。

9

Dickman Portz, Bayliss, Bull, Boxer,
Bekelman, Gleason, Czaja (2019),
USA
[58].

To use the technology acceptance
model as a framework for
qualitatively describing the user
interphase and experience, intent to
use, and use behaviors among older
patients with multiple chronic
conditions.

Qualitative design Focus groups Older adults (n = 24), 65 years and
older

A patient portal providing personal
health information related to patient
diagnosis, prescriptions, laboratory
results, vaccination records. Health
management features that are
designed to foster healthy eating and
exercise habits incorporate
personalized assessments and self-
management health tools.

Via the portal, the participants could
keep control over their own care. The
older adults’ messages were quickly
answered by their own general
practitioner. It enhanced
participation of informal caregivers
and general practitioners and
facilitated the involvement of older
adults. Although the portal was
perceived as user-friendly, barriers
for the older adults were found such
as not being comfortable with using
computers or not being familiar with
the portal.

医療福祉情報ポータルの導入プロセ
スの成果を確立するために保健福祉
情報ポータルの導入過程における成
果を出す。その成果に寄与した導入
戦略、障壁・促進要因、今後の導入
のあり方を明確にする。そして今後
の実施方法をどのように改善するこ
とができるのかを明らかにする。

フォーカスグループに対するインタ
ビューでの定量・定性調査

70歳以上の高齢者290人、医療・介
護専門職169人

虚弱高齢者、そのインフォーマル介
護者、専門家のための多職種コミュ
ニケーションと情報交換のための個
人用インターネットベースカンファ
レンステーブル.。EHRとPHRの両
方がテーブルの上に上がる。

ポータルサイトを通じて、参加者は
自分自身のケアをコントロールする
ことができるようになった。自分の
かかりつけ医からすぐに返事がある
ことで、インフォーマルな介護者や
かかりつけ医の参加を強化し、高齢
者の関与を促進した。ポータルは
ユーザーフレンドリーであると認識
されているが、コンピュータの使用
に慣れていない、ポータルに慣れて
いないなど、高齢者にとっての障壁
が見受けられた。
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Robben, Perry, Huisjes, van
Nieuwenhuijzen, Schers, van Weel,
Olde Rikkert, van Achterberg,
Heinen, Melis (2012), The
Netherlands
[59].

To establish the outcomes of the
implementation
process of the Health and Welfare
Information Portal, which
implementation strategies and
barriers and facilitators
contributed to these outcomes, and
how its future implementation could
be improved.

Mixed method design Survey
Interviews

Older adults (n = 290), 70 years and
older
Professionals (GPS:s, nurses,
gerontological social workers, other)
(n = 169)

A personal, Internet-based
conference table for multidisciplinary
communication and information
exchange for frail older people, their
informal caregivers, and
professionals. The table is considered
to be both a shared electronic health
record and personal health record.
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Video conferencing was perceived by
the participants as valuable for social
contact and communication. People
with reduced mobility found it useful
to have access to case managers and
other healthcare professionals for
support and advice (e.g., carers,
physiotherapists, social workers,
dentists). It compensated for
isolation and enabled independent
participation. The main problem with
technology was poor internet
connection in rural areas. Also, need
for touch function training
was identified.

一人暮らしの高齢者（65歳以上）が
ケア・ケースマネジメント（CCM）
全般をどのように捉えているか、ま
た、ビデオ会議で使用するCCMモニ
タリングプロセスについてどのよう
に考えているかを理解すること。

インタビューでの定量・定性調査 64-92歳の高齢者40人（臨床対象は
65歳以上）

タブレットPCを使ったビデオ会議
で、看護師やソーシャルワーカーか
らの情報提供やアドバイス、高齢者
同士のコミュニケーションを実現。
さらに資料のダウンロードが可能。

ビデオ会議は、社会的な接触やコ
ミュニケーションに有用であると参
加者は認識していた。移動に不自由
のある人は、サポートやアドバイス
のためにケースマネージャーや他の
医療専門家（例：介護者、理学療法
士、ソーシャルワーカー、歯科医）
にアクセスすることが有用であると
考えた。これは孤立を補い、自立し
た参加を可能にする。テクノロジー
に関する主な問題は、地方における
インターネット接続の不備が課題で
あり、タッチ機能のトレーニングの
必要性が確認された。
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Schmidt, Behrens, Lautenschlaeger
Gaertner, Luderer (2019), Germany
[60].

To gain a better understanding of
how care and case management
(CCM) in general is perceived by
older people (65+) living alone and
what they think about the CCM
monitoring process used during
video conferences.

Mixed method design Interviews
Measurements

Older adults (n = 40),
64–92 years old (inclusion criteria
was 65 years or older)

Video conferences via tablet PCs
enabling information and advice from
nurses and social workers, and
communication between older adults.
Possibility to download further
information material.

The participants mainly used the
platform functions of contacts,
services and messaging. The platform
was regarded to contribute to the
social participation, the self-
management competencies, and with
their social cohesion in the
community. However, only a
minority thought that the platform
had added value to them. Although
the participants perceived the
platform easy to use there were some
technical challenges (e.g., issues
related to logging in, and
function arrangement).

虚弱高齢者の自立と機能向上を支援
するためにセルフケアの活性化と信
頼できる情報・製品・サービスの提
供をする。

定量・定性調査と観察とインタ
ビューによる調査

65歳以上の高齢者33人 緊急通報、サービス、連絡先、時
計、カレンダー、服薬リマイン
ダー、ニュース、メッセージ送受
信、地域情報、自治体からの情報、
ゲームの11機能を備えたオンライン
コミュニティケアプラットフォーム

参加者は主に、連絡先、サービス、
メッセージングなどのプラット
フォームの機能を利用していた。プ
ラットフォームは、社会参加、自己
管理能力、コミュニティにおける社
会的結束に貢献すると考えられてい
たが、プラットフォームが自分たち
に付加価値を与えていると考える人
は少数派であった。参加者は、プ
ラットフォームは使いやすいと認識
していたが、いくつかの技術的な課
題もあった（例：ログインに関する
問題や、機能の配置など）。機能配
置など）。
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Willard, Cremers, Man, van Rossum,
Spreeuwenberg, de Witte (2018),
The Netherlands [61].

To support frail older adults in their
independence and functioning, by
stimulating self-care and providing
reliable information, products and
services.

Mixed method design Observations
Interviews Measurements

Older adults (n = 33) 65 years and
older

Online community care platform
containing 11 functions; emergency
call, services, contacts, clock,
calendar, medication reminder, news,
sending and receiving messages,
information about the community,
information from municipalities, and
games.
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